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Ⅰ．主要な施策の成果に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＜歳入事項別説明書＞ 

  各会計の主要な歳入科目の決算額を年度別（10 年分）に整理した表等を記載している。 

＜歳出事項別説明書＞ 

各会計の主要な事業を科目ごとに整理し、成果に関して記載している。 

表中の用語の説明は以下のとおり。 

対 象：誰、何を対象にしているか 

意 図：この事業によって、対象をどういう状態にしたいか 

概要・実績：事業の具体的な内容や事務の手順、手続き内容等及び実績 

関 係 指 標：対象と意図の達成度を表す指標等 

考 察：事業を実施したことによる効果や評価、今後の方向性等 
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令和元年度 

 

主要な施策の成果に関する説明書 

 

 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 233条第５項の規定により、

令和元年度決算に係る主要な施策とその成果の概要を次のとおり報

告します。 

  令和２年９月４日 

 

 

大船渡市長  戸 田 公 明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表中の数値は、特に指定のあるものを除き、年度の計又は令和２年３月 31 日現在のもの

である。 
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１．決 算 の 状 況 
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（１）一般会計 

① 歳入決算総括表 
（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

1 市 税 4,296,195,832 13.0 4,288,626,837 16.2 △7,568,995 △ 0.2

2 地 方 譲 与 税 186,175,333 0.6 203,973,074 0.8 17,797,741 9.6

3 利 子 割 交 付 金 5,254,000 0.0 2,497,000 0.0 △2,757,000 △ 52.5

4 配 当 割 交 付 金 6,890,000 0.0 8,362,000 0.0 1,472,000 21.4

5 株式等譲渡所得割交付金 6,459,000 0.0 3,669,000 0.0 △2,790,000 △ 43.2

6 地 方 消 費 税 交 付 金 729,080,000 2.2 648,682,000 2.5 △80,398,000 △ 11.0

7 自 動 車 取 得 税 交 付 金 33,738,000 0.1 16,642,413 0.1 △17,095,587 △ 50.7

8 環 境 性 能 割 交 付 金 － － 4,092,000 0.0 4,092,000 皆増

9 地 方 特 例 交 付 金 13,955,000 0.0 22,031,000 0.1 8,076,000 57.9

10 地 方 交 付 税 8,418,175,000 25.4 7,105,943,000 26.8 △1,312,232,000 △ 15.6

11 交通安全対策特別交付金 3,447,000 0.0 3,114,000 0.0 △333,000 △ 9.7

12 分 担 金 及 び 負 担 金 162,263,435 0.5 110,326,512 0.4 △51,936,923 △ 32.0

13 使 用 料 及 び 手 数 料 252,165,269 0.8 250,025,608 1.0 △2,139,661 △ 0.8

14 国 庫 支 出 金 4,042,434,467 12.2 3,644,538,203 13.8 △397,896,264 △ 9.8

15 県 支 出 金 1,832,738,234 5.5 1,477,719,212 5.6 △355,019,022 △ 19.4

16 財 産 収 入 185,916,058 0.6 109,908,215 0.4 △76,007,843 △ 40.9

17 寄 附 金 109,635,190 0.3 110,664,589 0.4 1,029,399 0.9

18 繰 入 金 6,003,895,229 18.2 4,133,816,195 15.6 △1,870,079,034 △ 31.1

19 繰 越 金 4,021,852,337 12.2 1,791,191,332 6.8 △2,230,661,005 △ 55.5

20 諸 収 入 763,857,337 2.3 647,997,281 2.4 △115,860,056 △ 15.2

21 市 債 2,018,300,000 6.1 1,890,000,000 7.1 △128,300,000 △ 6.4

33,092,426,721 100.0 26,473,819,471 100.0 △6,618,607,250 △ 20.0合　計

平成30年度 令和元年度区　　分
（款）

 

② 歳出決算総括表 

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

1 議 会 費 186,845,494 0.6 180,369,405 0.7 △6,476,089 △ 3.5

2 総 務 費 5,660,312,863 18.1 5,066,418,680 20.4 △593,894,183 △ 10.5

3 民 生 費 5,859,156,932 18.7 5,774,377,795 23.3 △84,779,137 △ 1.4

4 衛 生 費 1,416,049,660 4.5 1,335,567,541 5.4 △80,482,119 △ 5.7

5 労 働 費 68,790,040 0.2 68,545,866 0.3 △244,174 △ 0.4

6 農 林 水 産 業 費 1,568,876,738 5.0 1,175,988,753 4.7 △392,887,985 △ 25.0

7 商 工 費 836,251,180 2.7 802,212,872 3.2 △34,038,308 △ 4.1

8 土 木 費 8,776,693,641 28.1 3,558,656,881 14.3 △5,218,036,760 △ 59.5

9 消 防 費 1,040,119,175 3.3 1,012,742,926 4.1 △27,376,249 △ 2.6

10 教 育 費 1,975,025,712 6.3 2,382,274,154 9.6 407,248,442 20.6

11 災 害 復 旧 費 1,866,367,630 6.0 1,471,797,921 5.9 △394,569,709 △ 21.1

12 公 債 費 2,046,746,324 6.5 2,002,886,489 8.1 △43,859,835 △ 2.1

13 諸 支 出 金 0 0.0 0 0.0 － －

14 予 備 費 0 0.0 0 0.0 － －

31,301,235,389 100.0 24,831,839,283 100.0 △6,469,396,106 △ 20.7

1,791,191,332 1,641,980,188 △149,211,144

区　　分
（款）

歳入歳出差引額

合　計

平成30年度 令和元年度
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③ 節別歳出決算総括表 

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ (Ｂ-Ａ)/Ａ

1 報 酬 314,473,776 1.0 326,986,563 1.3 12,512,787 4.0

2 給 料 1,366,504,823 4.4 1,376,527,249 5.5 10,022,426 0.7

3 職 員 手 当 等 1,248,797,479 4.0 1,271,006,682 5.1 22,209,203 1.8

4 共 済 費 515,071,866 1.6 523,377,746 2.1 8,305,880 1.6

5 災 害 補 償 費 0 0.0 0 0.0 － －

6 恩 給 及 び 退 職 年 金 0 0.0 0 0.0 － －

7 賃 金 112,149,276 0.4 107,631,669 0.4 △ 4,517,607 △ 4.0

8 報 償 費 65,897,695 0.2 72,612,787 0.3 6,715,092 10.2

9 旅 費 52,499,320 0.2 44,664,039 0.2 △ 7,835,281 △ 14.9

10 交 際 費 827,116 0.0 869,314 0.0 42,198 5.1

11 需 用 費 548,756,568 1.8 518,633,091 2.1 △ 30,123,477 △ 5.5

消 耗 品 費 99,363,351 0.3 92,480,290 0.4 △ 6,883,061 △ 6.9

燃 料 費 46,876,511 0.2 42,696,766 0.2 △ 4,179,745 △ 8.9

食 糧 費 493,494 0.0 485,728 0.0 △ 7,766 △ 1.6

印 刷 製 本 費 36,792,586 0.1 36,833,307 0.1 40,721 0.1

光 熱 水 費 167,038,040 0.5 160,742,137 0.6 △ 6,295,903 △ 3.8

修 繕 料 50,688,965 0.2 45,886,411 0.2 △ 4,802,554 △ 9.5

賄 材 料 費 147,503,621 0.5 139,508,452 0.6 △ 7,995,169 △ 5.4

12 役 務 費 104,927,587 0.3 109,738,062 0.4 4,810,475 4.6

通 信 運 搬 費 56,836,492 0.2 63,794,401 0.3 6,957,909 12.2

広 告 料 2,046,376 0.0 1,205,867 0.0 △ 840,509 △ 41.1

手 数 料 28,253,856 0.1 27,480,597 0.1 △ 773,259 △ 2.7

火 災 等 保 険 料 13,666,016 0.0 13,239,885 0.0 △ 426,131 △ 3.1

自 動 車 損 害 保 険 料 4,124,847 0.0 4,017,312 0.0 △ 107,535 △ 2.6

13 委 託 料 8,226,678,936 26.3 4,016,128,782 16.2 △ 4,210,550,154 △ 51.2

14 使 用 料 及 び 賃 借 料 419,522,168 1.3 435,203,253 1.8 15,681,085 3.7

15 工 事 請 負 費 4,159,948,317 13.3 3,392,061,420 13.7 △ 767,886,897 △ 18.5

16 原 材 料 費 6,137,441 0.0 5,817,959 0.0 △ 319,482 △ 5.2

17 公 有 財 産 購 入 費 294,023,542 0.9 186,129,112 0.7 △ 107,894,430 △ 36.7

18 備 品 購 入 費 49,560,421 0.2 116,815,999 0.5 67,255,578 135.7

19 負担金補助及び交付金 3,990,348,827 12.7 3,124,715,598 12.6 △ 865,633,229 △ 21.7

負 担 金 2,331,349,516 7.4 2,177,305,045 8.8 △ 154,044,471 △ 6.6

補 助 金 1,627,592,862 5.2 911,607,878 3.7 △ 715,984,984 △ 44.0

交 付 金 31,406,449 0.1 35,802,675 0.1 4,396,226 14.0

20 扶 助 費 2,142,121,589 6.8 2,388,451,002 9.6 246,329,413 11.5

21 貸 付 金 361,500,000 1.2 339,500,000 1.4 △ 22,000,000 △ 6.1

22 補償補填及び賠償金 287,831,547 0.9 21,540,414 0.1 △ 266,291,133 △ 92.5

23 償還金利子及び割引料 3,497,161,106 11.2 3,160,403,662 12.7 △ 336,757,444 △ 9.6

24 投 資 及 び 出 資 金 30,000,000 0.1 21,320,000 0.1 △ 8,680,000 △ 28.9

25 積 立 金 1,381,055,128 4.4 1,235,353,151 5.0 △ 145,701,977 △ 10.6

26 寄 附 金 500,000 0.0 3,000,000 0.0 2,500,000 500.0

27 公 課 費 2,224,300 0.0 2,482,200 0.0 257,900 11.6

28 繰 出 金 2,122,716,561 6.8 2,030,869,529 8.2 △ 91,847,032 △ 4.3

予 備 費 0 0.0 0 0.0 － －

31,301,235,389 100.0 24,831,839,283 100.0 △ 6,469,396,106 △ 20.7歳 出 合 計

(単位：円、％)

区　　分
平成30年度 令和元年度
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④ 歳入事項別説明書 

第１款  市 税 

（１）年度別・予算別決算額状況 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

1 1,491.8 1,027.9 1,652.5 1,959.6 2,029.1

① 個 人 市 民 税 1,253.6 881.1 1,016.4 1,215.8 1,351.9

② 法 人 市 民 税 238.2 146.8 636.1 743.8 677.2

2 2,010.4 1,284.3 1,396.6 1,671.3 1,868.5

① 固 定 資 産 税 1,979.5 1,254.0 1,371.1 1,647.3 1,843.4

② 国有資産等所在市町村交付金 30.9 30.3 25.5 24.0 25.1

3 78.4 65.1 73.0 77.0 86.9

① 軽 自 動 車 税 78.4 65.1 73.0 77.0 86.9

② 環 境 性 能 割 － － － － －

4 253.8 307.0 340.9 399.4 391.6

① 市 た ば こ 税 253.8 307.0 340.9 399.4 391.6

5 3.1 1.9 3.4 3.9 3.8

① 鉱 産 税 3.1 1.9 3.4 3.9 3.8

6 4.9 2.2 7.2 7.0 8.5

① 入 湯 税 4.9 2.2 7.2 7.0 8.5

3,842.4 2,688.4 3,473.6 4,118.2 4,388.4

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

1 1,975.7 2,064.5 1,975.1 1,965.4 1,922.6

① 個 人 市 民 税 1,441.9 1,493.9 1,578.7 1,552.5 1,527.2

② 法 人 市 民 税 533.8 570.6 396.4 412.9 395.4

2 1,881.4 1,882.4 1,924.0 1,896.3 1,939.1

① 固 定 資 産 税 1,854.9 1,859.2 1,880.9 1,844.4 1,892.4

② 国有資産等所在市町村交付金 26.5 23.2 43.1 51.9 46.7

3 88.6 103.3 106.6 109.0 111.5

① 軽 自 動 車 税 88.6 103.3 106.6 109.0 110.4

② 環 境 性 能 割 － － － － 1.1

4 369.1 357.7 330.4 313.1 303.7

① 市 た ば こ 税 369.1 357.7 330.4 313.1 303.7

5 3.3 3.0 3.5 3.3 2.8

① 鉱 産 税 3.3 3.0 3.5 3.3 2.8

6 10.0 9.0 9.2 9.1 8.9

① 入 湯 税 10.0 9.0 9.2 9.1 8.9

4,328.1 4,419.9 4,348.8 4,296.2 4,288.6

入 湯 税

合　　計

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税

入 湯 税

鉱 産 税

(単位：百万円）

決　　算　　額
項　目

市 民 税

(単位：百万円）

項　目
決　　算　　額

合　　計
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令和元年度の税収は、復興事業の進捗等に伴い、個人市民税や法人市民税が減少となってい

るものの、固定資産税が増加したことから、市税全体では前年度比 7,569 千円、0.2％の減少に

とどまっており、依然として震災前を上回る 42 億円超の税収となった。 

 税目別の状況は次のとおり。 

 

〔個人市民税〕 

  前年度比 25,273 千円、1.6％減少した。営業所得や退職所得などが前年度よりも減少した

ことが主な要因となっている。 

 

〔法人市民税〕 

  前年度比 17,526 千円、4.2％減少した。一部企業の企業収益の減少等による法人税割額の

減少が主な要因となっている。 

 

〔固定資産税〕 

   前年度比 42,810 千円、2.3％増加した。震災による課税免除区域の一部が課税の対象とな

ったことや被災した家屋の代替取得が進んだこと、復興特区における課税免除適用期間満了

による増加が主な要因となっている 

 

〔軽自動車税〕 

  軽自動車税は、前年度比 1,426 千円、1.3％増加した。新税率が適用となる軽四輪車両や重

課税率が適用となる軽四輪車両の増加が主な要因となっている。 

  税制改正により令和元年 10 月から新設された環境性能割は 1,035 千円であった。 

  

〔その他の税〕 

 市たばこ税は、前年度比 9,382 千円、3.0％減少した。喫煙者の減少等による売り上げ本数

の減少が主な要因となっている。また、鉱産税は前年度比 491 千円、14.8％減少し、入湯税

は前年度比 168 千円、1.8％減少した。 
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【参考】 

 

〇大船渡市内総生産（市ＧＤＰ） 

（単位：百万円）

平成22年度 平成23年度

122,187 155,758 183,452 190,824

項　　目 平成24年度 平成25年度 平成26年度

項　　目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

126,555

市 内 総 生 産 198,125 179,184 170,532 － －

市 内 総 生 産

  ※市内総生産とは、１年間に市内の各産業の生産活動によって新たに生み出された価 

値（付加価値）の総額のこと。 
農業、製造業、建設業などの各産業が生産した財貨・サービスの価値を市場価格によっ

て単純に合計したものが生産総額（産出額）であり、ここから生産に当たって原材料とし

て投入された、いわゆる中間生産物（中間投入）を除いたものが、付加価値（市内総生産

額）となる。 

 

 

〇大船渡市民所得 

市 民 所 得

市 民 所 得 110,614 106,615 107,432 － －

項　　目 平成24年度 平成25年度 平成26年度

項　　目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（単位：百万円）

平成22年度 平成23年度

77,773 90,398 102,221 105,69187,504

  ※市民所得とは、市内居住者（市民）が１年間携わった生産活動によって発生した純 

付加価値（総生産から固定資本減耗を除いたもの）が、市民に対して、生産要素を提供し

た対価として、賃金（雇用者報酬）、利潤（企業所得）、利子・配当（財産所得）などの形

で、配分されたものの総額のこと。 

《参考：岩手県｢岩手県市町村民経済計算年報｣》 
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第１８款  繰入金 

（１）年度別・予算別決算額状況 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

273.3 552.9 7,456.0 14,393.3 13,405.2

①　財政調整基金繰入金 249.0 0.0 0.0 3,562.7 1,050.1

②　まちづくり基金繰入金 22.7 373.0 353.2 1,271.1 845.1

③　畜産総合対策基金繰入金 1.6 0.1 0.3 0.3 0.9

④　東日本大震災復興交付金基金繰入金 0.0 179.8 7,102.5 9,559.2 11,509.1

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

20,213.5 12,814.8 9,932.3 6,003.9 4,133.8

①　財政調整基金繰入金 4,969.4 1,452.7 672.1 199.8 1,306.6

②　まちづくり基金繰入金 799.8 551.5 313.8 304.0 208.1

③　畜産総合対策基金繰入金 0.4 0.2 0.2 0.1 0.1

④　東日本大震災復興交付金基金繰入金 14,443.9 10,810.5 8,946.2 5,500.1 2,619.0

１　基金繰入金

（単位：百万円）

（単位：百万円）

１　基金繰入金

項　目
決　　算　　額

項　目
決　　算　　額

※金額は、出納整理期間中において積立、取崩しした債権及び債務の額を含めたものである。 

 

（２）年度別・種類別現在高状況 

（単位:百万円）
平成22年度末 平成23年度末 平成24年度末 平成25年度末 平成26年度末

現在高 現在高 現在高 現在高 現在高

財政調整基金 1,085.3 1,872.6 8,481.5 7,084.8 8,577.3

まちづくり基金 397.2 3,038.9 6,451.3 5,235.0 4,413.7

減債基金 399.5 400.1 400.3 400.5 463.8

 東日本大震災復興交付金基金 0.0 2,937.2 26,500.9 27,206.6 24,058.3

その他特定目的基金 18.0 18.8 19.3 20.0 19.5

合 計 1,900.0 8,267.6 41,853.3 39,946.9 37,532.6

（単位:百万円）
平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末

現在高 現在高 現在高 現在高 現在高

財政調整基金 5,183.5 5,155.3 5,451.3 5,803.7 4,964.7

まちづくり基金 3,620.1 3,094.3 2,791.6 2,498.1 2,296.0

減債基金 807.1 1,402.2 2,229.6 2,907.7 3,275.2

 東日本大震災復興交付金基金 17,542.3 15,193.0 10,559.1 5,199.1 2,659.8

その他特定目的基金 20.0 20.0 20.3 20.3 334.8

合 計 27,173.0 24,864.8 21,051.8 16,428.9 13,530.5

項　目

項　目
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第２１款  市債  

（１）年度別・予算別決算額状況 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
2,281.9 1,457.2 1,163.1 1,708.1 1,509.7

①　総務債 138.7 28.1 － － 200.0

②　民生債 100.6 203.0 103.1 61.4 13.0

③　農林水産業債 52.2 40.3 73.5 18.2 6.3

④　商工債 85.1 102.1 － － 69.4

⑤　土木債 288.3 191.2 121.2 99.9 355.7

⑥　消防債 54.0 23.6 17.5 58.5 203.2

⑦　教育債 554.1 110.4 71.9 736.8 49.6

⑧　災害復旧債 22.5 7.4 35.0 36.1 12.6

⑨　臨時財政対策債 986.4 751.1 740.9 692.9 599.9

　〔労働債〕 － － － 4.3 －

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
2,566.2 3,788.2 1,372.9 2,018.3 1,890.0

①　総務債 500.0 25.8 105.7 373.3 48.3

②　民生債 23.7 17.5 － 93.9 18.4

③　農林水産業債 － 48.7 149.6 117.0 123.3

④　商工債 － 7.2 20.9 58.2 40.1

⑤　土木債 588.5 427.8 223.2 388.1 298.4

⑥　消防債 444.4 1,793.0 27.7 121.9 114.8

⑦　教育債 298.6 900.4 188.2 243.0 679.6

⑧　災害復旧債 － 45.0 85.8 5.9 90.5

⑨　臨時財政対策債 635.1 522.8 571.8 617.0 476.6

　〔労働債〕 75.9 － － － －

１　市債

（単位：百万円）

１　市債

決　　算　　額
項　目

（単位：百万円）

項　目
決　　算　　額

 

 

（２）年度別・事業別現在高状況 

（単位:百万円）
平成22年度末 平成23年度末 平成24年度末 平成25年度末 平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末

現在高 現在高 現在高 現在高 現在高 現在高 現在高 現在高 現在高 現在高

1 公 共 事 業 等 債 4,596.4 4,202.8 3,841.2 3,429.7 3,029.0 2,620.0 2,286.0 1,976.7 1,895.8 1,814.6

2 公 営 住 宅 建 設 事 業 債 344.8 305.5 312.1 296.3 484.3 1,110.7 1,483.8 1,972.8 1,953.5 1,931.5

3 災 害 復 旧 事 業 債 217.0 158.3 139.8 134.7 124.5 107.7 137.9 207.1 197.5 270.5

4 緊急防災・減災事業債 0.0 90.1 90.1 138.3 339.3 964.1 2,950.9 3,065.5 3,159.3 3,219.2

5 全 国 防 災 事 業 債 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 239.1 239.1 239.1 231.1

6
教 育 ･ 福 祉 施 設 等 整 備
事 業 債 1,291.5 1,184.4 1,107.2 1,446.8 1,370.7 1,262.4 1,293.7 1,299.8 1,252.7 1,818.6

7 一 般 単 独 事 業 債 7,826.5 7,628.7 7,161.3 6,935.4 6,667.3 6,748.2 6,248.8 5,631.4 5,663.3 5,098.7

8 辺 地 対 策 事 業 債 541.4 436.2 329.7 231.7 159.9 118.5 133.7 260.9 306.1 329.1

9 厚生福祉施設整備事業債 94.4 66.3 37.7 19.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

10 財 源 対 策 債 132.3 119.4 147.1 139.7 124.9 132.1 149.1 219.9 395.7 552.4

11 臨 時 財 政 特 例 債 3.4 1.2 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

12 減 税 補 て ん 債 626.9 534.8 441.5 346.9 251.3 214.2 176.5 138.1 99.2 75.3

13 臨 時 税 収 補 て ん 債 132.8 114.9 96.7 78.2 59.2 39.8 20.1 0.0 0.0 0.0

14 臨 時 財 政 対 策 債 5,675.1 6,155.8 6,600.3 6,953.7 7,155.5 7,341.6 7,370.4 7,405.1 7,446.7 7,331.5

15 岩 手 県 貸 付 金 613.6 746.6 780.7 785.5 731.0 751.2 992.2 1,004.5 929.1 870.4

16 公 有 林 整 備 事 業 債 165.9 148.7 132.6 117.2 102.4 88.0 73.9 60.7 48.9 38.3

17 草 地 整 備 事 業 債 3.5 2.5 1.4 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

22,265.5 21,896.2 21,219.9 21,053.4 20,599.3 21,498.5 23,556.1 23,481.5 23,586.9 23,581.2

18 公 有 林 整 備 事 業 債 151.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

22,417.0 21,896.2 21,219.9 21,053.4 20,599.3 21,498.5 23,556.1 23,481.5 23,586.9 23,581.2普 通 会 計 の 計

項 目

一 般 会 計 の 計

 



【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

⑤　歳出事項別説明書

　第１款　議会費　《180,369,405円》

0 8

8 5

収支報告書のＨＰ掲載件数

12 8

1

180,369,405円

146ページ）(決算書

8,014 5,060 6,918

　議会報告会の開催や市議会だよりの発行、議会会議録等を市議会ホームページ上で公開することに
より、日頃の議会活動について市民の理解が深まった。今後とも、ＳＮＳ等の情報ツールの活用を含
め、より機能的かつ効果的な広報支援について検討を進める。

0

180,369,405円

事業名

(決算書

事業名 議員研修・調査支援事務（継続）

事業費 4,044,712円

1項 議会費 180,369,405円 1目 議会費 180,369,405円

1款 議会費

概 要
・

実 績

11 11 10

8 8 5

H29 H30 R元

　行政視察・議員研修等を積極的に展開し、領収書を含む収支報告書や視察研修報告書を市議会ホー
ムページに掲載していることから、市民への周知や視察成果の共有化が図られている。

視察研修報告書のＨＰ掲載件数 件 0 10

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

政務活動費交付件数 件 7

件

180,369,405円 1目

インターネットの議会中継アクセス 数 6,993 8,609

議会報告会の開催 回 0 0

対　象

意　図

概 要
・

実 績

議会広報支援事務（継続）

事業費 8,294,037円

指　　標 単位 H27 H28

市議会議員

市民

議会活動の情報が適時・適切に入手できる。

　議会基本条例に基づき、日頃の議会活動を広く市民等に周知するため、議会報告会を開催
するとともに、議会だより（年４回）の発行、議会会議録作成及び市議会ホームページへの
掲載並びにインターネットでの議会中継等により、議員活動に係る広報活動を実施する。ま
た、令和元年度からＡＩを活用した会議録作成支援システムを導入し、委員会会議録の早期
調製及び公開を図った。

調査研究を効率的に行い、課題となる事項の理解を深める。

　行政視察及び議員研修の連絡調整、会派及び会派に所属しない議員への政務活動費の交付
及び報告書の点検を行うとともに、透明性確保のため、平成28年度支給分（改選後）から市
議会ホームページに領収書を含む収支報告書や視察研修報告書を公開した。

146ページ）

1

対　象

議会費

意　図

1款 議会費 180,369,405円

1項 議会費
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

意　図 東日本大震災の復旧復興事業等に必要な人材を確保する。

対　象 派遣職員

1項 総務管理費 4,647,312,263円 1目 一般管理費 1,342,112,982円

R元

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 150ページ）

事業名 人事管理事業（派遣職員）（継続）

事業費 143,730,862円

　第２款　総務費　《5,066,418,680円》

概 要
・

実 績

　派遣職員に係る赴任等旅費、宿舎借上げ、人件費及び健康診断の費用など、当市で業務に
従事するために必要な費用を派遣元と締結した協定書に基づき負担した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

12派遣元自治体等数 団体 36 32 22 16

2目 文書広報費 21,695,967円

　東日本大震災の復旧復興事業等の進捗に応じ必要な職員を確保することができた。
　なお、派遣職員の確保は、復興・創生期間の終期である令和２年度までを予定している。

派遣を受けた職員数 人 83 73 56 40 20

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 150ページ）

1項 総務管理費 4,647,312,263円

単位 H27

事業名 市政モニター事業（継続）

事業費 133,245円

対　象 委嘱した市政モニター

意　図 市政に対して、さまざまな立場で率直な意見や提言等を述べていただく。

うち実現または実現に努
力しているもの

件 1 20 1 0 0

定期報告の回答者延べ人数 人 55 68 68 69 62

随時報告での提言件数 件 3 30 5 1 0

概 要
・

実 績

　地区公民館や各種団体から推薦していただいた市民や公募による市民をモニターとして30
人を委嘱（任期：平成30年４月１日～令和２年３月31日）し、市政に対する意見や提言等を
寄せていただくもの。
　なお、令和元年度に実施した事業では、市の現状の理解及び意見交換を行う全体会議（年
１回）、文書による定期報告（年４回程度）、随時報告、市議会の傍聴（年１回）を実施し
た。

指　　標 H28 H29 H30 R元

　定期報告（年４回×30人＝120人）において、モニターから半数の回答が寄せられている。定期報
告・随時報告で寄せられる意見及び提言等は、担当課で検討され、順次対応し市政運営において活用
されている。
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【関係指標】

＊

＊

＊

＊

＊公金収納取扱件数は特別会計分を含む件数

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

意　図 納入された歳入金を適正な科目へ迅速に消込処理する。

概 要
・

実 績

　市の歳入について、調定・収入の確認・消込を行う業務であり、平成30年度から消込業務
を軽減化するため総合収納システムを導入している。事業費は主に指定金融機関への公金取
扱手数料と公金収納サービス委託料である。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

調定書の審査件数 件 22,185 21,500 16,600 16,752 16,490

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 152ページ）

1項 総務管理費 4,647,312,263円 4目 会計管理費 18,718,151円

事業名 歳入金の記録整理事務（継続）

事業費 13,879,363円

対　象 調定書、指定金融機関等で取扱った歳入金

公金収納取扱件数(ｺﾝﾋﾞﾆ) 件 － － － 28,845 32,373

公金収納取扱件数(ｸﾚｼﾞｯﾄ) 件 － － － 315 441

公金収納取扱件数(窓口) 件 161,578 157,059 153,275 121,247 114,311

公金収納取扱件数(口振) 件 108,452 104,033 103,277 102,027 98,660

1項 総務管理費 4,647,312,263円 4目 会計管理費 18,718,151円

事業名 審査支払い事務（継続）

事業費 3,385,398円

公金収納取扱件数(共通納税) 件 － － － － 63

　収納チャネルの拡大はコスト増大につながるが、社会情勢や市民の利便性向上を図るため、庁内の
各収納システムバージョンアップに合わせ検討していく。
　令和元年度は、10月から稼働の地方税共通納税システムにあわせて総合収納システムの改修を行
い、収納チャネルを拡大することで納税者の利便性を図った。

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 152ページ）

審査件数 件 113,938 102,663 93,106 90,673 90,581

支払件数 件 80,616 77,955 74,305 70,693 71,259

対　象 支出命令書、債権者

意　図 関係法令に基づき、適正な予算執行を確保する。

概 要
・

実 績

　支出命令書等の審査、債権者への支払事務を行う。
　事業費は主に支払送金手数料である。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

支出命令書件数 件 74,010 72,350 69,076 69,543 70,109

口座振替情報錯誤による更正件数 件 308 300 255 309 367

　公共料金支払事務軽減のため、平成31年１月から公共料金の一部（電話、水道、簡易水道）につい
て、口座自動引落システムを導入したことにより、審査時間の軽減と紙の削減が図られた。一番件数
の多い電気料金については、令和２年度中の導入を目指し調整を図っている。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

※基金：財政調整基金、減債基金、庁舎整備基金

【 考　察 】

対　象 市庁舎管理担当部署

意　図 庁舎を利用者が良好に使用できる状態に保つ。

概 要
・

実 績

　本庁舎、支所の土地・建物に関する維持管理を実施するもの。
　令和元年度は、庁舎燃料・光熱水費の支出、庁舎維持管理委託、駐車場管理、建物修繕な
どを実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 154ページ）

1項 総務管理費 4,647,312,263円 5目 財産管理費 2,353,073,906円

事業名 庁舎等維持管理事業（継続）

事業費 65,928,748円

千円 14,682 14,106 14,325 16,569 19,459

庁舎修繕件数 件 24 46

H30 R元

庁舎燃料費（灯油） 千円 3,873 5,039 5,567 1,803 352

　庁舎各種設備の定期的な改修や保守点検、不具合の迅速な修繕などにより、庁舎の適正な維持管理
が図られている。

2款 総務費

庁舎光熱水費（水道、電気等）

31 32 17

0 0

普通財産の賃貸料収納率

概 要
・

実 績

　普通財産、基金、有価証券の適正な管理及び運用を実施するもの。
　令和元年度は、保守点検や草刈りなどの維持管理業務に加え、旧大船渡消防署、旧崎浜小
学校等の解体設計業務を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 財産管理事業（継続）

事業費 1,123,525,057円 （起債90％）

対　象 市有財産管理担当部署

意　図 公有財産を良好な状態に保ち、効率的に運用する。

5,066,418,680円 (決算書 154ページ）

1項 総務管理費 4,647,312,263円 5目 財産管理費 2,353,073,906円

基金積立額 千円 1,915,689 1,985,486 1,727,054 1,188,150 1,111,900

基金取崩額 千円 4,969,379 1,452,650 672,068 199,778 1,306,614

普通財産の苦情未解決件数 件 0 0 0

％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　普通財産、基金、有価証券の管理・運用については、適正に行われている。行政財産の用途廃止や
被災跡地の買取りによって、普通財産が増加していることから、さらに適正な維持管理が必要になっ
ている。

項目 設計費

旧大船渡消防署 4,084千円

旧崎浜小学校等 3,909千円
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

意　図 市民意向の把握やこれまでの取組の効果検証等を行いながら策定する。

H29 H30 R元

市民意識調査送付件数 件 － － － －

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 156ページ）

2,000

1項 総務管理費 4,647,312,263円 6目 企画費 364,579,852円

事業名 総合計画・総合戦略策定事業（新規）

事業費 3,445,897円

対　象 総合計画基本構想及び前期基本計画・第２期総合戦略

第２期総合戦略プロジェクト数 プロジェクト － － － －

概 要
・

実 績

　総合計画は、平成23年度～令和２年度の計画期間が終了することから、令和３年度を初年
度とする次期総合計画を策定するもの。令和元年度は、市民意識調査の実施、策定基礎資料
の作成、策定方針の検討等を行った。
　総合戦略は、平成27年度～令和元年度の計画期間が終了することから、人口ビジョンを改
訂するとともに、第１期総合戦略の効果検証等を踏まえながら、令和２年度を初年度とする
第２期総合戦略を策定した。

指　　標 単位 H27 H28

当市出身者、当市を応援したいと考えている市外在住者

意　図 当市に寄附金を納付してもらう。

77,642 116,521 77,882 90,949 103,735

概 要
・

実 績

　市ホームページやふるさと納税ポータルサイト等を通じて、｢ふるさと大船渡応援寄附｣を
ＰＲしたほか、首都圏さんりく大船渡人会総会での関係資料の配布や「ふるさとだより」へ
の関連記事の掲載等により、寄附を呼び掛けた。

指　　標 単位 H27 H28

総合戦略推進会議・市民会
議開催回数

回 － － － － 7

　総合計画は、令和元年度において、市民意識調査の実施や策定基礎資料の作成など、策定の推進が
図られたことから、令和２年度において市政懇談会等を実施し、広く意見等を伺いながら、基本構想
及び前期基本計画を取りまとめる。
　総合戦略は、令和元年度において、外部有識者等からなる総合戦略推進会議や総合戦略市民会議か
ら幅広く意見等を伺い策定したことから、今後は登載プロジェクト等の進捗管理や効果検証を実施し
ながら、必要に応じて見直しを行う。

37

総合戦略推進会議・市民会議
で出された意見提言の件数 件 － － － － 370

事業名 ふるさと納税事務（継続）

事業費 51,040,621円

対　象

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 156ページ)

1項 総務管理費 4,647,312,263円 6目 企画費 364,579,852円

寄附件数 件 5,246 6,438 4,246 4,500 5,206

寄附金額 千円

H29 H30 R元

返礼品の数 件 22 95 142 195 194

　当市の自主財源の確保において一定の成果を挙げている。
　今後も、寄附の増額につなげるため、ポータルサイトの増設や決済方法の多様化を図りながら、新
たな返礼品の発掘等に努めていく必要がある。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

H27 H28 H29 H30 R元

事業名 銀河連邦サンリクオオフナト共和国運営事業（継続）

事業費 3,568,772円

対　象 市民

意　図 銀河連邦を構成する共和国の人々と交流する。

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 156ページ)

1項 総務管理費 4,647,312,263円 6目 企画費 364,579,852円

　東京都内での物産展への参加や、ＳＮＳの情報発信等を通して、共和国間の交流が促進された。
　銀河連邦構成市町からの広範かつ多大な支援が、当市の東日本大震災からの復興に大きく寄与する
など、当事業の果たす役割及び意義は非常に大きいと考えられる。

1項 総務管理費 4,647,312,263円 6目 企画費 364,579,852円

事業名 地方創生推進事業（夏イチゴ産地化プロジェクト）（新規）

事業費 12,096,557円 （国50％）

概 要
・

実 績

　構成市町で開催される銀河連邦物産展への出展による当市の観光・物産等のＰＲ、夏まつ
りへの招待事業、第30回大船渡ポートサイドマラソンへの参加者受入、子ども留学交流事業
等を実施し、共和国間の友好親善や交流促進を図った。

指　　標 単位

交流事業数 件 20 17 19 20 18

交流事業参加者数 人 241 276 1,014 316 373

R元

対　象 地域経済牽引事業者、市民、農業者

意　図 イチゴの産地化に取り組む。

概 要
・

実 績

　地域経済牽引事業者が実施したイチゴ生産・担い手育成拠点整備事業に対し補助金を交付
するとともに、施設営農リーダーの育成や夏イチゴの産地化に係る事業を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 158ページ）

　補助金の交付や委託事業の実施により、地域経済牽引事業者の事業化を支援することができた。次
年度も第２期工事に対して補助金を交付し、生産規模の拡大を支援するとともに、産地化に向けて委
託事業を継続実施する。

施設営農リーダー人材によって運営
された施設での雇用人数

耐侯性多用途木骨ハウスの汎用パッ
ケージの整備面積

千円

ha

人

－ － － － 0

－ － － － 0.21

－

ha －

－

－

－

－

－

－

1

0.19

施設営農リーダー人材によって生産
されたイチゴ生産額

施設営農リーダー人材によって三陸
沿岸地域で運営される施設における
生産面積
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 地方創生推進事業（スポーツ・アクティビティ体験型交流創出・展開プロジェクト）（新規）

事業費 7,189,337円

対　象 市民、スポーツ・アクティビティ愛好者

意　図 多様な体験プログラムを通じて交流する。

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 158ページ）

1項 総務管理費 4,647,312,263円 6目 企画費 364,579,852円

概 要
・

実 績

　スポーツ・アクティビティ施設の整備として、旧甫嶺小学校の改修事業に係る設計業務を
実施した。
　工事及び工事監理業務は、次年度に繰越した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

スポーツ・アクティビティ及び体験
プログラム等による観光入込客数

スポーツ･アクティビティ及び体験
プログラム提供事業者数

人

事業者

－ － － － －

－ － － － 2

総務管理費 4,647,312,263円 6目 企画費 364,579,852円

事業名 地方創生推進事業（地場産業高度化・人材育成プロジェクト）（新規）

事業費 40,558,287円 （国50％）

　施設改修の設計を進めることにより、次年度以降の交流人口と観光入込客数の増加に寄与すること
ができた。
　次年度以降は、地域住民、スポーツ・アクティビティ提供事業者と連携・協力し、集客に努めてい
く必要がある。

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 158ページ）

甫嶺復興交流推進センターの宿泊等
施設利用者延べ人数 人 － － － － －

1項

　産学官地域課題研究会で立案されたＩＴ活用課題解決型人材育成プログラムを実施したところ、市
民29名の参加があった。参加者が４つの地域課題解決プロジェクトを発案し、実践していく中で、Ｉ
Ｔの活用方法の認識を高めることができた。

対　象 産学官地域課題研究会

意　図 ＩＴを活用して地域の課題を解決できる人材を育てる。

概 要
・

実 績

　大船渡市ふるさとテレワークセンターを拠点に設置した大船渡市地域未来創発センターを
主体に産学官地域課題研究会を立ち上げ、ＩＴを活用した改善の導入に向けて必要とされる
人材を育成するためのＩＴ活用課題解決型人材育成プログラムを実施し、参加者のワーク
ショップによる課題の抽出、改善策の企画、試作、発表等を行った。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

ＩＴ活用型改善策による導入試行プ
ロジェクトの完了数

ＩＴ活用課題解決型人材育成・実践
プログラム参加者数

大船渡市地域未来創発センター産学
官地域課題研究会参加数

件

人

人

－

－

－

－

－

－

－ － 4

29－－

－ － 7
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 大学連携促進事業（継続）

事業費 2,117,210円 （県2/3）

対　象 明治大学及び立命館大学

意　図 地域課題の解決に向け、当市と連携する。

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 158ページ)

1項 総務管理費 4,647,312,263円 6目 企画費 364,579,852円

大学側が市内で活動した回数 回 － － 9 5 7

大学側が市内で活動した人数 人 － － 99 67 77

概 要
・

実 績

　当市と連携協定を締結している大学（明治大学、立命館大学）において、市の活性化に資
するため、大学の教職員や学生が協定に基づいた事業を行う場合に要する経費の一部を助成
した。
　また、明治大学と連携し、当市をフィールドに学生の「視点」や「行動力」を生かした地
域課題解決に向けた取組や大学の知の力を活用した市民講座の開催等、地域の活性化につな
げる事業を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

市民講座の参加人数 人 － － － 27 72

　東日本大震災を契機に、都市部の大学とその学生は、これまで復興支援活動を通して、「地方」、
「地域」への関心が高まってきており、本事業の実施により、地域課題の解決に向けた取組や交流が
図られている。

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 158ページ）

1項 総務管理費 4,647,312,263円 6目 企画費 364,579,852円

大船渡ふるさと交流センター「三陸
ＳＵＮ」を通じた商品売上額

「三陸マリアージュ」商品数

「三陸マリアージュ」商品に係る発
表会・商談会等を通じた商品取扱成
立件数

千円

概 要
・

実 績

　三陸マリアージュの需要・取扱事業者等の調査、コンセプト設定及び商品企画・試作開発
を実施したほか、三陸ＳＵＮを中心とする地元と首都圏との流通経路の基盤を整備した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 地方創生推進事業（三陸マリアージュ創出・展開プロジェクト）（新規）

事業費 44,621,030円 （国50％）

対　象 地元小規模事業者、首都圏の飲食店・小売店

意　図 三陸地域の食品などを組み合わせた「三陸マリアージュ」商品を開発し、販路を開拓する。

0

　三陸マリアージュ商品開発の基盤整備と、ニーズ調査により取り組むべきコンセプトを明確化でき
た。調査結果による、「他店との差別化」「人手不足」をキーワードに、三陸産食材の活用と調理時
間の短縮が図れる半製品・完成品の開発に取り組むとともに、新型コロナウイルスの影響で需要が増
している中食業界の掘り起こしも視野に入れた事業展開が必要である。

件

件

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

13,591

2
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

1項 総務管理費 4,647,312,263円 6目 企画費 364,579,852円

事業名 移住総合情報発信事業（継続）

事業費 43,200円

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 160ページ）

0 18 33 44 48

対　象 移住希望者

意　図 移住に関する情報を広く入手できる。

概 要
・

実 績

　岩手県を始めとする関係機関等と連携し、当市の移住に関する情報を提供するとともに、
首都圏で開催された移住相談会に出展するなど、広く情報の発信を図った。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

75

移住相談等を経て移住した延べ人数 人

　移住に関する相談件数は年々増加しており、移住情報の発信による成果が得られていると考えられ
ることから、引き続き情報の発信を強化していくとともに、移住者交流会の実施や他の関連施策との
連携により、当市への移住を促進していく。

移住相談延べ件数 件 5 11 22 41

事業名 国際リニアコライダー誘致促進事業（継続）

事業費 10,759,322円 （県2/3）

対　象 市民

意　図 国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実現に向け意識の醸成・高揚を図る。

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 158ページ)

1項 総務管理費 4,647,312,263円 6目 企画費 364,579,852円

各種シンポジウム等への出席回数 回 6 5 11 26 23

ＩＬＣ講演会・出前講座等開催回数 回 0 2 4 3 4

概 要
・

実 績

　ＩＬＣの実現に向けた取組を推進するとともに、市民の意識醸成・高揚を図るための事業
を実施する。
　令和元年度は、ＩＬＣと共生するまちづくりビジョンの一層の具現化を図るため、産業等
４分野における具体的な取組を示すＩＬＣアクションプランを策定した。
　また、ＩＬＣ実現に向けた市民意識の醸成を図るため、ＩＬＣ講演会の開催や産業まつり
でのＩＬＣブース出展などを行った。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

ＩＬＣ講演会聴講者数 人 0 0 260 550 520

ＩＬＣ出前講座受講者数 人 0 123 69 100 25

　ＩＬＣ講演会の開催やＩＬＣアクションプラン策定における市内各分野からの委員としての参画な
ど、ＩＬＣに対する理解が深まり、意識の醸成・高揚が図られている。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

H30

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 160ページ)

1項 総務管理費 4,647,312,263円 6目 企画費 364,579,852円

905560 51 52

概 要
・

実 績

　三陸臨海教育研究センターの利用促進に向け、学生及び教職員の教育研究活動等に対して
補助金を交付した。
　また、大学教職員や市内の関係機関・団体等で構成する北里大学三陸キャンパス活用検討
協議会において、三陸臨海教育研究センターの利活用について協議するとともに、大学が有
する最先端の知見を市民生活に生かすため、市民公開講座を開催した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 北里大学連携促進事業（継続）

事業費 1,588,080円

対　象 北里大学

意　図 地域課題の解決に向け、当市と連携する。

万人

三陸臨海教育研究センター利用人数 人 1,714 1,472 1,528 1,523 1,528

市民公開講座の参加人数 人 147 31 72 65 41

　学生等の教育研究活動等に支援を行うことにより、三陸臨海教育研究センターの利用が促進される
とともに、市内で唯一の高等教育機関である北里大学との連携が強化されている。

単位 H27 H28 H29

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 160ページ）

1項 総務管理費 4,647,312,263円 6目 企画費 364,579,852円

事業名 三陸鉄道支援事業（継続）

事業費 62,716,926円

対　象 三陸鉄道株式会社

意　図 基盤整備に係る費用負担が軽減され、経営が安定する。

概 要
・

実 績

　三陸鉄道の経営支援を図るため、岩手県と関係12市町村が策定した鉄道事業再構築事業実
施計画に位置付けられた鉄道施設等にかかる修繕・維持管理費用及び設備投資費用の負担を
行うための事業。施設の修繕費や設備保守に要する人件費にかかる「三陸鉄道運営費補助
金」及び橋梁やトンネルなどの改修等、安全輸送設備の整備にかかる「三陸鉄道安全輸送設
備等整備事業費補助金」が主な事業内容。

指　　標

　沿線市町村の補助がなければ、三陸鉄道の運営はできなくなることから、県・市町村とともに当該
事業を継続し、三陸鉄道の経営コストの低減を図りながら、利用者増加に向けたソフト事業に取組む
必要がある。令和元年度はリアス線全線運行再開により、観光客がより多く乗車したため、前年比
164％増となった。

R元

三陸鉄道乗車人数
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 160ページ)

1項 総務管理費 4,647,312,263円 6目 企画費 364,579,852円

概 要
・

実 績

　職員研修、議会、選挙管理委員会及び監査に関する事務を行うため、大船渡市、陸前高田
市及び住田町が共同で設置した気仙広域連合に対する負担金を支出する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 気仙広域連合管理費負担金（継続）

事業費 1,583,000円

対　象 気仙広域連合

意　図 円滑に運営してもらう。

気仙広域連合管理費負担金額 千円 2,188 2,518 2,423 2,880 1,583

　負担金を支出することにより、気仙広域連合の円滑な運営が図られるとともに、構成３市町の連携
推進につながる。

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 160ページ)

1項 総務管理費 4,647,312,263円 6目 企画費 364,579,852円

概 要
・

実 績

　環境負荷の少ない循環型社会の構築に向け、市民の環境に対する意識の高揚及び再生可能
エネルギーの普及を図るため、住宅用太陽光発電システムを設置する場合に要する経費に対
し、補助金を交付した。

　補助金額：太陽電池の最大出力の合計値（kw）×３万円　※上限10万円

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 再生可能エネルギー導入促進事業（継続）

事業費 2,590,000円

対　象 市民

意　図 再生可能エネルギーを暮らしに生かす。

補助金交付延べ件数 件 362 414 462 491 517

補助金交付額 千円 8,128 5,154 4,742 2,877 2,590

　本事業は、環境施策における主要事業の一つであるほか、東日本大震災被災者の住宅再建に貢献す
るなど効果を上げている。
　しかしながら、東日本大震災被災者の高台移転や自力再建も落ち着きつつあるなど、申請件数は減
少傾向である。

- 21 -



【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 心の復興支援事業（継続）

事業費 5,857,000円 （国10/10）

対　象 支援団体

意　図 東日本大震災の被災者の心の復興を支援する。

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 160ページ)

1項 総務管理費 4,647,312,263円 6目 企画費 364,579,852円

支援団体数（補助金交付団体数） 団体 － 1 1 3 4

支援事業の参加延べ人数 人 － 1,147 1,326 1,138 1,563

概 要
・

実 績

　被災者が他者とのつながりや生きがいをもって前向きに生活することを支援するとともに、コミュ
ニティ形成と一体となった被災者に係る心身のケア等の促進を図るため、支援団体(４団体）が実施す
る心の復興事業に要する経費に対し、補助金を交付した。
【支援事業】
１　住民一人一人の主体性と協働で、誰もが安心・安全に暮らしていける「共生型地域コミュ
　ニティ」を構築するin大船渡市2019（住民交流会・食の文化祭）
２　心と体の元気広場（健康・趣味・コサージュづくり、コミュニケーション講座）
３　ペットボトル灯篭等を用いた越喜来中学校と地域のつながりづくり
４　震災前の市街地模型を活用した中高生による世代間交流事業

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

　復興が進む中、被災者の他者とのつながりや生きがいづくりのほか、新たな地域コミュニティ形成
や震災の風化防止等の重要性が増しているが、当事業の実施により、一定程度、心のケアや被災者と
地域住民との交流等が図られている。

単位 H27 H28 H29 H30 R元

システム総数 件 16 16 16

意　図
総合行政情報システムを安定稼働し、容易にシステムを利用することで、住民サービスの向
上に資する。

概 要
・

実 績

　総合行政情報システムとは、市役所内の事務のＯＡ化を目的として導入した住民基本台帳
管理、税務や国民健康保険等のシステムの総称で、一般的に基幹系システムと呼ばれるもの
である。
　事業費は主にシステムの運用管理に係る保守委託料やリース料であり、一部、法改正等に
対応するためシステムの改修費用が発生する場合もある。
　主な業務実績としては、ソフトウェア及び機器の管理や障害復旧、業者に対するソフト
ウェアの追加・修正依頼や機器の更新作業等を行った。

指　　標

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 162ページ）

1項 総務管理費 4,647,312,263円 8目 情報化推進費 348,839,034円

事業名 行政事務ＯＡ化事業（継続）

事業費 210,997,550円

対　象 市職員

16

システム改修等委託数 件 0 1 1 9 13

16

　システム改修は、既存システム導入業者に委託せざるを得ない状況にあるが、法改正対応等、必要
最小限とするよう努めた。
　今後、次期システム更新に向けて、他市町村とのシステム共同利用（自治体クラウド）等、システ
ム運用及び改修費用を削減する方法について、情報を収集したうえで鋭意検討する。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 電子自治体推進事業（継続）

事業費 106,198,467円

対　象 システム利用者（職員及び市民）

意　図

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 162ページ）

1項 総務管理費 4,647,312,263円 8目 情報化推進費 348,839,034円

市ホームページアクセス数 件 513,956 584,187 552,206 486,523 239,659

概 要
・

実 績

　約420台の職員用パソコン、市内２施設に設置した５台の市民向け情報パソコン及びその
ネットワークの維持管理、市ホームページの更新及び導入済システムの維持管理を行った。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

電子自治体の充実に向けて各種情報化施策を実施し、市民サービスの向上を図る。

インターネットによる施設予約システム利用件数 件 7,461 7,955 7,881 7,333 8,517

電子申請件数（図書館貸出申請含む） 件 4,085 5,445 5,289 24,293 27,254

　システム更新時には、原則クラウドサービス型とし、維持管理経費の低減を図っている。また、国
のデジタル化に向けた取組を参考としながら、ＩＣＴ技術を活用し、窓口のデジタル化やスマート
フォン等を活用したオンライン申請など住民の利便性向上に努める。

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 164ページ）

1項 総務管理費 4,647,312,263円 8目 情報化推進費 348,839,034円

概 要
・

実 績

　平成25年に市で整備した越喜来及び吉浜地区の光ファイバ網等の維持管理と、光ファイバ
添架柱の支障移転等を行った。
　また、光ファイバ網未整備地域については、民間事業者と協議しながら要望(ニーズ)調査
（対象：59世帯）や整備経費の試算等を行い、解消に向けた取組を進めた。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 地域情報通信基盤推進事業（継続）

事業費 8,651,198円

対　象 大船渡市

意　図 地域情報格差の解消と地域住民の利便性の向上を図る。

未整備地域数 地域 9 9 9 9 9

整備した光ファイバ設備の延長 ㎞ 65 65 65 65 65

支障移転委託件数 件 22 9 11 4 8

　民間事業者の協力を得ながら光ファイバ網未整備地域の解消を進めるとともに、公設の光ファイバ
網については、民間譲渡に向けた検討を進める必要がある。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 164ページ）

1項 総務管理費 4,647,312,263円 8目 情報化推進費 348,839,034円

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 マイナンバー対策事業（継続）

事業費 11,078,722円 （国10/10）

対　象 大船渡市

意　図 マイナンバー関連のシステム保守や改修によって安定運用を図る。

意　図
市民活動団体間の交流を促進し、活動を活発化させる。市民活動団体の運営や活動に必要な
スキルの修得を支援する。

％ 2.7 7.7 9.1 10.6 12.3

市民活動団体等 団体 104 146 165 170 181

研修会（スキルアップ講座）の開催回数 回 12 11 13 12 14

対　象

　既存システムの改修は導入業者に委託せざるを得ない状況であるが、改修費用の抑制に努める。

45 45 47

概 要
・

実 績

マイナンバーカード交付率

　平成27年度からマイナンバー制度が始まり、平成29年度には関係機関同士の情報連携が開
始されたことから、システムが安定稼動するよう管理・監視するとともに、制度改正やサー
ビス拡充、毎年度更新予定の情報連携の基礎となるデータ標準レイアウトの改版に対応する
ため、システム改修等を適切に行った。
　また、マイナンバーカードの交付円滑化計画を策定し、カード普及等に努めた。

番号利用事務 事務 45

改修・整備システム数 件 15 15 15 15 15

45

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 164ページ）

1項 総務管理費 4,647,312,263円 9目 ふるさとづくり費 39,713,367円

事業名 市民活動支援センター事業（継続）

事業費 14,522,530円

回 2 1 1 1 0

意見交換会に参加した団体数 団体 40 7 29 19 0

　市内の市民活動団体数は、平成26年度に90団体であったものが、年々増加して令和元年度には181
団体となっており、継続的な支援の提供が活動の活性化に寄与しているものと捉えている。地区との
協働の推進においても、県内外で中間支援組織が大きな役割を果たしている事例が見受けられるとこ
ろであり、今後、市民活動支援センター職員のスキルアップも図りながら、支援機能の充実に努めて
いく。

研修会（スキルアップ講座）の参加者数 人 203 182 181 164 180

意見交換会開催回数

市民活動支援センター

概 要
・

実 績

　市民との協働による持続可能なまちづくりに向け、市民活動団体、ＮＰＯ法人等の活動を
活発化するため、大船渡市市民活動支援センターを開設し、市民と行政の中間的立場から支
援活動を展開するもの。
　令和元年度においては、各種助成制度をはじめとする情報提供や、運営・活動に関する相
談対応、人材育成及びスキルアップを図る講座の開催等、以前から継続してきた事業に加
え、住民ワークショップの運営支援にも深く携わる等、地区における住民主体のまちづくり
促進も重点に本事業を進めている。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

1項 総務管理費 4,647,312,263円 9目 ふるさとづくり費 39,713,367円

事業名 集落支援員事業（継続）

事業費 10,221,117円

ワークショップ等参加人数 人 － 46 14 26 55

集落支援員を活用した地区づくり対象地区 地区 － 1 2 2 11

対　象 集落支援員

意　図 行政と協働して、地区住民主体のまちづくりを支援する。

概 要
・

実 績

　人口減少や高齢化が進行する中、住民と行政の協働の下、地区の実情や時代に対応した持続性の確
保及び活性化対策を促進するために集落支援員を設置し、地区の将来構想となる地区づくり計画の作
成等において住民合意プロセスをサポートする等、住民主体のまちづくりに向けて伴走型の支援を行
うもの。
　平成28年度に支援員１人、平成29年度からは２人を配置。令和元年度には、４人体制として活動範
囲を市内全地区に拡大した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

　伴走型の支援を行うためには、地区・地区住民との信頼関係の構築が重要である。集落支援員が各
地区を定期的に訪問し、人的ネットワークを広げながら住民主体のまちづくりに対する気運の醸成に
努めてきた中で、令和元年度、日頃市地区における地域づくり住民ワークショップの具現化へとつな
がったところである。こうした活動の成果を市内に広く横展開する必要がある。

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 164ページ）

地区づくり計画策定地区数 地区 － 0 0 0 0

対　象 各地区

意　図 行政と協働して地区の課題を自ら解決する仕組みづくりを進める。

概 要
・

実 績

　住民と行政の協働の下、住民主体のまちづくりに係る活動の活発化を促進するとともに、
地区の将来像や課題解決策等を住民自身が見出し、決定し、実践することができる仕組みと
して、地区運営組織の構築を目指すもの。
　令和元年度は、有識者等による検討委員会を設置し、地区の課題を解決する組織の形成に
ついて検討を行ったほか、協働まちづくりに対する気運の醸成を図る研修会や、まちづくり
推進員及び推進協力員とともに先進地視察を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

1項 総務管理費 4,647,312,263円 9目 ふるさとづくり費 39,713,367円

事業名 協働推進事業（新規）

事業費 276,940円

地区 － － － － 11

地区 － － － － 0

回 － －

　地区運営組織の構築に向けた取組みは、日頃市地区における地域づくり住民ワークショップの開催
を皮切りに始まっている。今後も日頃市地区の取組を継続して支援するとともに、他地区においても
情報共有を強化しながら、気運の更なる醸成や取組みの具現化を促進していく。

地域づくり対象地区数

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 164ページ）

地区運営組織設立数

研修会等実施数 － － 4
地区運営組織の構築を視野に入れた
ワークショップ実施地区数 地区 － － － － 0
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

意　図 芸術文化に親しんでもらう。

概 要
・

実 績

　市民の芸術文化の振興と交流の促進を図るため、大船渡市民文化会館自主事業実行委員会と連携しながら、自主事業16
事業を実施した。（鑑賞事業：９事業、市民参加型事業：１事業、普及育成事業：５事業、情報誌発行事業：１事業）
　入場者数については、台風第19号の接近及び新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、２事業を中止・延期したほか、１
事業を縮小したため、4,582人にとどまった。
　各事業の実施にあたっては、市広報紙やSNS等を活用したほか、市内の学校等へ積極的に情報提供する等周知を図るとと
もに、普及育成事業において、助成金を活用した。

指　　標

総務費 5,066,418,680円

単位 H27 H28 H29 H30 R元

自主事業数 回 16 14 14

事業名 市民文化会館自主事業（継続）

事業費 11,808,179円

対　象 市民

　多様な世代を対象に、多彩なジャンルの事業を企画・運営した。特に市民と演奏家との共演や、演奏家が地域に出向くア
ウトリーチ公演等を実施することで、芸術文化の浸透が図られた。今後は、事業全体の収支状況の改善に一層努めつつ、交
流の創出も目指して実施する。

事業費 千円 11,481 8,929 9,749 25,032 11,808

入場者1人当たり事業費 円 1,665 1,377 1,368 2,875 2,577

19 16

自主事業入場者数 人 6,897 6,485 7,127 8,707 4,582

(決算書 166ページ）

1項 総務管理費 4,647,312,263円 10目 市民文化会館費 128,668,117円

2款

対　象 市民活動団体

意　図 運営・活動基盤を強化し、自主的にまちづくりに取り組んでもらう。

概 要
・

実 績

　市民の柔軟で豊かな発想や創意工夫を引き出しつつ、市民が自発的に課題解決に取り組む
環境を整え、市民参画の推進と協働体制の構築を図るため、市民活動団体等が企画又は実施
するまちづくり事業に要する経費に対して補助金を交付するもの。（補助率：対象経費の
３/４、上限：50万円、３回まで利用可能）
　令和元年度は、子供たちがドローンのプログラミングを通じて、技術の習得とＩＴリテラ
シーの向上等を目指す「大船渡ドローンプログラミング教室2019」や、外部アーティストが
郷土芸能を学ぶ過程を通じて、地域と郷土芸能の魅力を見直し、交流の拡大につなげる「三
陸芸能短期留学～気仙アーティスト・イン・レジデンス～事業」等、８団体による新たな取
組を支援しながら、市民活動の活性化を図った。

　毎年度一定数の応募がある等、本事業が市民活動の促進において有用なツールとなっている。今後は、採択
事業に係る成果の周知強化と、関係団体間の交流・連携の促進により、新たな活動の誘出を含めた市民活動の
活性化を促進するとともに、社会状況や取り巻く動向の変化を的確に把握しつつ、不断に事業の検証・見直し
を図っていく。

1項 総務管理費 4,647,312,263円 9目 ふるさとづくり費 39,713,367円

事業名 市民活動団体補助事業（継続）

事業費 9,288,280円

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 166ページ）

ザクセン声楽アンサンブル 155

さんりく音楽祭2019×

　佐渡裕＆ｽｰﾊﾟｰｷｯｽﾞ・ｵｰｹｽﾄﾗ2019（共同主催）
731

新作ｼﾈﾏ上映会

　「アナと雪の女王2」(3回公演/共催)
1,169

輪楽い配達寄席(わらいはいたつよせ)（共催） 94

ﾏﾙﾁdeｻﾛﾝｺﾝｻｰﾄ

　金管五重奏団ﾊﾞｽﾞ・ﾌｧｲﾌﾞｺﾝｻｰﾄほか計3回
194

●主な自主事業　【鑑賞事業】　　　　　入場者(人)
河野ひろム22周年特別企画ﾁｬﾘﾃｨｺﾝｻｰﾄ

　「こえて行く声」
200

　　　　　　　　【市民参加型事業】

リアス・ウェーブ・フェスティバル2019 1,000

　　　　　　　　【普及育成事業】

劇団壱劇屋公演「ﾘｱｽﾎｰﾙﾀﾞﾝｼﾞｮﾝ」（5回公演） 100

劇団ゆうミュージカル「オズの魔法使い」 710

人形劇講習会及び発表会（12回） 延べ72

令和元年度 市民活動支援事業補助金交付実績 対象件数：19件、補助金額：6,735千円

指　　標 単位 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

補助金交付決定した団体数 団体 23 16 25 27 25 20 22 20 19 19

※平成25年度までは「大船渡・活力創生２億円事業」として実施
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 172ページ）

1項 総務管理費 4,647,312,263円 12目 災害復興対策費 15,963,014円

概 要
・

実 績

　東日本大震災からの早期復興を図るため、当市復興計画及び復興計画事業を統括かつ進行
管理する事業を実施するもの。
　令和元年度末において、復興計画登載事業の進捗率（事業費ベース）は94.9％となった。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 復興計画推進事業（継続）

事業費 15,963,014円 （国10/10・4/5）

対　象 市復興計画登載事業

意　図 着実に推進される。

進捗率（事業費ベース） ％ 80.2 82.3 89.8 91.3 94.9

進捗率（事業数ベース） ％ 70.4 77.8 82.0 85.9

　事業費ベースでの進捗率が令和元年度末において94.9％となっている。復興計画の最終年度である
令和２年度末に向けて順調に事業の進捗が図られている。

87.2

全体の事業数 件 257 257 256 256 258

実質実施済の事業数 件 181 200 210 220 225

90 90 90

大船渡市防犯協会連合会補助金 千円

1項 総務管理費 4,647,312,263 11目 諸費 3,351,683

事業名 地域安全推進事業（継続）

H30 R元

暴力団追放大船渡市民会議補助金 千円 90 90

事業費 1,719,349円

2款 総務費 5,066,418,680 (決算書 170ページ)

地域安全パトロール実施件数 件 200 228 222 279 297

市内で発生した刑法犯罪認知件数（年） 件 145 104 96 77 84

対　象 大船渡市防犯協会連合会、気仙地区防犯協会連合会、地域安全推進協議会

意　図 円滑に運営してもらう。

概 要
・

実 績

　大船渡市防犯協会連合会、気仙地区防犯協会連合会及び暴力団追放大船渡市民会議に対
し、補助金又は負担金を交付し、それぞれの活動を支援するもの。
　令和元年度に実施した事業は、大船渡市地域安全推進協議会の開催、警察及び市防犯協会
連合会と連携した防犯パトロール、振り込め詐欺被害防止活動、「岩手県暴力団追放県民大
会」と「大船渡市暴力追放市民大会」との共同開催等。

指　　標 単位 H27 H28 H29

198 198 198 198 198

気仙地区防犯協会連合会負担金 千円 1,161 1,145 1,128 1,107 1,087

　指標において、地域安全パトロール実施件数が年々増加していることから市民の防犯意識が向上
し、犯罪の抑止が図られている。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

2項 徴税費 199,812,033円 2目 賦課徴収費 82,871,955円

事業名 固定資産評価資料の作成（継続）

事業費 35,364,633円

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 174ページ)

鑑定評価対象地（評価替え） 地点 － 341 － － 346

鑑定評価対象地（時点修正） 地点 341 341 341 341 341

対　象 市内の土地

意　図 価格基準日において適正に評価される。

概 要
・

実 績

　令和２年度課税及び令和３年度固定資産の評価替えに活用するため、土地評価の基礎資料
（標準宅地の鑑定評価、路線価の付設、税務課備付図面の内容更新及び新規図面の作成）を
整備した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

図面作成枚数 枚 66 － 108 106 47

評価総筆数 筆 75,265 74,762 74,569 74,540 73,801

路線価付設本数 本 3,355 3,366 3,414 3,414 3,444

図面加除修正件数 件 8,501 4,550 6,186 5,446 1,763

2項 徴税費 199,812,033円 2目 賦課徴収費 82,871,955円

事業名 納税貯蓄組合等の振興（継続）

事業費 1,869,487円

固定資産税調定額（土地） 千円 499,214 515,443 529,319 528,814 544,911

　固定資産税は当市の基幹税目であり、適正・公平な課税により、安定的な自主財源の確保が図られ
ている。

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 174ページ)

組合数 団体 113 101 85 81 75

組合員数 人 8,856 7,955 7,232 6,790 6,439

対　象 各地域納税貯蓄組合

意　図 円滑に運営してもらう。

概 要
・

実 績

　各地域納税貯蓄組合に対し、集金業務や口座振替勧奨活動に対する事務日当及び総会開催
事務費相当分の補助を行い、納期内納付を促進し、各組合間における納税意識の高揚を図っ
た。

指　　標 単位 H22 H23 H24 H25 H26

組合員数 人 6,027 5,961 5,548 4,758 4,338

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

組合数 団体

事務費補助金 円 7,301,911

取扱納付金額 円 189,115,581 189,075,501 174,553,536 150,407,797 120,001,625

　各地域納税貯蓄組合は納付環境の多様化や個人のプライバシー保護の観点から、年々加入世帯数が
減少するとともに、高齢化に伴い、組合内における役員等の後継者不足により解散が続いている傾向
にある。

事務費補助金 円 4,324,859 4,144,567 3,939,037 2,639,043 1,869,487

6,369,152 4,688,387 4,466,460 4,546,045

取扱納付金額 円 378,495,675 344,161,840 228,789,576 207,985,901 222,690,516

68 66 60 52 46
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 住民基本台帳事務（継続）

事業費 59,724,071円 （国10/10）

対　象 当市に住所を有する者、当市に住民異動届を提出する者、住民票の謄抄本等の交付を申請する者

意　図 住民に関する記録が正確に処理される。住民票の謄抄本等の交付事務が正確・迅速に行われる。

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 176ページ)

3項 戸籍住民基本台帳費 110,831,889円 1目 戸籍住民基本台帳費 110,831,889円

①住民異動届出件数 件 5,785 5,347 4,816 5,089 5,157

②住民票等交付件数 件 28,834 30,594 24,848 23,251 23,763

概 要
・

実 績

　居住関係の公証、選挙人名簿の登録等の住民に関する記録を適正に管理する事業。
　具体的には、①住民異動届書の受理及び住民基本台帳への記載、②住民票又は除票の謄抄本等の交
付、③印鑑の登録及び証明書の交付、④マイナンバーカードの交付、⑤コンビニ交付サービスの実施
（令和２年３月開始）
　※コンビニ交付で取得できる証明書は、住民票の写し、住民票記載事項証明書、印鑑登録証明書、
戸籍全部・個人事項証明書、戸籍の附票の写し、所得証明書、所得課税証明書等

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

⑤コンビニ交付サービス交付件数 件 － － － － (3月分のみ）50

各種証明書交付全体における⑤の割合 ％ － － － － 0.4

③印鑑登録・証明書交付件数 件 17,577 15,294 13,927 14,072 12,471

④マイナンバーカード交付率 ％ 2.7 7.7 9.1 10.6 12.3

　個人番号を利用した行政組織間の情報連携により、窓口における住民票等の証明書の発行件数は減少傾向で
ある。コンビニ交付サービスの普及が進めば更に減少することが見込まれる。
　マイナンバーカードの交付率は、全国平均（15.9％、令和２年３月31日現在）に比べれば低いことから、普
及に向けた取り組みが必要である。

単位 H27 H28 H29 H30 R元

委員会開催数 回 13 19 15 19

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 176ページ）

4項 選挙費 66,015,915円 1目 選挙管理委員会費 18,972,124円

事業名 選挙管理委員会の運営（継続）

事業費 1,826,485円

対　象 選挙管理委員会

意　図 選挙の執行に必要な事項について審議し決定する。

概 要
・

実 績

　選挙法令に基づく報告、議案等の審議のための定例会及び臨時会の開催とそれに伴う事務
を執行した。定例会は、月１回、臨時会は選挙執行時に４～５回開催している。委員会の議
案は、各種選挙を執行するための決議事項の他、選挙人名簿の調整管理、選挙制度改正及び
選挙執行規程の改正等を行う。事業費の主なものは毎月定額で支出される委員報酬である。

指　　標

16

　定例会は月１回で選挙執行時に臨時会があり、選挙管理業務が安定的に遂行されている。

選挙回数 回 1 3 1 1 2
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

対　象 市が受託する基幹統計調査

意　図 統計法に基づき、適正に実施される。

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 182ページ）

5項 統計調査費 19,778,513円 2目 各種統計調査費 4,747,441円

事業名 基幹統計調査受託事務（継続）

事業費 4,747,441円 （県100％）

市が受託する基幹統計調査 件 2 2 4 4 5

調査客体数 件 38,088 2,518 786 4,178 3,452

概 要
・

実 績

　統計法に基づき実施される基幹統計調査を受託し実施する。主な業務は、調査員の選考、
調査員説明会の開催、調査の実施、調査審査会の開催、県への調査書類の提出、調査員報酬
の支払い。事業費は、各統計調査の調査員報酬、調査事務用品等として支出される。
　令和元年度に実施した統計調査は、学校基本調査、工業統計調査、経済センサス基礎調
査、全国家計構造調査、農林業センサスの５件である。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

0.0 0.0 0.0

指導員・調査員数 人 254 31 43 157 129

期限内に提出した調査／実施した調査 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　指標において、期限内に実施・提出している調査の割合は100％であり、再調査が必要であった調
査の割合は０％となっていることから、市が受託した統計調査は適正に実施されている。

審査により再調査を行った客体数
／全客体数 ％ 0.0 0.0

事業名 監査執行事務（継続）

事業費 2,046,839円

対　象 一般会計・特別会計等、財政援助団体等

意　図 監査等の実施により、財務事務等の適正な処理と効率的・効果的な事務事業の執行につなげる。

2款 総務費 5,066,418,680円 (決算書 184ページ）

6項 監査委員費 22,668,067円 1目 監査委員費 22,668,067円

例月現金出納検査 月 14 14 14 14 14

決算審査 会計 11 11 11 11 11

概 要
・

実 績

　法令に基づき、例月現金出納検査、決算審査、定期監査、財政援助団体等監査等の事業を
実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

住民監査請求(受付件数) 件 0 0 0 0 1

財政健全化審査等 会計 11 11 11 11 11

定期監査 部署 40 40 43 45 48

　例月現金出納検査、決算審査、定期監査、財政援助団体等の監査等を実施し、指摘・指導・助言を
行ったことにより財務事務の改善や効率的・効果的な事務執行につながるよう努めた。
　令和元年度においては、監査等を実施した結果、委託契約事務における仕様の不備等について、監
査委員より８件の口頭指導を行った。

財政援助団体等監査 件 3 2 2 2 2
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 186ページ）

4,566 

　社会福祉協議会における相談受付件数(※)は増加傾向にあり、市民への社会福祉協議会の活動の周
知と、相談機会の確保が図られている。社会の複雑化、高齢化の進行など、今後においても相談ニー
ズは増加することが見込まれ、事業の継続が必要である。（※相談受付件数…生活困窮者相談支援事
業を始め、社会福祉協議会が実施する事業において受け付けた相談件数）

　第３款　民生費　《5,774,377,795円》

相談受付件数 件 1,214 2,991 3,036 4,647

132 ボランティア養成講座受講者数 人 114 153 158 149

R元

対　象 社会福祉法人大船渡市社会福祉協議会

1項

会員数 世帯 15,022 14,959 14,903 14,969 14,867 

意　図 円滑に運営してもらう。

概 要
・

実 績

　社会福祉協議会は、社会福祉法に基づき地域福祉の推進を図ることを目的に設置された団
体であり、各種相談等による福祉ニーズの把握、福祉活動の理解促進のための広報活動、住
民参加の福祉活動の支援、ボランティア活動の振興と研修機会の提供、要援護世帯への資金
貸付、在宅福祉サービス事業等、地域に密着した活動を行っている。
　円滑な事業実施のため、経費（人件費・施設管理費・光熱費・事務費等）の一部として補
助金を交付した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

　施設利用にあたっての不具合箇所を都度修繕し、適切な管理・運営が行われている。平成４年に開
設した当該施設の老朽化に対応するため、公共施設等総合管理計画の個別施設計画に基づき、計画的
な修繕・更新等を行っていく必要がある。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 186ページ）

事業名 大船渡市社会福祉協議会運営補助金事業（継続）

事業費 35,000,000円

社会福祉費 3,099,229,703円 1目 社会福祉総務費 634,775,312円

51,410

施設不具合修繕件数 件 17 23 19 6

社会福祉総務費 634,775,312円

R元

開館日数 日 311 309 309 311 294

意　図 適正に管理運営してもらう。

概 要
・

実 績

　大船渡市Ｙ・Ｓセンターは、児童から高齢者まであらゆる世代間の交流による学習、伝
承、余暇活動、相互理解等の場を提供するため、活力とうるおいの丘リアスパークのあるま
ちづくり事業により整備した施設である。当該施設は平成18年度から大船渡市社会福祉協議
会に指定管理委託しており、事業費は、当該委託料のほか、修繕・更新等に係る費用であ
る。

指　　標 単位 H27 H28

3,099,229,703円 1目

H29 H30

事業名 Ｙ・Ｓセンター等維持管理事業（継続）

事業費 37,098,509円 （起債90％(工事設計費)）

対　象 大船渡市Ｙ・Ｓセンター、利用者

1項 社会福祉費

5

Ｙ・Ｓセンター利用者数 人 70,631 64,926 61,938 51,322
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【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

対　象 重度心身障害者

意　図 医療費を助成し経済的負担の軽減を図る。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 186ページ）

1項 社会福祉費 3,099,229,703円 1目 社会福祉総務費 634,775,312円

受給者数 人 1,044 1,040 1,014 1,005 984

医療費給付審査件数 件 17,729 17,407 17,370 16,665 16,567

概 要
・

実 績

　身体障害者手帳１・２級、障害基礎年金１級、療育手帳Ａ判定及び特別児童扶養手当１級
に該当する人を対象者として、医療機関等に支払った一部負担金を助成する。
　１レセプトにつき入院5,000円、外来1,500円の自己負担あり(非課税世帯及び高校生まで
の子どもの場合は自己負担なし)。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 重度心身障害者医療費助成事業（継続）

事業費 64,784,094円 （県1/2）

　自己負担額の軽減により、重度心身障害者が安心して医療を受けることができており、継続して事
業を実施する。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 186ページ）

医療費給付額 千円 74,844 72,299 70,115 64,274 64,784

１人当たり医療費給付額 円 71,690 65,518 69,147 63,955 65,837

対　象 生活困窮者

意　図 困窮状態から脱することができるよう支援する。

概 要
・

実 績

　生活困窮者本人の困窮状態に応じた包括的かつ継続的な支援を行うもの。
　令和元年度は自立相談支援、就労準備支援及び家計改善支援等の各事業実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

1項 社会福祉費 3,099,229,703円 1目 社会福祉総務費 634,775,312円

事業名 生活困窮者自立支援事業（継続）

事業費 18,570,789円 （国3/4・2/3）

就労件数 件 11 17 8 16 12

新規相談受付件数 件 112 112 102 111 104

プラン作成件数 件 46 25 21 27 37

　生活困窮者が困窮状態から早期に脱却するよう、それぞれの状態に応じ、家計管理や就労体験等の
支援を実施した。今後も、経済的困窮を始めとする諸問題に対応するため、支援内容の更なる充実化
を図る必要がある。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 188ページ）

1項 社会福祉費 3,099,229,703円 2目 障害者福祉費 1,097,196,088円

概 要
・

実 績

　障がい者（児）が地域で安心して自立した生活を営むことができるよう、地域生活支援事
業実施要綱に基づき、必須事業として相談支援、意思疎通支援、日常生活用具給付、移動支
援、地域活動支援センターの各事業を、また、当市の実情に合わせた任意事業として訪問入
浴、日中一時支援事業等を行う。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 地域生活支援事業（継続）

事業費 43,097,541円 （国50/100、県25/100）

対　象 障がい者（児）

意　図 地域で安心して自立した生活を営むことができるようになる。

延べ利用者数 人 6,487 7,732 7,618 8,166 8,746

委託、補助対象事業所数 事業所 15 19 19 22 23

障害者手帳所持者数 人 2,336 2,321 2,325 2,344 2,368

1項 社会福祉費 3,099,229,703円 2目 障害者福祉費 1,097,196,088円

事業名 身体障害者（児）補装具費給付事業（継続）

事業費 13,011,375円 （国50/100、県25/100）

　サービスを提供する事業所は年々増加しており、障がい者（児）の地域生活を支えるサービスの充
実が図られている。また延べ利用者も年々増加傾向にあり、各種事業・サービスの周知・理解が図ら
れ利用につながっている。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 190ページ）

決定件数 件 118 110 115 109 81

対　象 身体障害者（児）、難病患者

意　図 失われた部位、損なわれた機能を代償・補完する。

概 要
・

実 績

　身体障害者手帳所持者等に対し、身体の失われた部位、損なわれた機能を代償・補完し、
日常生活を容易にするとともに、就業を含めた社会参加を図るため、義肢や装具等の費用を
支給する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

　申請件数と交付決定件数は同数となっており、身体障害者（児）の日常生活を容易にするととも
に、就業を含めた社会参加を図るために適正に交付決定事務が行われている。
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【関係指標】

【 考　察 】

事業名 自立支援医療給付事業（継続）

事業費 25,131,951円 （国50/100、県25/100）

対　象 更生医療受給者、育成医療受給者、療養介護受給者

意　図
心身の障害を除去又は軽減し日常生活を容易にするため、医療費の一部又は全部を支給す
る。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 190ページ）

1項 社会福祉費 3,099,229,703円 2目 障害福祉費 1,097,196,088円

更生医療レセプト件数 件 62 60 332 346 383

育成医療レセプト件数 件 12 25 16 18 9

概 要
・

実 績

　障がい者（児）の障害の程度を軽くしたり、手術などで日常生活や職業能力を高めたりす
るための医療や療養介護を受けている人の医療費の一部又は全額を公費負担する。
 「療養介護」：医療機関に入院している障害者で、医療と併せて常時介護を必要とする方
に対し機能訓練、療養上の管理等を行うもの。
 「更生医療（身体障害者）」「育成医療（身体障害児）」：身体障害者（児）がその障害
を除去・軽減する手術等の治療を行うもの。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

　平成29年度から更生医療の支給件数が増加している要因として、地元に指定医療機関ができたこ
と、人工透析が必要な障がい者が増えたことが挙げられる。今後も対象者の増加が見込まれる。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 190ページ）

1項 社会福祉費 3,099,229,703円 2目 障害者福祉費 1,097,196,088円

療養介護医療費レセプト件数 件 61 68 72 73 109

概 要
・

実 績

　障害福祉サービスの利用を希望する障がい者（児）に対し、介護給付費、訓練等給付費等
を支給し、障がい者（児）の自立を支援する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 自立支援給付事業（継続）

事業費 989,444,374円 （国50/100、県25/100）

対　象 障がい者（児）

意　図 安心して暮らせるようになる。

延べ利用者数 人 6,134 6,206 6,285 6,328 6,437

支給決定者数 人 348 378 376 402 426

障害者手帳所持者数 人 2,336 2,321 2,325 2,344 2,368

　障がい者（児）が日常生活を行う上で必要なヘルパーや外出支援、デイサービスや就労継続支援な
どの日中活動の支援のほか、施設入所支援やグループホーム等の居住支援など、希望する障害福祉
サービスを支給することにより、障がい者（児）が安心して暮らせるよう適正な支援が図られてい
る。
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【 考　察 】

1項 社会福祉費 3,099,229,703円 2目 障害者福祉費 1,097,196,088円

事業名 特別障害者手当等給付事業（継続）

事業費 11,303,590円 （国3/4）

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 190ページ）

新たな認定件数 人 10 2 5 7 4

請求件数 件 11 2 5 7 4

対　象 精神または身体に常時特別な介護を要する程度の障害のある者（児）

意　図 障害によって生じる経済的負担を軽減する。

概 要
・

実 績

　在宅の精神または身体に常時特別な介護を要する程度の障害のある者（児）で、受給を希
望する者（児）に手当を支給する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

　手当の支給により、障害によって生じる経済的負担の軽減が図られている。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 190ページ）

受給者数（年度末） 人 50 45 45 44 40

１人当たり給付額 円/年 249,000 240,000 248,600 241,000 251,200

対　象 市民

意　図 互いに支え合いながら生きていく。

概 要
・

実 績

　大船渡市自殺対策計画に基づき、関係機関と連携し、相談体制の整備や人材の育成等をに
向けた取組を実施する。
　令和元年度はゲートキーパー養成講座、こころのフォーラム、グリーフケア・サロンを開
催したほか、若年層への自殺対策普及啓発として成人式においてパンフレットを配布した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

1項 社会福祉費 3,099,229,703円 2目 障害者福祉費 1,097,196,088円

事業名 自殺対策緊急強化事業（継続）

事業費 458,285円 （国2/3、国1/2）

講演会(市民向け）実施回数 回 2 1 1 1 1

講演会(市民向け）参加者数 人 266 50 86 47 47

ゲートキーパー養成講座等の開催 回 16 14 10 9 3

ゲートキーパー養成講座の参加人数 人 245 166 184 131 107

自殺者数（人口動態統計） 人 9 8 5 10 －

　岩手県は自殺率が全国で上位にあることから、関係機関と連携し「生きることへの包括的な支援」
として自殺対策に係る取組を継続して実施する必要がある。
  （参考：H30自殺死亡率(※)　全国16.18　岩手県20.72　大船渡市32.20　※自殺死亡率は人口10万
対）
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【関係指標】
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1項 社会福祉費 3,099,229,703円 2目 障害者福祉費 1,097,196,088円

事業名 被災者心の健康づくり事業（継続）

事業費 440,418円 （国10/10）

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 190ページ）

グリーフケア・セミナー実施回数 回 2 2 2 2 2

グリーフケア・セミナー事業参加者数 人 89 59 81 66 67

対　象 市内の被災者、支援者等

意　図 被災者が悲嘆に関する正しい知識を持ち、地域で安心して暮らせるようになる。

概 要
・

実 績

　被災者及び支援者が、家族等を喪失した悲嘆（グリーフ）について正しい知識を持つため
に講演会を行った。
　令和元年度は、上智学院に委託してグリーフケア・セミナーを２回実施し、67人が参加し
た。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

　被災後の心のケアについてはかなりの時間を要することから、継続して取り組む必要がある。ま
た、参加者が固定化していることから、喪失体験を持つ人を理解し支える目的からも更なる事業の周
知を図る必要がある。

事業名 支えあいまちづくり事業（継続）

事業費 4,000,000円 （国1/2）

対　象 社会福祉法人大船渡市社会福祉協議会、市民

意　図 福祉活動（見守り、介護予防等）を推進して、市民生活の安心・安定を図る。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 192ページ)

1項 社会福祉費 3,099,229,703円 3目 老人福祉費 1,343,875,631円

養成講座実施回数 回 19 18 18 20 21

養成講座受講者数 人 133 192 105 179 144

概 要
・

実 績

　地域福祉の向上を図るため、大船渡市社会福祉協議会に委託して各種相談、ボランティア
活動支援、見守り活動、ふれあいサロン活動、講演会、広報活動等を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

各種相談件数 件 1,326 3,103 3,138 2,253 4,044

サロン活動参加者数 人 4,454 2,124 2,659 2,873 2,711

ボランティア団体数 団体 32 33 34 36 34

ボランティア登録人数 人 456 470 366 247 204

　ボランティア登録人数以外の項目は、増加又は横ばいの傾向で一定の活動成果が見られる。
　介護や生活援助などの相談は増える傾向にあり、関係機関と連携して対応に当たり、介護サービス
の利用など必要な支援につなげた。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

H29 H30 R元

事業名 敬老会開催補助金交付事業（継続）

概 要
・

実 績

　長寿を祝福することを目的として、市内の各地区公民館及び社会福祉法人で開催する敬老
会に対し、その開催経費の一部を補助するもの。
　令和元年度は、敬老会を開催した15団体に補助金を交付した。

指　　標 単位 H27 H28

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 194ページ)

1項 社会福祉費 3,099,229,703円 3目 老人福祉費 1,343,875,631円

事業費 11,605,500円

対　象 各地区公民館及び社会福祉法人が開催する敬老会

意　図 社会の発展に貢献した労をねぎらい長寿を祝福する。

補助金交付対象者数 人 7,385 7,574 7,681 7,806 7,737

１人当たりの補助金額 円 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

補助金交付額 千円 10,994 11,361 11,522 11,709 11,606

補助金交付団体数 団体 14 15 15 15 15

　敬老会の開催を通じて、高齢者を敬い、労わる気持ちが醸成された。
　対象者が増え、補助金額も増加傾向にあることから、補助金交付額を一定水準で抑制・維持しなが
ら事業を継続する。

1項 社会福祉費 3,099,229,703円 3目 老人福祉費 1,343,875,631円

事業名 地域支え合い体制づくり事業（継続）

事業費 1,210,000円

R元

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 192ページ)

人口 人 38,167 37,633 36,933 36,234 35,471

自主防災組織等の避難支援団体数 団体 － － 4 6 6

対　象 災害時に避難支援が必要な高齢者等

意　図 迅速で安全に避難する。

概 要
・

実 績

　災害時に備えて避難行動要支援者（高齢者、障害者等）名簿を作成し、自主防災組織等の
避難支援等関係機関に配布するもの。
　令和元年度は、自主防災組織等と地域の避難誘導の課題について意見を交換するととも
に、避難行動要支援者名簿の電算システムを更新した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

名簿登載の避難行動要支援者数 人 － － 2,263 2,263 2,263

　自主防災組織等との意見交換により、高齢者等の避難誘導における課題を把握し、市の関係部署
（防災管理室、地域福祉課、建設課、大船渡消防署）と課題を共有している。
　今後も、更新した名簿の提供と定期的な意見交換を行い、安全な避難誘導に努める。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 194ページ)

1項 社会福祉費 3,099,229,703円 3目 老人福祉費 1,343,875,631円

1,173

概 要
・

実 績

　高齢者の地域づくりや社会参加を図り、高齢者が健康で生きがいを持って暮らすことがで
きるようにするため、老人クラブ連合会と単位老人クラブが会員向けに行う事業に要する経
費に対し、補助金を交付する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 老人クラブ育成補助金交付事業（継続）

事業費 2,668,000円 （県2/3）

対　象 各単位老人クラブ、老人クラブ連合会

意　図 高齢者の生きがいと健康づくりの活動により、生活を健全で豊かなものにする。

事業費 4,285,000円 （県1/2）

対　象 要援護高齢者及び重度身体障害者　※所得要件、住宅要件あり

意　図

事業名 高齢者・障害者にやさしい住まいづくり推進事業（継続）

　高齢者の余暇の過ごし方や価値観の多様化などにより、会員数と老人クラブ加入率が減少してきて
いるが、計画した事業は適正に実施されており、老人クラブが市内各地域で実施している活動は明る
い地域づくりに貢献している。

１人当たりの補助金額 円 2,130 2,000 2,120 2,240 2,270

老人クラブ加入率 ％ 8.6 8.7 8.0 7.8 7.4

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 194ページ)

1項 社会福祉費 3,099,229,703円 3目 老人福祉費 1,343,875,631円

補助金交付額 千円 4,756 4,800 4,204 4,302 4,285

補助金交付額 千円 2,961 2,781 2,724 2,782 2,668

会員数 人 1,388 1,393 1,283 1,242

概 要
・

実 績

　要援護高齢者及び重度身体障害者の住宅改善に要する経費に対して、補助金を交付する。
（補助率は対象改善費（80万円を上限）から改善費控除額を差引いた金額の２/３）
　令和元年度は、14件の補助金を交付した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

住環境を改善し、快適に暮らす。

2,466 2,456 2,888

身体障害者数 人 1,100 1,084 1,065 1,071 1,071

補助金交付決定数 人 15 14 17 13 14

　この補助金による段差解消、手摺り設置、便器の洋式化などの住宅改善により、日常生活の利便性
が向上している。一方で、岩手県の補助金は減る傾向にあることから、補助金の増額要望に努める。

介護保険認定者数 人 2,468 2,402
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 194ページ)

　高齢者が働くことを通じて社会参加を図り、生きがいを持って暮らすことができるように
するため、シルバー人材センターが会員向けに行う事業に要する経費に対し、補助金を交付
する。
　令和元年度は、会員数や事業活動規模により区分される国の補助金算出基準に合わせて補
助金額を決定し、交付した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

1項 社会福祉費 3,099,229,703円 3目 老人福祉費 1,343,875,631円

事業名 大船渡市シルバー人材センター補助金交付事業（継続）

事業費 9,339,000円

就業延べ人数 人日 25,015 25,944 25,147 25,206 25,633

就業率 ％ 86.3 88.1 88.8 84.8 83.8

補助金交付額 千円 8,750 9,381 9,531

(会員が１回以上就業した割合)

9,539 9,339

会員数 人 271 252 250 256 266

対　象 シルバー人材センター会員

意　図 就業機会が確保される。

概 要
・

実 績

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 194ページ)

1項 社会福祉費 3,099,229,703円 3目 老人福祉費 1,343,875,631円

　指標において、会員数と就業延べ人数が増加していることから、高齢者にシルバー人材センターの
活動が理解されて利用が図られており、高齢者の就業確保に一定の役割を果たしている。

概 要
・

実 績

　身体や精神、または環境や経済的な理由により、居宅での生活が困難な高齢者に対し、心
身の健康保持と生活の安定を図るため、養護老人ホームへの入所措置を行うもの。
　令和元年度の新規の入所措置者は８人で、令和２年３月末現在で44人が入所している。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 老人保護措置事業（継続）

事業費 103,555,931円

対　象 養護老人ホーム入所判定委員会で新規の入所又は入所の継続が必要と判断された者

意　図 高齢者の心身の健康保持及び生活の安定を図る。

新規入所措置者数 人 4 9 4 9 8

市職員の入所者訪問回数 回 14 32 40 42 41

施設入所者数 人 36 40 41 42 44

入所施設数 箇所 10 10 9 9 9

　指標において、独居家庭の増加や家族関係の希薄化などから、入所措置者は増える傾向にある。
　措置を求める者については、家族・親族の協力などの状況を見極め、公正・公平に入所事務を行う
とともに、施設入所者に対しては、年１回以上の訪問・面会を実施し、心身や生活の状況を適正に把
握する。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 国民年金基礎年金等関係事務事業（継続）

事業費 279,074円 （国100％）

対　象 国民年金の被保険者、国民年金受給者

意　図 国民年金の手続きが正しく迅速に行われる。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 194ページ）

1項 社会福祉費 3,099,229,703円 4目 国民年金費 23,382,672円

第１号被保険者数 人 4,109 3,899 3,718 3,618 3,547

免除被保険者数 人 1,381 1,414 1,346 1,363 1,378

概 要
・

実 績

　国民年金市町村事務処理基準に基づき、法定受託事務及び協力・連携事務を行う。
　法定受託事務の主な内容は、被保険者資格の取得や喪失､保険料の免除･学生納付特例申請
の受付､年金手帳再交付申請（国民年金加入中の人のみ）等であり、協力・連携事務の主な
内容は、保険料の納付督励、来訪・電話による相談、年金受給権者（厚生年金期間有）の死
亡に係る未支給年金請求の受付等。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

年金受給者に係る各種届出受理件数 件 466 503 523 506 530

保険料収納率 ％ 75.4 77.2 79.0 80.3 80.3

被保険者に係る各種届出受理件数 件 5,347 4,982 3,664 2,695 2,275

　被保険者及び年金受給者に係る各種届出については、正確かつ迅速な事務を行うことができた。ま
た、保険料については、来訪時に納付督励を行うほか、広報による免除制度の周知を図り、年金受給
権の確保に努めた。

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 1目 児童福祉総務費 243,837,099円

事業名 出産祝金支給事業（継続）

事業費 3,156,944円

子育て世帯への経済的支援を図る。

概 要
・

実 績

人 88

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 196ページ)

支給額 千円 4,340 4,390 3,840 3,410 3,100

支給対象延べ児童数（総数） 人 254 242 200 187 170

対　象 市内在住の出産世帯

意　図

　市の人口増加を願い、子どもの出産を祝して、子どもの出生時に子育て応援券（地域振興
券）を支給するとともに、協賛店の子育て応援サービスを提供する。
　子育て応援券支給額　第１子１万円、第２子２万円、第３子以降３万円

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

うち支給対象延べ児童数（第3子以降） 人 46 54 55 48 46

うち支給対象延べ児童数（第1子） 人 120 99 71 81 76

うち支給対象延べ児童数（第2子） 89 74 58 48

　子育て世帯の経済的支援と、地域で子育てを応援する機運の醸成という２つの意図をもつ市独自の
子育て支援事業として、今後も継続していく必要がある。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

児童福祉総務費 243,837,099円

概 要
・

実 績

　放課後に就労等で保護者がいない小学校の児童に対し、放課後児童クラブを設置し、適正
な遊びや生活の場を提供することにより児童の健全育成と保護者の就労支援を図る。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 放課後児童健全育成事業（継続）

事業費 89,636,166円 （国1/3、県1/3）

対　象 保護者が仕事等の理由で昼間家庭にいない小学生（放課後児童）

意　図 健全に育つ。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 196ページ)

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 1目

運営箇所数 箇所 8 9 10 10 10

登録児童数 人 375 402 411 393 404

　本事業は市の子育て支援の取組の中でも重点施策の１つであり、10小学校区に放課後児童クラブを
開設し、児童の健全育成を図っている。今後も委託先の各父母会との情報共有、連携を深め、各クラ
ブの充実に努めていく。未設置の越喜来小学校区については、地域の実情を把握し、保護者、教育委
員会及び地域等と検討していく。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 196ページ)

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 1目 児童福祉総務費 243,837,099円

概 要
・

実 績

　子育て中の親の孤独感や不安感の解消のため、市内４か所で地域子育て支援拠点事業を実
施。専門的な知識を蓄積する社会福祉法人やＮＰＯ法人に委託し、保育所や市内ショッピン
グセンター内などで、妊婦から未就学児とその家族を対象に育児相談を行うほか、親子が集
う各種催し物等の開催や子育てに関する情報発信等を行う。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 地域子育て支援センター事業（継続）

事業費 39,905,051円 （国1/3、県1/3）

対　象 乳幼児から小学校就学前児童とその保護者等

意　図 親子の交流や各種相談対応等により、育児に関する不安が解消される。

地域子育て支援センター数 箇所 4 4 4 4 4

地域子育て支援センター利用延べ人数 人 19,813 23,377 21,499 18,816 15,703

　親子の交流の場や地域における子育ての相談窓口として活用されており、子育て支援の充実が図ら
れている。少子化の進行と保育施設の利用者の増加により、日中、在宅で育児をする家庭は減少傾向
にあるが、各施設がそれぞれの特徴を活かし、地域による子育て支援の場となっている。今後も運営
団体と連携して事業を実施する。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

人

件

【 考　察 】

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 1目 児童福祉総務費 243,837,099円

事業名 ファミリー・サポート・センター事業（継続）

事業費 2,000,000円 （国1/3、県1/3）

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 196ページ)

会員数 人 125 147 150 147 144

援助の件数 件 82 80 106 141 124

対　象 児童を養育している家庭の保護者及びその児童

意　図 地域での相互援助活動により、子育てしやすくなる。

概 要
・

実 績

　ファミリー・サポート・センター（地域における子どもの預かり等の援助を行いたい者と
援助を受けたい者からなる組織）を設立し、相互援助活動等を実施する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 1目 児童福祉総務費 243,837,099円

事業名 結婚支援事業（継続）

事業費 7,999,560円

　少子化により対象となる児童数は減少傾向にあるが、会員数や利用件数は５年前と比べ増加してお
り、一時的に子どもを預かって欲しいという市民のニーズに応えている。今後とも市民への周知に一
層努めるとともに、安心して預けられるように支援者のスキルアップを図っていく。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 196ページ)

対　象 結婚を希望する市民

意　図 会員同志のマッチングやイベントにより、結婚につながる。

概 要
・

実 績

　少子化の大きな要因となっている未婚化・晩婚化を解消するために、大船渡市結婚相談･
支援センターを設置し、結婚支援活動の企画及びコーディネート、結婚相談及びマッチン
グ、各種情報発信を行い、結婚を希望する人が結婚できる社会の実現に向け取り組む。

指標
単
位

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

150 143 142 125

95 95

相談件数 － － － － － 111 169 158 90 79

会員数 － － － － － 87 128 94

　結婚相談・支援センターでは、登録者によるマッチング以外にも出会いのためのイベントや結婚へ
の機運を高める各種事業を実施しており、支援に携わった人の成婚数が増加傾向にあることから、成
果が現れ始めている。引き続き、結婚応援大使や結婚応援企業と協力しながら、支援センターへの理
解と事業の周知に努め、成婚数の増加のため積極的に事業を展開していく。

126 135 120

結婚相談支
援センター
が支援した
成婚者数

人 － － － － － 0 0 10 6 14

婚姻届受
付件数

件 152 152 147
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 子ども医療費助成事業（継続）

事業費 67,376,291円 （県1/2）

対　象 子ども

意　図 経済的負担の軽減を図る。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 198ページ）

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 1目 児童福祉総務費 243,837,099円

2,272 2,195 2,275 2,487 2,844

受給者数（未就学児） 人 1,248 1,211 1,156 1,082 1,017

概 要
・

実 績

　０歳から18歳到達の年度末までの子どもを対象者として、医療機関等を受診した際に発生
する一部負担金を助成する。
　　未就学児　　　1,017人　支給総額　37,367,912円（県補助 １/２)
　　未就学児以外　1,827人　支給総額　30,008,379円

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

医療費給付額 千円 55,752 56,633 55,264 59,658 67,376

１人当たり医療費給付額 円 24,549 25,801 24,313 23,998 23,691

受給者数（未就学児以外） 人 1,024 984 1,119 1,405 1,827

医療費給付審査件数 件 29,787 31,618 32,745 34,266 35,076

受給者数 人

　県の基準に加え、市独自に対象者及び助成範囲を拡大する等、子育て世帯の経済的負担を軽減して
いる。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 198ページ)

2項 児童総務費 2,214,144,591円 2目 児童福祉費 1,362,975,209円

概 要
・

実 績

　身体や知的に障害のある児童や発達遅滞が見られる就学前児童を対象に、児童発達支援事
業「ひまわり教室」を開設し、早期療育を行い自立・発達を促すとともに、保護者に対する
相談支援を行う。
　また、併せて学齢期の障害児の放課後等における生活能力向上の訓練及び居場所確保のた
め「放課後等デイサービス事業」を実施し、連携して障害児と保護者の支援を行う。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 障害児通所支援事業（継続）

事業費 54,120,810円 （国1/2、県1/4）

対　象 心身の発達に遅れのある（心配のある）未就学児とその保護者、学齢期の障害児とその保護者

意　図 生活能力が向上し、居場所の提供により保護者の負担軽減が図られる。

ひまわり教室延べ利用者数 人 739 741 802 866 647

放課後等デイサービス利用事業所数 施設 3 3 2 3 4

ひまわり教室開所日数 日 221 226 219 224 214

ひまわり教室支給決定者数 人 32 39 35 35 28

　就学前児童及び就学児童の適正な療育支援に重要な役割を担っており、今後も指導方法の改善を含
め継続した実施が必要である。

放課後等デイサービス支給決定者数 人 37 32 36 29 34

放課後等デイサービス延べ利用者数 人 6,165 5,377 3,994 3,785 4,287
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 198ページ)

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 2目 児童福祉費 1,362,975,209円

概 要
・

実 績

　障害児の受け入れを促進するため、育児に関して専門的な知識と豊富な経験を蓄積してい
る民間保育施設に障害児保育事業を委託する。保護者の精神的・経済的な負担の軽減を図
り、すべての児童が障害の有無に関わらず共に行動することにより、お互いに健やかに成長
していくことを目指す。
【委託単価】　軽度障害児１人あたり　月額30,840円
              重度障害児１人あたり　月額84,140円

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 障害児保育事業（継続）

事業費 13,327,640円

対　象 障害児保育を希望する保護者

意　図 精神的、経済的な負担が軽減される。

　障害児に対し、専門性のある適正な環境の下で、子どもの状況に応じた保育が実施されている。今
後も、子どもの健全育成と親の就労支援のため、継続して実施する必要がある。

障害児保育事業を実施した民間保育施設 施設 5 6 6 7 7

障害児を受け入れできる民間保育施設 施設 5 6 6 7 7

障害児保育利用児童数 人 15 18 14 14 14

概 要
・

実 績

　保育所への入所が必要な児童の保育を民間保育施設に委託し、各保育施設へ運営費の支払
いを行う。令和元年度は12施設に対し延べ9,318人の児童の保育を委託した。

指　　標 単位

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 198ページ)

2項 児童総務費 2,214,144,591円 2目 児童福祉費 1,362,975,209円

H27 H28 H29 H30 R元

事業名 保育の実施委託事業（継続）

事業費 820,679,284円 （国1/2、県1/4）

対　象 認可保育所

意　図 円滑に運営してもらう。

保育を委託した施設数 施設 18 12 15 11 12

年間延べ入所児童数 人 10,973 10,951 10,844 10,856 9,318

　民間保育施設への委託により、保育を必要とする児童の保育が適正に行われた。保育の実施は子育
て支援策の根幹を成すものであり、今後も保護者のニーズを把握しながら事業を推進していく。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 198ページ)

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 2目 児童福祉費 1,362,975,209円

概 要
・

実 績

　保護者の就労形態、就労時間の多様化、長時間化に対応し、通常の保育時間を延長して保
育する。委託費は、国の子ども子育て支援交付金交付要綱により、利用児童の保育時間の認
定区分及び延長する時間に応じた基準額が定められている。
　【委託先】市内民間保育施設

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 延長保育事業（継続）

事業費 9,037,000円 （国1/3、県1/3）

対　象 延長保育を希望する保護者

意　図 安心して保育してもらう。

利用児童数 人 339 320 322 423 343

実施する保育施設数 施設 9 9 9 9 9

保育所入所児童数（私立保育所・こども園） 人 957 952 959 953 957

　延長保育は、市内全ての公立こども園・民間保育所等で実施しており、親の就労形態の多様化によ
り、一定の利用があることから、ニーズに応じた保育を行うために今後も継続して実施する必要があ
る。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 198ページ)

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 2目 児童福祉費 1,362,975,209円

概 要
・

実 績

　猪川保育園に委託し、病気回復期の乳幼児等を一時的に預かり、保育する。
　　対象児童：０歳～小学校３年生（９歳）まで

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 病後児保育事業（継続）

事業費 4,231,000円 （国1/3、県1/3）

対　象 病気回復期の乳幼児等の保護者

意　図 安心して保育してもらう。

利用者数 人 51 96 111 78 92

実施箇所数 箇所 1 1 1 1 1

開設日数 日 235 232 232 232 230

　就業のため、病気の子どもを看ることができない保護者を支援する事業であり、今後も周知を図り
ながら、利用しやすい事業となるよう努めていく。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 200ページ)

対　象 中学校３年生までの子どもを持つ保護者

意　図 経済的負担が軽減される。

概 要
・

実 績

　中学校３年生までの児童を養育する保護者及び施設事業者に対し、認定請求、現況届受付
などを行い、年３回、児童手当を支給する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 2目 児童福祉費 1,362,975,209円

事業名 児童手当給付事業（継続）

事業費 423,551,606円 （国37/45・4/6、県4/45・1/6）

支給額 千円 484,270 471,030 457,280 437,980 422,995

支給対象延べ児童数 人 42,775 42,230 40,995 39,460 38,189

　児童の健全育成と保護者の経済的負担を軽減する制度で、法令に基づいた給付を行っており、今後
も現状どおり継続して事業を実施する。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 200ページ)

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 2目 児童福祉費 1,362,975,209円

概 要
・

実 績

　未就園児童の保護者に対し、日常生活上の突発的な事情への対応や、育児疲れによる心理
的・身体的負担を軽減するため、一時的に児童を保育施設で預かる一時預かり事業を実施す
る。
　【委託先】市内民間保育施設

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 一時預かり事業（継続）

事業費 14,499,440円 （国1/3、県1/3）

対　象 児童の一時預かりを希望する保護者

意　図 心理的・身体的負担が軽減される。

延べ利用人数 人・日 512 387 525 410 535

事業を委託した保育施設の数 施設 9 9 9 9 9

保育所等を利用していない児童の数 人 582 550 456 387 337

　一時預かりは、市内全ての公立こども園・民間保育所等で実施しており、保護者の多様な保育ニー
ズに対応するため、今後も継続して実施していく必要がある。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 202ページ）

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 3目 母子福祉費 209,096,201円

事業名 母子家庭等自立支援給付金事業（継続）

事業費 1,040,280円 （国3/4）

対　象

概 要
・

実 績

　妊娠５か月から出産翌月までの妊産婦を対象者として、医療機関等を受診した際に発生す
る一部負担金を助成する。
　１レセプトにつき入院5,000円、外来1,500円の自己負担あり（非課税世帯の場合は自己負
担なし）。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 妊産婦医療費助成事業（継続）

事業費 6,074,678円 （県1/2）

対　象 妊産婦

意　図 経済的負担の軽減を図る。

医療費給付額 千円 5,214 7,473 7,389 6,124 6,075

１人当たり医療費給付額 円 43,810 69,837 78,606 74,685 84,371

受給者数 人 119 107 94 82 72

医療費給付審査件数 件 1,176 1,031 662 529 503

　自己負担額の軽減により、妊産婦が安心して医療を受けることができており、継続して事業を実施
する。

千円 0 0 35 0 51

概 要
・

実 績

　厚生労働大臣が指定する教育訓練等を受けた場合に自立支援教育給付金を、また、市が指
定する資格（看護師、介護福祉士、保育士等）を取得するための教育訓練を受けた場合に高
等職業訓練促進給付金及び高等職業訓練終了支援給付金を、それぞれ支給する。
　令和元年度は、教育訓練（介護福祉士）を受けた１人に対し、50,280円の自立支援教育給
付金を支給した。

指　　標

母子家庭の母又は父子家庭の父

意　図 経済的に自立する。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 202ページ)

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 3目 母子福祉費 209,096,201円

受給者数 人 0 0 1 0 1

給付金支給額

単位 H27 H28 H29 H30 R元

　ひとり親家庭の経済的な自立を図るために必要な支援と考えられることから、今後も事業の周知を
図りながら実施する。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　かつて配偶者のいない母（父）として、20歳未満の児童を扶養していた70歳未満の配偶者
のいない人を対象者として、医療機関等に支払った一部負担金を助成する。
　１レセプトにつき入院5,000円、外来1,500円の自己負担あり（本人が非課税の場合は自己
負担なし）。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 202ページ）

対　象 寡婦・寡夫

意　図 経済的負担の軽減を図る。

概 要
・

実 績

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 3目 母子福祉費 209,096,201円

事業名 寡婦、寡夫医療費助成事業（継続）

事業費 9,224,691円

医療費給付額 千円 9,630 9,185 9,779 8,294 9,225

１人当たり医療費給付額 円 27,278 36,590 38,651 32,914 37,047

受給者数 人 353 251 253 252 249

医療費給付審査件数 件 3,229 3,303 3,288 3,283 3,425

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 3目 母子福祉費 209,096,201円

事業名 児童扶養手当給付事業（継続）

事業費 170,645,590円 （国1/3、県1/3）

　自己負担額の軽減により、対象者が安心して医療を受けることができており、継続して事業を実施
する。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 202ページ)

322 287 257

受給資格者数 人 461 413 383 364 343

対　象 両親の離婚や死亡などによるひとり親

意　図 経済的負担が軽減される。

概 要
・

実 績

　両親の離婚、死亡等により、ひとり親となった家庭等の生活の安定と自立を支援するた
め、児童扶養手当を支給する。（所得要件あり、子どもが18歳になる年度末まで）
　令和元年度は、制度改正により、15月分を給付した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

手当支給額 千円 163,542 161,685 157,508 149,002 170,308

受給者数 人 363 332

　母子家庭等の経済的な支援の根幹をなす制度で、法令に基づいた給付を行っており、今後も継続し
て事業を実施する必要がある。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 3目 母子福祉費 209,096,201円

事業名 ひとり親家庭医療費助成事業（継続）

事業費 14,019,788円 （県1/2）

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 202ページ）

受給者数 人 1,036 993 939 871 788

医療費給付審査件数 件 7,912 7,839 7,676 7,365 6,872

対　象 ひとり親家庭

意　図 経済的負担の軽減を図る。

概 要
・

実 績

　18歳到達の年度末までの児童及びその児童を扶養している配偶者のいない父母、18歳到達
の年度末までの父母の無い児童を対象者として、医療機関等に支払った一部負担金を助成す
る。
　１レセプトにつき入院5,000円、外来1,500円の自己負担あり。（非課税世帯及び18歳到達
の年度末までの児童の場合は自己負担なし。）

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

　自己負担額の軽減により、ひとり親家庭が安心して医療を受けることができており、継続して事業
を実施する。

医療費給付額 千円 15,891 14,702 14,321 13,954 14,020

１人当たり医療費給付額 円 15,339 14,805 15,252 16,021 17,792

概 要
・

実 績

　公立の幼保連携型認定こども園３園（綾里こども園、越喜来こども園、吉浜こども園）に
おいて、保護者の就労等の事情により家庭で保育できない児童（０歳６か月児～就学前）の
保育及び幼稚園児に対する幼児教育を行う。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 こども園管理運営事業（継続）

事業費 155,641,638円

対　象 公立幼保連携型認定こども園３園（綾里、越喜来、吉浜）

意　図 就学前児童への幼児教育と保育を一体的に行う。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 204ページ)

2項 児童福祉費 2,214,144,591円 6目 こども園運営費 380,757,416円

公立こども園を利用する子どもの数 人 162 157 158 161 172

公立保育所定員充足率
（入所児童数／定員）

％ 70.4 68.3 68.7 61.9 74.8

　児童全員が希望通りの園を利用できており、待機児童が発生していないことから、地域内の教育・
保育に対するニーズが満たされている。今後とも幼保連携型こども園の特性を活かし、三陸地域の子
育て支援の拠点として適正な運営を継続していく。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 208ページ）

3項 生活保護費 278,081,066円 2目 扶助費 233,163,958円

概 要
・

実 績

　生活保護に係る相談対応、申請受付、調査、審査等を行い、被保護世帯へ生活保護費の支
給、生活指導等を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 生活保護費（継続）

事業費 233,163,958円 （国3/4）

対　象 被保護世帯

意　図 困窮の程度に応じて保護する。

年平均被保護世帯数 世帯 110 112 116 120 130

年平均被保護人数 人 138 140 144 144 158

保護開始世帯数 世帯 15 23 17 21 29

保護廃止世帯数 世帯 21 16 16 12 26

　年金収入が低く生計を維持できないなどの理由により生活保護に至る高齢者世帯が増加する等、被
保護世帯数は、増加傾向にある。
　保護を必要とする世帯に対し、公正・公平に生活保護費を支給するとともに、生活指導等を継続し
て行う。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 210ページ）

4項 災害救助費 182,922,435円 1目 災害救助費 182,922,435円

被保護世帯訪問件数 件 624 624 667 646 692

保護相談件数 件 94 115 85 109 106

概 要
・

実 績

　市内に住宅を建築または購入する場合の建築・購入費用の一部に対し、補助金を交付す
る。
【補助金額】複数世帯2,000千円、単数世帯1,500千円
　※災害危険区域内においては、建築基準を満たす場合に限る
　令和元年度は、53件に対し102,500千円の補助金を交付した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 被災者住宅再建支援事業（継続）

事業費 131,516,962円 （県1/3）

対　象
東日本大震災により岩手県内の自宅が全壊または半壊解体し、基礎支援金及び加算支援金
（建設・購入）を受給している世帯主

意　図 自力で住宅再建してもらう。

市外の方が再建（複数世帯） 件 8 5 2 8 2

市外の方が再建（単数世帯） 件 5 3 1 2 2

市内の方が再建（複数世帯） 件 209 167 77 60 44

市内の方が再建（単数世帯） 件 22 16 10 12 5

　当該補助金を交付することにより市内で住宅を再建する方への一助となっている。
　現在の補助金申請期限は令和３年３月31日までとなっているが、住宅再建について意向調査をした
結果、住宅再建を希望している世帯が未だ残っていることから、終了時期を見据えながら事業の延長
を県等に要望していく。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 大船渡市復興支援員事業（継続）

事業費 21,033,683円

対　象 東日本大震災の被災世帯

意　図 生活を再建してもらう。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 210ページ）

4項 災害救助費 182,922,435円 1目 災害救助費 182,922,435円

訪問活動 件 1,402 3,236 1,758 1,548 895

交流機会創出活動参加者 人 217 149 227 258 47

概 要
・

実 績

　公益財団法人・共生地域創造財団に委託し、複合的な課題を抱えている被災世帯に対して
生活再建に向けたサポートを行う。
　応急仮設住宅からの転居に伴い、訪問を必要とする件数が減少したことから現在は復興支
援員を減らして対応している。平成30年度から在宅被災者等を中心に状態変化や懸案事項の
把握に努めており、令和元年度は通常の訪問活動のほか327件の再調査を行った。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

　仮設住宅の特定延長に伴う転居課題等に対応した平成28年度をピークに訪問件数は減少しているも
のの、依然として被災者の孤立や生活困窮などの相談があることから、今後も支援が必要と考える。
令和３年度以降の事業の継続については、財源確保が課題となるので、県等に対して必要性を訴えて
いく。

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 210ページ)

4項 災害救助費 182,922,435円 1目 災害救助費 182,922,435円

概 要
・

実 績

　東日本大震災により市内37か所に設置されたプレハブ応急仮設住宅のうち、平成30年度末
で残り２箇所となっていた応急仮設住宅の解体撤去までの維持管理及び仮設団地支援員事務
所の解体、借地の返還を行った。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 応急仮設住宅維持管理事業（継続）

事業費 7,796,889円 （県10/10）

対　象 応急仮設住宅

意　図 適正に維持管理される。

退去戸数（年度末） 戸 507 518 147 92 5

応急仮設住宅団地数 箇所 33 22 7 2 0

応急仮設入居戸数（年度末） 戸 781 242 97 5 0

　令和元年５月31日に入居者が全員退去するまでの間、応急仮設住宅の適切な維持管理を行い、快適
な住環境整備に資することができた。令和２年１月８日には県事業により全ての応急仮設住宅の解体
撤去完了、３月末に借地を地権者へ返還したことにより本事業は完了した。
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【関係指標】

【 考　察 】

3款 民生費 5,774,377,795円 (決算書 210ページ)

4項 災害救助費 182,922,435円 1目 災害救助費 182,922,435円

概 要
・

実 績

　災害公営住宅における団地会等の役員体制の構築や運営サポート、住民活動や地域交流活
動の活性化が図られるよう支援するもの。
　平成30年度までは応急仮設住宅支援協議会が支援を行っていたが、協議会の解散に伴い、
令和元年度から公益財団法人共生地域創造財団へ委託しており、相談対応(108回)、交流機
会創出活動(171回)、役員会への出席による情報収集など(159回)、延べ438回の訪問活動を
行った。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 災害公営住宅コミュニティサポート事業（新規）

事業費 18,366,874円 （）

対　象 災害公営住宅の入居者

意　図 主体性を持った恒久的なコミュニティの形成が図られる。

復興支援員人数 人 － － － － 4

復興支援員訪問回数 回 － － － － 438

　団地会等の役員体制の構築や交流機会創出活動等を支援したことにより、コミュニティ形成が進ん
でいる。今後は団地会等が自立することを目指して支援に取り組んでいく。

- 52 -



【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　疾病の予防、早期治療を促すことにより、市民一人ひとりが健康を保持し続ける意識が高まりつつ
ある。
　各検診における受診者数の増加を図るため、他の検診と同日実施する等の受診しやすい環境づくり
と対象者の意識啓発を推進すると共に、検診後のフォロー体制を充実させる必要がある。

　第４款　衛生費　《1,335,567,541円》

22,215

健診受診者数 人 776 851 875 809 1,028

健診対象者数 人 24,550 24,151 21,683 22,738

R元

健康診査等実施日数 日 132 132 132 132 132

意　図 自分の身体の状態を知り、生活習慣の見直しを図る。

概 要
・

実 績

　対象年齢の住民に対して受診票を配布し健診を実施している。（基本健康診査対象者は35
～40歳と40歳以上の生活保護受給者、骨粗しょう症検診対象者は40～70歳までの５歳刻みの
節目年齢に達する女性、歯周病検診対象者は20～60歳までの10歳刻みの節目年齢に達する住
民、肝炎ウイルス検診対象者は40歳以上の検査を受けたことのない住民）
　一日人間ドックは35～69歳までの住民を対象に健診費用の一部を助成している。
　健診結果を通知した後、受診者に対して生活習慣病予防講演会や事後指導会等を行い、疾
病予防や重症化予防を図っている。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 健康増進事業（健康診査関連事業）（継続）

事業費 5,264,583円 （県2/3）

対　象 健康診査等の対象年齢に該当する住民

1項 保健衛生費 489,947,945円 1目 保健衛生総務費 180,563,633円

　東日本大震災の被災者等を取り巻く環境の変化に対応するため、新たなコミュニティ形成支援や心
身のケア、生活支援、見守り体制の強化等、きめ細かい支援を行うことにより、被災者の健康の維持
向上、生活の安定等に寄与している。

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 212ページ)

972延べ相談件数 人 3,251 3,353 1,912 1,444

R元

要支援者数 人 3,543 2,492 460 287 215

1項 保健衛生費 489,947,945円 1目 保健衛生総務費 180,563,633円

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 212ページ)

意　図 疾病予防、早期発見、重症化予防、健康増進を図る。

概 要
・

実 績

　災害公営住宅等に居住する被災者の健康増進を図るため、保健師や看護師等の専門職が戸
別訪問による入居者面談を行い、要支援者の生活状況に応じて、体調管理等に関する専門的
な助言・指導等を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 東日本大震災津波被災地健康支援事業（継続）

事業費 5,936,167円 （国10/10）

対　象 被災者
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

12.5

　災害公営住宅入居者は、高齢化に加え、経済状況や生活環境、コミュニティの変化による健康状態
の悪化が懸念されている。
　このため、運動習慣の意識付けや生活習慣病予防のための健康指導と共に、コミュニティ形成に向
けた支援を継続していく。

健康づくり運動教室実施回数参加割合 ％ 11.6 52.3 47.4 27.9

904

食生活改善栄養教室参加割合 ％ 4.5 10.2 10.3 6.0 4.0

災害公営住宅入居者数 人 292 587 869 885

20

応急仮設住宅入居者数 人 3,150 808 540 － －

健康づくり運動教室実施回数実施回数 回 87 147 120 40

R元

食生活改善栄養教室実施回数 回 20 15 21 5 5

意　図 健康状態の悪化予防を図り、健康不安を解消する。

概 要
・

実 績

　災害公営住宅入居者を対象として、健康状態の把握や二次的健康被害を予防するため、保
健指導、調理実習や栄養指導等の健康づくり事業を実施し、健康状態の悪化予防や健康不安
の解消、住民同士の交流促進を図っている。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 被災者健康づくりサポート事業（継続）

事業費 470,000円 （国10/10）

対　象 東日本大震災被災者

1項 保健衛生費 489,947,945円 1目 保健衛生総務費 180,563,633円

　検診の実施により、がんの早期発見・早期治療につながり、がんによる死亡率が低減されることか
ら、がん検診の受診者数の増加を図るため、対象者を精査し各種検診を同日実施する等の検討を進め
ると共に、健康に対する自己意識を高める取組みを推進していく。

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 212ページ)

13,052各種がん検診受診者数 人 13,071 13,321 11,917 13,749

R元

各種がん検診受診対象者数 人 62,413 58,316 109,865 118,316 113,959

意　図 がんを早期に発見し、早期治療につなげる。

概 要
・

実 績

　対象年齢の住民に対して受診票を送付し、各種がん検診を実施している。（40歳以上：胃
がん・大腸がん・肺がん・乳がん〈女性〉、20歳以上：子宮頸がん〈女性〉、50歳以上：前
立腺がん〈男性〉）
　検診対象者に受診勧奨を積極的に行い、がん検診の受診を契機として、住民の健康管理に
対する意識の向上に努めている。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 健康増進事業（各種がん検診）（継続）

事業費 40,701,640円 （国1/2）

対　象 各種がん検診の対象年齢に該当する住民

1項 保健衛生費 489,947,945円 1目 保健衛生総務費 180,563,633円

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 212ページ)

- 54 -



【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

意　図
疾病や障害を早期に発見、治療が受けられる。また、発育・発達・育児について相談し、不
安が解消される。

100.0

　乳幼児を対象とする健康診査の実施により、障がいや異常を早期に発見し、適切な指導を行い、心
身障害の進行を未然に防止するとともに、生活習慣、発育、栄養及び育児に関する指導等を行うこと
により、乳幼児の健康の保持及び増進が図られている。

健診受診率（３歳児） ％ 96.0 97.8 97.1 97.6

4,459,783円

対　象 対象年齢・月齢の乳幼児とその保護者

392

健診受診率（10か月児） ％ 94.0 90.7 90.4 87.2 89.6

各種健診対象者数(1歳6か月児・3歳児） 人 484 487 449 479

490

各種健診対象者数(1・4・10か月児） 人 771 696 625 586 521

医療機関での健診実施回数（1・4・10か月児） 回 726 648 625 541

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 212ページ)

R元

健診実施回数（1歳6か月児・3歳児） 回 24 24 24 24 22

概 要
・

実 績

　乳幼児の異常の早期発見と健康の保持増進を図るため、健康診査等を実施している。
　乳児期の健康診査は、出生届の際に１人の乳児に対し３枚の受診票を交付し、委託医療機
関で個別健康診査を無料で行ったほか、１歳６か月児・３歳児健康診査は、保健介護セン
ターにおいて毎月それぞれ１回ずつ集団健康診査を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 乳幼児健康診査事業（継続）

事業費

　妊娠期からの母子の健康の保持増進のため、各種相談等に応じることにより、安心安全な妊娠・出
産・育児ができる態勢が整えられている。

1項 保健衛生費 489,947,945円 1目 保健衛生総務費 180,563,633円

175

特に満足している当市の子育
て支援サービスに「妊娠及び
出産等に関する相談」と回答
した割合

％ － － － － 0.8

年度内に把握した妊婦の人数 人 － － － －

R元

妊婦相談数 件 － － － － 173

意　図 安心して出産・育児に臨む。

概 要
・

実 績

　平成31年４月に大船渡市子育て世代包括支援センターを設置し、妊娠期から子育て期にわ
たる切れ目のない支援を実施している。
　令和元年度は、助産師を雇用し、妊産婦及び乳幼児等の実情の把握、妊娠・出産・育児に
関する各種相談に応じ、必要な情報提供・助言・保健指導等を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 子育て世代包括支援センター事業（新規）

事業費 1,958,707円 （国1/3、県1/3）

対　象 全ての妊産婦及び乳幼児（主に３歳まで重点を置く）

1項 保健衛生費 489,947,945円 1目 保健衛生総務費 180,563,633円

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 212ページ)
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　健康診査の実施により、糖尿病、高血圧、高脂血症等の生活習慣病を早期に発見でき、重症化予防
につながった。
　健診の受診率向上を図るため、他のがん検診を同日実施する等の検討を進めると共に、健康に対す
る自己意識を高める取組みを推進していく。

7,515

健康診査受診率 ％ 35.2 31.8 40.5 44.2 33.5

後期高齢者医療被保険者 人 7,074 7,225 7,355 7,532

R元

健康診査委託料 千円 － 6,995 9,008 9,228 9,076

意　図 生活習慣病を早期に発見し、重症化を予防する。

概 要
・

実 績

　後期高齢者の生活習慣病を早期に発見し重症化の予防を図るため、健康診査を実施してい
る。（75歳以上の住民を対象とする）
　令和元年度は、後期高齢者健康診査業務を岩手県予防医学協会に委託し実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 後期高齢者保健事業（継続）

事業費 9,527,254円

対　象 後期高齢者医療被保険者

1項 保健衛生費 489,947,945円 1目 保健衛生総務費 180,563,633円

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 212ページ)

16.1

　健康診査の実施により、妊娠中及び胎児の異常を早期に発見でき、母子の障がい予防につながっ
た。また、妊娠・出産・育児を通じて、健康管理に関する情報を提供することにより、子育てにおけ
る不安の軽減が図られている。

妊婦健康診査の有所見者率 ％ 24.4 19.0 21.8 23.3

38

特定不妊治療費助成事業申請延べ人数 人 25 23 16 19 10

パパママ教室延べ参加者数 人 73 72 60 56

3

妊娠届出数 人 227 233 198 196 166

パパママ教室開催回数 回 7 7 7 7

R元

妊婦一般健康診査受診者数 人 3,153 3,083 2,623 2,437 2,178

意　図 子育てに関する不安や悩みを軽減・解消してもらう。疾病を予防し、早期治療が受けられる。

概 要
・

実 績

　妊娠の届出をした者に対し、母子健康手帳の交付、妊婦一般健康診査及び子宮頸がん検診
を実施したほか、妊娠・出産・育児に関して正しい知識を普及するため、パパママ教室を開
催した。また、不妊に悩む方を対象とする特定治療支援事業を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 妊婦健康管理事業（継続）

事業費 18,601,037円

対　象 妊婦、夫婦

1項 保健衛生費 489,947,945円 1目 保健衛生総務費 180,563,633円

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 214ページ)
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【 考　察 】

36

情報提供同意者数

7.3

　歯科健診等の実施により、歯科疾患の予防と合わせ、その早期発見及び早期治療が徹底されてい
る。歯と口の健康を保持するため、歯科疾患の予防に関する適切な習慣の定着と正しい知識を保育者
等に対して普及啓発することにより、歯科口腔保健の推進が図られている。

％ 34.3 42.3 26.7 25.1 19.7

歯科健康診査対象者

機関 7 23 32 33

R元

運営費負担金 千円 0 11,664 13,106 10,661 9,907

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 214ページ）

1項 保健衛生費 489,947,945円

H30

未来かなえ機構運営負担金事業（継続）

事業費 10,477,000円

対　象 市民

人 1,452 3,892 4,983 5,404 5,451

ネットワーク参加機関数

1目 保健衛生総務費 180,563,633円

事業名

意　図 適正かつ円滑な医療及び介護サービスを受けられる。

概 要
・

実 績

　地域医療の充実と連携強化のため、地域医療介護情報ネットワークシステム「未来かなえ
ネット」について、関係市町が運営主体である一般社団法人未来かなえ機構の運営費の一部
を負担するもの。
　令和元年度は、産婦人科医へ無料で遠隔相談ができる「産婦人科オンライン」の運用開始
及び岩手中部地域医療圏「いわて中部ネット」との連携が開始され、未来かなえネットの機
能の強化と拡大が図られた。

指　　標 単位 H27 H28 H29

　未来かなえネットの普及に伴い、より多くの医療機関や介護サービス事業所等との間での情報共有
が図られることから、市民に対し、適正かつ円滑な医療及び介護サービスが提供されている。

歯科健康診査でのう歯有病者率 ％ 21.0 9.7 10.0 9.6

226

３歳児健診でのう歯有病者率

人 232 234 252 221

191

健康診査・健康相談等対象者 人 754 708 683 690 537

歯科健康診査受診件数 件 186 195 214 186

R元

健康診査・健康相談等実施回数 回 36 36 36 30 30

意　図 口腔衛生を良好に保つために必要な知識を習得・実践し、乳幼児のう歯を予防する。

概 要
・

実 績

　乳幼児の保育者に歯科保健の重要性を啓蒙し、日常生活の中で口腔衛生を保つために必要
な知識の習得を目的に歯科健康診査等を実施している。
　令和元年度は、１歳６か月児・３歳児・２歳６か月児歯科健康診査を実施したほか、７～
８か月児健康相談での個別歯科指導、１歳児健康相談において個別のブラッシング指導を実
施した。また、５歳児には永久歯を大切に守るための冊子を配布した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 乳幼児歯科保健事業（継続）

事業費 1,348,723円

対　象 ７～８か月児・１歳児・１歳６か月児・２歳６か月児・３歳児・５歳児とその保育者

1項 保健衛生費 489,947,945円 1目 保健衛生総務費 180,563,633円

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 214ページ)
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【 考　察 】

100.0

※騒音暴露状況とは、生活環境等において人間が騒音に曝される状況を指す。

　東日本大震災以降、復旧・復興工事の実施や新たな市街地の形成等に伴い、市民を取り巻く生活環
境は大きく変化してきた。今後も継続して測定事業を実施し、快適な環境が保全されているかどうか
注視していく必要がある。

自動車騒音暴露状況測定達成率 ％ 74.0 100.0 100.0 100.0

0.0

騒音の環境基準達成率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0

24

自動車騒音常時監視評価区間総延長 ㎞ 21.6 21.7 21.7 21.5 21.5

大気測定延べ回数 回 24 24 24 24

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 218ページ)

1項 保健衛生費 489,947,945円 3目

R元

騒音測定延べ回数 回 7 7 7

100.0

大気汚染の軽度汚染超過率 ％ 25.0 12.5 0.0 25.0

100.0

予防接種法及び感染症法に基づき、今後においても適切に実施していく。

環境衛生費 39,042,846円

事業名

麻しん風しん予防接種１期接種率 ％ 98.3 100.0 95.1 83.3

公害防止測定調査（騒音、大気、水質）（継続）

事業費 997,150円 (県[定])

対　象 市内における生活環境

7 7

意　図 良好に保たれているか調査する。

206

結核検診受診率 ％ 18.5 19.1 18.1 23.6 22.7

麻しん風しん予防接種１期接種者数 人 236 260 235 194

概 要
・

実 績

市内の沿道の生活環境(騒音、粉じん等）についての実態を把握するため、調査を実施。
・沿道における降下ばいじん調査は、昭和59年度から通年２箇所で実施。
・一般環境騒音は、騒音規制地域内の市内７地点において、24時間測定を実施。
・自動車騒音常時監視は、平成24年度から騒音規制地域内の国道及び県道の騒音暴露状況を
測定。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

206

結核検診受診者数 人 2,431 2,536 2,429 3,284 3,151

麻しん風しん予防接種１期対象者数 人 240 260 247 233

R元

結核検診対象者数 人 13,125 13,268 13,425 13,879 13,874

意　図
感染症予防、予防接種の必要性についての正しい知識を持ち、安全に予防接種を受ける。対
象疾病の早期発見、罹患防止、重症化を防ぐ。

概 要
・

実 績

　予防接種については、社会全体の免疫水準を維持し、感染症の蔓延を防ぐことができるた
め、一定の接種率を確保することが重要である。 また、結核検診・ＢＣＧ予防接種につい
ては、感染症法に位置づけられたことから、感染症予防事業として実施している。
　令和元年度は、結核、麻しん・風しん予防接種等のＡ類疾病、インフルエンザ等のＢ類疾
病について、医療機関に委託し実施したほか、結核定期健康診断は肺がん検診と同時に実施
した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 感染症予防事業（継続）

事業費 85,778,328円

対　象 予防接種の対象年齢に該当する住民

1項 保健衛生費 489,947,945円 2目 予防費 92,358,693円

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 216ページ)
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【 考　察 】

　今後は専門的な知見を得ながら、調査結果の分析と、更に調査すべき項目などを精査し、水質汚濁
の原因究明や改善方策を検討する必要がある。

※ 令和元年度のＣＯＤ値は、
岩手県実施の公共用水域水質
測定結果が確定前のため未公
表。

％ 40.0

化学的酸素要求量（ＣＯＤ）

10

河川水質調査又は湾内底質及び
底生生物調査計画項目数 項目 6 9 6 9 6

湾内水質調査計画項目数 項目 10 10 10 10

R元

現地調査回数 回 4 4 5 4 4

意　図 湾内水質を経年的に調査・把握する。

概 要
・

実 績

　大船渡湾の水質の環境基準（ＣＯＤ値2.0mg/ℓ以下）が達成されない状況が続いていたた
め、平成２年度から継続して水質の現状を把握している。令和元年度は湾内水質の定期調
査、底質及び底生生物調査、干潟生物調査を実施した。水質定期調査は全窒素、全リンなど
10項目について、例年数値と比較し大きな変化は見られなかった。底質・底生生物は汚濁指
標種となる生物が確認されたことにより、若干の汚濁傾向が伺えた。干潟生物調査は各地点
ともにアサリが多く確認され、海水中の有機物浄化機能が高いと推察された。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 環境関連調査事業（継続）

事業費 4,543,200円

対　象 大船渡湾

1項 保健衛生費 489,947,945円 3目 環境衛生費 39,042,846円

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 218ページ)

　令和元年度は前年度比で補助実績が９基増加、浄化槽使用率も2.2％増加している。このことか
ら、当事業により浄化槽の設置が促進され、生活排水による港湾・河川への環境負担を軽減し、水質
保全につながっている。毎年度一定数の補助申請があることから、次年度以降においても国・県の制
度を活用し、計画的に浄化槽設置整備への補助を行う。

3,389

下水道等区域外浄化槽使用率 41.1 41.7 44.5 46.7

累計補助金交付基数 基 3,057 3,197 3,264 3,322

R元

補助金交付基数 基 191 140 67 58 67

意　図 浄化槽設置に係る経費負担を軽減できる。

概 要
・

実 績

　令和元年度は、循環型社会形成推進交付金58基、復興交付金９基に補助金を交付した。
　　循環型社会形成推進交付金　58基（５人槽：23基、７人槽：33基、10人槽：２基）
　　復興交付金　　　　　　　　９基（５人槽：３基、７人槽：５基、10人槽：１基）

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 浄化槽設置整備事業（継続）

事業費 27,674,000円 （循環型：国1/3、県1/3）[現年・繰越明許]

対　象 浄化槽設置者（住宅及び店舗併用住宅で処理対象人員10人以下に限る）

1項 保健衛生費 489,947,945円 3目 環境衛生費 39,042,846円

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 218ページ)

2.1 2.0

2.5 2.4

1.9 1.9
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【 考　察 】

　現在、火葬１件あたり平均30,000～40,000円程度の経費を要している。また、施設についても建設
後約20年が経過しており、今後設備の改修・更新に係る費用の増大が見込まれることから、使用料の
見直し等を検討する必要がある。

179動物炉使用申請数 件 156 163 187 168

R元

普通炉使用申請数 件 610 603 653 669 706

意　図 火葬場を適正に維持管理する。

概 要
・

実 績

　亡くなられた方と最後のお別れをする場所としてふさわしい施設となるよう、市営火葬場
（おおふなと斎苑）を適切に管理する。死体等及び動物死骸の火葬を行う火葬業務と施設の
維持管理は、指定管理者に委託している。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 火葬場管理運営事業（継続）

事業費 32,185,560円

対　象 火葬場維持管理業務受託者

1項 保健衛生費 489,947,945円 6目 火葬場費 32,185,560円

　補助金交付事業所は平成30年度から２事業所であり、補助金について一層の周知・啓発を図ってい
く必要がある。

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 220ページ)

28,739交付対象排出量 ㎥ 29,946 41,870 39,893 26,529

R元

補助金交付実績 件 3 3 3 2 2

意　図 大船渡湾の水環境への負荷の削減を図る。

概 要
・

実 績

　大船渡湾の水環境への負荷の削減を図るため、大船渡湾水環境保全促進補助金を交付する
ことにより、事業所排水の公共下水道への接続促進を支援するもの。補助金交付期間は、補
助認定から10年間とする。
　水質汚濁防止法に基づくＢＯＤ（生物的酸素要求量）160㎎/ℓ以下で、かつＳＳ（浮遊物
質）200㎎/ℓ以下の汚水を月1,500㎥以上排出する事業所を対象とする。月間排出量1,500㎥
超過分について単価50円/㎥で補助金を交付する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 大船渡湾水環境保全事業（継続）

事業費 1,436,950円

対　象 市内の事業所

1項 保健衛生費 489,947,945円 3目 環境衛生費 39,042,846円

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 218ページ)
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※ 取組率＝１世帯が１週間に１袋を出すと仮定した推計値
           （年間の取組率（％）＝収集袋数/（世帯数×52週）×100)

　プラスチック類のリサイクルをさらに進めるため、大船渡地区環境衛生組合が主担当となり、大船
渡市と住田町の全域において本事業を実施する方向で、同組合及び住田町と協議を進めている。今後
は取組率を高めるため、各家庭・個人に対しリサイクルに対する一層の意識啓発を図っていく必要が
ある。

％ 37.4 36.6 35.9 35.7 35.7

再利用ごみの収集量 ｔ 240 231 230 226

R元

モデル地区の世帯数 世帯 7,547 7,556 7,507 7,464 7,387

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 222ページ)

意　図 廃棄物の燃料化、資源化に協力する。

概 要
・

実 績

　限りある資源を有効に活用する「循環型社会」実現の取組みが重要であることから、モデ
ル地区の家庭において「燃えるごみ」の中のプラスチック類などを「再利用ごみ」として分
別・収集し、市内セメント工場のセメント生成資源（燃料・原料）として利用することによ
り廃棄物の資源化、減量化を図るもの。
　令和元年度処理実績は約224ｔ。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 一般廃棄物試験分別収集事業（継続）

事業費 18,316,207円

対　象 モデル地区世帯

224

再利用ごみの取組率

　今後、燃えないごみや資源古紙回収などによる資源化を継続するとともに、ごみ質分析結果を踏ま
えた厨芥類の水切りや生ごみ処理容器等の普及促進を通じて、ごみの一層の減量化を推進する必要が
ある。

494最終処分量 ｔ 679 375 407 424

R元

一般廃棄物収集量 ｔ 10,665 10,442 10,975 10,795 10,573

意　図 円滑に運営してもらう。

概 要
・

実 績

　一般廃棄物の収集及び岩手沿岸南部クリーンセンターへの中継運搬等を行うため、大船渡
市及び住田町を構成団体として設置した大船渡地区環境衛生組合に負担金を支出する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 ごみ処理費等負担金事業（ごみ処理費負担金支出）（継続）

事業費 167,306,000円

対　象 大船渡地区環境衛生組合

2項 清掃費 693,421,596円 2目 塵芥処理費 568,668,207円

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 222ページ)

2項 清掃費 693,421,596円 2目 塵芥処理費 568,668,207円
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　人口減少に伴い、し尿及び浄化槽汚泥の受入量は減少しているが、今後も適正な処理能力を維持し
ながら施設管理をしなければならない。

1,008汚泥、し尿の処理残渣量 ｔ 1,154 1,075 1,122 989

R元

し尿及び浄化槽汚泥受入量 kℓ/年 31,780 30,964 31,412 30,347 29,235

意　図 円滑に運営してもらう。

概 要
・

実 績

　し尿の収集、運搬及び処分に関する事務等を行うため、大船渡市、陸前高田市及び住田町
が共同で設置した気仙広域連合に対する負担金を支出する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 し尿処理費等負担金事業（継続）

事業費 112,774,000円

対　象 気仙広域連合

2項 清掃費 693,421,596円 3目 し尿処理費 112,774,000円

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 222ページ)

　今後、燃えないごみや資源古紙回収などによる資源化を継続するとともに、ごみ質分析結果を踏ま
えた厨芥類の水切りや生ごみ処理容器等の普及促進を通じて、ごみの一層の減量化を推進する必要が
ある。

22.0
一般廃棄物(可燃ごみ)
排出量

ｔ/日 24.2 23.2 23.0 22.5

R元

沿岸南部広域環境組合に
廃棄物を搬出した回数

回 1,209 1,195 1,187 1,148 1,161

意　図 円滑に運営してもらう。

概 要
・

実 績

　大船渡市、釜石市、陸前高田市、住田町及び大槌町の５市町を構成団体とし、一般廃棄物
を適正に処分するために設置した岩手沿岸南部広域環境組合に負担金を支出する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 岩手沿岸南部広域環境組合事業（継続）

事業費 383,046,000円

対　象 岩手沿岸南部広域環境組合

2項 清掃費 693,421,596円 2目 塵芥処理費 568,668,207円

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 222ページ)
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

補助金交付件数 件 44 31 13 7

R元

相談受付件数 件 36

　住宅建設費等を補助することにより被災者の住宅自力再建が促進され、当市復興の一助となってい
る。

　東日本大震災により被災した住宅の自力再建を支援するため、市内に一戸建て又は併用住
宅を建設又は購入した場合の水道工事費の一部に対し、補助金を交付する。
　補助金額：市が定める基準額から算出した総額（10万円未満の場合を除く）の１/２
　　　　　（上限200万円）
　※災害危険区域内においては、建築基準を満たす場合に限る。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

12 5 5 9

意　図 自力での住宅再建を支援してもらう。

概 要
・

実 績

市内に一戸建て住宅等を建設または購入した東日本大震災の被災者

3項 水道費 152,198,000円 1目 水道事業費 152,198,000円

　災害復旧事業は年度によって件数の増減はあるものの進捗状況は概ね順調である。
　給水普及率の上昇からも水道使用における環境整備が図られていることがうかがえる。

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 224ページ)

9

94.0給水普及率(給水区域内人口比） ％ 93.1 93.6 93.8 94.0

R元

災害復旧事業数 件 4 12 10 10 4

意　図 円滑に運営してもらう。

概 要
・

実 績

・東日本大震災で被災した水道施設等の災害復旧事業費に充当するもの。
　（19節　水道施設災害復旧事業補助金　11,072,000円）
・未給水地域の解消として水道施設整備事業で実施する不採算個所の工事費等に充当するも
の。
　（24節　水道施設整備事業出資金　20,000,000円）

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 水道事業（継続）

事業費 31,072,000円

対　象 大船渡市水道事業所

3項 水道費 152,198,000円 1目 水道事業費 152,198,000円

4款 衛生費 1,335,567,541円 (決算書 224ページ）

事業名 被災者住宅再建支援事業（継続）

事業費 2,837,000円

対　象
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　震災以降、気仙管内の有効求人倍率は依然として高水準で推移している一方で、新規学卒者の就職
後３年以内の離職率が高いと言われており、就職の推進のほか、職場定着を図っていく必要がある。
気仙管内で約85％の高卒者が、地元を離れる状況となっていることから、持続可能な地域社会を構築
するために、地元就職やＵターンを促す取組が必要である。

カウンセリング件数 件 148 90 118 142 126

企業訪問、学校訪問件数 件 384 353 404 487 507

ジョブカフェ気仙来所者数 人 543 485 445 686 494

ジョブカフェ気仙スタッフ 人 6 6 6 6 6

対　象 ジョブカフェ気仙

意　図 円滑に運営してもらう。

概 要
・

実 績

　県、気仙２市１町、商工会議所等が共同で設置した就職支援センターである「ジョブカ
フェ気仙」に従事する職員を配置し、運営支援を行う。高校生向けの気仙管内企業ガイド
ブックの発行を支援した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

5款 労働費 68,545,866円 (決算書 224ページ）

5款 労働費 68,545,866円 (決算書 224ページ）

事業名 雇用促進奨励支援事業（継続）

事業費 4,848,000円

対　象 新規学卒者及びＵＩＪターン者

1項 労働諸費 68,545,866円 1目 労働諸費 43,042,602円

R元

奨励金支給件数 件 － － 12 84 80

意　図 地元に就職し、定着する。

概 要
・

実 績

　市内の事業所に常用雇用者として６か月以上就労した新規学卒者及びＵＩＪターン者に対
し、６万円分の地域商品券を交付するもの。
　令和元年度は80件交付した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

504

新規高卒者のうち管内就職者数 人 63 77 69 78 63

管内新規高等学校卒業者 人 547 546 560 517

　令和元年度実績では、気仙管内の新規高等学校卒業者のうち約85％は進学や就職で管外へ転出して
おり、引き続き、地元就職やＵターン就職を選択する一助となるよう積極的な制度周知を図る。

1項 労働諸費 68,545,866円 1目 労働諸費 43,042,602円

事業名 ジョブカフェ気仙支援事業（継続）

事業費 500,000円

　第５款　労働費　《68,545,866円》
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　運営委員会での運営方針等の審議、勤労青少年への継続的・自主的な活動の支援、施設設備の維持
管理の充実により、余暇活動を行う体制整備及び施設の良好な状態の維持を図ってきた。平成29年度
に耐震診断を実施したところ、現行の耐震基準を満たしていないことが判明したことから、令和２年
３月31日をもって施設を廃止した。

勤労青少年ホーム利用者数 人 2,814 2,295 4,010 3,353 2,299

各種教室開催回数 回 71 73 68 68 70

使用許可件数 件 510 461 593 619 407

概 要
・

実 績

　勤労青少年の健全な育成と福祉の増進を図ることを目的に設置した勤労青少年ホームの円
滑な運営並びに施設及び設備の維持管理を行う事業である。主な事業内容は、勤労青少年
ホーム運営委員会の開催、各種教室の開催（一部は働く婦人の家と共催）、ホーム祭開催支
援（実行委員会事務局）、施設等の使用許可に関する業務、施設等の維持管理に関する業務
である。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 勤労青少年ホーム運営事業（継続）

事業費 8,627,212円

対　象 勤労青少年ホーム運営業務受託者

意　図 施設を適切に維持管理する。事業を円滑に実施する。

5款 労働費 68,545,866円 (決算書 226ページ）

1項 労働諸費 68,545,866円 2目 勤労青少年ホーム費 8,627,212円

事業名 求職者資格取得支援事業（継続）

事業費 131,000円

対　象 市内に住所を有する満18歳以上の求職者

1項 労働諸費 68,545,866円 1目 労働諸費

5款 労働費 68,545,866円 (決算書 224ページ）

43,042,602円

意　図 就職に必要な資格を取得してもらう。

概 要
・

実 績

　求職者の雇用促進を図るため、市内の求職者が助成対象（16種類）の技能講習を受講する
場合に要する費用の一部を助成するもの。なお、令和元年度は９件交付した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

管内有効求職者数(月平均) 人 1,095 1,048 1,044 1,040

R元

広報等周知件数 件 3 2 4 3 3

　令和元年度において、気仙管内の有効求職者数は平均1,051人となっており求人と求職のミスマッ
チが続いている中で、今後も求職者及び市内事業者の資格取得ニーズの把握に努めていく必要があ
る。

1,051

助成金支給件数 件 6 13 5 7 9
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【関係指標】

【 考　察 】

　令和元年度は、家族と子どもを対象とした講座、健康増進を目的とした講座や既存の利用グループ
を対象とした講座など70回開催した。講座開催日については、利用者の生活時間の違いによって多様
なニーズがあることから、運営委員会等を通じて、利用しやすい設定となるよう検討する必要があ
る。

働く婦人の家利用者数 人 12,958 15,428 16,269 17,220 14,558

講座参加延べ人数 人 1,113 1,235 11,163 781 701

各種講座開催回数 回 71 96 113 69 70

使用許可件数 件 1,272 1,486 1,673 1,919 1,758

対　象 働く婦人の家運営業務受託者

意　図 施設を適切に維持管理する。事業を円滑に実施する。

概 要
・

実 績

　市内に住所又は勤務先を有する女性労働者等の資質の向上や職業生活及び家庭生活の調和
を図り、福祉の増進等を図る目的で設置した働く婦人の家の円滑な運営並びに施設及び設備
の維持管理を行う事業である。主な事業内容は、働く婦人の家運営委員会の開催、各種講座
の開催、婦人の家まつり開催支援（実行委員会事務局）、講座受講者を支援するための託児
の実施、施設等の使用許可に関する業務、施設等の維持管理に関する業務である。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

1項 労働諸費 68,545,866円 3目 働く婦人の家費 9,689,456円

事業名 働く婦人の家運営事業（継続）

事業費 9,689,456円

5款 労働費 68,545,866円 (決算書 226ページ）
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

1項 農業費 231,908,301円 3目 農業振興費 37,082,064円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 232ページ)

意　図 地域農業再生協議会事業を円滑に実施してもらう。

概 要
・

実 績

　担い手農家の経営安定を図るため、主食用水稲の需要の減少に伴う水田の転作作物への誘
導等を行う事業（経営所得安定対策等推進事業）に要する経費に対して補助金を交付するも
の。
　令和元年度は、経営所得安定対策等推進事業を実施する地域農業再生協議会に対し、
1,359千円の補助金を交付した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 経営所得安定対策推進事業（継続）

事業費 1,359,000円 （県10/10）

対　象 地域農業再生協議会

転作作物作付面積 ha 8 11 16 16

R元

地域農業再生協議会事業費 千円 1,616 1,493 1,454 1,329 1,359

　担い手農家の経営安定対策を実施し、転作作物の作付が行われた水田が増加したことにより、農業
経営の安定と生産力の確保が図られた。

　第６款　農林水産業費　《1,175,988,753円》

17

事業名 椿利活用推進事業（継続）

事業費 4,298,092円

対　象 市内小中学校、関係団体

1項 農業費 231,908,301円 3目 農業振興費 37,082,064円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 230ページ)

R元

椿の植栽面積（H23以降累計） ａ 163 215 251 319 400

意　図 椿の実の収穫量を増やし産業化に係る取組を推進し、椿の利活用を図る。

概 要
・

実 績

　市の花「椿」を生かしたまちづくりを進めるため、復興支援員を委嘱し、関係団体との連
絡調整、イベントの企画・実施、市内小中学校における椿学習や産業化に向けた活動を実施
した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

105

椿の実の収穫量 ㎏ 100 419 87 551 600

椿の植栽 本 185 238 202 134

　遊休農地を活用した椿の植樹を実施することにより、椿の実の収穫量が増加傾向となっており、椿
を活用した産業化への取組が進められている。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

1項 農業費 231,908,301円 3目 農業振興費 37,082,064円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 232ページ)

意　図 所得の安定化が図られる。

概 要
・

実 績

　重要な農産物（ピーマン及び菌床しいたけ）の価格安定化を図るため、価格低落時に市、
農業協同組合、生産者で資金造成する基金から、生産者に補給金を交付する事業に対し負担
金を支出するもの。
　令和元年度は、ピーマン2,100円、菌床しいたけ1,285,342円の負担金を支出した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 山間地域農産物価格安定対策事業（継続）

事業費 1,287,442円

対　象 ピーマン及び菌床しいたけ生産農家

27

菌床しいたけ生産農家 戸 17 5 5 5 3

ピーマン生産農家 戸 26 29 27 27

R元

交付対象作物数 件 2 2 2 2 2

　指標において、菌床しいたけの生産農家数が減少傾向にあり、菌床しいたけの生産量が減少してい
る。菌床しいたけの価格についても、低額で推移していることから、価格低落時の生産農家の所得の
安定化が図られている。

7

菌床しいたけ農家が受給した補給金額 千円 10,060 8,399 8,334 5,142 4,284

ピーマン農家が受給した補給金額 千円 353 912 656 0

1項 農業費 231,908,301円 3目 農業振興費 37,082,064円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 232ページ)

意　図 協定農用地の適正管理により、農地の耕作放棄が防止される。

概 要
・

実 績

　農業、農村の多面的機能の維持・発揮を図るため、地域の共同活動、中山間地域等におけ
る農業生産活動に対して交付金を交付し、活動を支援した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 日本型直接支払事業（継続）

事業費 22,367,820円 （県3/4）

対　象 集落協定締結者

0.0 0.0

200

集落協定締結面積 ha 104 104 103 103 103

集落協定締結者 人 200 200 200 200

R元

集落協定締結集落 集落 7 7 7 7 7

　協定農用地における耕作放棄地が発生していないことから、協定農用地の適正な管理が行われてい
る。

0.0協定農用地の耕作放棄率 ％ 0.0 0.0
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

1項 農業費 231,908,301円 3目 農業振興費 37,082,064円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 232ページ)

意　図 円滑に就農してもらう。

概 要
・

実 績

　新規就農者の就農後の定着を図るため、経営が不安定な就農直後（５年以内）の所得を確
保する資金（農業次世代人材投資資金）を交付した。
　令和元年度は１名の新規就農者に農業次世代人材投資資金を交付した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 新規就農者支援事業（継続）

事業費 1,619,000円 （県10/10）

対　象 新規就農希望者

1新規就農希望者 人 2 2 2 1

R元

補助金額 千円 1,500 3,000 2,250 1,500 1,500

　新規就農者に、農業次世代人材投資資金を交付したことにより、新規就農者の就農直後の所得の安
定性が図られた。今後も、新規就農者への支援を行うことにより、農業の担い手の確保を図る。

事業名 つばきまつり運営事業（継続）

事業費 2,000,000円

対　象 つばきまつり実行委員会

1項 農業費 231,908,301円 7目 総合交流ターミナル施設費 24,621,644円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 236ページ)

R元

つばきまつり開催日数 日 65 66 37 50 64

意　図 つばきまつりを円滑に開催する。

概 要
・

実 績

　市民及び来訪者に対し「市の花　つばき」「椿の里　大船渡」のＰＲを行うとともに、花
きの生産振興を図り地域の活性化に資することを目的として「三陸・大船渡つばきまつり」
を開催した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

139つばきまつり時の１日当たり入館者数 人 168 153 225 224

7

つばきまつり期間中入館者数 人 10,890 10,129 8,328 11,195 8,900

イベント開催日数 日 12 13 7 8

　令和元年度の「三陸・大船渡つばきまつり」は、新型コロナウイルス感染症の影響により、つばき
まつり時の１日当たりの入館者数が大きく減少したが、前半については例年以上の入館者があったこ
とから、適正な運営が図られている。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 シカ防護網普及事業（継続）

事業費 1,368,576円 （）[]

対　象 シカ被害を受けている農家等でシカ防護網を必要とする人

1項 農業費 231,908,301円 8目 シカ等特別対策費 17,547,638円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 236ページ)

事業名 大船渡市鳥獣被害対策実施隊設置事業（継続）

事業費 12,584,000円 （県10/10）

対　象

R元

シカ防護網配布実績 反 445 200 118 105 120

意　図 農作物被害を減少させる。

概 要
・

実 績

　シカの農作物被害の軽減を図るため、市内の耕作地において農作物被害を受けている者に
対し、シカ等防護網を有償で配布を実施するもの。
　令和元年度はシカ防護網普及事業として大船渡市農業協同組合に業務を委託して実施し
た。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

4,731市内のシカによる農作物等被害額 千円 11,533 12,958 13,294 5,569

　指標において、平成30年度と比較して農作物等被害額が減少していることから、適正にシカによる
農業被害の削減が図られている。

五葉山地域におけるシカ

1項 農業費 231,908,301円 8目 シカ等特別対策費 17,547,638円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 236ページ)

R元

捕獲頭数 頭 1,250 1,406 1,337 1,263 1,292

意　図 推定生息頭数が適正頭数に近づける。

概 要
・

実 績

　ニホンジカ等による農林業の被害対策を強化するため、大船渡市鳥獣被害対策実施隊を設
置し、国の「鳥獣被害防止総合支援事業」を活用してシカに係る集中的な有害捕獲活動を実
施するもの。
　令和元年度は、実施隊員49名を委嘱し猟銃等による捕獲により、シカ等の生息頭数を適正
頭数に調整する事業を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

49実施隊員数 人 58 55 54 52

 指標において、捕獲頭数は1,300頭前後で安定的に推移していることから、一定の生息頭数の調整が
図られている。
 なお、令和元年度よりシカ捕獲報償費を増額（１頭あたり8,000円から10,000円）し、捕獲経費等の
支援を拡充している。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 大船渡市鳥獣被害対策協議会運営支援事業（継続）

事業費 1,500,000円

対　象 大船渡市鳥獣被害対策協議会

1項 農業費 231,908,301円 8目 シカ等特別対策費 17,547,638円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 236ページ)

7,172 7,180

R元

事業実施項目数 事業 6 7 6 6 7

意　図 円滑に運営してもらう。

概 要
・

実 績

　協議会では、岩手県鳥獣被害防止総合支援事業を活用し、電気柵の設置や個体数調整、被
害防除、生息環境管理など、地域の実情に応じた総合的かつ効果的な鳥獣被害防止対策事業
を行っており、構成団体として、市から協議会に対して、負担金を拠出している。
　令和元年度は鳥獣被害防止対策事業として負担金を拠出した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

鳥獣被害対策事業費 千円 5,400 5,400

　指標において、協議会の運営費は安定的に確保され、鳥獣被害対策に関する事業が円滑に実施され
ていることから、適正に事業運営が図られている。

2項 林業費 125,732,646円 1目 林業総務費 36,496,308円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 236ページ)

7,176

意　図 適正に処理され被害の拡大・拡散の防止が図られる。

概 要
・

実 績

　松くい虫及びナラ枯れ被害の拡大を防止し、碁石海岸等の名勝の景観形成や健全な森林資
源を維持するため、被害木を伐倒、くん蒸処理等を実施するもの。
　令和元年度は、松くい虫被害木（641㎥）、ナラ枯れ被害木（739本）の伐倒くん蒸及び立
木くん蒸等による処理を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 森林病害虫等防除事業（継続）

事業費 32,342,120円 （県3/4・10/10）

対　象 松くい虫被害及びナラ枯れ被害木

739ナラ枯れ被害木の処理量 本 1,204 942 1,165 761

R元

松くい虫被害木の処理数量 ㎥ 869 588 604 690 641

　当該事業は、国・県の補助金を活用し継続して実施することにより、一定の被害拡大の抑制が図ら
れている。
　しかし、被害木処理にあたり地形や作業の安全確保が困難な箇所があり処理できない場合があるほ
か、さらに県内においては被害範囲が拡大しており、補助金の配分も被害先端地域が優先されること
が懸念される。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 陸前高田市及び大船渡市営林組合運営支援事業（継続）

事業費 2,000,298円

対　象 陸前高田市及び大船渡市営林組合

2項 林業費 125,732,646円 1目 林業総務費 36,496,308円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 238ページ)

R元

造林事業債償還金負担残高 千円 － － 28,022 26,013 24,004

意　図 円滑に運営してもらう。

概 要
・

実 績

　営林組合の運営の維持を図るため、造林事業債の償還金相当額を構成員で負担するもの。
　令和元年度は償還額の１/３を負担金として拠出した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

　営林組合が所有する森林の現状は、木材生産機能の発揮が難しい立地環境に位置し、近年は主に水
源涵養などの公益的機能の発揮を重視した管理を進めており、営林組合の適正な運営を維持するた
め、平成29年度から14年間の償還計画に基づいて過去に実施した造林事業債の償還を行うことで運営
の安定化が図られている。しかし、将来的にも所有森林の経済林化は厳しい環境にあるため、営林組
合のあり方を検討することとしている。

事業名 新たな森林経営管理事業（新規）

事業費 17,387,000円 （国10/10）

対　象 私有林の人工林

2項 林業費 125,732,646円 2目 林業振興費 32,711,084円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 238ページ)

R元

意向調査実施率 ％ 0.0

意　図 適正に管理され健全な樹木が育成する。

概 要
・

実 績

　森林環境譲与税を財源として私有林の適正管理及び林業の成長産業化を推進する事業で、
森林所有者自ら経営意欲がなく、現状で引き受け手がない手入れ不足の私有林（人工林）に
ついて、市が仲介役となり、健全な状態に整備するもの。
　令和元年度は、事業実施方針を作成するための基礎データの整理と森林整備事業のための
基金積立を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

0経営管理権集積計画作成件数 件

　令和元年度より新たに創設された森林経営管理制度であり、国から森林環境譲与税として安定的な
財源が確保されるため、現状で手入れが不足している私有林の適正管理が推進される。
　令和元年度は、事業の運営に関する情報取集、基本方針作成に向けたデータ整理及び基金の創設を
実施し、本格運用のための環境整備が図られた。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

2項 林業費 125,732,646円 2目 林業振興費 32,711,084円

H27 H28 H29 H30

事業名 林道平根線開設事業（継続）

事業費

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 238ページ)

意　図 用地取得し林道の適正管理を図る。

概 要
・

実 績

　林道供用開始区間となる用地の測量を行い、当該用地を取得するもの。
　令和元年度は三陸町吉浜字平根地内の山林4,679.97㎡の用地を取得した。

指　　標 単位

3,685,960円

対　象 県代行事業である林道平根線開設事業の供用開始区間用地

事業進捗率 ％ 29.0 43.3 48.3 51.7

R元

林道平根線用地取得面積 ㎡ 6,460.00 2,532.00 4,679.97

　県代行事業により完成した区間において、順次、用地測量を実施し、県からの移管年度内の用地取
得を行っている。（全線完了予定：令和４年度、令和元年度末供用済延長：3,206ｍ、全線延長：
5,605ｍ）

事業名 林業成長産業化総合対策事業（新規）

事業費 6,266,666円 （県10/10）

対　象 高性能林業機械を導入する林業経営体

2項 林業費 125,732,646円 2目 林業振興費 32,711,084円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 238ページ)

57.2

R元

事業実施事業体数 事業体 － － － － 1

意　図 作業効率の向上が図られる。

概 要
・

実 績

　森林の経営・管理を集約・集積化し、生産・加工・流通コストの一体的な削減を図ること
を目的に、岩手県林業成長産業化総合対策事業を実施する事業体に対し、県補助金の間接交
付を実施するもの。
　令和元年度は、高性能林業機械（ハーベスタ）を導入する事業体に対し、補助金を交付し
た。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

　森林資源の適正な維持管理の担い手である林業経営体が高性能機械（ハーベスタ）を導入すること
により、チェーンソー伐倒から機械伐倒による作業の効率化及び安全性を向上させるとともに、生産
能力の向上が図られ、経営基盤の強化による林業の成長産業化が図られた。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

2項 林業費 125,732,646円 2目 林業振興費 32,711,084円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 238ページ)

26 18

R元

意　図 事業費負担額の軽減が図られる。

概 要
・

実 績

　当事業は、気仙地方森林組合が森林所有者からの申請により国県補助事業を取り入れて実
施する私有林の整備事業に対し、市が森林所有者の事業費負担額の軽減を目的に180万円を
限度として助成金を拠出するもの。
　令和元年度は27.53ha（新植8.66ha、下刈18.87ha）の森林整備に対し助成金を拠出した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 森林・山村対策事業（継続）

事業費 1,598,008円

対　象 市内に人工林を所有する森林所有者

　近年は20haから30haの整備面積で推移しており、一定の私有林の森林整備が促進されている。

気仙地方森林組合が森林所有
者から委託された森林整備面
積

ha 31.64 60.00 23.60 17.45 27.53

20

事業名 森林整備事業（継続）

事業費 19,625,340円 （県68/100・定額）

対　象 市有林

2項 林業費 125,732,646円 4目 公有林整備事業費 36,262,508円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 240ページ)

制度を活用した森林個所数 箇所 35 33

R元

整備面積 ha 58.26 46.20 36.73 30.81 33.83

意　図 健全な樹木が育成する。

概 要
・

実 績

　森林が有する公益的機能を高度に発揮させるとともに、経済林としての財産形成を図るた
め、森林施業計画に基づく市有林の保育を実施するもの。
　令和元年度は、再造林7.00ha、下刈11.47ha、保育間伐7.53ha、防護網設置3,602ｍの整備
を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

　市有林の森林経営計画に基づき実施しており、近年は年間30ha以上の整備面積を確保していること
から、計画的な森林整備が図られている。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 合板・製材生産性強化対策事業（継続）

事業費 14,720,200円 （県10/10）

対　象 市有林

2項 林業費 125,732,646円 4目 公有林整備事業費 36,262,508円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 240ページ)

R元

施業実施面積 ha 39.39 37.70

意　図 健全な樹木が育成するとともに,原木の安定供給のための間伐材の生産を促進する。

概 要
・

実 績

　森林が有する公益的機能を高度に発揮させるとともに、経済林としての財産形成を図るた
め、森林施業計画に基づく市有林の保育を実施するとともに、合板・製材工場に対し原木を
安定的に供給するための間伐材を生産するもの。
　令和元年度は、37.70haを間伐し、合板・製材工場へ納入した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

2,009間伐材供給量 ㎥ 2,147

　平成30年度から市有林の森林経営計画に基づき実施しており、供給材積量を多く確保できる施業地
選定に努めながら安定的な事業実施を推進していることから、計画的な森林整備及び間伐材供給が図
られている。

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 242ページ)

意　図 利用環境の改善が図られる。

事業名 三陸パーキング環境改善事業（継続）

事業費 11,485,200円

対　象 三陸パーキング（道の駅「さんりく」）

3項 水産業費 818,347,806円 2目 水産業振興費 212,006,079円

R元

環境改善した箇所数 箇所 0 0 2 3 3

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

　環境改善が図られ、利用促進に寄与したと考えられる。施設の老朽化等に伴い、必要に応じ今後も
改修の余地がある。

概 要
・

実 績

　
　三陸パーキングの利用環境を改善を図るため、平成27年度より辺地対策事業債を活用し、
トイレの改修等の環境改善事業を実施した。

H29 H30 R元

擁壁の改修（H27～） トイレの改築（H29～） 看板の改修

空調設備の改修 照明ＬＥＤ化 換気設備の改修

防犯カメラ設置 給水ポンプの更新
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

3項 水産業費 818,347,806円 2目 水産業振興費 212,006,079円

H27 H28 H29 H30

事業名 干潟造成事業（継続）

事業費

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 244ページ)

意　図 アサリ資源が安定的に確保され、水質の浄化及び漁業者の所得向上、経営の安定化が図られる。

概 要
・

実 績

　東日本大震災による地盤沈下で消失した大船渡湾内の干潟について、平成24年度から「水
産環境整備事業」として干潟造成事業を実施。平成24年度から調査、平成26年度から干潟整
備、平成30年度から資源状況調査及び種苗生産試験（北里大学への業務委託）を実施してい
る。【造成概要】事業年度：平成24～令和元年度、造成面積2.39ha（９漁場）

指　　標 単位

122,323,720円 （県6/10　干潟造成工事費分）[現年・繰越明許]

対　象 大船渡湾内の干潟造成漁場（９箇所）及び漁業者

4,388

　大船渡湾内の干潟造成が完了した。
　資源状況調査では、年によってアサリ資源の増減はあるものの、毎年、稚貝の着底が確認されてい
るので、更なる資源量の増加、適正な管理方策の検討をしていく。

干潟整備面積 ㎡ 6,350 7,041 6,063

R元

調査対象漁場のアサリ生息密度 個/㎡ 20 184 436 410 154

事業名 水産多面的機能発揮対策事業（継続）

事業費 1,843,108円 （県10/10）

対　象 市内の河川や海域

3項 水産業費 818,347,806円 2目 水産業振興費 212,006,079円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 244ページ)

R元

活動が行われた河川 河川 1 1 1 1 1

意　図 多面的機能が発揮される。

概 要
・

実 績

　国の交付金事業で、漁業者等で構成された活動団体が、水産業・漁村のもつ多面的機能の
発揮に資する活動に対して支援する事業。平成26年に盛川漁協、令和元年に大船渡市漁協、
綾里漁協、越喜来漁協、吉浜漁協が中心となって活動団体をそれぞれ組織し、活動を開始し
ている。盛川の環境整備、海域での磯焼け対策などの活動が行われている。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

6活動が行われた海域 海域 0 0 0 0

　令和元年度から、沿海地区漁協を中心とした団体も設立され、市内の河川や海域で、多面的機能発
揮に資する活動が行われた。
　毎年の環境変化に対応するためにも、一過性の活動ではなく、継続した活動が必要である。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　平成26年度以降新規の承認申請がなく、県内でも収束傾向となっているが、市内漁業者の東日本大
震災からの早期経営再建を支援するため、引き続き利子補給を実施していく必要がある。

31

利子補給補助金額 千円 1,435 1,329 1,183 897

現在利子補給件数 件 31 31 31 31

R元

新規融資申請件数 件 0 0 0 0 0

意　図 円滑に資金が融通され、被災漁業者等の経営再建に必要な資金が確保される。

概 要
・

実 績

　東日本大震災の被害を受け、二重債務の状態にある被災漁業者等の早期経営再建を支援す
るため、関係機関（県、農林中央金庫）と連携して利子補給（各0.5％）を行い、無利子融
資を実現するもの。
　なお、平成26年度以降は承認申請がないため継続の利子補給のみを実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 東日本大震災漁業経営復興特別資金利子補給 （継続）

事業費 896,931円

対　象
（間接）東日本大震災漁業経営復興特別資金の貸付を受ける市内被災漁業者
（直接）岩手県信用漁業協同組合連合会

3項 水産業費 818,347,806円 2目 水産業振興費 212,006,079円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 244ページ)

1,038

　令和元年度の共済加入率は、前年度と比較して16％の増加となった。これは、がんばる養殖事業の
終了も一因と考えられるが、共済への加入は任意であり、本事業による加入促進の効果がみられたも
のと考えられる。

364

共済への加入率 ％ 68.7 69.2 81.6 80.6 96.6

共済加入経営体数 経営体 332 344 378 374

R元

共済加入対象漁業の経営体数 経営体 483 497 463 464 377

意　図 共済掛金の一部を助成することにより、共済への加入を促進する。

概 要
・

実 績

　不漁等による損失の影響を軽減し漁業経営の安定に資するため、市内の漁業協同組合が行
う漁業共済加入促進に要する経費に対し補助金を交付する。補助額は、いか釣り10％、わか
め20％、ほたて20％、かき15％。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 漁業共済掛金補助事業（継続）

事業費 11,623,228円

対　象 わかめ、ほたて、かき養殖業者及びいか釣り漁業者

3項 水産業費 818,347,806円 2目 水産業振興費 212,006,079円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 244ページ)
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

補助金交付した漁協で漁獲
されたアワビの数量

万個 9.0 8.3 3.9 2.1 1.6

3項 水産業費 818,347,806円 2目 水産業振興費 212,006,079円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 244ページ)

意　図 設備投資による装備の高度化により漁業経営が安定する。

概 要
・

実 績

　漁業近代化資金助成法により漁業者等に融資を行った融資機関に対し、大船渡市漁業近代
化資金利子補給規則に基づき、年0.5％以内の利子補給を行うもの。
　令和元年度は承認申請がなかったため利子補給のみを実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 漁業近代化資金利子補給補助事業（継続）

事業費 4,022,940円

対　象 （間接の対象）市内の漁業者（漁協組合員）　　(直接の対象）市内の漁業協同組合

13

利子補給補助金額 千円 3,465 4,711 4,683 4,428 4,022

現在利子補給件数 件 10 12 12 13

R元

新規融資申請件数 件 3 2 0 2 0

事業名 アワビ増殖事業（継続）

事業費 2,037,000円

対　象 アワビの放流事業を実施する漁業協同組合

3項 水産業費 818,347,806円 2目 水産業振興費 212,006,079円

　平成26年度までは東日本大震災漁業経営復興特別資金を利用する漁業者が増加していたが、それ以
降は東日本大震災前同様に漁業近代化資金利子補給のみ申請されている。
　近年は新規融資申請がない年度もあり、東日本大震災被害からの復旧・復興に伴って、一定程度の
設備等の近代化が進捗したものと考えられる。

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 244ページ)

R元

意　図 毎年、安定して放流事業が行われ、アワビ資源の維持・増大が図られる

概 要
・

実 績

　三陸町の漁協（綾里、越喜来、吉浜）が運営する種苗生産施設の東日本大震災による被
災、また、近年の磯焼けによるアワビの水揚げの減小など、取り巻く環境が厳しくなってい
る。
　アワビは重要な磯根資源であることから、資源の維持・増大を図るために、市内の漁協が
行うアワビの種苗放流の経費に対して、予算の範囲内で10分の２以内の補助金を交付してい
る。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

補助金交付した漁協で放
流されたアワビの数

万個 12.0 12.9 24.8 15.0 15.0

　毎年、補助金を活用して放流事業が行われており、資源の維持に一定程度、寄与していると考えら
れる。資源の増大に向けて、本事業と併せて、磯焼け対策も実施していく必要がある。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

3項 水産業費 818,347,806円 2目 水産業振興費 212,006,079円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 244ページ)

意　図 市外から雇用者を確保する。

概 要
・

実 績

　水産加工業は当市の基幹産業であるが、求職者数が低迷し、慢性的な人手不足が続いてい
ることから、宿舎の新築や改修等に要する経費の一部を補助することにより、人材の確保を
支援する。
　令和元年度は２社の水産加工業者が新築宿舎を２棟建設し、31名の新規雇用者を確保し
た。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 地域基幹産業人材確保支援事業（継続）

事業費 31,075,000円 （県1/2）

対　象 水産加工事業者

3項 水産業費 818,347,806円 2目 水産業振興費 212,006,079円

H27 H28 H29 H30

事業名

31新規雇用者数 人 10 9 6 16

R元

整備された宿舎 件 2 1 1 1 2

漁業担い手確保支援事業（継続）

事業費 66,000円

対　象 漁業者（漁業を営む個人又は法人、漁業協同組合）、いわて水産アカデミー研修生

　本事業により着実に新規雇用者が増加し、人材の確保が進んでおり、事業の効果が発揮されてい
る。

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 244ページ)

意　図 市外から新規漁業者を確保する。

概 要
・

実 績

　漁業者が市外から漁業に従事する雇用者を確保するために必要な宿舎整備や宿舎の借上げ
に対して経費の一部を補助する。
　令和元年度は、いわて水産アカデミー研修生１名が宿舎借上事業を実施した。

指　　標 単位

新規漁業従事者 人 9 3 2 1

R元

補助金交付件数 件 2 1 2 1 1

　新規漁業就業者の確保は、当市水産業振興上、極めて重要な課題であり、市外から新規漁業就業者
の確保・増加を図る必要がある。本事業の実施により着実に新規漁業就業者の確保に寄与している。

1

- 79 -



【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

対　象
海づくり少年団、大船渡市漁業就業者確保育成協議会、漁業協同組合（間接：新規漁業就業
者）

　漁協経営が厳しい中で、放流事業に係る負担を軽減することができ、記録的大不漁の中でもふ化放
流事業が行われた。
　一方で、毎年度、稚魚放流を実施しているが、海洋環境の変化や自然災害等の影響により、近年、
親魚の回帰量が減少し、種卵や稚魚の確保に苦慮している状況が続いている。

40 43

市内沿海漁協正組合員数 人 1,939 1,900 1,854 1,786

R元

海づくり少年団活動のべ参加者数 人 － －

R元

意　図 毎年、安定してふ化放流事業が行われ、サケ資源の維持・増大が図られる。

概 要
・

実 績

　近年、サケの回帰率が低下しており、ふ化・放流などの増殖事業の経費が漁協経営に大き
な負担となっている。特に、定置網漁業を行っていない内水面漁協にとって、その負担は大
きく、事業の継続が困難な状況となっていることから、平成28年度より当該漁協が実施する
サケのふ化放流経費に対して、予算の範囲内で２分の１以内の補助金を交付している。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

支援した漁協から放流さ
れたサケ稚魚の数

千万尾 1.2 1.2 1.3 1.3 0.6

事業名 内水面漁業増殖支援事業（継続）

事業費 2,000,000円

対　象 定置漁業権の免許を受けておらず、サケのふ化放流事業を実施する漁業協同組合

3項 水産業費 818,347,806円 2目 水産業振興費 212,006,079円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 244ページ)

　毎年、新規就業者が確保されており、漁協の経営安定の一助となっている。
　平成30年度に創設した意欲ある浜の担い手支援事業補助金においては、新規就業者６人が活用して
おり、新規就業者の確保に一定程度、寄与していると考えられる。

1,729

新規就業者数（新規正組合員数） 人 54 32 50

43 37 49

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

意　図
子供たちの水産業の理解や関心を深める。また、新規漁業就業者数が増加し、漁業協同組合
の経営が安定する。

概 要
・

実 績

〇海づくり少年団育成事業：市内の海づくり少年団の活動費に対して補助金を交付した。
〇大船渡市漁業就業者確保育成協議会の負担金
〇意欲ある浜の担い手支援事業：平成30年度から、新規漁業就業者の確保・育成を図るた
め、意欲ある浜の担い手支援事業補助金を創設し、市内沿海漁業協同組合が奨励支援、資機
材整備支援及び生活支援を行う場合に要する経費に対し、補助金を交付した。

212,006,079円

事業名 担い手育成事業（継続）

事業費 5,569,000円 （県2/3　意欲ある浜の担い手支援事業分）

1,175,988,753円 (決算書 246ページ)

3項 水産業費 818,347,806円 2目 水産業振興費

意欲ある浜の担い手支援事業
補助金を受給したのべ新規就
業者

人 － － － 2 6

稚魚放流を支援した河川
での親魚漁獲数

万尾 1.6 1.3 1.0 2.0 0.6

6款 農林水産業費
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

3項 水産業費 818,347,806円 3目 水産基盤整備費 288,194,264円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 246ページ)

意　図 安全で快適な漁業活動に資するため、適正に維持管理される。

概 要
・

実 績

　主な業務は、市管理16漁港（合足・長崎・蛸ノ浦・碁石・泊里・千歳・扇洞・吉浜・増
舘・小壁・泊・鬼沢・小石浜・砂子浜・野野前・小路）における漁港施設の維持修繕（委
託）、漁港内トイレの維持管理、自動閉鎖システムの管理（負担金）等である。
　令和元年度は、鬼沢・長崎・蛸ノ浦・泊里の４漁港で修繕業務を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 漁港管理費（継続）

事業費 14,706,125円

対　象 市管理の漁港施設等

4修繕箇所（漁港数） 箇所 5 7 13 6

R元

光熱費等（固定費） 千円 3,765 1,409 1,523 4,274 4,522

　維持管理にかかる固定費としては、漁港内トイレの光熱費・点検・清掃、自動閉鎖システム維持管
理負担金等がある。修繕については、予算の範囲内で緊急度を勘案しながら対応する。令和元年度
は、修繕等の優先度の高い４漁港で実施し、漁港機能を維持した。

3項 水産業費 818,347,806円 3目 水産基盤整備費 288,194,264円

H27 H28 H29 H30

事業名 綾里地区漁業集落環境整備事業（新規）

事業費

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 246ページ)

意　図 生活環境の向上、綾里湾の水質改善を図る。

概 要
・

実 績

　農山漁村地域整備交付金事業により、綾里地区の水産飲雑用水施設、漁業集落排水施設、
集落道等を整備するもの。
　令和元年度は、事業認可に向け、委託により基本計画策定に必要な地区内状況調査及び住
民意向調査業務を実施した。

指　　標 単位

4,730,000円

対　象 綾里地区の住民、綾里地区（小石浜、砂子浜、小路は除く）

－

水産飲雑用水施設事業進捗率（事業費ベース） ％ － － － － －

水産飲雑用水施設整備実施（管路延長） ｍ － － － －

R元

水産飲雑用水施設整備計画（管路延長） ｍ － － － － －

－

集落道整備計画（延長） ｍ － － － － －

漁業集落排水施設事業進捗率（事業費ベース） ％ － － － －

－

漁業集落排水施設整備実施（管路延長） ｍ － － － － －

漁業集落排水施設整備計画（管路延長） ｍ － － － －

　事業開始年度である令和元年度は、綾里地区の現況調査及び住民意向調査を行い、その結果を令和
２年度に策定する基本計画に反映させ、整備内容を効率的かつ効果的なものにする必要がある。

－

集落道整備進捗率 ％ － － － － －

集落道整備実施（延長） ｍ － － － －
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

100.0

事業名 大船渡市地区漁村再生交付金事業（継続）

事業費 193,117,100円 （県1/2、起債90％）

対　象 市管理の漁港施設等

3項 水産業費 818,347,806円 3目 水産基盤整備費 288,194,264円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 246ページ)

R元

計画箇所数 箇所 － －

意　図 安全で快適な漁業活動に資するため、必要な機能を充実させる。

概 要
・

実 績

　蛸ノ浦漁港及び小石浜漁港の船揚場を新規整備、扇洞漁港、増舘漁港、泊漁港、蛸ノ浦漁港、泊里
漁港、千歳漁港、鬼沢漁港、砂子浜漁港、野野前漁港及び小路漁港の滑り材新設及び増設を実施する
ことにより、漁船引き揚げ作業時間の短縮による、漁業活動の効率化及び就労環境の改善を図る。
　令和元年度は泊里漁港、千歳漁港、野野前漁港及び小路漁港の滑り材新設及び小石浜漁港の船揚場
新規整備が完了し、蛸ノ浦漁港の船揚場の新規整備は、令和３年度完了予定である。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

12

115,001 308,118

計画事業費 千円 － －

11

進捗率（箇所数ベース） ％ － － 8.3 58.3 91.7

実施延べ箇所数 箇所 － － 1 7

478,150

64.4

　本事業は、令和３年までの事業計画の中で、市内11漁港において12箇所の整備を行うものである。漁業者の
高齢化が進むと想定される中で、良好な漁業就労環境を保ち漁業経営の安定化に資することができる。令和元
年度は、計画箇所すべての滑り材設置および小石浜の船揚場新設が完了したことにより、漁業環境の改善が図
られた。

進捗率（事業費ベース） ％ － － 5.2 24.1

実施延べ事業費 千円 － － 25,000

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 246ページ)

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 漁業集落防災機能強化事業（継続）

事業費 43,870,959円 （国75％）

対　象
越喜来地区の嵩上げ造成の必要な土地、越喜来地区、綾里地区の水産用地及び整備の必要な
集落道

3項 水産業費 818,347,806円 3目 水産基盤整備費 288,194,264円

30

100.0

　現地再建を支援するための宅地の嵩上げや浸水低地を活用した水産用地の整備、集落の安全性向上
のための集落道整備を行ったことで災害に強く生産性の高い水産業・漁業地域づくりができた。

集落道整備進捗率 ％ 0.0 12.0 35.2 60.2

集落道整備済延長 ｍ 0 202 593 1,015 1,685

住宅地整備進捗率 ％ 0.0 26.7

R元

住宅用地整備済数 箇所 0 8

意　図 安全・安心な居住・生活環境を確保する。

概 要
・

実 績

　被災地の漁業集落において、安全安心な居住環境を確保するための地盤嵩上げと生活基盤
や防災安全施設の整備等を実施し、災害に強く生産性の高い水産業・漁業地域づくりを推進
するもの。
　令和元年度は、越喜来崎浜地区の水産用地整備及び集落道整備と綾里地区の避難路整備を
実施した。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 漁港用地嵩上げ事業（継続）

事業費 3,864,240円 （県3/4）

対　象 漁港利用者

3項 水産業費 818,347,806円 3目 水産基盤整備費 288,194,264円

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 246ページ)

R元

事業進捗率（面積ベース） ％ 84.7 90.7 92.4 94.1 94.9

意　図 安全、効率的に漁港を利用できる。

概 要
・

実 績

　東日本大震災により地盤沈下した市営全16漁港の施設用地11.8haを復興交付金事業（漁港
施設機能強化事業）を導入し、嵩上げ工事を行うもの。平成24年度より着手、災害復旧工事
との調整を行いながら実施し、令和元年度末までに11.2ha施工済み。令和２年度は残る蛸ノ
浦漁港0.6haを実施し、全箇所完了となる予定である。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

3項 水産業費 818,347,806円 3目 水産基盤整備費 288,194,264円

　本事業は、災害復旧事業の進捗に併せ随時工事を発注し嵩上げを行ってきたところであり、事業進
捗率は令和元年度末までに94.9％となっており、残すは蛸ノ浦漁港0.6haである。災害復旧工事は令
和２年度で完了の見込みであり、併せて本事業も完了予定。

6款 農林水産業費 1,175,988,753円 (決算書 248ページ)

意　図 整備区域の拡大により漁業者の作業効率化及び就労環境の改善を図る。

概 要
・

実 績

　岩手県が実施する県営漁港（大船渡、門の浜、根白、崎浜、越喜来、綾里）整備事業の一
部を負担するものである。
　令和元年度は、水産物供給基盤機能保全事業（大船渡）、水産環境整備事業（丸森、門の
浜）及び漁港機能増進事業（越喜来）に係る負担金を支出した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 県営漁港整備事業（負担金）（継続）

事業費 27,905,840円 （起債90％）

対　象 県営漁港

941

負担額 千円 75,453 49,900 54,559 8,193 27,905

県営漁港利用の登録漁船数 隻 611 860 1,019 1,003

R元

県営漁港利用の漁協正組合員 人 1,112 1,260 1,434 1,452 1,303

　地方財政法（昭和23年法律第109号）第27条の規定により、県営漁港の整備をする場合は、事業費
の一部として、市も負担金を支出しなければならない。令和元年度は27,905千円を負担し、それによ
り市内県営漁港が整備された。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

1項 商工費 802,212,872円 1目 商工総務費 495,173,186円

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 248ページ）

意　図 バス路線を円滑に運行・維持してもらう。

概 要
・

実 績

　近隣の市町を結ぶ広域生活路線バスの運行を維持するための補助事業である。バス事業者
は企業努力等により赤字額の減少に努めているが、決算期毎に赤字補填に係る補助金申請が
あり、その申請額に応じて市と県が補助金を交付している。広域生活路線バス運行補助とし
て、細浦経由高田線への赤字補填として支出している。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 広域生活バス路線維持支援事業（継続）

事業費 2,100,400円 （県1/2）

対　象 バスの運行事業者

1

平均乗車密度 人 6.9 6.0 4.1 3.7 4.6

広域生活バス路線数 本 1 1 1 1

R元

経常損益に対する補助割合 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　近隣の市町を結ぶ広域生活路線の不採算路線を運航するバス事業者が対象で、経営努力を図りなが
ら地域住民の重要な生活交通機関である路線バスの運行を継続している。令和元年度おいては、広域
生活路線バスの運行を維持するため、バス事業者が運行する路線（細浦経由高田線）に対して補助を
行い、平成30年度と比較して若干の平均乗車密度の増となった。今後も平均乗車密度の要件（４人以
上）を満たすため、ＪＲ大船渡線ＢＲＴと重複する区間の見直し等対策していく必要がある。

　第７款　商工費　《802,212,872円》

1項 商工費 802,212,872円 1目 商工総務費 495,173,186円

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 248ページ）

855 1,051 1,347 1,643

概 要
・

実 績

　市の将来を見据えた持続可能な公共交通体系の実現を目指し、市総合交通ネットワーク計
画に基づき、市内の公共交通網を再構築するため、市民の移動手段の確保に向けた市コミュ
ニティバス等の実証実験を実施するもの。
　令和元年度はデマンド交通実証実験（日頃市地区）、患者輸送バス一般乗車実証実験（綾
里・越喜来地区）、タクシーチケット配布実証実験（盛・大船渡・末崎・赤崎・猪川・立根
地区）を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 市コミュニティバス事業（継続）

事業費 3,916,420円 （国1/2）

対　象 市民、交通事業者

　当該事業は移動手段の確保、交通不便地域の解消が目的であり、公共交通機関の利便性維持と利用
促進が図られている。今後、地域公共交通計画を見据えたうえで、地域に見合った交通体系の確立が
必要となっている。

意　図
実証実験を通じて、市民の移動手段の利便性向上等を図り、各種交通手段の利用促進に繋げ
る。

R元

コミュニティバス等年間利用者 人 334
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 路線廃止代替バス運行支援事業（継続）

事業費 9,430,000円 （国10/10）

対　象 市内バス路線事業者、市内路線バス運行受託事業者

1項 商工費 802,212,872円 1目 商工総務費 495,173,186円

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 248ページ）

98,591 129,741

R元

維持したバス路線数 本 5 4 4 4 4

意　図 バス路線を円滑に運行、維持してもらう。

概 要
・

実 績

　バス事業者が不採算路線として廃止した路線を沿線住民の生活交通を確保するという点か
ら、不採算路線に市が代替バスを運行させ、その赤字分をバス事業者に補助するもの。平成
28年度からは４路線（碁石線・丸森立根線・立根田谷線・綾里外口線）となっている。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

　市内バス路線事業者は、地域の生活基盤路線の確保のため、経営努力を図りながら運行を継続して
いる。令和元年度は補助メニューの変更により補助対象期間が、10月～９月となったことから、輸送
人員の実績は半年分（平成31年４月～令和元年９月）となっており、前年度より減少することが見込
まれる。今後も路線の再編成を見すえながら、住民の生活交通手段を存続していく必要がある。

39,097輸送人員 人 115,632 108,403

商工費 802,212,872円 1目 商工総務費 495,173,186円

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 248ページ）

R元

テレビ共同受信施設改修率
(実施組合数／対象組合数)

％ 26.2 26.2 28.6 38.1 47.6

意　図 地上デジタルテレビ放送が受信できる。

概 要
・

実 績

　テレビ共同受信施設の設置・改修から20年以上が経過した組合を対象とし、施設の改修工
事を実施する場合に要する経費に対し補助金を交付するもの。令和元年度は改修工事を実施
した４組合に対し、補助金を交付した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 テレビ難視聴地域解消事業（継続）

事業費 42,974,000円 （県1/2、起債95％）

対　象 テレビ共同受信施設組合

1項

　令和元年度は４組合がテレビ共同受信施設の改修工事を実施した。令和元年度に事業を実施した４
組合のほか、計11組合が施設設置・改修から20年以上経過していることから、事業を継続して実施す
ることで、市内における地上デジタルテレビ放送の視聴環境整備を図っていく必要がある。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

1項 商工費 802,212,872円 1目 商工総務費 495,173,186円

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 250ページ）

意　図 市内中小企業者の安定した資金繰りを支援する。

概 要
・

実 績

　市内各金融機関・岩手県信用保証協会と連携し運用している事業。各金融機関に融資の原
資を預託し、預託額の10倍の範囲内で市内中小企業者への融資あっせんを実施するもの。
　令和元年度は新規貸付件数149件、新規貸付金額は961,094,600円であった。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 中小企業融資あっせん事業（継続）

事業費 292,147,148円

融資あっせん金額 千円 991,782 907,206 1,115,678 831,115

R元

融資あっせん件数 件 154 127 157 155 149

　毎年度の新規貸付が150件前後あり、市内事業者の安定した資金繰りに寄与しているといえる。今
後も社会情勢を注視し、金融機関と岩手県信用保証協会と情報交換をしながら、より利用しやすい制
度となるよう努める。

対　象 市内各金融機関

961,095

事業名 中小企業被災資産復旧事業（継続）

事業費 15,008,000円 （県1/2）

対　象 東日本大震災津波により被災した中小企業者

1項 商工費 802,212,872円 1目 商工総務費 495,173,186円

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 250ページ）

R元

補助事業交付件数 件 11 11 6 4 2

意　図 被災資産の復旧を行い、市内で事業を再開する。

概 要
・

実 績

　東日本大震災津波により被災した中小企業者が、市内で事業を再開するための施設設備を
復旧する場合に要する経費に対し、補助金を交付する。補助対象となる資産は、建物及びそ
の附属設備、構築物、機械及び装置で、復旧に係る経費が100万円以上であり、当該復旧経
費を対象とした国、県、市が実施する他の補助金を受けていないことなどが条件となる。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

　補助件数は年々減少しているが、被災事業者を対象に平成24年度から令和元年度までに117件の補
助金交付を行い、事業の再建がなされ、地域経済基盤の再興及び就業機会の確保が図られている。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

1項 商工費 802,212,872円 2目 商工振興費 123,111,012円

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 250ページ）

意　図 自発的に起業や事業拡大に取り組む。

概 要
・

実 績

　地域産業の一層の振興と雇用の促進を図るため、起業や第二創業等を目指す方を対象とし
た各種支援事業を総合的に推進した。
　また、次代の地域産業振興を担う経営人材の育成を図るため、大船渡商工会議所が主催す
る企業の後継者や幹部候補生らを対象とした研修（大船渡ビジネスアカデミー）の運営経費
の一部を補助するなど、人材育成の取り組みを支援した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 起業支援事業（継続）

事業費 10,618,607円

対　象 起業・創業を志す市民、市内事業者

26

新たな加工品等の開発件数 件 0 2 1 4 3

新設事業者数 件 55 39 31 29

R元

起業経営等無料相談会実施回数 回 21 19 17 12 12

　指標として起業経営等無料相談会の実施回数を掲げていたが、目標回数を概ね達成することができ
た。
　新規起業者の支援のため、次年度以降も関係者の協力を得て、継続して実施していきたいと考えて
いる。

7款 商工費 872,851,000円 (決算書 250ページ）

事業名 中小企業対策事業（継続）

事業費 14,000,000円

対　象 大船渡商工会議所

1項 商工費 872,851,000円 2目 商工振興費 139,744,000円

R元

広報誌「商工しおさい」配布回数 回 － 6 6 6 6

意　図 市内事業所への経営支援や各種情報の提供を通じて、市内事業所の経営安定化を図る。

概 要
・

実 績

　大船渡商工会議所へ「商工しおさい」の発行を委託。
　大船渡商工会議所が実施する中小企業相談所事業に要する経費に対し、補助金を交付す
る。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

88,047

補助対象事業数 事業所 － 5 5 5 5

「商工しおさい」発行部数 部 － 90,600 89,400 88,200

2,471

世帯数 世帯 － 14,959 14,903 14,936 14,867

市内事業所数 事業所 － 2,254 2,471 2,471

　社会経済情勢が大きく変化する中で、市内事業者にとって経営に関する様々な情報の収集が不可欠
であることから、大船渡商工会議所の情報発信や相談業務の強化を支援することで、こうしたニーズ
に対応し、経営の安定化に寄与するものであり、引き続き、連携して取り組む必要がある。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 中小企業振興事業（継続）

事業費 4,068,452円

対　象 市内中小企業者で組織している団体、グループ等

1項 商工費 802,212,872円 2目 商工振興費 123,111,012円

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 250ページ）

R元

事業計画提出団体数 団体 7 8 9 16 11

意　図 共同で中小企業の振興に取り組む。

概 要
・

実 績

　中小企業の振興を図るため中小企業者で組織している団体等が、共同で同業種・異業種交
流促進事業、新商品開発促進事業、販売促進事業、人材養成推進事業、商店街づくり事業の
いずれかの事業を実施する場合、対象経費の１/２以内（東日本大震災被災企業を含んだ団
体等が申請した場合は２/３以内）で補助金を交付する。平成30年度からから新たに外国人
観光客受入促進事業を加え、対象経費の２/３以内（東日本大震災被災企業を含んだ団体等
が申請した場合は、３/４以内）で補助金を交付する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

11補助金交付件数 件 6 8 9 15

事業名 中小企業融資補給事業（継続）

事業費 44,758,383円

対　象 市内各金融機関、岩手県信用保証協会

1項 商工費 802,212,872円 2目 商工振興費 123,111,012円

　平成30年度に新たに外国人観光客受入促進事業を加え、補助事業対象者が増えたが、依然として事
業の固定化や事業内容の硬直化の傾向があることから、同一の事業内容の継続実施については３年以
内とし、事業のあり方について見直しを行い、一層の適正化に努めていく。

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 250ページ）

26,917利子補給金額 千円 30,227 28,539 27,373 27,819

　毎年度の補給件数が450件前後あり、市内事業者の安定した資金繰りに寄与しているといえる。今
後も新型コロナウイルス感染症による影響の長期化が懸念されているため、保証料・利子補給支援は
継続していく必要がある。

17,842

利子補給件数 件 1,006 1,060 1,048 1,062 1,026

保証料補給金額 千円 18,807 18,462 18,555 17,676

R元

保証料補給件数 件 477 450 443 445 457

意　図 市内中小企業者の安定した資金繰りを支援する。

概 要
・

実 績

　中小企業融資あっせん事業に係る市制度融資を利用した中小企業者に対し、保証料（全
額）、利子（年1.5％）の補給を行うもの。
　令和元年度は保証料補給件数457件、保証料補給金額17,841,596円、利子補給件数1,026
件、利子補給金額26,916,787円であった。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 東日本大震災中小企業復旧資金融資利子補給事業（継続）

事業費 2,317,739円

対　象 東日本大震災により被害を受けた市内中小企業者

63

意　図 経済的負担の軽減を図る。

商工振興費 123,111,012円

R元

利子補給件数 件 93 87 79

2目 商工振興費 123,111,012円

7款 商工費 802,212,872円

88 64 134 117

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

対　象 製造業を中心とした市内外の企業

事業名

事業費

企業立地推進事業（継続）

23,271,892円 （県1/2）

(決算書 250ページ）

1項 商工費

145

802,212,872円

1 1 4 1

3

企業誘致件数 件 0 0 0 1 0

働きかける市内企業 社 3 3 2 2

市内企業の工場建設件数 件

千円

　復興需要の収束に伴う雇用情勢の変化や産業用地の利用状況も注視しながら、新たな雇用創出を図
るため、当市の特性を活かした臨海型・港湾利用型企業への誘致活動を継続していく必要がある。ま
た、工場等増設に係る建設費用への補助やビジネスマッチングなどを通じて市内企業の事業拡大支援
することにより、地域経済の活性化を図る。

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 250ページ）

1項 商工費 802,212,872円

意　図 大船渡市内に工場を立地してもらう。工場を建設してもらう。

概 要
・

実 績

　企業誘致及び地域産業の振興を実施するもの。
　令和元年度は、工場立地意向、港湾利用可能性のある市外企業への誘致活動のほか、工場
等増設に係る建設費用への補助、土地・工場等賃借料助成金の交付等を通じて市内企業の事
業拡大を支援を図った。

1

働きかける市外企業 社 2 3 2 2 1

企業訪問の延べ回数 回

72

2目

概 要
・

実 績

　東日本大震災により被害を受けた市内中小企業者が、岩手県中小企業災害復旧資金貸付要
綱に基づき融資を受けた災害復旧資金に対して、全額利子補給を行う。
　令和元年度は利子補給件数63件、利子補給金額2,317,739円であった。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

2,318利子補給金額

　利子補給件数が毎年減少していることから、通常完済や早期完済が進んでおり、適切に被災事業者
支援が図られている。

8,092 6,288 4,870 3,428
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

802,212,872円 2目 商工振興費 123,111,012円

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 252ページ）

1うち新商品・新技術開発件数 件 2 2 1 3

R元

補助金交付件数 件 3 5 5 7 6

概 要
・

実 績

　市内事業者等における研究開発機能を強化し技術力の向上に努めるとともに、地域産業の
振興を図るため、市内事業者等が北里大学及び岩手大学と共同で実施する研究開発事業に対
して、その経費の一部を助成する。
　令和元年度は６件、6,643,168円を交付した。

指　　標 単位 H27 H28

　市内中小企業者が抱える課題に関する共同研究を支援している。共同研究の中には、新技術・新商
品開発など企業活動に直結する取組も見られることから、当該補助金は市内事業者の研究開発意欲の
醸成に寄与している。その一方で、共同研究内容の硬直化も見られることから、事業のあり方を見直
す必要がある。

意　図
北里大学及び岩手大学の連携により、新商品開発や生産性向上等につながる取組みを支援す
る。

H29 H30

事業名 産学官連携交流促進支援事業（継続）

事業費 6,643,168円

対　象 市内中小企業者

1項 商工費

商工費 802,212,872円 (決算書

事業名 物産販路拡大事業（継続）

事業費 1,918,130円

対　象

直接対象：一般社団法人大船渡市観光物産協会、三陸けせん希望ストリート連絡協議
         会、公益財団法人いわて産業振興センター
間接対象：県内外開催の物産展来場者、市内物産販売業者及び県内外物産取扱業者、
         当市物産パンフレット閲覧者

252ページ)

1項 商工費 802,212,872円 3目 物産振興費 4,148,130円

7款

R元

物産展延べ出展業者数 業者 68 43 58 56 67

意　図 当市の特産品の魅力を知ってもらう機会を増やす。

概 要
・

実 績

　物産関連団体が実施する当市特産品の物産展への出展や、商談会への支援。
　令和元年度は、県内外で開催された物産展への出展や、商談会を開催する団体に出展費用
の一部として負担金を交付した。また、当市特産品を掲載した物産パンフレットを3,000部
作成し県内外の観光施設等に配架した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

※H29は、ホームページ集計不具合のためデータなし

　物産展等への出展支援や物産パンフレットの配架は、市内の関係団体やパンフレット配架先の施設
から販路拡大に一定の役割を果たしているとの評価を得ている。
　現在、新型コロナウイルス感染拡大により対面による事業実施が困難となっており、今後、オンラ
インを活用した取り組みなど事業内容の見直しを進める必要がある。

57

観光物産協会ホームペー
ジアクセス件数

件 199,867 211,106 － 159,354 181,348

物産パンフレット掲載業者数 業者 55 51 53 57
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

1項 商工費 802,212,872円 3目 物産振興費 4,148,130円

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 252ページ)

意　図 地場産品に対する理解を深めてもらい、需要を促す。

概 要
・

実 績

　大船渡市産業まつり実行委員会に委員及び事務局として参画するとともに、まつり開催経
費として負担金を交付する。
　令和元年度は10月26日（土）～27日（日）に開催。新規事業者や新商品を取り扱う事業者
等への勧誘により、出展者数が震災後最多の95社、入場者数も震災後最多の25,000人となっ
た。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 大船渡市産業まつり開催支援事業（継続）

事業費 2,230,000円

対　象
直接対象：大船渡市産業まつり実行委員会
間接対象：産業まつり来場者、市内特産品製造販売事業者

95

産業まつり総売上金額 千円 7,335 8,603 8,623 7,097 6,995

産業まつり出展者数 業者 71 88 89 94

R元

産業まつり来場者数 人 23,000 21,000 18,000 11,000 25,000

　市内の新規事業者や新商品の発掘及び出店勧誘に努めるなど、まつり内容の更なる充実を図ってい
く。
　なお、令和元年は来場者数に比べ売上額が減少しているが、新規参入者の事業内容紹介や無料体験
コーナーの増加等が要因となっている。

事業名 外国人観光客受入対応事業（継続）

事業費 8,299,490円 （国8/10（外国人観光客向け観光ルート造成事業及び外国人観光客受入体制整備事業））

対　象 外国人観光客

1項 商工費 802,212,872円 4目 観光費 123,379,823円

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 252ページ)

R元

外国人観光客数（暦年） 人 636 651 449 691 1,322

意　図 当市の魅力ある観光情報を入手し、当市を訪れる。

概 要
・

実 績

　外国人の誘客を推進するため、観光プロモーションや情報発信、受入体制の整備を図る。
　令和元年度は、国の東北観光復興対策交付金を活用し、気仙地域２市１町により、外国人
観光客向け観光ルート造成事業及び外国人観光客受入体制整備事業を実施した。また、外国
青年招致事業を活用した国際交流員（ＣＩＲ）１名の配置により、外国人観光客誘客に向け
た情報発信や、宿泊施設及び飲食店を対象とした外国人観光客おもてなし講座の開催など受
入環境整備を行った。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

　外国人の誘客を推進するためには、広域での取り組みが重要であることから、令和元年度から、新
たに気仙２市１町の連携による取り組みを開始した。令和元年の当市の外国人観光客数は、前年比
51％増で過去最高の1,322人であり、近年の外国人誘客の取り組みの成果が表れてきている。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 観光宣伝誘客事業（継続）

事業費 5,055,345円

対　象 潜在的な観光客

1項 商工費 802,212,872円 4目 観光費 123,379,823円

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 252ページ)

R元

観光入込客数(暦年) 千人 882 730 707 697 789

意　図 当市を訪れてもらう。

概 要
・

実 績

　パンフレットによる観光情報の発信や、旅行エージェントへの営業活動に対する支援等に
より観光客の拡大を図る。
　令和元年度は、震災後復興が見通せるまで暫定版としていた観光パンフレットを新たに作
成するとともに、一般社団法人大船渡市観光物産協会が行う旅行会社への営業活動や観光情
報の発信、観光ツアー客のおもてなし等を内容とする観光客誘致拡大事業に対し補助金を交
付した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

8,094

※H30は、ホームページ更新のためデータなし

　震災後平成26年度をピークに観光客数は年々減少してきたが、令和元年度は、復興事業や観光誘客
の取り組みの成果により前年比13％増の789,407人と増加に転じた。本事業は、観光客の増加に重要
な役割を担っており、今後、更に充実・強化を要する。

市のホームページ観光トップ
ページへのアクセス件数

件 9,475 8,550 7,455 ―

事業名 観光施設維持管理事業（継続）

事業費 21,190,255円

対　象 市内観光関係施設

1項 商工費 802,212,872円 4目 観光費 123,379,823円

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 252ページ)

R元

観光入込客数（暦年） 千人 882 730 707 697 789

意　図 適切に維持管理される。

概 要
・

実 績

　市内各所の市管理観光施設等の適切な維持管理を行っている。
　令和元年度は、市内の観光関係施設及び海水浴場を安全で快適に利用してもらうため、施
設の清掃や草刈及び海水浴場の維持管理を行った。また、自然保護管理員を委託し、国立公
園に指定されている碁石海岸及び三陸町全域、県立自然公園に指定されている五葉山を適切
に管理するとともに、台風19号の影響による碁石海岸の倒木について適切に処理した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

4,634

苦情・不具合件数 件 15 0 4 0 0

海水浴場来場者数 人 0 0 1,051 3,918

　今後も必要に応じ老朽化等により劣化・破損した施設の修繕を実施するなど、利用者にとって安全
で快適な状態を維持していく。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

1項 商工費 802,212,872円 4目 観光費 123,379,823円

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 252ページ)

意　図 広域連携により観光客の拡大を図る。

概 要
・

実 績

　観光宣伝キャンペーンや旅行商品の開発、商品造成の商談や情報交換等、観光関連団体が
広域圏で実施する活動に対し負担金を交付する。
　令和元年度は、三陸復興国立公園協会や五葉山自然保護協議会、県観光協会、三陸ジオ
パーク推進協議会等の広域観光関連団体に参画するとともに、域内への誘客に向けた取組に
かかる費用の一部を負担した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 広域連携観光振興事業（継続）

事業費 4,356,946円

対　象 広域観光関連団体

789観光入込客数（暦年） 千人 882 730 707 697

R元

広域圏のイベント等を通じて
大船渡市が紹介された件数

件 9 9 19 19 21

1項 商工費 802,212,872円 4目 観光費 123,379,823円

　令和元年度の当市への観光客数は789,407人で平成30年度と比較し９万人の増となった。広域観光
を含め、これまでの観光客拡大の取り組みの成果ととらえており、今後も継続して取り組んでいく必
要がある。

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 254ページ)

25 19 30 19 32

意　図 円滑にまつりを開催してもらう。

概 要
・

実 績

　市内で開催される各種まつりの実行委員会に対し、開催支援のため負担金、補助金を交付
し、円滑な運営や内容の充実に資する。
　令和元年度に負担金・交付金の交付実績は以下のとおり。
　碁石海岸観光まつり、三陸・大船渡東京タワーさんままつり、三陸・大船渡夏まつり、大
船渡市初さんま・うに・アワビ・帆立・かき・ホヤ・わかめ祭、碁石海岸で囲碁まつり、復
興・大船渡全国ちんどんまつり、盛町灯ろう七夕まつり、三陸港まつり

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 まつり開催運営支援事業（継続）

事業費 30,278,997円 （国1/2（碁石海岸で囲碁まつり））

対　象 各種まつり実行委員会

碁石海岸観光まつりの来
場者数

千人

　碁石海岸観光まつりや三陸・大船渡夏まつりについては好天に恵まれ、三陸・大船渡夏まつりに
あっては好天に加えて久々の中心市街地での開催となったこともあり、いずれも前年度より来場者数
が増加し、大勢の方々にまつりを楽しんでいただいたと捉えている。
　各まつりの実行委員会等においては、これまでの総括や検証を行い、運営方法・催事内容の見直し
や新企画の実施等により更なる充実に向け取り組んでいる。

74
三陸・大船渡夏まつりの
来場者数

千人 50 60 60 60

R元
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 254ページ)

1項 商工費 802,212,872円 4目 観光費

707 697 789

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

対　象 観光振興支援員

意　図 一般社団法人大船渡市観光物産協会事務局員の一員として、観光客の誘致に向け活動する。

概 要
・

実 績

　一般社団法人大船渡市観光物産協会の人的体制を充実させ、当市の観光振興につなげるた
め、平成26年度より７か年の事業として、国の復興支援員制度を活用して観光振興支援員10
名を委嘱し、当市の観光振興と同協会の事業運営や事業体制の充実を図っている。事業費
は、同協会への委託料として支出する。令和元年度は、観光施設等を活用した観光案内やＨ
Ｐを活用した観光情報の発信、体験観光商品を活用した誘客の推進、碁石海岸インフォメー
ションセンター及びキャンプ場の管理・運営等を行った。

123,379,823円

事業名 観光振興支援員事業（継続）

事業費 40,367,160円

730

　観光振興支援員４名を配置している碁石海岸インフォメーションセンターを観光案内の拠点とし、
碁石海岸キャンプ場や碁石海岸穴通船等による体験メニューの提供により観光客数の増加が図られ
た。令和２年度で復興支援員制度が終了することから、今後の体制整備が課題である。

212

事業名 さかなグルメのまち地域振興事業（継続）

事業費 2,450,000円

対　象 水産のまち大船渡の経済復興協議会（さかなグルメのまち大船渡実行委員会）

1項 商工費 802,212,872円 4目 観光費 123,379,823円

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 254ページ)

市内宿泊者数（暦年） 千人 287 227 220 198

R元

観光入込客数（暦年） 千人 882

R元

さかなグルメ普及イベン
ト参加店舗数

店 － － － 24 21

意　図 円滑に事業実施してもらう。

概 要
・

実 績

　「水産のまち大船渡の経済復興協議会」の「さかなグルメのまち大船渡実行委員会」が実
施する「さかなグルメ」普及イベントに対し、事業費の一部を負担する。
　事業費は、イベント経費や大漁旗コンテスト等の運営経費となっており、令和元年度は、
市内の飲食店等がさんま料理を提供するさんまグルメフェアの開催や、一流料理人によるさ
んま等の地元食材を活用した食事の提供イベント、ＰＲキャラクター「秋刀魚武士（さんま
ぶっしー）」の着ぐるみ作製等を行った。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

　平成30年度にスタートしたさんまグルメフェアは、令和元年度にも２回開催し多くの方々にさんま
グルメを提供した。その他、通年でさんまを活用したイベントを開催するなど、当市の観光の魅力と
なっている海の幸を発信し、観光客の拡大に寄与している。

789観光入込客数（暦年） 千人 882 730 707 697
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　指標において、消費生活相談及び消費者救済資金新規貸付申請が一定程度寄せられており、消費生
活トラブル防止及び多重債務救済が図られている。
　引き続き相談に対応するとともに、消費者被害を未然に防止するため、消費生活トラブル事例の情
報提供など、市広報による啓発活動を実施する必要がある。

信用生協への相談者数 人 25 25 30 32 34

消費者救済資金新規貸付件数 件 11 13 13 12 6

対　象 市民、多重債務者等の相談者

意　図 消費生活トラブルを防止する。多重債務を整理してもらう。

概 要
・

実 績

  市民の消費生活トラブルの防止、被害回復、消費者教育などを行うため、気仙２市１町の
共同で消費生活センターを設置し、消費生活相談員を配置しており、令和元年度は消費生活
相談のほか、消費者被害防止のため年６回、市広報で啓発を行っている。
　多重債務で苦しむ市民の自立を支援するため、「消費者救済資金貸付制度」を行っている
消費者生活協同組合(信用生協)に対し、貸付資金を預託する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

消費生活相談件数 件 265 255 322 311 271

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 256ページ）

1項 商工費 802,212,872円 5目 消費行政対策費 23,557,998円

事業名 消費者保護対策事業（継続）

事業費 23,557,998円

意　図 円滑に協会及び事業の運営をしてもらう。

概 要
・

実 績

　当市の観光の中心的な役割を担い、国内外の観光客増加に向けた取組を継続展開している
一般社団法人大船渡市観光物産協会の安定的な運営と実施事業の充実のために要する経費に
対し補助金を交付する。
　令和元年度、当協会においては、市内観光センター等の運営、観光客誘致拡大の取組、Ｈ
Ｐによる観光物産情報の発信、体験観光の推進、各種物産展への出展、インバウンド事業、
椿の里・大船渡のＰＲ等、公益性の高い事業を多岐にわたって展開している。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

11,081,630円

対　象 一般社団法人大船渡市観光物産協会

4目 観光費 123,379,823円

事業名 大船渡市観光物産協会運営支援事業（継続）

事業費

10.7

観光入込客数（暦年） 千人 882 730 707 697 789

補助率（補助金額／歳入決算額） 15.8 15.9 10.7

R元

協会が関わった事業の数 事業 － 16 20 20 20

％ 16.2

　一般社団法人大船渡市観光物産協会は、当市の観光の中心的な役割を担い、国内外の観光客増加に
向けた取組を継続して展開したことにより、平成27年から年々減少してきた観光客数は、令和元年に
前年比13％増の789,407人と増加に転じた。

7款 商工費 802,212,872円 (決算書 256ページ)

1項 商工費 802,212,872円
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【関係指標】

【 考　察 】

事業名 プレミアム付商品券事業（新規）

事業費 32,842,723円 （国10/10）[現年・繰越明許]

対　象 住民税非課税者、３歳未満の子が属する世帯の世帯主

1項 商工費 872,851,000円 6目 プレミアム付商品券事業費 64,803,000円

7款 商工費 872,851,000円 (決算書 256ページ）

R元

対象者数 人 － － － － 8,753

意　図 消費税・地方消費税率引上げに伴う低所得者・子育て世帯の消費に与える影響を緩和する。

概 要
・

実 績

　住民税非課税者（住民税課税者と生計同一の配偶者・扶養親族、生活保護被保護者等を除
く）及び３歳未満の子が属する世帯の世帯主を対象に、１人につき、２万５千円分のプレミ
アム付商品券を２万円で販売する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

円 － － － －

4,101

購入引換券交付実績 ％ － － － － 46.9

購入引換券交付人数 人 － － － －

　３歳未満の子が属する世帯については、おおむね好評であったが、住民税非課税者については、費
用負担（購入原資、交通費）が生じるために、辞退する者もいた。

76,640,000

商品券購入率 ％ － － － － 74.8

商品券販売額
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 258ページ)

事業名 防犯灯設置事業（継続）

事業費 499,950円

対　象 市民

1項 土木管理費 53,108,262円 1目 土木総務費 53,108,262円

R元

防犯灯設置要望件数 件 82 28 35 44 45

意　図 犯罪から守られる。

概 要
・

実 績

　防犯灯の設置は、市内地域公民館等に設置要望(箇所)を募り、要望をもとに防犯灯を配布
し、地域で設置してもらう。
　令和元年度は45灯の防犯灯を配布した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

45

防犯灯設置対応率（設置数／要望数） ％ 92.7 21.4 100.0 100.0 100.0

防犯灯設置数 灯 76 6 35 44

－ 1,500 1,500

意　図 適正に維持管理される。

概 要
・

実 績

　市が管理する道路(1,447路線、約611㎞)、河川の不良箇所の有無を調査し、計画的に修繕
を行う事業である。
　令和元年度は、法面修繕設計及び工事１箇所を施工した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

　地域への防犯灯の設置個所が増えており、夜間の歩行者の安全が図られている。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 260ページ)

事業名 道路施設修繕事業（継続）

事業費 7,230,600円 （国50％、起債90％）

　第８款　土木費　《3,558,656,881円》

対　象 道路、河川

2項 道路橋梁費 1,215,522,964円 2目 道路維持費 512,571,609円

R元

計画延長 ｍ － －

500

整備率(計画区間整備済延長/計画総延長) ％ － － － 2.7 33.3

整備延長 ｍ － － － 40

　道路施設は、大型車両等の通行による破損や、老朽化による劣化により修繕の要望が多数となって
いるが、本事業により計画的な維持管理を進めている。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

－ 45

H30

87.2

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 260ページ)

事業名 道路・水路維持補修事業(大船渡地区・三陸町地区)（継続）

事業費 118,592,786円

対　象
維持修繕を要する市道及び市管理河川、維持修繕を要する市道及び市管理河川利用者、市道
用地内に所在する未取得道路用地

2項 道路橋梁費 1,215,522,964円 2目 道路維持費 512,571,609円

R元

市道・河川修繕箇所数 箇所 763 642 694 519 597

意　図 適正に維持管理される。

概 要
・

実 績

　市が管理する道路(1,474路線、約623㎞)、河川の不良箇所を早期に修繕等を行い、原形に
戻す事業。併せて、既設市道用地内に所在する未取得地について、未取得原因が解決した案
件については、必要に応じて測量調査を実施したうえで、土地所有者と用地交渉し、その所
有権を取得し、市への所有権移転までを行う。
　令和元年度は、未取得道路用地を寄附及び売買により取得した。取得筆数：寄付16筆、売
買５筆、計21筆（2,758.11㎡）

指　　標 単位 H27 H28 H29

用地交渉した土地筆数 筆 28 28 20 22 21

修繕要望に対する市管理分の対応率 ％ 81.8 91.1 90.4 84.4

21

　市道認定路線が増えていることや、施設の老朽化により、維持修繕を要する道路、水路が増加して
いるが、適正な維持管理に努めている。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 260ページ)

市への所有権移転が完了した土地筆数 筆 28 28 7 22

事業名 橋梁長寿命化事業（継続）

事業費 315,313,934円 （国55％、起債90％）

対　象
市管理橋梁のうち長寿命化修繕計画策定を要するもの、法定定期点検を要するもの、修繕を
要するもの

2項 道路橋梁費 1,215,522,964円 2目 道路維持費 512,571,609円

R元

橋梁長寿命化修繕計画登載橋梁数 橋 － － － － 314

意　図 適正に維持管理される。

概 要
・

実 績

　市が管理する橋梁314橋について、５年毎に法定定期点検を実施し、不良箇所を早期に修
繕することで、橋梁の長寿命化を図る事業である。なお、修繕を要する橋梁は45橋である。
　令和元年度は、橋梁長寿命化修繕計画策定、橋梁法定定期点検141橋、橋梁修繕工事２橋
を行った。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

141

修繕着手橋梁数 橋 － － － － 2

法定定期点検実施橋梁数 橋 － － － －

　安全な道路交通の確保のため、修繕等による橋梁の整備が市民から求められており、本事業実施に
より計画的に修繕を進めている。また、国では、老朽化が進む橋梁の長寿命化および修繕を促進する
ため、補助金について重点的な配分を行っている。

4.0修繕を要する橋梁(判定Ⅲ以上)の修繕着手率 ％ － － － －

修繕を要する橋梁数 橋 － － －
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 262ページ)

事業名 通学路整備事業（継続）

事業費 67,633,558円 （国50％、起債90％）

対　象 市道（通学路）

2項 道路橋梁費 1,215,522,964円 2目 道路維持費 512,571,609円

R元

市道に係る通学路整備要望箇所 箇所 － 39 62 136 98

意　図 市民（児童生徒）を交通事故から守り、交通事故が起こりにくい環境にする。

概 要
・

実 績

　通学路交通安全プログラムに基づき、児童生徒等が安全に登下校できるように、安全対策
が必要な箇所に対して、歩道等の整備を実施し、安全な通学路の確保を図ることを目的に、
平成28年度から着手し、歩道者空間を確保するものである。
　令和元年度は、市道に係る通学路17箇所を整備した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

17

整備要望に対する市道分の対応率 ％ － 33.3 64.5 56.6 17.3

市道に係る通学路整備 箇所 － 13 40 77

　ガードレール、カーブミラーの設置要望のほか、側溝蓋の設置や側溝本体の入替えなどの補修要望
等が増えているが、教育委員会、各小中学校、大船渡警察署、各道路管理者、要望者等による合同安
全点検を行い、現況の把握や情報の交換が行われており、関係者間での認識の統一が図られている。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 264ページ)

事業名 猿石線道路改良事業（継続）

事業費 93,700,952円 （国50％、起債90％）[現年・繰越明許]

対　象 市道猿石線

2項 道路橋梁費 1,215,522,964円 3目 道路新設改良費 604,766,903円

R元

埋蔵文化財調査 ㎡ － 950 800

意　図 利便性が向上し、緊急時にも対応できる。

概 要
・

実 績

　本路線は、猪川町善蔵敷地域を通るその他市道であり、幅員が3.0ｍ未満の区間が大部分を占めていることか
ら、車両の通行が困難であり、緊急時における消防及び救急活動に支障をきたしている状況である。
　そのため、地域住民の利便性向上及び緊急時における防災基盤整備のため、道路改良を行うものである。
　・規模　計画延長Ｌ＝600ｍ　幅員4.0～5.0ｍ
　・計画　測量設計：平成27年度　用地買収・補償：平成28年度、平成30～令和元年度
　　　　　　　　　　埋蔵文化財調査：平成28～令和元年度、工事：平成30～令和２年度
　令和元年度　用地買収面積Ａ＝204㎡　施行延長Ｌ＝146ⅿ

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

204

整備延長 ｍ － 0 0 0 146

用地買収面積 ㎡ － 1,287 366 1,661

24.3

　本事業実施により現道の拡幅が図られ、利便性が向上する。

整備率 ％ － 0.0 0.0 0.0
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

H29 H30

整備率(計画区間整備済延長/計画総延長) ％ 16.1

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 264ページ)

事業名 中赤崎地区道路新設・改良事業（継続）

事業費 70,599,068円 （国80％）[現年・繰越明許]

2項 道路橋梁費 1,215,522,964円 3目 道路新設改良費 604,766,903円

対　象 市道生形大洞線、市道大洞2号線、新設道路

意　図 利便性が向上するとともに、安全に通行できる。

概 要
・

実 績

　津波により壊滅的な被害を受けた赤崎町中赤崎地区において、防災集団移転促進事業の高
台移転先住宅団地の開発にあたり、進入路を整備するものである。新設区間は幅員4.0ｍ(歩
行者専用)、6.0ｍ及び9.0ｍ、改良区間は既存道路(幅員約2.5ｍ)を6.0ｍ及び既存の三陸鉄
道ｶﾞｰﾄﾞ(幅員3.0ｍ)を6.0ｍに拡幅改良する。　計画延長Ｌ＝870ⅿ
　計画期間　・測量調査設計(１式)：平成25年度、平成27年度
　　　　　　・用地買収Ａ＝6,210㎡： 平成27～29年度
　令和元年度　施行延長　L=370ｍ

R元

整備延長 ｍ 690 690 690 40 40

指　　標 単位 H27 H28

95.416.1 95.4 95.4

　本事業実施により現道の改良が図られ、利便性が向上する。

40.1整備率(計画区間整備済延長/計画総延長) ％ 0 3.1 22.9 40.1

0

整備延長

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 264ページ)

　本事業実施で 地盤沈下による浸水対策が進み、周辺用地の活用が図られる。

3目 道路新設改良費 604,766,903円

事業名 地ノ森（新田）地区内水排水対策事業（継続）

5,481,896円 （国80％）

ｍ 0 15 111 194 0

測量調査面積 ㎡ 25,400

R元

事業費

対　象

意　図 市道及び水路が整備され、地権者に、より安全な土地利用が図られる。

新田１・３・４号線、役料新田線、水路、周辺地権者

0 0 0

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

概 要
・

実 績

　東日本大震災により地盤沈下した地ノ森（新田）地区は、高潮・大雨時の冠水が常態化し、大船渡
駅周辺地域の事業所等の衛生環境を損なっており、商業地の事業再開としての活用が困難な状況に
なっている。本事業では、民地の内水排水(嵩上げ)、橋の嵩上げ及び境界復元のほか、工事施行延長
内の道路工及び水路改修(嵩上げ)を実施する。
　計画期間　・測量調査設計（１式）：平成27～28年度　・境界復元測量：平成28年度
　　　　　　・計画延長(道路Ｌ=384ｍ、水路Ｌ=100ｍ)：平成29～30年度
　令和元年度　施行延長　Ｌ=484ｍ

2項 道路橋梁費 1,215,522,964円
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

道路新設改良費 604,766,903円

104

整備率(計画区間整備済延長/計画総延長) ％ － － － 11.0 100.0

104

事業名 峯岸９号線道路新設事業（継続）

事業費 48,025,301円 （国80％）[現年・繰越明許]

対　象 道路利用者

2項 道路橋梁費 1,215,522,964円 3目

意　図 県道へのアクセスが容易となり、利便性が向上する。

H28

整備延長 ｍ － － －

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 266ページ)

概 要
・

実 績

　末崎町峰岸地区において、主要地方道大船渡広田陸前高田線の改良事業が進行中であるが、防災集団移転促進事
業高台移転団地からのアクセス道路は計画されていない。団地から接続道路を新設することにより、利便性の向上
と津波避難区域から防災集団移転地を経由して新県道への避難ルートの確保を図る。整備延長Ｌ=104ｍ、 幅員５
ｍ。
　計画期間　・測量調査設計(１式)：平成29年度　・用地測量(Ｌ=104ｍ)、用地買収補償(１式)：平成30年度
　　　　　　・計画延長(Ｌ=104ｍ)　平成30年度
　令和元年度　施行延長　Ｌ=104ｍ

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

0用地買収面積 ㎡ － － － 2,445

　本事業実施により、防災集団移転促進事業・峰岸地区から主要地方道へのアクセスや利便性が向上
する。

0

整備率(計画区間整備済延長/計画総延長)

H30

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 266ページ)

事業名 山口地区道路改良事業（継続）

事業費 16,824,122円 （国80％）[現年・繰越明許]

対　象 市道山口線

2項 道路橋梁費 1,215,522,964円 3目 道路新設改良費 604,766,903円

R元

用地買収面積 ㎡ － － － 0 0

意　図 利便性が向上し、安全に通行できる。

概 要
・

実 績

　津波により壊滅的な被害を受けた山口地区において、防災集団移転促進事業の高台移転住宅団地が整備された
が、災害時の迅速な避難、安全性・利便性の向上等のため、現在整備を行っている新県道への接続道路を新設改良
するものである。計画延長Ｌ＝300ｍ、幅員4.0～5.0ｍ。
　計画期間　・測量設計：平成30～令和元年度　・用地買収・補償：令和２年度
　　　　　　・工事施工：令和２年度
　令和元年度　測量設計

指　　標 単位 H27 H29

％ － － － 0.0 0.0

整備延長 ｍ － － － 0

　本事業実施により、防災集団移転促進事業・中赤崎地区　山口その１から主要地方道へのアクセス
や利便性が向上する。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 266ページ)

2項 道路橋梁費 1,215,522,964円 3目 道路新設改良費 604,766,903円

R元

小通線道路改良事業（継続）

事業費 58,379,218円 （国50％、起債90％）[現年・繰越明許]

対　象 市道舟野線、郷道線、小通平山線、落合線

意　図 利便性が向上するとともに、安全に通行できる。

概 要
・

実 績

　大船渡市日頃市町字平山地内で他の市道４路線(舟野線、郷道線、小通平山線、落合線)と
変則交差して、車両通行の優先順位が分かり難いうえ、橋梁部が狭隘のため車輌の通行に支
障をきたしている交差点の改良を行う。
　計画期間　・概略設計(１式)：平成26年度　・測量調査設計(１式)：平成27年度
　　　　　　・修正設計(１式)：平成29年度～30年度　・用地買収、補償業務：令和元年度
　　　　　　・計画延長Ｌ＝170ｍ
　令和元年度　用地買収面積Ａ＝1,755㎡　　施行延長Ｌ＝170ⅿ

整備率(計画区間整備済延長/計画総延長) ％ － － － － 58.8

整備延長 ｍ －

事業費

対　象

意　図 災害時、浸水区域を避けて避難・輸送できる。

154,705,165円 （国55％）[現年・繰越明許]

新設市道（甫嶺横断線）

事業名 甫嶺横断線道路新設事業（継続）

整備率(計画区間整備済延長/計画総延長) ％ － 0.0 0.0 22.2

概 要
・

実 績

　三陸町越喜来甫嶺地区は、唯一の連絡道は主要地方道大船渡綾里三陸線であるが、震災時は津波により被災し、
緊急車両の通行及び物資の輸送等ができなくなる。本事業は浸水区域となる主要地方道のほかに、緊急時に安全に
通行できる道路を整備するものである。計画延長Ｌ=720ｍ、幅員Ｗ=5.0ｍ。
　計画期間　・測量調査設計（１式）： 平成28年度　・物件補償調査Ｌ=720ｍ：平成29年度
　　　　　　・物件補償調査Ｌ=320ｍ：平成30年度　 ・保安林解除：平成30年度
　　　　　　・用地補償Ａ=13,535㎡：平成30年度　 ・工事施工：平成30～令和２年度
　令和元年度　用地買収面積Ａ=13,535㎡　　施行延長Ｌ＝440ｍ

整備延長 ｍ － 0 0 160 560

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

－ － －

R元

用地買収面積 ㎡ － － － － 1,755

100

　本事業実施により現道が改良され、通行の安全確保が図られる。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 266ページ)

　本事業実施により 緊急時に安全に通行できる道路が確保される。

2項 道路橋梁費 1,215,522,964円 3目 道路新設改良費 604,766,903円

77.7
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 266ページ)

事業名 市役所庁舎前線道路新設事業（継続）

事業費 72,800,000円 （国50％、起債90％）

対　象 市道市役所庁舎前線、盛保育園２号線、新設道路

2項 道路橋梁費 1,215,522,964円 3目 道路新設改良費 604,766,903円

R元

用地買収面積 ㎡ 0 － 959 2,949 0

意　図 利便性が向上するとともに、安全に通行できる。

概 要
・

実 績

　防災拠点である市役所への既設道路が１方向しかないことから、有事の際に市役所へのアクセスの向上及び交通
安全の確保を図るために実施する。
　計画期間　・測量調査設計(１式)：平成25～26年度　・用地測量・補償調査(１式)：平成27年度
　　　　　　・用地買収、補償業務：平成29～令和元年度　・計画延長Ｌ＝370ｍ：令和元～２年度
　令和元年度　工事着手

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

整備率(計画区間整備済延長/計画総延長) ％ 0.0 － 0.0 0.0 0.0

整備延長 ｍ 0 － 0 0

　本事業実施により現道の拡幅・急勾配区間の解消が図られ、防災拠点である市役所へのアクセスや
利便性が向上する。

0

52,419,720円 （国50％、起債100％）[繰越明許]

対　象 市道滝の沢線

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 266ページ)

2項 道路橋梁費 1,215,522,964円

R元

3目 道路新設改良費 604,766,903円

事業名 滝の沢線道路改良事業（継続）

用地買収面積 ｍ － 1,544 0 0 0

意　図 利便性が向上し、安全に通行できる。

概 要
・

実 績

　三陸縦貫自動車道三陸インターチェンジへのアクセス道となる本路線は、同地区内の主要地方道綾
里三陸線へ接続する重要な生活路線である。インターチェンジへのアクセスが容易であるため大型車
を含めた車両の交通量が多いが、幅員が4.0ｍから5.0ｍ程度と狭く、すれ違いが困難な区間を拡幅改
良することにより、地域住民の利便性向上と安全性の確保を図るものである。計画延長：Ｌ＝470ｍ
　令和元年度（平成30年度繰越）　施行延長：Ｌ＝291ｍ

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業費

－ 37.7 61.9 61.9 100.0

整備延長 ｍ － 177 291 291

　本事業実施により 市道が拡幅され、視距確保及び急カーブ箇所も改良されることにより、道路利
用者が安全に利用できる道路が確保される。

291

整備率(計画区間整備済延長/計画総延長) ％
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　ポートセールスや客船歓迎行事開催数が活動指標になっていることから、継続した客船の入港と貨
物取扱量の増加につながっている。会員と連携した事業展開により、港湾機能拡充を図り、さらなる
利用促進を図る。

会員団体数 団体 34 34 34 32 32

港湾貨物取扱量 千ｔ 2,466 2,287 2,644 2,527 未確定

要望活動 回 2 3 3 3 3

大船渡港港湾施設バース バース 11 11 11 11 11

訪問企業数（ﾎﾟｰﾄｾｰﾙｽ） 回 184 167 67 313 427

客船歓迎行事実施 回 4 3 4 5 2

対　象 大船渡港振興協会

意　図 円滑に運営してもらう。

概 要
・

実 績

　事業概要は、港湾振興にかかるポートセールス（船社・荷主への訪問）及び要望活動、客
船歓迎行事、セミナーの開催、大船渡港ＰＲ施策を実施するもの。
　令和元年度に実施した事業は、都内にて「いわて・大船渡港セミナー」（平成27年より毎
年開催）を開催したほか、427件のポートセールス、各種広報物への記事提供、入港２隻
（邦船）に対する歓迎行事を実施。通年ではコンテナヤードの運営支援を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

4項 港湾費 155,727,288円 1目 港湾管理費 99,427,288円

事業名 大船渡港振興協会運営事業（継続）

事業費 18,000,000円

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 270ページ）

266ページ)

119

整備率(計画区間整備済延長/計画総延長) ％ － － 0.0 0.0 27.7

整備延長 ｍ － －

－ 24 0 0

意　図 冠水が防止される。

概 要
・

実 績

　東日本大震災で地盤沈下が発生したことにより、当該地区内を横断する小水路は、満潮や大雨時に
は、大船渡湾から逆流した水が水路部分で溢れ出し、隣接の民有地等が冠水するなどしており、土地
の円滑な利活用を阻害している状況にある。そのため本事業では、民地の内水排除（嵩上げ）とあわ
せて水路改修（嵩上げ）を実施する。
　計画期間　・計画延長Ｌ＝430ｍ　　・測量調査設計：平成29～令和元年度
　　　　　　・用地買収・補償業務：平成30年度　・工事施工：令和元～２年度
　令和元年度（平成30年度繰越）　施行延長(水路)：Ｌ＝119ｍ

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

8款

R元

用地買収面積 ㎡ －

　本事業実施により、水路の嵩上げにより冠水が防止され、民有地等の円滑な利活用が図られる。

土木費 3,558,656,881円 (決算書

0 0

事業名 下船渡地区内水排水対策事業（継続）

事業費 20,843,600円 （国80％）[繰越明許]

対　象 下船渡地区の県道に接続する水路、下船渡地区内水排水対策検討をする土地

2項 道路橋梁費 1,215,522,964円 3目 道路新設改良費 604,766,903円
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　コンテナ貨物取扱量を成果指標としており、令和元年度については前年比で40％増となっているこ
とから、一定の成果を上げている。地元企業等と連携したポートセールス活動を継続し、更なる貨物
量の増加を図る。

コンテナ貨物取扱量 ＴＥＵ 1,636 1,692 1,860 2,005 2,808

概 要
・

実 績

　コンテナ定期航路を利用する荷主企業、コンテナ陸上輸送を行う集荷業者、コンテナ定期
航路を運航する船舶運航事業者に対し補助金を交付するもの。全ての大船渡港利用荷主に対
して利用奨励補助金を交付するほか、大口利用荷主に対しては、利用拡大補助金、ベース
カーゴ利用奨励補助金を上乗せして交付している。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 コンテナ定期航路利用促進事業（継続）

事業費 14,056,750円

対　象 コンテナ航路利用コンテナ、コンテナ航路利用荷主企業、船舶運航事業者

意　図 大船渡港に係るコンテナ定期航路を利用してもらう。

　セミナー開催数やポートセールス実績数が活動指標となっていることから、安定的な取扱貨物量の
確保につながっており、一定の成果を上げている。会員と連携した事業展開により大船渡港のさらな
る利用促進を図る。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 270ページ）

4項 港湾費 155,727,288円 1目 港湾管理費 99,427,288円

港湾貨物取扱量(港湾統計各年1～12月） 千ｔ 2,466 2,287 2,644 2,527 未確定

会員数 団体 34 34 34 34 34

コンテナ航路利用企業数 団体 25 26 30 19 15

講演会・セミナーの開催 回 2 2 2 2 2

ポートセールス回数 回 184 167 207 313 427

概 要
・

実 績

　岩手県内の行政機関・商工会、物流関係企業が一堂に会する総会及び講演会の開催をはじ
め、通年のポートセールス（企業・船社訪問）や港湾利活用にともする事業の情報収集を実
施するもの。平成27年以降には、東京都内で「いわて・大船渡港セミナー」を開催し大船渡
港の認知度向上施策を実施している。
　令和元年度は、上記事業のほか、ＩＬＣ誘致及び物流ハブ構想の実現を目指し、関係機関
が主催するセミナーや企業訪問も実施。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 大船渡港物流強化促進協議会運営事業（継続）

事業費 4,000,000円

対　象 大船渡港物流強化促進協議会

意　図 円滑に運営してもらう。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 270ページ）

4項 港湾費 155,727,288円 1目 港湾管理費 99,427,288円
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　港湾施設の機能拡大には至っていないが災害復旧工事は着実に進捗しており、令和２年度までに完
了する見込みである。復旧完了後はＩＬＣ誘致の動向を注視しつつ、更なる設整備の推進について
国・県への要望を継続する。

係留施設総延長 ⅿ 2,626 3,246 3,276 3,326 3,326

概 要
・

実 績

　大船渡港の港湾整備事業のうち、県が国の補助を受けて実施する事業費の１/10を市が負
担する事業。東日本大震災以降は災害復旧事業を実施している。
　令和元年度は防波堤Ｌ=204ｍの改修工事を実施。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 大船渡港港湾整備負担金事業（継続）

事業費 56,300,000円 （起債90％）

対　象 大船渡港港湾施設バース数、岸壁延長

意　図 港湾機能が回復する。

　コンテナ貨物取扱量を成果指標としており、令和元年度については前年比で40％増となっているこ
とから、一定の成果を上げており、大船渡港の高度利用化が進んでいる。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 270ページ）

4項 港湾費 155,727,288円 2目 港湾建設費 56,300,000円

コンテナ貨物取扱量 ＴＥＵ 1,636 1,692 1,860 2,005 2,808

概 要
・

実 績

　コンテナ定期航路維持促進に係る各種支援策の一環として実施する事業であり、港湾機能
の活性化を図るため、港湾振興団体が行う事業に要する経費に対して補助金を交付するも
の。大船渡港におけるコンテナ貨物の荷役作業に必要な機械類の維持管理を行い、安定的な
受け入れ態勢を整えることで、貨物取扱量の増加につながっている。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 大船渡港高度利用運営費助成事業（継続）

事業費 30,000,000円

対　象 港湾振興団体（大船渡国際港湾ターミナル協同組合）

意　図 コンテナ貨物荷役機械を維持管理してもらう。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 270ページ）

4項 港湾費 155,727,288円 1目 港湾管理費 99,427,288円
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　計画どおり令和元年度中に換地処分公告及び区画整理登記が完了した。今後は清算金の徴収交付事
務を着実に進めることに加え、未利用地の地権者と利用希望者とのマッチングを継続して実施するこ
とで、整備した宅地の利活用促進に取り組んでいく必要がある。

土地利活用割合 ％ － － － 68 74

マッチング成立件数 件 － － － 0 4

事業面積に対する整備割合 ％ 10 45 80 100 100

定着人口／計画人口 人 4/730 145/730 174/730 185/730 207/730 

概 要
・

実 績

　既往最大津波に対して、安全な市街地形成を図るかさ上げやこれに伴う道路等公共施設用
地の再編整備、商業業務・産業施設の再集積等につなげる基盤整備を行い、良好かつ持続可
能な市街地の形成を図るものである。
　令和元年度は、換地計画の認可、換地処分の公告、地権者と土地利活用希望者とのマッチ
ング等を行った。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 被災市街地復興土地区画整理事業（継続）

事業費 755,149,877円 （国3/4・4/5）[現年・繰越明許]

対　象 土地区画整理事業区域

意　図 安全な住宅地の形成と商業機能等の集約整備により、人がにぎわう中心市街地を造る。

　今後は、基礎調査の成果を踏まえつつ、改正都市再生特別措置法や新たな津波シミュレーション、
水害ハザードマップへの対応等、計画と防災との連携強化を図り、安心安全なまちづくりを推進する
ための対策を講じながら作成に取り組む。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 272ページ)

5項 都市計画費 1,678,999,924円 2目 土地区画整理事業費 801,810,197円

市民によるグループインタビュー 人 － － － － 28

庁内検討会 回 － － － － 0

概 要
・

実 績

　人口減少・少子高齢化の社会構造の変化に対応したコンパクトで持続可能なまちづくりを
推進するため、立地適正化計画を策定するもの。
　令和元年度は、計画素案の策定に向けた基礎調査を実施し、都市が抱える課題の整理をは
じめ、課題を踏まえたまちづくりの方針や目指すべき都市の骨格構造、課題解決のための施
策や誘導方針の検討などを行った。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 立地適正化計画作成事業（新規）

事業費 5,903,400円 （国1/2）

対　象 都市計画区域

意　図 都市機能や居住を中心拠点等に誘導するとともに、拠点間を結ぶ公共交通の充実を図る。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 272ページ)

5項 都市計画費 1,678,999,924円 1目 都市計画総務費 704,753,024円
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

26 30

トイレ水洗化整備済数 箇所 17 17 19 21 26

33 36

年度ごとの整備箇所数 箇所 － － 2 2 2

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 274ページ)

5項 都市計画費 1,678,999,924円 3目 都市施設管理費 49,051,325円

事業名 都市公園園路等バリアフリー化・トイレ水洗化事業（継続）

事業費 49,026,325円 （国1/2、起債90％）

対　象 公園等施設

意　図

大船渡市防災観
光交流センター
の管理運営

延べ来館者数 人 55,407 74,400
供用開始した平成30年度以降につい
て表記する。

　①については、商業者・市民間の新たな繋がりや市民によるまちづくり活動団体が生まれる等、まちづくり
の基礎となるコミュニティ再構築は着実に進んでいる。これらの実績を経て、現在、津波復興拠点全体に及ぶ
エリアマネジメントの取組等へと繋がっているため、引き続き、都市再生推進法人を中心とした新たなチャレ
ンジに対して支援していく。
　②については、来館者数は着実に増えているところであり、引き続き、専門家の助言を受けながら来館者の
利便増進に努めつつ、防災・観光に関する情報発信やイベント等の充実を図っていく。

単位 H27 H28 H29 H30 R元

整備対象公園数 箇所 33 33 33

指　　標

良好な状態に整備し、安全で快適に利用できるようにする。

概 要
・

実 績

　利用者が安全・安心で快適に利用できる都市公園とするため、都市公園の園路等のバリア
フリー化及びトイレの水洗化を実施するもの。
　令和元年度は、猪川公園及び中井沢公園の２箇所を整備した。
（建築確認等申請手数料44,000円、設計業務委託料1,540,000円、工事費26,636,500円）

　都市公園の園路等のバリアフリー化とトイレの水洗化を計画的に実施したことにより、利用者の利
便性や快適性の向上が図られた。今後も、下水道供用開始状況等を勘案しながら整備を推進する。

概 要
・

実 績

①大船渡駅周辺地区復興まちづくり活動支援業務　17,229,600円
　都市再生推進法人への委託を通じて、まちづくりに係る計画等検討支援、市民等向けワー
クショップ、交流イベントの企画・運営支援、地域情報発信等を実施した。
②大船渡市防災観光交流センターの管理運営　28,000,000円
　指定管理者への委託を通じて、来館者の利便に資する運営管理、防災・観光に関する情報
発信やイベント等を実施した。

指　　標 単位 H30 R元 備考

大船渡駅周辺
地区復興まち
づくり活動支
援業務

まちづくりに係る計画等検討支援延べ件数 件 39 1 平成28年度から継続して業務委託を
しているが、活動拠点としての施設
整備が進んだことを受けて、平成30
年度から量的指標へと変更したた
め、平成30年度以降について表記す
る。

市民等向けワークショップの実施件数 件 43 17

交流イベントの企画・運営支援の実施件数 件 58 125

地域情報の発信件数 件 459 486

園路等バリアフリー化整備済数 箇所 25 25 26

事業名 大船渡駅周辺地区エリアマネジメント推進事業（継続）

事業費 46,660,320円

対　象 都市再生推進法人（㈱キャッセン大船渡）、各街区借地人

意　図 魅力と賑わいを創出し続ける中心市街地を形成する。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 272ページ）

5項 都市計画費 1,678,999,924円 2目 土地区画整理事業費 801,810,197円
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

210 98

　補助金申請数及び交付件数は年々減少しており、住宅再建は整いつつある。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 278ページ)

6項 住宅費 445,169,949円 1目 住宅総務費 85,391,102円

補助金交付額 千円 615,331 429,883 196,005 199,166 72,320

単位

対　象 東日本大震災により住宅や宅地が被災した世帯

補助金交付件数 件 887 643 227

　令和元年度は地権者の同意を得て、事業に必要な用地の取得及び測量・設計に着手した。
　令和２年度は年度内の事業完了に向け、物件移転補償、敷均し工事等を遅滞なく進めていく必要が
ある。

事業名 東日本大震災生活再建住宅支援事業（継続）

事業費 72,320,000円 （県10/10）

意　図 経済的負担の軽減が図られる。

概 要
・

実 績

被災住宅の早期復興に資するため、新築・補修等、住宅再建を行う場合に要する経費に対し、補助金を交付した。
【交付実績】
①住宅移転等敷地造成費補助金1,644,000円（６件）　   ②復興住宅新築補助金16,400,000円（20件）
③被災宅地復旧補助金15,186,000円（14件）　　　　 　 ④被災住宅補修等補助金11,177,000円（19件）
⑤住宅再建移転補助金1,200,000円（24件）　  　　　 　⑥被災住宅債務利子補給（新築）26,537,000円（10件）
⑦被災住宅債務利子補給（補修・既往）176,000円（５件）

指　　標 H27 H28 H29 H30 R元

用地取得率（面積） ％ － － － － 93.2

事業進捗率（事業費） ％ － － － － 18.5

都市計画決定 箇所 － － － － 1

事業区域面積 ㏊ － － － － 4.2

概 要
・

実 績

　中赤崎地区の土地利用計画に位置付けた「スポーツ交流ゾーンの検討」の具現化と、ス
ポーツをする環境やスポーツを支える環境づくりを進めるため、事業区域を都市計画決定す
るとともに、用地を買収して、事業区域の敷均し等の造成工事を行うもの。
　令和元年度は事業に必要な用地の取得及び測量・設計に着手した。
　【用地取得面積：6,443㎡、用地取得費：78,719,949円】

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 中赤崎地区スポーツ交流ゾーン整備事業（新規）

事業費 79,072,710円 （国80％）

対　象 中赤崎地区被災跡地

意　図 スポーツを通じた交流スペースとして整備される。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 276ページ）

5項 都市計画費 1,678,999,924円 4目 被災跡地整備事業費 123,385,378円
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　築40年を経過した住宅が多く、良好な居住環境を維持するためには改修が必要なことから、市営住
宅等長寿命化変更計画に基づき、修繕や改修を行っていく。

維持修繕等実施戸数 戸 3 1 0 22 4

改善工事実施戸数 戸 1 1 16 0 8

概 要
・

実 績

　経年劣化に伴う建物維持のための大規模修繕や改修工事及び災害等による復旧工事を行う
もので、令和元年度は次の改修等を行った。
・市営住宅長安寺団地屋根等改修工事第Ⅰ期（２棟８戸：屋根葺替、外壁塗装、玄関扉
　交換、玄関側建具のアルミサッシ化工事）　20,185,000円
・市営住宅堀之内団地屋根修繕（１棟４戸）1,647,800円

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 市営住宅改修・修繕事業（継続）

事業費 21,832,800円 （国1/2）

対　象 市営住宅(建物)

意　図 長寿命化が図られる。

　当事業における全体工事費は81,872,401円となり、助成した地域商品券の多くが個人商店や市内企
業の店舗で利用されたことから、当初の目的である「市民の居住環境の向上」並びに「市内の住宅関
連産業及び商業を中心とした地域経済の活性化」に一定程度の効果があったと捉えている。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 280ページ)

6項 住宅費 445,169,949円 2目 住宅管理費 176,765,468円

全体工事費 千円 － － － － 81,872

交付決定件数 件 － － － － 24

補助金助成額 千円 － － － － 1,872

概 要
・

実 績

　築５年以上経過した専用住宅若しくは住宅部分が１/２以上ある併用住宅を、市内施工業
者がリフォーム工事を行う場合に費用の一部を大船渡地域商品券等で助成するもの。
　令和元年６月から受付開始。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 住宅リフォーム工事助成事業（新規）

事業費 1,872,000円

対　象 市内に住宅を所有しリフォームを予定している市民

意　図 経済的負担の軽減が図られる。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 278ページ)

6項 住宅費 445,169,949円 1目 住宅総務費 85,391,102円
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　入居者からのニーズに適切に対応しており、良好な居住環境の維持が図られている。

家賃等収納補助 件 183 237 301 375 382

防災防火訓練 回 0 5 6 11 8

苦情相談等対応処理 件 29 363 470 536 392

修繕業務処理 件 251 314 281 275 263

市営住宅管理戸数 戸 810 1,022 1,016 1,016 1,016

申請・届出・許可等処理実績 件 1,893 2,053 1,547 2,043 1,792

概 要
・

実 績

　平成26年10月から指定管理者制度を導入し、入退居管理補助、苦情相談対応、修繕関係、保守管
理、家賃等収納補助、防災防火訓練等を実施するなど市営住宅の適切な管理・運営を行っている。
〔指定管理者〕株式会社寿広　　〔指定管理料〕  64,353,600円
〔建物損害保険料〕2,217,988円
　また、大船渡市公営住宅等長寿命化変更計画に基づき既存公営住宅の解体（３戸）を行った。
〔扇洞団地解体業務〕3,027,200円

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 市営住宅管理事業（継続）

事業費 69,598,788円

対　象 市営住宅管理業務受託者

意　図 適正に維持管理する。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 280ページ)

6項 住宅費 445,169,949円 2目 住宅管理費 176,765,468円

概 要
・

実 績

　
  居住に適当でないと認められる区域内にある住居の集団移転を促進する事業。
　令和２年３月31日現在で移転促進対象区域の面積246,585㎡に対し買取済面積246,046㎡で
あり、取得率99.8％である。

指　　標

　防災集団移転促進事業を活用し東日本大震災の被災者を対象に住宅団地の整備、移転促進区域（元
地）の買い取り、移転費用の補助を実施した。令和元年度末における引渡し割合は97.5％となってお
り、安全な高台への住宅移転が着実に進んでいる。

住宅移転事業費等申請件数 件 212 232 60 83 8

住宅移転事業等補助金額 千円 396,887 450,325 165,477 209,174 25,800

単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 防災集団移転促進事業（継続）

事業費 167,363,554円 （国7/8）[現年・繰越明許]

対　象 住居の再建を必要としている被災者（移転促進区域内に居住していた世帯）

意　図 安全な高台等に住居を移す。

8款 土木費 3,558,656,881円 (決算書 280ページ）

6項 住宅費 445,169,949円 3目 防災集団移転促進事業費 183,013,379円

引渡し割合

宅地供給の状況 23 287,254㎡ 366戸 357戸 9戸 97.5%

地区 住宅団地面積 整備戸数 移転戸数 空き区画
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　消防屯所の新築は､消防団員の士気高揚､地域の拠点としての安全､安心なまちづくりを推進していく上で､
継続して老朽化消防屯所の建て替えを実施していかなければならないことから､今後も現状どおり継続して事
業を実施する｡また､今後､消防団の部の再編等を考慮し事業を進める｡なお､令和元年度は埋蔵文化財発掘調査
業務と並行して消防屯所新築事業を進めなければならないため､時間を要し､年度内ぎりぎりの完成となった
が､無事､消防団へ引き渡すことができ綾里地区の消防・防災活動の拠点となった｡

1

下水道に接続した消防屯所数 棟 0 0 0 1 1

新築した消防屯所数 棟 0 0 1 2

R元

意　図 地域の消防・防災活動の拠点として整備される。

事業名 消防施設整備事業（継続）

事業費 45,028,670円 （起債100％）

対　象 消防屯所

概 要
・

実 績

　消防屯所整備における計画立案､地権者交渉､敷地測量･設計監理･消防屯所解体･下水道接
続の業務委託､工事入札､契約､完成検査､消防団への引き渡しを主な業務とし､令和元年度
は､消防屯所１棟を新築､消防屯所２棟を解体､公共下水道施設に１棟接続した｡また､消防屯
所新築に伴い埋蔵文化財発掘調査業務も同時に実施した｡

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

1項 消防費 1,012,742,926円 3目 消防施設費 134,450,758円

198

　市民生活の安全を第一に考え、消防活動の強化、地域防災の向上などを考慮した消防団活動が行
われるため、適正に消防団員の社会公共の福祉の増進が行われている。

9款 消防費 1,012,742,926円 (決算書 286ページ）

特別警戒 人 246 287 240 237

火災 人 239 1,238 840 78 719

698

演習・訓練 人 4,158 4,651 2,385 4,323 3,810

風水害 人 0 714 1,063 0

人 966 944 927 891 884

意　図 安心して消防・防災活動を行えるようにする。

概 要
・

実 績

　地域の安全安心を担っている消防団員等が安心して消防防災活動を行うことができるよ
うにするため、様々な会議や訓練を実施することにより、消防活動の強化、地域防災力の
向上を図るとともに、消防団員の福利厚生を図り、火災、風水害、地震津波などの多様化
する災害から地域住民の生活を守っている。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

9款 消防費 1,012,742,926円 (決算書 284ページ）

事業名 消防団運営事業（継続）

事業費 4,059,772円

　第９款　消防費　《1,012,742,926円》

対　象 大船渡市消防団員

1項 消防費 1,012,742,926円 2目 非常備消防費 91,410,698円

R元

大船渡市消防団員数

三陸町綾里字宮野42－１

立根町字萱中20－８

三陸町綾里字宮野42－１

猪川町字長谷堂116－11

消防屯所所在地

公共下水道施設接続事業

消防屯所解体事業

消防屯所新築事業

事業名

第７分団第２部消防屯所（長谷堂）

旧第10分団第４部消防屯所（宮野）

旧第８分団第１部消防屯所（萱中）

第10分団第４部消防屯所（宮野）

消防屯所名
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　日夜、市民の生命・身体・財産の保護のため消防団が活動を効果的に行うにあたり、消防団車輛
の更新は、デジタル化による操作の効率化、ポンプ性能の向上による効果的な消火活動ができるこ
とから、消防力の維持及び強化が図られている。

1

小型動力ポンプ 台 2 2 0 1 1

小型動力ポンプ積載車 台 2 2 0 1

R元

消防ポンプ自動車 台 1 1 1 1 1

意　図 老朽化に応じて更新される。

概 要
・

実 績

　消防団車輌の老朽化したものを約20年を目処に計画的に更新するもの。今年度は、消防
ポンプ自動車１台、小型動力ポンプ積載車１台、小型動力ポンプ１台を更新した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 消防施設整備事業（消防車輌）（継続）

事業費 27,930,126円 （起債100％）

対　象 消防団車輌、消防ポンプ

1項 消防費 1,012,742,926円 3目 消防施設費 134,450,758円

1

　市内の区画整理や道路整備等による住宅地域の変更に伴い、有効な消防水利の整備を行うこと
で、消防力の維持及び強化が図られている。

9款 消防費 1,012,742,926円 (決算書 286ページ）

消火栓（撤去） 基 0 0 0 0

4

消火栓（修繕） 基 3 4 0 2 3

消火栓（移設） 基 2 2 4 2

0

消火栓（新設） 基 3 18 4 7 2

防火水槽（修繕） 基 0 2 1 2

R元

防火水槽（新設） 基 1 1 1 1 2

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

対　象 消防用水利

意　図 火災発生に備え、地域の状況に応じて適切に整備される。

概 要
・

実 績

　火災等の災害に対し、消防団の有効な消防活動のための消防水利を整備するもの。防火水槽にお
いて設置場所の選定､工事入札､完成検査｡市内に２基新設する。消火栓は新設が２基、移設が４基、
修繕が３基、撤去が１基の整備を実施した。

134,450,758円

事業名 消防施設整備事業（消防水利関係）（継続）

事業費 28,491,962円 （起債100％）

9款 消防費 1,012,742,926円 (決算書 286ページ）

1項 消防費 1,012,742,926円 3目 消防施設費
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

津波避難誘導標識設置総数 基 39 49 61 73

防災訓練参加者数 人 7,103 7,071 7,418 7,054 6,666

85

　市地域防災計画の見直しを行うとともに、防災備蓄品の整備等を行うことにより、災害体制の整
備及び防災資機材の充実が図られている。また、津波避難誘導標識の設置や防災訓練の実施等によ
り、災害時の迅速かつ安全な避難の確保が図られ、防災・減災体制の強化につながっている。

意　図 防災意識と地域防災力の強化を図る。

概 要
・

実 績

　市地域防災計画の見直しや防災備蓄品の整備等を行うとともに、津波避難誘導標識等の
設置や防災訓練及び東日本大震災大船渡市犠牲者追悼式を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 防災関係事業（継続）

事業費 23,496,063円 （国4/5）

対　象 市民、大船渡市

1項 消防費 1,012,742,926円 5目 防災費 87,641,976円

　大規模な災害が発生した場合、各分団の指揮本部に通信設備を整備することにより、災害情報の
収集及び情報の共有化、指揮命令の迅速化が図られ、消防力が強化充実された。

9款 消防費 1,012,742,926円 (決算書 288ページ)

R元

可搬型移動局無線装置 台 － － － － 12

意　図 消防・防災活動の中で、各種情報を迅速に伝達できる。

概 要
・

実 績

　消防通信設備整備における計画立案､設計､見積合わせ、契約､設備の検収､消防団への引
き渡しを主な業務とし､令和元年度は､消防団分団本部に各１基ずつ可搬型移動局無線装置
を配備し、消防通信設備整備事業を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 消防通信設備整備事業（新規）

事業費 33,000,000円 （起債100％）

対　象 各分団指揮本部の通信設備

1項 消防費 1,012,742,926円 3目 消防施設費 134,450,758円

9款 消防費 1,012,742,926円 (決算書 286ページ）

事業名 事業費 事業内容等

津波避難誘導標識設置事業 12,650千円
津波災害時における住民等の迅速かつ安全な避難の

確保を図ることを目的に設置する。

東日本大震災九周年大船渡市

犠牲者追悼式開催事業
4,348千円 東日本大震災の犠牲者を追悼する。
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【関係指標】

【 考　察 】

65

　戸別受信機を新たに設置するとともに、受信障害等への対応を行ったことにより、防災情報等の
迅速かつ確実な伝達が図られている。

戸別受信機の障害等対応数 基 74 84 114 77

64.8

戸別受信機の新規設置数 基 164 174 93 67 38

戸別受信機の設置割合 ％ 62.8 63.1 64.1 64.4

防災行政無線拡声子局総数

意　図 防災行政無線の難聴地域の解消を図る。

概 要
・

実 績

　災害から市民の生命・財産を守るため、災害発生時において迅速かつ確実な防災情報の
伝達を行う必要があることから、防災行政無線屋外拡声子局を整備するとともに、戸別受
信機を設置することにより、防災行政無線の難聴地域の解消を図る。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

基 197 197 198 199 199

事業名 防災行政無線整備事業（継続）

事業費 2,080,856円

対　象 大船渡市

1項 消防費 1,012,742,926円 5目 防災費 87,641,976円

9款 消防費 1,012,742,926円 (決算書 288ページ)

事業名 事業費 事業内容等

戸別受信機整備事業 1,766千円
戸別受信機の新規設置及び障害等への対応により、

防災情報等の迅速かつ確実な伝達を図る。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

－ 　－ 0 0 0

　令和元年度は、閉校３中学校の閉校式を行い、学校統合の協議が進んでいる他の地区においても具
体的な事項について検討が進んだ。今後も適正な児童生徒数や学級数を確保するために、大船渡市立
小・中学校適正規模適正配置基本計画に基づき、関係地区の保護者や住民の共通理解を図りながら、
学校統合の推進に取り組むとともに、統合後の教育環境の維持と向上に努めていく。

12

統合協議会において方向性が決定した市内小中学校数 校 － 　－ 6 8 8

市内小中学校数（基本計画検討対象校数） 校 － 　－ 12 12

学校統合が図られた市内小中学校数 校

－ 　－ 56 32 24

統合予定校間の交流事業の実施回数 回 － 　－ 0

　第１０款　教育費　《2,382,274,154円》

指　　    標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

0 6

説明会及び協議会等の開催回数 回

意　図 学校の統廃合により、適正な児童生徒数や学級数を確保する。

概 要
・

実 績

　平成29年２月に策定した大船渡市立小・中学校適正規模適正配置基本計画に基づき、小・
中学校の適正配置の取組みを進めるとともに、教育環境の維持・向上を図った。
　令和元年度は、令和２年４月の第一中学校への編入統合に伴い、日頃市中学校、越喜来中
学校及び吉浜中学校がそれぞれ閉校した。また、遠距離通学となる生徒に対する負担解消を
図るため、スクールバスを購入した。

事業名 小・中学校適正規模・適正配置基本計画推進事業（継続）

事業費 30,107,620円 （国1/2）

対　象 市内小中学校（基本計画検討対象校等）

1項 教育総務費 244,829,269円 4目 教育諸費 51,145,768円

55.8

　対象となる大会数や当該大会への参加人数は年度によってが異なるが、指標において毎年約55～
60％の補助率となっている。予算の範囲内での補助となるため対象経費の１/２程度の補助率ではあ
るが、保護者の負担軽減となっていることから、今後も保護者の負担軽減を図るために継続的に事業
を実施していく。

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 294ページ）

補助対象経費に対する補助率 ％ 60.2 59.1 57.4 58.1

634

補助対象経費 千円 4,739 4,826 4,810 4,703 4,745

出場児童生徒の保護者延べ人数 人 510 472 482 477

R元

出場する補助大会延べ数 件 73 57 70 71 70

1項 教育総務費 244,829,269円 4目 教育諸費 51,145,768円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 294ページ）

意　図 経済的負担が軽減される。

概 要
・

実 績

　小中学校の児童生徒に知識・技能の向上の機会を与え、体育及び文化活動の充実と振興を
図るため、体育及び文化大会への出場に要する経費に対し、予算の範囲内で補助する。補助
対象大会は、県中学校体育連盟等が主催する岩手県大会、東北大会及び全国大会。補助対象
経費は、参加する児童生徒の交通費及び宿泊費。
　令和元年度は市内小学校４校、中学校７校に補助金を交付した。（補助金額：2,647,988
円／対象経費総額の約55％）

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 小中学校体育文化活動出場補助事業（継続）

事業費 2,647,988円

対　象 県大会以上の体育及び文化大会に出場する小中学校の児童生徒の保護者
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

対　象 市内小学校施設・設備

意　図 適正に維持管理される。

概 要
・

実 績

　小学校の校舎、屋内運動場等の施設及び設備等の不具合や学校からの要望事項に対し、適
正に修繕等を実施するとともに、突発的な施設及び施設等の修繕についても本事業にて実施
した。
【令和元年度主な事業】
　　吉浜小学校プール濾過装置循環ポンプ交換業務委託料　   　           594,000円
　　県道碁石海岸線整備に伴う末崎小学校敷地内支障物(遊具等)撤去業務委託料
                                                                    　756,000円
　　県道碁石海岸線整備に伴う末崎小学校敷地内支障樹木伐採業務委託料　1,882,440円

815,306,134円

事業名 学校施設整備事業（小学校）（継続）

事業費 67,847,840円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 296ページ）

2項 小学校費 937,187,664円 1目 学校管理費

14,722修繕・補修委託金額 千円 9,941 11,422 6,526 8,310

R元

修繕・補修委託件数 件 120 93 108 128 110

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

　施設の運営上、必要となる修繕等を実施し、教育環境を改善するとともに施設の安全性を確保する
ことができた。引き続き、施設・設備等の適正な維持管理に努め、安全で快適な教育環境を提供して
いく。

事業名 教育用コンピュータ整備事業（小学校）（継続）

事業費 72,232,560円

対　象 市内小学校の児童、教職員

2項 小学校費 937,187,664円 2目 教育振興費 121,800,430円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 300ページ）

R元

教育用パソコンリース台数 台 630 610 622 619 619

意　図 教育用コンピュータやインターネットを活用し、教育の情報化を進める。

概 要
・

実 績

　教育の情報化を進めるため、教職員や児童に必要となる教育用コンピュータ機器等を整備
する。
　【令和元年度事業】
　　　教育用コンピュータシステム等賃借料：65,959,920円
      電子黒板賃借料：6,272,640円

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

100.0インターネット環境整備率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0

　児童の発達段階に応じてコンピュータを活用することにより、情報手段として慣れ親しみながら、
基本的な操作能力を身に付けるとともに、情報モラルへの理解と、自らの力で情報を収集し課題を解
決する力を養い、情報活用能力の向上と学習活動の充実が図られた。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

2項 小学校費 937,187,664円 2目 教育振興費 121,800,430円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 302ページ）

意　図 経済的な負担が軽減される。

概 要
・

実 績

　経済的な理由により就学が困難と認められる児童や、東日本大震災により被災した児童の
保護者に対して学用品費、給食費、修学旅行費等を援助する（被災した児童の保護者への就
学援助については、10/10が県補助金の対象）。
　【援助対象】　　　　要保護　　  １人
　　　　　　　　　　　準要保護　 467人（うち被災263人）
　【入学前支給対象】　準要保護　  67人（うち被災  34人）　計　535人

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 要保護・準要保護児童就学援助事業（継続）

事業費 40,758,769円 （国1/2、県10/10）

対　象 生活保護を受けている世帯又はこれに準ずる世帯の児童の保護者

67

１人当たりの平均就学援助費 円 71,350 71,020 70,601 73,728 76,184

就学援助認定者数（入学前） 人 － － 59 65

R元

就学援助認定者数 人 478 451 468 459 468

　学校等と連携を図りながら、経済的な理由により就学が困難な世帯に対して、就学に要する費用の
援助を実施することができた。今後も関係機関と連携・協力を図りながら対象者の把握と必要な援助
を行っていく。

3項 中学校費 366,278,784円 1目 学校管理費 286,938,385円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 304ページ）

意　図 適正に維持管理される。

概 要
・

実 績

　中学校の校舎、屋内運動場等の施設及び設備等の不具合や学校からの要望事項に対し、適
正に修繕等を実施するとともに、突発的な施設及び施設等の修繕についても本事業にて実施
した。
【令和元年度主な事業】
　　大船渡中学校屋内運動場屋根ほか雨漏り補修業務委託料　999,000円
　　大船渡中学校屋内運動場天井及び壁補修業務委託料　    880,000円
　　吉浜中学校校舎北側駐車場流入堆積土砂搬出業務委託料　819,500円

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 学校施設整備事業（中学校）（継続）

事業費 20,078,602円

対　象 市内中学校施設・設備

11,306修繕・補修委託金額 千円 7,962 12,032 4,256 3,154

R元

修繕・補修委託件数 件 89 56 77 64 74

　施設の運営上、必要となる修繕等を実施し、教育環境を改善するとともに施設の安全性を確保する
ことができた。引き続き、施設・設備等の適正な維持管理に努め、安全で快適な教育環境を提供して
いく。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

3項 中学校費 366,278,784円 2目 教育振興費 79,340,399円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 306ページ）

意　図 英語検定に挑戦し、英語力を向上させる

概 要
・

実 績

　大船渡市立中学校に在籍する中学生に対して、１人につき、年１回の検定料を全額助成す
る。
【令和元年度検定料助成事業実施報告】
　〈合格者数〉５級（194名）　４級（158名）　３級（90名）　準２級（10名）

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 実用英語技能検定検定料助成事業（継続）

事業費 2,173,900円

対　象 中学生全学年

774

助成率 ％ 24.7 24.2 89.0 90.3 96.4

英検助成人数 人 235 224 775 746

R元

全生徒数 人 950 924 871 826 803

41.9

準2級合格率 ％ 41.7 60.0 13.8 14.2 17.9

3級合格率 ％ 72.0 57.4 40.2 40.8

70.0

4級合格率 ％ 77.1 86.0 56.8 57.2 58.0

5級合格率 ％ 87.0 95.7 68.4 69.3

　事業実施により、生徒の英語力向上が確実に図られているとともに、高校受験への一助にもつな
がっていることから、今後も継続的に事業を実施し、意欲的に取り組んでいける生徒を育てながら、
英語力の向上に努めていく。

事業名 教育用コンピュータ整備事業（中学校）（継続）

事業費 35,565,544円

対　象 市内中学校の生徒、教職員

3項 中学校費 366,278,784円 2目 教育振興費 79,340,399円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 306ページ）

R元

教育用パソコンリース台数 台 460 462 460 462 462

意　図 教育用コンピュータやインターネットを活用し、教育の情報化を進める。

概 要
・

実 績

　教育の情報化を進めるため、教職員や生徒に必要となる教育用コンピュータ機器等を整備
する。
　【令和元年度事業】
　　　教育用コンピュータシステム等賃借料：35,565,544円

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

100.0インターネット環境整備率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0

　小学校で養った情報活用能力を基に、技術・家庭での学習を基本としつつ、各教科のねらいや目的
に応じてコンピュータを効果的に活用し、情報の収集や発信、処理などの基本的な仕組みや利用につ
いて学ぶことにより、生徒一人一人の興味や関心を高め、きめ細やかな学習活動の充実が図られた。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 要保護・準要保護生徒就学援助事業（継続）

事業費 34,339,135円 （国1/2、県10/10）

対　象 生活保護を受けている世帯又はこれに準ずる世帯の生徒の保護者

3項 中学校費 366,278,784円 2目 教育振興費 79,340,399円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 306ページ）

R元

就学援助認定者数 人 325 321 286 273 263

意　図 経済的な負担が軽減される。

概 要
・

実 績

　経済的な理由により就学が困難と認められる生徒や、東日本大震災により被災した生徒の
保護者に対して学用品費、給食費、修学旅行費等を援助する（被災した生徒の保護者への就
学援助については、10/10が県補助金の対象）。
　【援助対象】　要保護　　  ２人
　　　　　　　　準要保護 　261人（うち被災139人）　　計　263人

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

130,567１人当たりの平均就学援助費 円 131,590 132,043 147,072 123,995

　学校等と連携を図りながら、経済的な理由により就学が困難な世帯に対して、就学に要する費用の
援助を実施することができた。今後も関係機関と連携・協力を図りながら対象者の把握と必要な援助
を行っていく。

1目 幼稚園費 10,898,508円

事業名 私立幼稚園就園奨励事業（継続）

事業費 3,246,800円 （国1/3）

対　象 私立幼稚園に就園する幼児の保護者

1 1

意　図

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 308ページ)

4項 幼稚園費 10,898,508円

R元

支給幼稚園数 園 1 1 1

経済的負担が軽減される。

概 要
・

実 績

　幼稚園教育の振興に資するため、私立幼稚園の設置者が入園料及び保育料を減免する事業
の経費に対し、補助金を交付し、公立・私立幼稚園間の保護者負担の格差の是正を図る。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

77,310幼児１人当たり平均支給金額 円 119,627 114,333 138,305 137,089

56

対象幼児数(保育料等減免） 人 67 78 59 56 42

在園幼児数 人 77 92 70 68

　私立幼稚園の入園料及び保育料を世帯の収入に応じて減免することにより、保護者の経済的負担の
軽減が図られ、幼児への質の高い教育が提供された。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 学校支援地域本部事業（継続）

事業費 10,757,960円 （県10/10）

対　象 学校教育を支える地域住民

5項 社会教育費 292,608,440円 1目 社会教育総務費 84,132,627円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 308ページ）

R元

スクールガード委嘱人数 人 49 44 42 45 45

意　図 児童生徒が安全・安心な学校生活を送ることができるよう支援する。

概 要
・

実 績

　スクールガード配置事業及び学校支援地域本部事業の実施、事業評価検証委員会の開催。
　令和元年度は、スクールガードを13校に45人、地域ボランティアを12校に14人配置し、登
下校時の児童生徒の安全確保と学校活動の支援を図った。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

8,394

地域コーディネーター活動時間 時間 － 47 － － 2

スクールガード活動時間 時間 9,732 8,585 9,231 8,704

1

地域ボランティア委嘱人数 人 13 － 10 12 14

地域コーディネーター委嘱人数 人 － 1 0 0

1,756

　様々な環境変化があった中、登下校時の安全の確保が図られた。
　また、地域住民がスクールガードや地域ボランティアとして活動することにより、児童生徒との交
流が生まれ、コミュニティ拡充の一助となっている。

地域ボランティア活動時間 時間 1,737 － 1,980 2,089

事業名 私立幼稚園教育支援事業（継続）

事業費 7,319,120円

対　象 私立幼稚園に就園する幼児の保護者

4項 幼稚園費 10,898,508円 1目 幼稚園費 10,898,508円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 308ページ)

R元

支給幼稚園数 園 1 1 1 1 1

意　図 経済的負担が軽減される。

概 要
・

実 績

　幼児の健全な育成及び資質の向上を図るため、私立幼稚園の設置者が保育料及び給食費を
減免する場合に要する経費に対し、補助金を交付する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

13,893幼児１人当たりの平均支給金額 円 23,556 33,250 38,167 15,313

56

対象幼児数（保育料等補助） 人 9 12 12 16 56

在園幼児数 人 77 92 70 68

　私立幼稚園の保育料等を保育所と同様に減免することにより、保護者の経済的負担の軽減が図ら
れ、幼児への質の高い教育が提供された。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 地域社会教育振興事業（継続）

事業費 20,665,750円

対　象 地区公民館、地域公民館

5項 社会教育費 292,608,440円 1目 社会教育総務費 84,132,627円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 310ページ）

R元

市内地区公民館数 館 11 11 11 11 11

意　図 活発に自主活動を行うようになる。

概 要
・

実 績

　地区公民館の運営費、地域公民館の新築及び修繕等に要する費用に対して助成する。
　令和元年度は、11地区公民館に地域社会教育振興事業費補助金（13,309千円）を、３地域
公民館に地域公民館整備事業費補助金（7,358千円）を交付した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

129

補助金交付件数 館 2 3 1 0 3

市内地域公民館数 館 129 129 126 129

11

補助金交付額 千円 13,262 13,310 13,310 13,309 13,309

補助金交付件数 館 11 11 11 11

7,358

　地区及び地域における学習活動の拠点である公民館の環境が整い、それらを活用した各地区におけ
る活動を通じて、社会教育の促進はもとより、地区住民の融和等が図られている。

2目 文化財保護費 19,951,887円

補助金交付額 千円 15,000 25,000 600 0

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 310ページ）

5項 社会教育費 292,608,440円

意　図 普及し、活用してもらう。

概 要
・

実 績

　文化財の整備と普及を行う事業（文化財解説パンフレットの配布、文化財説明看板の更
新、大船渡の三面椿見学者トイレの維持管理、地域の特色ある埋蔵文化財活用事業（国庫事
業）「文化財めぐり、考古資料関係展示、土偶づくり」）

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 文化財整備普及事業（継続）

事業費 2,257,079円 （国1/2）

対　象 指定文化財、市民

100.0
各種イベント(展示除く)
参加者の満足度

％ － － 100.0 100.0

R元

各種イベント参加者数 人 － － 536 934 566

　国の補助事業を活用し埋蔵文化財の保護思想の普及啓発に努めるともに、文化財の一般公開や各種
イベントを実施しながら文化財に対する理解と関心を深めていただけるよう努めた。今後も、関係機
関・団体等の支援をいただきながら、文化財に対する市民の理解を高めていく。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 芸術文化活動支援事業（継続）

事業費 1,186,182円

対　象 市民芸術祭実行委員会

5項 社会教育費 292,608,440円 3目 芸術文化振興費 3,622,682円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 312ページ）

R元

市補助金交付額 千円 1,134 1,082 1,081 1,234 1,187

意　図 円滑に事業を運営してもらう。

概 要
・

実 績

　市民の芸術文化活動を支援する事業であり、大船渡市民芸術祭実行委員会に補助金を交付
するもの。
　令和元年度は、大船渡市民芸術祭開催費補助金（1,187千円）を交付し、10月から12月に
かけて、市民芸術祭が19部門34事業（うち総合美術展13事業）開催された。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

34

市民芸術祭参観者数 人 7,619 6,503 5,824 6,409 6,253

市民芸術祭事業数 事業 35 34 31 33

　市民芸術祭に参加する団体（事業）数は横ばい傾向であるが、多くの市民の参加があり、芸術文化
活動の奨励・促進に寄与している。

5項 社会教育費 292,608,440円 2目 文化財保護費 19,951,887円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 310ページ）

意　図 適切に保存・伝承される。

概 要
・

実 績

　復興関係事業に伴う埋蔵文化財の調査研究を行う事業（被災者の個人住宅建設などの開発
行為に伴う発掘調査、報告書作成に係る整理作業、開発行為に伴う事前調査）。
　令和元年度は、田代遺跡緊急発掘調査書を発刊するとともに、長谷堂貝塚群発掘調査等に
おける報告書の刊行に向けた整理作業を行った。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 埋蔵文化財調査事業（復興交付金）（継続）

事業費 9,703,915円 （国75％）

対　象 埋蔵文化財

1発掘調査報告書を刊行した遺跡数 遺跡 2 2 3 2

R元

発掘調査による出土遺物量 箱 100 0 20 0 0

　震災復興に関連した開発行為に伴い、急増した埋蔵文化財発掘調査について、迅速な試掘・発掘調
査に努めながら、復興創生期間内の報告書刊行に向けた整理作業を行っている。また、発掘調査報告
書を関係機関等に配布して、国民共有の貴重な財産である埋蔵文化財の保存及び活用を図っている。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 芸術文化団体育成・支援事業（継続）

事業費 1,600,000円

対　象 大船渡市芸術文化協会

5項 社会教育費 292,608,440円 3目 芸術文化振興費 3,622,682円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 312ページ）

補助金交付額 千円 530 530 2,688 1,500

R元

大船渡市芸術文化協会加盟団体数 団体 51 52 50 50 51

意　図 円滑に運営してもらう。

概 要
・

実 績

　大船渡市芸術文化協会の運営及び芸術文化創作活動を支援するため、大船渡市芸術文化育
成事業補助金を交付するもの。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

1,600

5項 社会教育費 292,608,440円 4目 公民館費 80,640,644円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 312ページ）

　平成29年度の民間への協会事務局移管後においても、加盟団体数に大きな変化がない等、活動が円
滑に展開されている。

回 194 148 147 151 141

意　図 自ら学習し、生き方や日々の暮らしに役立ててもらう。

概 要
・

実 績

　市民の様々な学習ニーズに応えるため、地区公民館等と連携を図りながら、現代的課題や専門的な学習に取り組
む機会を提供した。
　・生きがいセミナー開催事業　478,668円（回数：68回、延べ参加者数：2,208人）
　・乳幼児学級開催事業　　　 　84,397円（回数：８回、延べ参加者数：95人）
　・市民講座開催事業　　　　　288,478円（回数：15回、延べ参加者数：341人）
　・家庭教育学級開催事業　　　143,222円（回数：15回、延べ参加者数：1,030人）
　・青少年体験学習事業　　　1,534,534円（回数：４回、延べ参加者数：84人）
　・地域再生支援文化活動事業　196,275円（回数：31回、延べ参加者数：669人）

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 各種学級・講座等運営事業（継続）

事業費 2,725,574円 （県100％（家庭教育学級開催事業、青少年体験学習事業））

対　象 市民

　毎年度一定数の受講者があり、市民の学習意欲の啓発・向上に繋がっている。
　学習会は、高い満足度を得られていることから、今後も継続する。
　乳幼児学級開催事業は、子育てや親子関係に関する様々な学習機会を提供してきたが、市内の子育
て支援団体の活動の充実により、類似事業による代替が可能であることから、令和２年度から廃止と
した。

4,427

満足度の高評価比率 ％ 92.5 91.2 88.0 92.2 94.3

延べ参加者数 人 5,801 4,825 4,609 4,834

R元

実施回数
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

事業名 博物館施設改修事業（継続）

事業費 2,735,700円 （起債95％）

対　象 博物館利用者（市民、碁石海岸を訪れる観光客）、博物館施設・設備

5項 社会教育費 292,608,440円 6目 博物館費 50,726,420円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 318ページ）

R元

施設設備の改修済件数 件 3 4 10 8 2

意　図 快適な環境で気仙地域の自然と文化を学ぶことができる。

概 要
・

実 績

　市立博物館（昭和41年に岩手県第２号の登録博物館）の施設設備の改修、整備等を行う。
主な業務は、施設設備の改修、整備、大規模な修繕。
　令和元年度は、考古・民俗展示室の空調機更新業務と会議室、管理人室への空調機設置業
務を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

5項 社会教育費 292,608,440円 6目 博物館費 50,726,420円

　令和元年度は、ここ５年で最も少ない改修済件数となったが、開館から40年近く経過し、施設の老
朽化が進んでいることから、今後も適正かつ計画的な改修・整備を行い、長く活用できるよう事業を
継続していく。

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 318ページ）

意　図 展示事業を通して、気仙地域の自然と文化について学ぶことができる。

概 要
・

実 績

　市民や碁石海岸を訪れる観光客に対して、博物館資料を公開活用するための事業。主な業
務は、展示資料及び展示設備の維持管理、企画展示・特別陳列の実施、企画展示図録の刊行
等。
　令和元年度は、「岩手の海とジオの魅力展」協働展示促進事業（岩手県地域経営推進費事
業）等を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 博物館展示事業（継続）

事業費 3,575,375円 （県2/3）

対　象 博物館利用者（市民、碁石海岸を訪れる観光客）

R元

博物館入館者数 人 9,871 9,589 7,691 7,657 7,378

　指標において、入館者数が漸減となっているが、令和元年度は「岩手の海とジオの魅力展」の開催
期間中においては、入館者数が前年同期より増加していることから、より質の高い魅力ある展示を企
画して来館者の歴史・文化への理解を深めるとともに、入館者の増加と資料の適切な保存・活用を
図っていく。
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

6項 保健体育費 530,471,489円 1目 保健体育総務費 69,940,457円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 322ページ）

R元

補助金額 千円 9,300 9,300 9,300

事業名 一般財団法人大船渡市体育協会運営事業（継続）

事業費 9,100,000円

対　象 一般財団法人大船渡市体育協会

490

600 630 630

加盟協会育成助成金 千円 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

9,300 9,100

意　図 事業運営を円滑に進める。

概 要
・

実 績

　一般財団法人大船渡市体育協会による県民体育大会への選手派遣、市民体育大会の開催・
運営、各加盟競技団体やスポーツ少年団の育成等に係る事業を支援するもの。
　令和元年度においては、新型コロナウイルス感染症の拡大により、一部事業が中止・縮小
となった。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

995 998

県民体育大会選手派遣助成金 千円 1,511 1,739 1,762 1,651 1,324
主
な
内
訳

市民体育大会開催費補助金 千円 999 1,000 996

県民体育大会選手強化費助成金 千円 600 540

380

事業名 復興「ありがとう」ホストタウン事業（継続）

事業費 1,468,880円

対　象 市民

6項 保健体育費 530,471,489円 1目 保健体育総務費 69,940,457円

　関係機関・団体と連携して効果的に事業運営されており、スポーツの振興・普及が図られている。
　今後は、新型コロナウイルス感染症拡大防止に対応した事業実施が必要となる。

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 320ページ）

R元

交流イベント実施数 回 － － 2 6 6

意　図 米国を相手国に、当市の復興への支援に感謝し、親しく交流する。

概 要
・

実 績

　スポーツや文化、音楽、食等様々な分野での交流を通じて、東日本大震災からの復興状況
を発信しながら支援いただいた方々に謝意を伝えるとともに、市民の開催機運醸成を図り、
東京2020オリンピック・パラリンピックの成功につなげるもの。
　令和元年度は、千葉県印旛市での陸上クリニック、同県船橋市での体操体験会、米国で開
催されたパネルディスカッションイベントへ参加したほか、３×３バスケ大会、ジャズコン
サート、英語での絵本読み聞かせイベント等を開催した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

　平成29年11月の復興「ありがとう」ホストタウン登録を受け、多様な交流イベントを実施したこと
により、参加者や関係する市民を中心に、東京2020オリンピック・パラリンピックに向けた機運醸成
が図られている。

スポーツ少年団運営費助成金 千円 956 955 941 942 987

全国大会等出場激励金 千円 440 590 595
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

保健体育費 530,471,489円 1目 保健体育総務費 69,940,457円

事業名 各種大会運営支援事業（継続）

事業費 2,100,000円

1,061

対　象

意　図 大会運営を円滑に進める。

2,408

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 322ページ）

6項

R元

大会参加者数 人 3,462 2,675 2,851

H29 H30

千円 200 200 200 200 300

2,100

内
訳

ﾎﾟｰﾄｻｲﾄﾞﾏﾗｿﾝ大会 千円 1,600 － 1,600 1,600 1,800

ﾎﾟｰﾄｻｲﾄﾞﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ大会

補助金額 千円 3,000 1,400 3,000 3,000

－

　大船渡新春四大マラソン大会を中止したことにより大会参加者数は減少したものの、大船渡ポート
サイドマラソン大会、大船渡ポートサイドバレーボール大会のいずれも参加者数が増加する等、ス
ポーツの振興や交流人口の拡大が図られている。
　今後は、新型コロナウイルス感染症拡大防止に対応した大会運営が必要となる。

新春四大ﾏﾗｿﾝ大会 千円 1,200 1,200 1,200 1,200

一般財団法人大船渡市体育協会

概 要
・

実 績

　生涯スポーツの振興や市民の体力向上、健康の維持増進及び競技力の向上、スポーツによ
る交流人口の拡大等を目的として、各種スポーツ大会を開催するもの。
　令和元年度は、大船渡ポートサイドマラソン大会と大船渡ポートサイドバレーボール大会
を開催した。
　なお、例年開催している大船渡新春四大マラソン大会は、コース上の道路工事の影響によ
り中止とした。

指　　標 単位 H27 H28

6項 保健体育費 530,471,489円 2目 体育施設費 59,526,711円

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 322ページ）

意　図 安全性・快適性を確保する。

概 要
・

実 績

　スポーツ施設・設備の整備により、スポーツ環境の充実を図るもの。
　令和元年度は、赤崎グラウンド駐車場（2,630㎡）のアスファルト舗装と、三陸Ｂ＆Ｇ海
洋センターの変電設備の更新を実施した。また、民間支援により整地用スポーツトラクター
の格納庫を整備したほか、台風第19号により傾倒した市民体育館の入口看板を復旧した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 スポーツ施設整備事業（継続）

事業費 19,982,077円

対　象 スポーツ施設・設備

R元

整備施設数 箇所 － 1 3 4 4

　施設・設備の安全性・機能性の向上が図られた。
　当市のスポーツ施設については、現状維持を基本としていることから、施設の老朽化を踏まえなが
ら、長寿命化、高機能化等に資する整備を計画的に進める必要がある。
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【関係指標】

【 考　察 】

10款 教育費 2,382,274,154円 (決算書 324ページ）

R元

学校給食実施回数 回 182 182 182 182 174

概 要
・

実 績

　現在、北部学校給食センターほか４箇所の学校給食共同調理場（大船渡、大船渡北、末
崎、綾里）を稼動しているところである。民間活力の積極的な活用を図るため、調理業務に
関して北部センター、末崎及び綾里調理場で実施してきたが、令和元年度から大船渡北調理
場においても開始した。
　また、各調理場から所管校までの給食配送業務に関しては、９ルート（大船渡地区、大船
渡北地区、末崎地区、綾里地区、猪川・立根地区、赤崎地区、立根・日頃市地区、越喜来地
区、吉浜地区）を委託している。
なお、給食施設の老朽化に伴い調理設備や機器の不具合が生じており、その都度適切な対応
に努めている。令和元年度は北部センター排水処理施設放流ポンプの交換など計41箇所の修
繕等を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 学校給食事業（継続）

事業費 314,143,630円 （）[]

対　象 市内小中学校の児童生徒、学校給食施設

6項 保健体育費 530,471,489円 5目 共同調理場費 397,382,411円

5 5 5 5

41

食に関する指導(食育)実施延数 回 116 122 123 114 130

修繕件数 件 22 25 59 50

100.0

　国の学校給食衛生管理基準等に基づき安全と衛生面に細心の注意を払いながら、栄養価の充足に十
分配意した給食を提供している。また、各学校において、学級担任教師と連携し食に関する指導を
行っており、児童生徒の年齢に応じたテーマを取り上げ写真やグラフを用いるなど工夫を重ね取り組
んでいる。今後は、学校統合の進捗を踏まえながら調理施設の拠点化の検討や業務委託の見直し等を
含めて、より効率的な事業運営を図る必要がある。

意　図
安全でおいしく、栄養バランスの良い学校給食が提供される。併せて、食育への取組を通し
て児童生徒の食に対する正しい理解と適切な判断力を養う。

食に関する指導(食育)実施校数
／市内小中学校数 ％ 80.0 100.0 94.7 100.0

5

対象となる児童生徒数 人 2,571 2,481 2,382 2,309 2,254

市内小中学校の調理場数 箇所
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

11款 災害復旧費 1,471,797,921円 (決算書 326ページ)

事業名 水産施設災害復旧費（継続）

事業費 1,261,219,472円 （国100％、起債100％）[現年・繰越明許]

　第１１款　災害復旧費　《1,471,797,921円》

対　象 漁港・海岸施設（防波堤、物揚場、船揚場、防潮堤等）

1項 農林水産施設災害復旧費 1,282,575,576円 1目 水産施設災害復旧費 1,261,219,472円

R元

計画箇所数 箇所 186

意　図 東日本大震災前の状態に復旧し、安全に利用できる。

概 要
・

実 績

　被災した漁港・海岸施設を早期に復旧し、漁業活動が可能な状態に回復させるため、国の
災害査定を受けた上で、災害復旧工事を行うもの（東日本大震災からの復旧・復興に向けた
期間限定の緊急的な事業）。
　令和元年度末の復旧率は漁港100％、海岸96.4％（防潮堤復旧延長）である。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

192

189

復旧率（箇所数ベース） ％ 74.7 85.9 95.3 95.8 98.4

復旧延べ箇所数 箇所 139 165 183 184

23,657,453

実施延べ事業費 千円 13,287,112 16,535,986 19,494,825 21,232,417 22,493,637

計画事業費 千円 18,943,097 24,357,171 22,735,099 23,657,453

95.1

　漁業基盤施設の早期復旧を求められているが、一度に多くの工事を設計し発注することは困難なこ
とから、復旧する施設の順位付けを行いながら復旧工事を進めてきた。令和元年度は千歳・泊里の漁
港海岸施設が復旧した。東日本大震災関連の復旧工事は令和２年度の事業完了を目指している。

11款 災害復旧費 1,471,797,921円 (決算書 330ページ)

復旧率（事業費ベース） ％ 70.1 67.9 85.7 89.7

事業名 観光施設災害復旧費（継続）

事業費 67,715,920円

対　象 海水浴場のトイレ・シャワー室

2項 その他公共施設等災害復旧費 68,915,140円 1目 観光施設災害復旧費 67,715,920円

復旧施設数 施設 0 0 0 2 3

意　図 海水浴客に快適に利用してもらう。

概 要
・

実 績

　東日本大震災で被災した海水浴場トイレ・シャワー室の施設を復旧するもの。令和元年度
は、平成30年度に着工した綾里海水浴場トイレ・シャワー室の復旧工事が７月に完成し、同
月の海開きから供用開始した。また、平成30年度に復旧した越喜来浪板海水浴場トイレ・
シャワー室が、令和元年台風19号の影響による土砂崩れにより被災したため、令和２年２月
から復旧業務に着手した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

　令和元年度の綾里海水浴場トイレ・シャワー室の完成により、東日本大震災で被災した市内３海水
浴場のトイレ・シャワー室の災害復旧が全て完了した。一方、台風19号により被災した越喜来浪板海
水浴場トイレ・シャワー室の復旧については、周辺市道等の災害復旧事業の影響により不測の日数を
要したため令和２年に繰越し、同年７月に完成した。

789観光入込客数（暦年） 千人 882 730 707 697

100.0

海水浴場来場者数 人 0 0 1,051 3,918 4,634

復旧率 ％ 0.0 0.0 0.0 66.7
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【関係指標】

【 考　察 】

23,586,927

　第１２款　公債費　《2,002,886,489円》

　令和元年度は台風第19号の影響等により災害復旧事業債の借入が増えるなど借入件数が増加した。
　今後は、少子高齢化が急速に進むことで市の財政運営が厳しくなることが予想されるため、過度な
将来負担を招くことのないよう、地方債の新規発行は慎重に行う必要がある。

23,581,157起債残額 千円 21,498,545 23,556,067 23,481,477

41 45

1,890,000

元金償還額 千円 1,882,777 1,904,089 1,934,140 1,887,110 1,873,543

借入額 千円 2,566,200 3,788,200 1,372,900 2,018,300

借入件数 件 35 51 42

意　図 当年度の財源調整や世代間負担の平準化が図られる。

概 要
・

実 績

　災害復旧等の突発的に発生する事業や大規模な公共事業等を行う際に、財政負担を平準化
できる地方債を発行し、元金・利子を償還する。
　令和元年度は、新たに45件の借入を行い、元金：1,873,543,154円、利子：129.274,195円
を償還した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

事業名 地方債元金・利子償還（継続）

事業費 2,002,817,349円

　第１３款　諸支出金　《0円》

　第１４款　予備費　　《0円》

12款 公債費 2,002,886,489円 (決算書 332ページ)

対　象 地方債

1項 公債費 2,002,886,489円 1・2目 元金・利子 2,002,817,349円
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（２）魚市場事業特別会計 
  

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１使用料及び手数料 22,272,889 15.0 18,501,671 8.6 △ 3,771,218 △ 16.9

２財産収入 2,572 0.0 2,896 0.0 324 12.6

３繰入金 126,358,159 85.0 196,609,911 91.4 70,251,752 55.6

４繰越金 － － － － － －

合　　計 148,633,620 100.0 215,114,478 100.0 66,480,858 44.7

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１魚市場費 43,284,018 29.1 44,928,039 20.9 1,644,021 3.8

２公債費 105,349,602 70.9 170,186,439 79.1 64,836,837 61.5

合　　計 148,633,620 100.0 215,114,478 100.0 66,480,858 44.7

歳入歳出差引額 0 0 0

①　歳入決算総括表

②　歳出決算総括表

区　　分
（款）

平成30年度 令和元年度

平成30年度 令和元年度
区　　分
（款）
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③ 歳入事項別説明書 

 第１款  使用料及び手数料 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

22.8 13.0 16.7 23.1 24.2 21.0 19.3 24.1 22.3 18.5

①　水産使用料 22.8 13.0 16.7 23.1 24.2 21.0 19.3 24.1 22.3 18.5

１　使用料

区分（項・目）
決　　算　　額

（単位：百万円）

 

 ※ 地方卸売市場大船渡市魚市場の使用料である。水揚げ額に一定率を乗じた金額を施設使用料 

として徴収している。 

 

 第３款  繰入金 

（単位：百万円）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

32.8 89.3 354.3 464.8 130.2 66.9 123.2 130.0 126.4 196.6

①　一般会計繰入金 32.8 89.3 354.3 464.8 130.2 66.9 123.2 130.0 126.4 196.6

１　他会計繰入金

決　　算　　額
区分（項・目）
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④ 歳出事項別説明書 

 第１款 魚市場費 《44,928,039 円》 

【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

5,694 6,979 6,502 5,397

魚市場活性化施設来場者数 千人 49 43 41 40 42

1款 魚市場費 44,928,039円 （決算書 340ページ）

1項 魚市場費 44,928,039円 1目 魚市場費

対　象 大船渡水産振興会、地元船及び廻来船の船主

意　図 誘致活動により大船渡市魚市場への水揚量が増加する。

概 要
・

実 績

　大船渡市魚市場への水揚げ増強を図るため、市と大船渡水産振興会（市から補助金
を交付）が協力して、廻来船（地元船籍以外の船）及び地元船（サンマ、イサダ、イ
カ、定置網など）の誘致、水揚優秀船表彰式を実施した。

44,928,039円

事業名 大船渡魚市場水揚増強対策事業（継続）

事業費 3,432,450円

R元

水揚数量に占める廻来船の割合 ％ 25.8 32.8 29.1 33.4 29.0

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

大船渡市魚市場水揚量 ｔ 41,799 36,076 37,605 43,393 35,935

大船渡市魚市場水揚金額 百万円 6,107

36.0水揚金額に占める廻来船の割合 ％ 33.1 39.0 31.3 34.7

　サンマ・サケ・スルメイカなどの主要魚種の不漁が続き、令和元年度は水揚量・水揚金額と
もに昨年度より減少したが、漁船誘致活動の実施により廻来船による水揚げが一定程度確保さ
れており、水揚量の維持に寄与している。

1款 魚市場費 44,928,039円 （決算書 340ページ）

事業名 大船渡市魚市場維持管理事業（継続）

事業費 37,925,050円

対　象 大船渡市魚市場

1項 魚市場費 44,928,039円 1目 魚市場費 44,928,039円

意　図 施設を適切に維持管理する。

概 要
・

実 績

　大船渡市魚市場の建物や設備などの施設の管理を行う。主な内容は、光熱水費の支
出、施設修繕、施設管理の委託等である。
　平成26年４月の新魚市場完成に伴い、活性化施設等の管理を大船渡魚市場㈱に指定
管理委託している。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

施設設備の不具合修繕件数 件 7 14 7 6 5

修繕等要望への対応率 ％ 100.0 100.0 100.0 85.7

　多目的ホールや展示室など活性化施設の利用者数は、新魚市場完成直後と比較して減少して
いるが、年間４万人の水準を保っており、引き続き利用者の増加に向けて指定管理者と取組を
進めていく。
　また、新魚市場完成から７年が経過し、経年劣化による不具合が生じていることから、適正
かつ計画的な修繕・整備による施設の維持管理を実施していく。

83.3
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(３)介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） 
 

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１ サービス収入 9,802,000 67.9 10,749,350 65.1 947,350 9.7

２ 繰越金 4,639,989 32.1 5,770,531 34.9 1,130,542 24.4

合　計 14,441,989 100.0 16,519,881 100.0 2,077,892 14.4

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１ 事業費 8,671,458 100.0 9,572,723 100.0 901,265 10.4

合　計 8,671,458 100.0 9,572,723 100.0 901,265 10.4

歳入歳出差引額 5,770,531 6,947,158 1,176,627

①　歳入決算総括表

②　歳出決算総括表

区　　分
（款）

平成30年度 令和元年度

平成30年度 令和元年度
区　　分
（款）

 

 

③ 歳入事項別説明書 

 第１款  サービス収入 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

16.8 18.7 19.7 19.4 21.8 21.7 8.2 9.0 9.8 10.7

①　介護予防支援サービス
    計画費収入

16.8 18.7 19.7 19.4 21.8 21.7 8.2 9.0 9.8 10.7

１　介護予防給付費収入

区分（項・目）

（単位：百万円）

決　　算　　額
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④ 歳出事項別説明書 

 第１款 事業費 《9,572,723 円》 

【関係指標】

【 考　察 】

1款 事業費 9,572,723円 （決算書 348ページ)

1項 介護予防支援事業費 9,572,723円 1目 介護予防支援事業費 9,572,723円

事業名 介護予防支援事業（継続）

事業費 9,572,723円

対　象 要支援１又は要支援２の認定を受け、介護予防サービスの利用意向がある者

意　図 心身の状態の悪化や要介護状態になることを防ぐ。

概 要
・

実 績

　要支援１又は要支援２の者の状態を調査して分析し、適切な介護予防サービス計画を作成
し、サービスの調整や関係機関との連絡・調整を行う。
　令和元年度は、利用申込の受付、契約締結、状態の調査・分析、介護予防サービス計画原
案作成、サービス担当者会議、介護予防サービス計画交付、サービス提供、モニタリング、
評価、給付管理業務、介護報酬請求を実施した。

2,227 2,531

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

700 630 544 636

R元

介護予防サービス計画作成件数 件 5,025 1,888 2,032

678

介護予防サービス計画
作成・サービス提供率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

要支援１・２の認定者数 人

(認定者の計画を１回以上
作成した割合)

　平成28年度から、要支援者の一部の介護予防サービスが「介護予防・日常生活支援総合事業」に移
行したため、計画作成件数が減少している。
　適切なケアマネジメントにより、高齢者ができる限り自立し、住み慣れた地域で安心して暮らせる
ようになってきている。
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（４）介護保険特別会計（保険事業勘定） 
  

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１ 保険料 862,281,849 19.6 837,954,506 19.3 △ 24,327,343 △ 2.8

２ 使用料及び手数料 100,160 0.0 98,700 0.0 △ 1,460 △ 1.5

３ 国庫支出金 1,097,092,279 25.0 1,072,033,165 24.7 △ 25,059,114 △ 2.3

４ 支払基金交付金 1,079,400,487 24.6 1,077,172,361 24.8 △ 2,228,126 △ 0.2

５ 県支出金 609,872,945 13.9 604,325,732 13.9 △ 5,547,213 △ 0.9

６ 財産収入 35,479 0.0 511,423 0.0 475,944 1,341.5

７ 繰入金 658,122,684 15.0 639,528,424 14.7 △ 18,594,260 △ 2.8

８ 繰越金 81,931,589 1.9 102,340,675 2.4 20,409,086 24.9

９ 諸収入 2,169,474 0.0 6,400,605 0.2 4,231,131 195.0

合　計 4,391,006,946 100.0 4,340,365,591 100.0 △ 50,641,355 △ 1.2

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１ 総務費 108,762,916 2.6 98,388,025 2.3 △ 10,374,891 △ 9.5

２ 保険給付費 3,867,688,961 90.2 3,892,325,431 90.7 24,636,470 0.6

３ 基金積立金 99,884,479 2.3 55,726,423 1.3 △ 44,158,056 △ 44.2

４ 地域支援事業費 163,921,904 3.8 176,121,294 4.1 12,199,390 7.4

５ 諸支出金 48,408,011 1.1 69,850,114 1.6 21,442,103 44.3

合　計 4,288,666,271 100.0 4,292,411,287 100.0 3,745,016 0.1

歳入歳出差引額 102,340,675 47,954,304 △ 54,386,371

区　分
（款）

平成30年度 令和元年度

①　歳入決算総括表

②　歳出決算総括表

平成30年度 令和元年度
区　分
（款）
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③ 歳入事項別説明書 

第１款  保険料 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

581.5 440.1 583.1 681.7 707.6 770.6 780.2 788.5 862.3 838.0

①　第1号被保険者
　　保険料

581.5 440.1 583.1 681.7 707.6 770.6 780.2 788.5 862.3 838.0

１　介護保険料

区分（項・目）
決　　算　　額

（単位：百万円）

 
１．第 1 号被保険者の保険料 

区分 第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 第６段階 第７段階 第８段階 第９段階

金額 24,720 41,160 47,640 59,160 65,760 78,960 85,440 98,640 111,840

（単位：円）

 
  ２．第 1 号被保険者の保険料の収納状況 

（単位：円、％）
区分 調定額Ａ 収入済額Ｂ 不納欠損額 収入未済額 還付未済額 収納率B/A

特別徴収分 784,338,580 785,035,170 0 0 696,590 100.1

普通徴収分 54,675,190 50,401,851 0 4,307,269 33,930 92.2

滞納繰越分 10,150,621 2,517,485 2,427,400 5,205,736 0 24.8

計 849,164,391 837,954,506 2,427,400 9,513,005 730,520 98.7  

 

第４款  支払基金交付金 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

918.9 873.9 930.5 954.6 986.7 1,013.4 1,064.9 1,081.3 1,079.4 1,077.2

① 介護給付費交付金 911.8 867.8 924.4 949.7 983.0 1,010.3 1,039.9 1,057.7 1,054.1 1,050.2

② 地域支援事業支援
　 交付金

7.1 6.1 6.1 4.9 3.7 3.1 25.0 23.6 25.3 27.0

１　支払基金交付金

区分（項・目）
決　　算　　額

（単位：百万円）
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第７款  繰入金 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

458.3 441.7 478.0 470.9 512.1 560.3 574.8 617.3 624.1 639.5

①　介護給付費
　　繰入金

372.9 355.5 389.0 386.8 427.7 452.7 459.5 476.2 485.4 488.1

②　地域支援事業繰入金
　 （介護予防・日常生活
　 　支援総合事業）

2.5 1.2 1.1 1.2 1.0 0.7 11.3 11.0 11.4 12.2

③　地域支援事業繰入金
    (介護予防・日常生活
     支援総合事業以外）

8.7 7.6 9.4 10.0 9.3 12.4 12.8 13.4 14.1 15.4

④　その他繰入金 74.2 77.4 78.5 72.9 74.1 88.5 85.3 110.9 107.1 96.1

⑤　低所得者保険
　　料軽減繰入金

－ － － － － 6.0 5.9 5.8 6.1 27.7

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 142.0 34.0 0.0

①　介護給付費準
    備基金繰入金

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 142.0 34.0 0.0

458.3 441.7 478.0 470.9 512.1 560.3 574.8 759.3 658.1 639.5

１　一般会計繰入金

２　基金繰入金

合　　計

区分（項・目）
決　　算　　額

（単位：百万円）

 

  



- 139 - 

④ 歳出事項別説明書 

 第１款 総務費 《98,388,025 円》 

【関係指標】

【 考　察 】

2,304

対　象

意　図

要介護認定又は要支援認定の申請により介護認定審査会の審査対象となった者

介護保険法の規定に基づき、要介護度が公正に審査、判定される。

　気仙広域連合で実施する介護認定審査会は、気仙管内の認定審査（２次判定）を行う
審査機関であり、医療（医師、歯科医師）、保健（保健師など）、福祉（施設関係職員
など）の各専門分野の委員で構成され、運営事業費は、２市１町の負担金を財源として
いる。
　令和元年度は、2,122件の要介護度を審査、判定した。

要介護認定審査会業務負担金

指　　標 単位

事業名 介護認定審査会事業（継続）

事業費 17,950,000円

概 要
・

実 績

H27 H28 H29

千円 18,068 18,530

審査判定数 件 2,263

　要介護認定は、介護サービスを利用するために必要不可欠であり、公正な審査、判定が求めら
れる。
　この業務を２市１町で構成する気仙広域連合が担っており、委員となる専門職の確保、一定の
審査件数が確保されることによる適度な間隔での認定審査会開催などにより、適正で効率的な事
務に寄与している。

1目

H30 R元

17,924 17,950

366ページ)(決算書

17,950,000円介護認定審査会費

2,022 2,112 2,122

18,188

1款 総務費 98,388,025円

3項 介護認定審査会費 41,442,715円

 

 第２款 保険給付費 《3,892,325,431 円》 

【関係指標】

【 考　察 】

182,112 188,715

8,723

千円 171,217

366ページ)

　高齢化で介護サービス利用量は増加傾向にあり、介護サービス給付費も５年間で369,554千円増
加している。高齢者の人口推移、サービス利用量などを見込み、介護サービス給付費が適正水準
で推移するよう努める必要がある。

施設介護サービス給付費 千円 1,198,542 1,264,299

居宅介護サービス計画給付費

4,911居宅介護福祉用具購入費

176,995187,736

事業費

9,028

介護サービス事業（継続）

827,584千円

1,323,952 1,431,795

居宅介護サービス給付費

6,054

4,149

2款

1項 介護サービス等諸費 居宅介護サービス給付費ほか

保険給付費

事業名

7,990

1,186,149

地域密着型介護サービス給付費 756,633

指　　標 単位 H27 H29

828,296

4,642

居宅介護住宅改修費 千円 9,021

概 要
・

実 績

対　象

意　図

ケアプランにより、指定居宅介護サービス又は指定施設介護サービスを利用した者

648,622 775,332

3,718

3,892,325,431円 (決算書

3,564,318,048円

H28

3,564,318,048円1・3・5・
7・8・9目

在宅生活の継続や施設入所により安心して生活することができる。

（国20％、県12.5％）3,564,318,048円

　要介護認定者が介護サービス（訪問介護、通所介護、介護老人福祉施設サービス等）
を利用した場合に、岩手県国民保険連合会に対して介護サービス給付費（９割、８割又
は７割）を支出する。

千円

1,114,072 1,175,662

H30 R元

1,204,871千円 1,162,749

3,836

1,291,030
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【関係指標】

【 考　察 】

　第３款　基金積立金　《55,726,423円》

【関係指標】

【 考　察 】

　基金残高は、５年間で167,299千円増加し、令和元年度末で773,673千円となっている。
　第８期介護保険事業計画における介護保険料の上昇を抑制するとともに、安定した介護保険事業財
政のために有効に活用する。

0

773,673年度末残高 円 606,374 695,412 652,062 717,946

取崩し額 円 0 0 142,000 34,000

R元

55,726積立額 千円 57,817 89,038 98,649 99,884

意　図 介護保険事業の健全かつ円滑な運営に資する。

概 要
・

実 績

　介護保険事業財政の均衡を保ち、急激な介護給付費の増加等に対応できるように、介護保
険事業特別会計において発生した剰余金等を積み立て、財源不足の際には、基金を取り崩し
て財源充当する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 介護給付費準備基金積立金（継続）

事業費 55,726,423円

対　象 介護給付費準備基金への積立金

1項 基金積立金 55,726,423円 1目 介護給付費準備基金積立金 55,726,423円

22,745 8,242 8,966 9,680

　介護予防サービス利用量は増加傾向にあり、介護予防サービス給付費も４年間で15,043千円増加し
ている。(平成28年度から、要支援者の介護予防サービスが「介護予防・日常生活支援総合事業」に
移行した。)
　高齢者の人口推移、サービス利用量などを見込み、介護予防サービス給付費が適正水準で推移する
よう努める必要がある。

3款 基金積立金 55,726,423円 (決算書 376ページ)

10,820

介護予防住宅改修費 千円 1,796 3,280 2,409 3,725 2,345

介護予防サービス計画給付費 千円

17,731

介護予防福祉用具購入費 千円 987 1,010 1,034 859 1,198

地域密着型介護予防サービス給付費 千円 10,539 15,100 12,069 15,470

R元

居宅介護予防サービス給付費 千円 159,933 40,556 44,583 46,728 51,137

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

対　象 ケアプランで指定居宅介護予防サービスや指定施設介護予防サービスを利用した者

意　図 身体機能の改善に取り組み、安心して生活を送ることができる。

概 要
・

実 績

　介護を予防するために要介護認定者が介護サービス（訪問介護、通所介護、介護老人福祉
施設サービス等）を利用した場合に、岩手県国民保険連合会に介護予防サービス給付費（９
割、８割又は７割分）を支出する。

83,230,613円

事業名 介護予防サービス事業（継続）

事業費 83,230,613円 （国20％、県12.5％）

2款 保険給付費 3,892,325,431円 (決算書 370ページ)

2項 介護予防サービス等諸費 83,230,613円
1・3・5・
6・7目

居宅介護予防サービス給付費ほか
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　第４款　地域支援事業　《176,121,294円》

【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

大船渡市地域助け合い創出研究会

市民意識調査「生きがいを持って生活
している」と答えた市民の割合 ％

　地区ごとに「助け合い活動」を実施する地域助け合い協議会が、３年５か月をかけて市内全地区に設置され
たことは、第１目標を達成した成果と認識している。
　今後は、地区の実情に応じた「ごみ出し支援」「買い物送迎支援」などの自主的な活動が創出されるよう
に、研究会の開催や先進事例の情報提供に努めながら、財政支援を継続する。

61.9 63.5 60.9 61.9

49.4

65.3

市民意識調査「何事も助け合える地域
である」と答えた市民の割合 ％ 46.8 44.1 46.0 45.3

回 8 3 3 3

R元

2

3

大船渡市地域助け合い協議会 回 3 3 3 2

意　図 生きがいを持ち、住み慣れた地域で安心して暮らせる活動を推進する。

概 要
・

実 績

　大船渡市地域助け合い協議会を設置し、また市内各地区においては住民主体による地区版
の地域助け合い協議会が設立されている。
　令和元年度は、地区版の地域助け合い協議会（各地区に年額60万円の財政支援）が全地区
(11地区)で設立され、地区の実情に応じた「ごみ出し支援」などの活動が実施されている。
また、地域包括ケア推進本部会議、大船渡市地域助け合い協議会などを開催し、関係者で情
報を共有した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 生活支援体制整備事業（継続）

事業費 6,753,862円 （国38.5％、県19.25％）

対　象 各地域助け合い協議会

3項 包括的支援事業・任意事業費 79,042,937円 7目 生活支援体制整備事業費 6,753,862円

　介護予防教室の開催や住民主体の「通いの場」の充実が、高齢者が健康で自立した日常生活を送る
ことにつながっている。
　今後とも、介護予防を実践すための教室の開催や担い手の育成、補助金の交付など支援を継続す
る。

4款 地域支援事業 176,121,294円 (決算書 382ページ)

77自主活動に取り組む団体数 団体 － 49 80 75

2,783

介護予防ボランティア養成延べ人数 人 － 50 81 102 109

介護予防教室等参加者数 人 － 2,700 3,288 2,641

R元

介護予防教室等開催数 回 － 175 198 196 190

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

対　象 65歳以上の高齢者及びその介護予防活動を支援する者

意　図 自立した日常生活を送ることができる。介護予防に取り組む体制をつくる。

概 要
・

実 績

　住民主体で運営する「通いの場」を通じて、高齢者が生きがいや一定の役割を持って生活
できる地域を構築し、併せて介護予防に資する取組も推進する。
　令和元年度は、介護予防教室の開催、高齢者世帯訪問による要支援者の早期把握、地域の
高齢者の自主活動への人的支援（講師派遣など）とサロン開催補助金の交付、介護予防ボラ
ンティアの養成などを実施した。

10,424,004円

事業名 一般介護予防事業（継続）

事業費 10,424,004円 （国25％、県12.5％）

4款 地域支援事業 176,121,294円 (決算書 378ページ)

2項 一般介護予防事業費 10,424,004円 1目 一般介護予防事業費
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（５）簡易水道事業特別会計 
  

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１分担金及び負担金 1,221,769 0.3 1,118,500 0.2 △ 103,269 △ 8.5

２使用料及び手数料 97,365,682 23.5 94,573,248 15.2 △ 2,792,434 △ 2.9

３財産収入 1,765 0.0 1,988 0.0 223 12.6

４繰入金 186,000,000 44.8 150,788,489 24.3 △ 35,211,511 △ 18.9

５繰越金 11,145,598 2.7 12,514,177 2.0 1,368,579 12.3

６諸収入 1,498,104 0.4 19,496,236 3.1 17,998,132 1,201.4

７市債 117,600,000 28.3 343,200,000 55.2 225,600,000 191.8

合　　計 414,832,918 100.0 621,692,638 100.0 206,859,720 49.9

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１簡易水道事業費 291,517,781 72.5 481,251,302 80.7 189,733,521 65.1

２公債費 110,800,960 27.5 114,994,438 19.3 4,193,478 3.8

合　　計 402,318,741 100.0 596,245,740 100.0 193,926,999 48.2

歳入歳出差引額 12,514,177 25,446,898 12,932,721

区　　分
（款）

平成30年度 令和元年度

①　歳入決算総括表

②　歳出決算総括表

平成30年度 令和元年度
区　　分
（款）
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③ 歳入事項別説明書 

 第１款  分担金及び負担金 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

１　負担金 0.3 3.8 4.8 2.7 10.8 4.6 1.9 2.9 1.2 1.1

①　給水負担金 0.3 3.8 4.8 2.7 10.8 4.6 1.9 2.9 1.2 1.1

区分（項・目）
決　　算　　額

（単位：百万円）

 

  

第２款  使用料及び手数料 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

77.4 68.2 74.4 91.7 97.5 107.6 104.1 100.7 97.0 94.3

①　水道使用料 77.4 68.2 74.4 91.7 97.5 107.6 104.1 100.7 97.0 94.3

0.1 0.4 0.2 0.5 1.2 1.7 0.8 1.0 0.3 0.3

①　検査手数料 － 0.3 0.1 0.4 1.1 1.6 0.7 0.9 0.2 0.2

②　証明手数料 － － － － － － － － － －

③　督促手数料 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

77.5 68.6 74.6 92.2 98.7 109.3 104.9 101.7 97.4 94.6合　　計

１　使用料

２　手数料

区分（項・目）
決　　算　　額

（単位：百万円）

 
 

 第４款  繰入金 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

120.0 227.0 152.0 247.7 130.0 110.0 130.0 157.0 186.0 118.3

①　一般会計繰入金 120.0 227.0 152.0 247.7 130.0 110.0 130.0 157.0 186.0 118.3

－ － － － － － － － － 32.5

①　基金繰入金 － － － － － － － － － 32.5

120.0 227.0 152.0 247.7 130.0 110.0 130.0 157.0 186.0 150.8合　　計

１　他会計繰入金

２　基金繰入金

（単位：百万円）

区分（項・目）
決　　算　　額

 

 

第７款  市債 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

19.0 20.1 7.1 12.8 144.4 234.2 30.0 23.7 117.6 343.2

①　市債 19.0 20.1 7.1 12.8 144.4 234.2 30.0 23.7 117.6 343.2

１　市債

区分（項・目）
決　　算　　額

（単位：百万円）
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④ 歳出事項別説明書 

 第１款 簡易水道事業費 《481,251,302 円》 

【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　地方公営企業法を適用し企業会計を導入したことにより、簡易水道事業の経営状況を適正に
把握することが可能となり、財源の有効的な活用につながる。次年度以降においては、構築し
た会計システムや固定資産システムを活用し固定資産情報を正確に把握するとともに、財務諸
表をもとに経営状況を見極めながら、今後の経営方針を検討する。

100

金融機関との調整や条例等の制定 ％ 15 85

企業会計等システムの整備 ％

財務状況分析と財務諸表作成 ％ 33 10 57

固定資産調査と台帳整備 ％ 100

R元

【主要事務の進捗率】

意　図 地方公営企業法の財務規定等を適用し、公営企業会計に移行する。

概 要
・

実 績

　総務省の方針等に基づき、令和２年４月から公営企業会計に移行するため、所要の
準備事務を行った。
《移行事務内容》
①固定資産台帳整備　②財政計画作成　③各種システム整備　④出納取扱金融機関等
の指定と告示　⑤勘定科目等の設定　⑥条例や規則等の制改定　⑦予定開始貸借対照
表の作成　⑧新予算書の編成　⑨打切決算

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 地方公営企業法適用推進事業（継続）

事業費 20,637,541円 （起債100％）

対　象 簡易水道事業特別会計

1項 簡易水道事業費 481,251,302円 1目 一般管理費 135,778,562円

1,041綾里川ダム負担金 千円 527 597 942 515

　市民に対して安心安全な水道水を安定的に供給するため、著しく老朽化した機械設備につい
ては計画的な更新が必要となっている。令和元年度においては、稼働年数が20年以上経過した
ポンプ設備を４基交換し、配水機能の維持が図られた。

1款 簡易水道事業費 481,251,302円 （決算書 394ページ）

R元

点検修繕等実施件数 件 112 100 94 112 37

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

対　象 市内の簡易水道施設（綾里、小石浜、砂子浜、甫嶺、越喜来、本郷、根白）

意　図 適切に維持管理される。

概 要
・

実 績

　簡易水道施設設備の運転管理や電気計装設備の保守点検、量水器交換、水質検査、
配給水管の漏水修繕や機械装置の修繕等。
  また、岩手県と締結した綾里川ダム管理協定に基づき、毎年度、ダム及び附帯施設
等の管理費用の一部（1.7％）を負担している。

135,778,562円

事業名 簡易水道維持管理事業（継続）

事業費 73,579,548円

1款 簡易水道事業費 481,251,302円 （決算書 394ページ）

1項 簡易水道事業費 481,251,302円 1目 一般管理費
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

1款 簡易水道事業費 481,251,302円 （決算書 396ページ）

1項 簡易水道事業費 481,251,302円 2目 簡易水道事業費

対　象 大船渡市

意　図 綾里川ダム水を取水し、適正な浄化処理を施す。

概 要
・

実 績

　綾里川ダム水のマンガン濃度が高く、綾里浄水場の膜ろ過設備に障害を及ぼすこと
から、これを除去する設備を整備し、もって安全安心な水道水の安定供給を図る。
　令和元年度をもって綾里浄水場マンガン除去施設整備工事（平成30年度～、債務負
担行為）が完成し、所期の目的が達成された。

345,472,740円

事業名 綾里簡易水道施設整備事業（継続）

事業費 280,974,440円 （起債100％）

R元

【年１回の法定水質検査結果】

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

0.027 

ﾏﾝｶﾞﾝ及び化合物（浄水） mg/ℓ ＜0.001 0.012 0.001 0.009 ＜0.005 

ﾏﾝｶﾞﾝ及び化合物（原水） mg/ℓ 0.010 0.018 0.030 0.018 

 ※ 浄水基準値＝0.05以下

　マンガン除去設備の完成により浄水能力が向上し、安心安全な水道水の供給が図られた。今
後は効率的に水道水を供給するため、ダム水を綾里川下流から取水する現状方法を継続すると
ともに、取水堰の改修等が必要である。

1款 簡易水道事業費 481,251,302円 （決算書 396ページ）

事業名 簡易水道送配水管等施設整備事業（継続）

事業費 64,498,300円 （起債100％）

対　象 布設替が必要な送配水管、用途廃止となった簡易水道施設

1項 簡易水道事業費 481,251,302円 2目 簡易水道事業費 345,472,740円

R元

無効水量 ㎥ 245,094 262,534 309,217 258,207 261,628

意　図 適切に維持管理、更新される。

概 要
・

実 績

　道路改良工事により支障となる簡易水道送配水管の布設替、老朽管の更新、廃止済
施設の解体撤去等を行う。
　令和元年度においては、配水管布設替工事詳細設計委託（１件）、配水管布設替工
事（５件。うち３件は繰越事業）、旧簡易水道施設解体設計委託を実施した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

配給水管等の漏水修理件数 件 26 27 20 30 17

※漏水等により損失したと見られる水量

　市民に対して安心安全な水道水を安定的に供給するためには、必要不可欠な業務である。送
配水管を布設替する際は耐震性を考慮し、令和元年度施工の「綾里石浜地区配水管布設替工
事」では、水道配水用ポリエチレン管（ＨＰＰＥ）を採用した。また、廃止済施設の管理費用
等を節減し、健全経営の一助とする。

616送配水管布設替延長 ｍ 0 30 0 0
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（６）漁業集落排水事業特別会計 
 

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１分担金及び負担金 2,896,400 0.9 1,797,400 1.4 △ 1,099,000 △ 37.9

２使用料及び手数料 15,422,997 4.7 8,227,037 6.3 △ 7,195,960 △ 46.7

３県支出金 100,690,500 30.5 26,424,000 20.4 △ 74,266,500 △ 73.8

４財産収入 330 0.0 371 0.0 41 12.4

５繰入金 33,022,000 10.0 18,023,550 13.9 △ 14,998,450 △ 45.4

６繰越金 98,195,710 29.7 5,866,125 4.5 △ 92,329,585 △ 94.0

７諸収入 6,906,716 2.1 8,598,252 6.6 1,691,536 24.5

８市債 73,000,000 22.1 60,800,000 46.9 △ 12,200,000 △ 16.7

合　　計 330,134,653 100.0 129,736,735 100.0 △ 200,397,918 △ 60.7

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１漁業集落排水事業費 258,632,907 79.7 102,987,911 89.8 △ 155,644,996 △ 60.2

２災害復旧費 896,400 0.3 4,100,800 3.6 3,204,400 357.5

３公債費 64,739,221 20.0 7,611,820 6.6 △ 57,127,401 △ 88.2

合　　計 324,268,528 100.0 114,700,531 100.0 △ 209,567,997 △ 64.6

歳入歳出差引額 5,866,125 15,036,204 9,170,079

区　　分
（款）

平成30年度 令和元年度

①　歳入決算総括表

②　歳出決算総括表

平成30年度 令和元年度
区　　分
（款）
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③ 歳入事項別説明書 

 第１款  分担金及び負担金 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

１　負担金 3.9 1.2 3.8 3.7 2.3 2.4 5.2 3.1 2.9 1.8

①　加入負担金 3.9 1.2 3.8 3.7 2.3 2.4 5.2 3.1 2.9 1.8

区分（項・目）
決　　算　　額

（単位：百万円）

 

第２款  使用料及び手数料 

（単位：百万円）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

11.9 10.4 11.7 12.3 12.6 13.5 14.7 15.2 15.4 8.2

①　下水道使用料 11.9 10.4 11.7 12.3 12.6 13.5 14.7 15.2 15.4 8.2

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

①　督促手数料 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

11.9 10.4 11.7 12.3 12.6 13.5 14.7 15.2 15.4 8.2合　　計

１　使用料

２　手数料

区分（項・目）
決　　算　　額

 

第５款  繰入金 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

73.5 246.1 102.2 41.4 94.6 115.3 162.2 63.3 33.0 18.0

①　一般会計繰入金 73.5 246.1 102.2 41.4 94.6 115.3 162.2 63.3 33.0 11.9

②　基金繰入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6.1

１　他会計繰入金

（単位：百万円）

区分（項・目）
決　　算　　額

 

第８款  市債 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

10.6 0.9 5.1 0.0 16.2 41.0 126.5 192.5 73.0 60.8

①　市債 10.6 0.9 5.1 0.0 16.2 41.0 126.5 192.5 73.0 60.8

１　市債

区分（項・目）
決　　算　　額

（単位：百万円）
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④ 歳出事項別説明書 

 第１款 漁業集落排水事業費 《102,987,911 円》 

【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　加入負担金の支払に備え自主的に積み立てを行っていた地域もあるが、令和元年度時点の水
洗化率は52.6％まで低下した。令和元年度末時点の水洗化率が78％であった蛸ノ浦地区が、平
成29年度から平成30年度にかけて公共下水道に接続したためである。一方で整備済区域内人口
は586人に達し、漁業集落排水施設区域内の住宅や事業所等からの汚水を適正に処理することが
可能となり、漁業集落排水施設の使用者の快適な生活環境への改善と公共用水域の水質保全に
つながった。

52.6

(水洗化人口(世帯)/整備人口(世帯))

水洗化率 ％ 69.1 74.3 73.1 66.5

405

累計管渠延長 ｍ 7,341 7,990 10,304 13,761 14,166

管渠延長 ｍ 0 649 2,314 3,457

R元

整備済区域内人口 人 39 80 192 340 586

意　図 公共排水施設を整備し、漁業集落排水施設まで汚水を確実に排水する。

概 要
・

実 績

　漁業集落環境整備事業計画に基づき、処理場及び下水道管渠整備等を行う。
　令和元年度は崎浜地区で工事を進め、下水道管渠延長Ｌ＝405.3ｍ（繰越Ｌ＝279.5
ｍ、現年Ｌ＝125.8ｍ）を整備した。また、下水道整備に係る舗装について本復旧（Ａ
＝8,799㎡）を行った。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 崎浜地区漁業集落排水施設整備事業（継続）

事業費 76,763,640円 （補助事業：県50％、起債45％、単独事業：起債95％）[現年・繰越明許]

対　象 崎浜地区漁業集落排水計画処理区域

1項 漁業集落排水事業費 102,987,911円 2目 漁業集落排水事業費 76,763,640円

　地方公営企業法を適用し企業会計を導入したことにより、下水道事業の経営状況を適正に把
握することが可能となり、財源の有効的な活用につながる。次年度以降においては、構築した
会計システムや固定資産システムを活用し固定資産情報を正確に把握するとともに、財務諸表
をもとに経営状況を見極めながら、今後の経営方針を検討する。

1款 漁業集落排水事業費 102,987,911円 (決算書 406ページ)

R元

完了した移行事務数 件 0 1 2 3 9

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

対　象 漁業集落排水事業特別会計

意　図 地方公営企業法の財務規定等を適用し、公営企業会計に移行する。

概 要
・

実 績

　総務省から公営企業会計適用の推進要請があり、令和２年４月の適用に向けて、①
固定資産台帳整備　②財政計画作成　③各種システム整備　④出納取扱金融機関等の
指定と告示　⑤勘定科目等の設定　⑥条例や規則等の制改定　⑦予定開始貸借対照表
の作成　⑧新予算書の編成　⑨打切決算の移行事務を行った。

26,224,271円

事業名 地方公営企業法適用推進事業（継続）

事業費 10,533,251円 （起債100％）

1款 漁業集落排水事業費 102,987,911円 (決算書 406ページ)

1項 漁業集落排水事業費 102,987,911円 1目 一般管理費
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（７）後期高齢者医療特別会計 

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１後期高齢者医療保険料 326,069,422 70.7 336,873,638 72.7 10,804,216 3.3

２使用料及び手数料 89,200 0.0 87,700 0.0 △ 1,500 △ 1.7

３繰入金 129,604,967 28.1 120,865,689 26.1 △ 8,739,278 △ 6.7

４諸収入 1,313,042 0.3 704,400 0.1 △ 608,642 △ 46.4

５繰越金 4,064,548 0.9 5,096,898 1.1 1,032,350 25.4

合　　計 461,141,179 100.0 463,628,325 100.0 2,487,146 0.5

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１総務費 8,709,074 1.9 7,265,446 1.6 △ 1,443,628 △ 16.6

２後期高齢者医療
　広域連合納付金

446,821,807 98.0 451,449,971 98.2 4,628,164 1.0

３諸支出金 513,400 0.1 958,800 0.2 445,400 86.8

合　　計 456,044,281 100.0 459,674,217 100.0 3,629,936 0.8

歳入歳出差引額 5,096,898 3,954,108 △1,142,790

区　　分
（款）

平成30年度 令和元年度

①　歳入決算総括表

②　歳出決算総括表

平成30年度 令和元年度
区　　分
（款）

 

 

③ 歳入事項別説明書 

 第１款  後期高齢者医療保険料 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

246.6 181.1 221.8 252.2 275.9 281.2 290.5 310.5 326.1 336.9

①　特別徴収保険料 183.3 134.0 154.2 174.6 184.9 183.3 195.5 210.5 220.3 234.6

②　普通徴収保険料 63.3 47.1 67.6 77.6 91.0 97.9 95.0 100.0 105.8 102.3

１　後期高齢者医療保険料

区分（項・目）
決　　算　　額

（単位：百万円）
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 第３款  繰入金 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

100.0 98.0 106.0 114.7 126.2 126.0 127.8 128.7 129.6 120.9

①　事務費繰入金 4.6 3.7 6.3 6.2 6.8 6.9 7.1 7.9 6.0 7.2

②　保険基盤安定繰入金 95.4 94.3 99.7 108.5 119.4 119.1 120.7 120.8 120.4 113.7

③　高齢者医療制度円滑
　　運営事業費繰入金

－ － － － － － － － 3.2 －

１　一般会計繰入金

（単位：百万円）

区分（項・目）
決　　算　　額

 

 

④ 歳出事項別説明書 

 第２款 後期高齢者医療広域連合納付金 《451,449,971 円》 

【関係指標】

【 考　察 】

2款 後期高齢者医療広域連合納付金 451,449,971円 (決算書 416ページ)

451,449,971円

事業名 後期高齢者医療広域連合納付金（継続）

事業費 451,449,971円 （県3/4）

1項 後期高齢者医療広域連合納付金 451,449,971円 1目 後期高齢者医療広域連合納付金

対　象 岩手県後期高齢者医療広域連合

意　図 健全・円滑に運営される。

概 要
・

実 績

　岩手県後期高齢者医療広域連合に負担金を支払う。なお、支払った負担金の内訳
は、関係市町村保険料負担金、保険基盤安定負担金、保険料に係る延滞金負担金であ
る。

R元

後期高齢者医療被保険者数 人 7,225 7,335 7,441 7,515 7,471

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

5,041,325

　岩手県後期高齢者医療広域連合が行う療養給付等の費用に充てるため、市が徴収した保険料
及び低所得者等の保険料軽減相当額を負担金として納付し、後期高齢者医療制度の健全かつ円
滑な運営に努めた。

後期高齢者医療制度による療養給付額 千円 4,794,753 4,630,516 4,723,600 4,930,176

単位：円

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

関係市町村保険料負担金 281,173,800 291,651,700 310,565,980 326,437,672 337,684,828

保険基盤安定負担金 119,055,776 120,695,477 120,820,248 120,346,835 113,687,343

保険料に係る延滞金負担金 40,800 87,400 51,400 37,300 77,800

合計額 400,270,376 412,434,577 431,437,628 446,821,807 451,449,971
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（８）公共下水道事業特別会計 
  

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１分担金及び負担金 80,507,400 2.8 60,062,813 2.6 △ 20,444,587 △ 25.4

２使用料及び手数料 198,299,931 6.9 193,425,131 8.4 △ 4,874,800 △ 2.5

３国庫支出金 711,439,000 24.9 598,675,550 26.0 △ 112,763,450 △ 15.9

４繰入金 591,739,000 20.7 498,902,000 21.7 △ 92,837,000 △ 15.7

５繰越金 95,524,712 3.4 58,958,241 2.6 △ 36,566,471 △ 38.3

６諸収入 16,476,218 0.6 44,721,120 2.0 28,244,902 171.4

７市債 1,161,200,000 40.7 844,800,000 36.7 △ 316,400,000 △ 27.2

８財産収入 － － 3,240 0.0 3,240 皆増

合　　計 2,855,186,261 100.0 2,299,548,095 100.0 △ 555,638,166 △ 19.5

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１公共下水道事業費 2,143,616,487 76.7 1,475,236,427 67.5 △ 668,380,060 △ 31.2

２災害復旧費 5,022,000 0.2 0 0.0 △ 5,022,000 △ 100.0

３公債費 647,589,533 23.1 709,268,353 32.5 61,678,820 9.5

合　　計 2,796,228,020 100.0 2,184,504,780 100.0 △ 611,723,240 △ 21.9

歳入歳出差引額 58,958,241 115,043,315 56,085,074

区　　分
（款）

平成30年度 令和元年度

①　歳入決算総括表

②　歳出決算総括表

平成30年度 令和元年度
区　　分
（款）
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③ 歳入事項別説明書 

 第１款  分担金及び負担金 

（単位：百万円）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

0.1 0.0 0.1 0.1 0.1 0.0 3.5 23.2 14.4 8.2

①　公共下水道事業費分担金 0.1 0.0 0.1 0.1 0.1 0.0 3.5 23.2 14.4 8.2

67.4 17.5 34.7 14.8 15.6 61.6 26.0 35.4 66.1 51.8

①　下水道受益者負担金 67.4 17.5 34.7 14.8 15.6 61.6 26.0 35.4 66.1 51.8

67.5 17.5 34.8 14.9 15.7 61.6 29.5 58.6 80.5 60.0合　　計

１　分担金

２　負担金

区分（項・目）
決　　算　　額

 

 

第２款  使用料及び手数料 

（単位：百万円）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

140.3 122.6 141.9 166.5 176.0 184.9 195.5 201.4 198.2 193.3

①　下水道使用料 140.3 122.6 141.9 166.5 176.0 184.9 195.5 201.3 198.2 193.3

②　都市下水路使用料 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0

0.1 0.5 0.2 1.1 0.1 0.1 0.1 1.1 0.1 0.1

①　指定手数料 0.1 0.5 0.2 1.1 0.1 0.1 0.1 1.1 0.1 0.1

140.4 123.1 142.1 167.6 176.1 185.0 195.6 202.5 198.3 193.4合　　　計

１　使用料

２　手数料

区分（項・目）
決　　算　　額

 

 

第４款  繰入金 

（単位：百万円）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

413.0 437.7 547.2 1,290.8 674.5 342.8 562.8 616.5 591.7 498.9

①　一般会計繰入金 413.0 437.7 547.2 1,290.8 674.5 342.8 562.8 616.5 591.7 498.9

１　他会計繰入金

区分（項・目）
決　　算　　額

 

 

第７款  市債 

（単位：百万円）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

439.7 220.7 240.2 476.7 319.1 505.3 838.4 804.4 1,161.2 844.8

①　市債 439.7 220.7 240.2 476.7 319.1 505.3 838.4 804.4 1,161.2 844.8

１　市債

区分（項・目）
決　　算　　額
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④ 歳出事項別説明書 

 第１款 公共下水道事業 《1,475,236,427 円》 

【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　大船渡浄化センターの適正な維持管理により、汚水が放流水質基準を満たすように処理され
ており、公共用水域の水質向上に努めた。次年度以降においても、引き続き関係機関との連携
を図るとともに、管理運営機関への適切な指導を行い、適正な下水道処理場の運営を実施す
る。

0

処理水量(放流水量) m
3
/年 1,465,168 1,378,937 1,429,718 1,415,964 1,489,667

排水基準超過日数 日 0 0 0 0

R元

放流水の生物化学的酸素要求量 mg/l 0.8 1.3 0.7 1.1 1.6

意　図 施設の機能を適正に維持管理し、汚水が放流水質基準を満たすよう処理する。

概 要
・

実 績

　平成30年度から令和４年度までの５年間、大船渡浄化センターの維持管理を行う施
設改良付包括運営事業を特別目的会社である大船渡下水道マネジメント株式会社に委
託している。日常的な施設点検、維持修繕や光熱費等の支払業務から、不具合が発生
した場合の機器の調査、修繕、更新業務まで包括的に委託することにより、効率的な
下水道処理場の運営を図った。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 浄化センター維持管理事業（継続）

事業費 113,272,335円

対　象 大船渡浄化センター

1項 公共下水道事業費 1,475,236,427円 2目 施設管理費 137,590,791円

　地方公営企業法を適用し企業会計を導入したことにより、下水道事業の経営状況を適正に把
握することが可能となり、財源の有効的な活用につながる。次年度以降においては、構築した
会計システムや固定資産システムを活用し固定資産情報を正確に把握するとともに、財務諸表
をもとに経営状況を見極めながら、今後の経営方針を検討する。

1款 公共下水道事業費 1,475,236,427円 (決算書 430ページ)

R元

完了した移行事務数 件 0 1 2 3 9

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

対　象 公共下水道事業特別会計

意　図 地方公営企業法の財務規定等を適用し、公営企業会計に移行する。

概 要
・

実 績

　総務省から公営企業会計適用の推進要請があり、令和２年４月の適用に向けて、①
固定資産台帳整備　②財政計画作成　③各種システム整備　④出納取扱金融機関等の
指定と告示　⑤勘定科目等の設定　⑥条例や規則等の制改定　⑦予定開始貸借対照表
の作成　⑧新予算書の編成　⑨打切決算の移行事務を行った。

76,682,682円

事業名 地方公営企業法適用推進事業（継続）

事業費 19,532,593円 （起債100％）

1款 公共下水道事業費 1,475,236,427円 (決算書 428ページ)

1項 公共下水道事業費 1,475,236,427円 1目 総務管理費
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

1款 公共下水道事業費 1,475,236,427円 (決算書 432ページ)

1項 公共下水道事業費 1,475,236,427円 3目 管渠施設費

対　象 公共下水道計画処理区域

意　図 管渠を整備し、大船渡浄化センターまで汚水を確実に排水する。

概 要
・

実 績

　家庭や企業から排出される汚水を大船渡浄化センターで浄化処理をするために、道
路の地下に埋設する管渠に接続する管渠整備事業である。令和元年度は、赤崎、大船
渡、猪川地区で工事を進め、下水道管渠整備延長Ｌ＝3,923.0ｍ（繰越Ｌ＝937.7ｍ、
現年Ｌ＝2,985.3ｍ）を整備した。

633,964,254円

事業名 管渠整備事業（継続）

事業費 584,231,860円 （補助事業：国50％、起債45％　単独事業：起債95％）[現年・繰越明許]

R元

整備済区域内人口 人 10,348 11,090 12,163 14,064 14,354

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

3,923

累計管渠延長 ｍ 97,966 105,196 115,068 123,735 127,658

管渠延長 ｍ 4,264 7,230 9,872 8,666

　令和元年度で整備率は78.2％に達し、公共下水道区域内の住宅や事業所等からの汚水を適正
に処理することが可能な地域が拡大した。それに伴い、水洗化率は70％に上昇し、公共下水道
施設の使用者の快適な生活環境への改善と公共用水域の水質保全につながった。次年度以降に
おいても、未普及地域の解消へ向け公共下水道施設の整備を進めるとともに、公共下水道施設
への接続数の増加に向けた取り組みを推進する。

1款 公共下水道事業費 1,475,236,427円 (決算書 432ページ)

70.2

(水洗化人口(世帯)/整備人口(世帯))

水洗化率 ％ 73.0 73.1 70.0 67.2

事業名 災害復興交付金事業（継続）

事業費 11,000,000円 （国75％）

対　象 防災集団移転地区のうち下水道整備を予定する地域

1項 公共下水道事業費 1,475,236,427円 3目 管渠施設費 633,964,254円

意　図 管渠を整備し、大船渡浄化センターまで汚水を確実に排水する。

概 要
・

実 績

　東日本大震災で終末処理場が被災し応急復旧している蛸ノ浦地区漁業集落排水施設
を、平成29年度から平成30年度にかけて公共下水道施設に接続し、一体的な汚水処理
を図る。用途を廃止した蛸ノ浦地区漁業集落排水施設のうち終末処理場内の機械・電
気設備を撤去した。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

水洗化率(蛸ノ浦地区) ％ 57.1 62.7 68.6 66.4 77.7

100.0整備率 ％ 66.6 66.6 100.0 100.0

　蛸ノ浦地区漁業集落排水施設の公共下水道施設への接続工事は平成30年度に完了し、令和元
年度には、用途を廃止した蛸ノ浦地区漁業集落排水施設のうち終末処理場の機械・電気設備を
撤去し事業を完了した。本事業により一体的かつ適正な汚水処理が可能となり、公共下水道施
設の使用者の快適な生活環境への改善と公共用水域の水質保全につながった。

(下水道整備完了造成地数/下水

道を整備する防災集団移転造成

済箇所数)
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【関係指標】

【 考　察 】

1款 公共下水道事業費 1,475,236,427円 (決算書 432ページ)

626,998,700円

事業名 処理場施設整備事業（継続）

事業費 626,998,700円 （補助事業：国50％・55％、起債45％・40％　単独事業：起債95％）

1項 公共下水道事業費 1,475,236,427円 4目 処理場施設整備費

対　象 大船渡浄化センター

意　図 施設を増築及び改築し、汚水が放流水質基準を満たすよう処理する。

概 要
・

実 績

　大船渡市公共下水道基本計画、事業計画及び長寿命化計画等に基づき、大船渡浄化
センターの施設整備計画策定、設計書作成、建設工事等を行う。供用開始区域の拡大
による汚水の流入量の増加に対して適正な処理を行うために、平成30年度から令和４
年度までの５年間を第１期とした、大船渡浄化センター施設改良付包括運営事業を導
入し、汚水処理能力の向上を図る。

R元

排水基準超過日数 日 0 0 0 0 0

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

6,400

包括運営施設改良工事進捗率 ％ － － － 9.0 62.0

汚水処理能力 m
3
/日 6,400 6,400 6,400 6,400

　大船渡浄化センターの汚水処理能力の向上により汚水が放流水質基準を満たすように処理さ
れたことによって、排水基準超過日数が５年間確認されていないことから、港湾・河川への環
境負荷を軽減し、公共用水域の水質の保全につながった。次年度以降においても、人口の増減
を踏まえた流入量の想定や設備の改築・更新による汚水処理能力の向上を図る。
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（９）国民健康保険特別会計（事業勘定） 

 

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１国民健康保険税 794,783,535 17.2 747,961,094 17.1 △46,822,441 △ 5.9

２使用料及び手数料 409,934 0.0 410,890 0.0 956 0.2

３国庫支出金 108,000 0.0 2,063,700 0.0 1,955,700 1,810.8

４県支出金 3,373,190,829 73.1 3,173,259,269 72.4 △199,931,560 △ 5.9

５財産収入 2,791 0.0 2,923 0.0 132 4.7

６繰入金 332,756,532 7.2 356,061,342 8.1 23,304,810 7.0

７繰越金 98,639,382 2.1 19,020,050 0.4 △79,619,332 △ 80.7

８諸収入 17,542,924 0.4 42,009,625 1.0 24,466,701 139.5

９市債 0 0.0 42,000,000 1.0 42,000,000 皆増

合　　計 4,617,433,927 100.0 4,382,788,893 100.0 △234,645,034 △ 5.1

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１総務費 90,858,066 2.0 90,065,585 2.1 △792,481 △ 0.9

２保険給付費 3,259,907,673 70.9 3,131,898,911 71.9 △128,008,762 △ 3.9

３国民健康保険事業費納付金 1,134,286,494 24.7 1,067,572,980 24.5 △66,713,514 △ 5.9

４共同事業拠出金 581 0.0 580 0.0 △1 △ 0.2

５保健事業費 29,396,706 0.6 30,326,706 0.7 930,000 3.2

６基金積立金 2,490 0.0 2,837 0.0 347 13.9

７諸支出金 83,961,867 1.8 33,148,344 0.8 △50,813,523 △ 60.5

合　　計 4,598,413,877 100.0 4,353,015,943 100.0 △245,397,934 △ 5.3

歳入歳出差引額 19,020,050 29,772,950 10,752,900

区　　分
（款）

平成30年度 令和元年度

①　歳入決算総括表

②　歳出決算総括表

平成30年度 令和元年度区　　分
（款）
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③ 歳入事項別説明書 

 第１款  国民健康保険税 

（単位：百万円）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

812.5 653.0 836.5 937.7 950.4 927.2 852.9 832.1 794.8 748.0

医療分 531.7 417.8 508.6 577.1 590.0 587.6 551.8 550.1 534.4 505.6

後期高齢分 155.2 121.8 164.1 188.4 196.9 195.7 187.0 186.8 180.1 170.1

介護分 49.7 40.3 69.0 78.4 81.7 82.7 78.0 77.7 73.1 70.0

医療分 50.9 48.5 57.2 56.2 48.8 36.2 21.4 10.3 4.3 1.3

後期高齢分 14.4 14.1 18.7 18.6 16.2 12.2 7.3 3.5 1.4 0.5

介護分 10.6 10.5 18.9 19.0 16.8 12.8 7.4 3.7 1.5 0.5

②退職被保険者等
　国民健康保険税

１　国民健康保険税

①一般被保険者
　国民健康保険税

区分（項・目）
決　　算　　額

 

  １．国民健康保険税の課税状況 

   (1) 算定割合、税率及び課税限度額 

所得割 資産割 均等割 平等割

46.61% 3.87% 30.53% 18.99%

医療分 6.60% 12.40% 19,000円 22,000円

後期高齢分 2.30% 5.00% 6,000円 7,000円

介護分 2.20% 5.00% 8,000円 6,000円

医療分610,000円　後期高齢分190,000円　介護分160,000円

税率等

算定割合

区　　分

課税限度額  

   (2) 現年度調定額 

    ①一般被保険者分 

区分 所得割額　Ａ 資産割額　Ｂ 均等割額　Ｃ 平等割額　Ｄ 算出合計額Ｅ（Ａ～Ｄ）

金額 542,988千円 47,550千円 277,810千円 201,840千円 1,070,188千円

区分 減免による額Ｆ 軽減額　Ｇ 限度超過額　Ｈ 増減額　Ｉ 調定額　E-(F～H)+I

金額 443千円 154,809千円 26,385千円 △141,325千円 747,226千円
 

    ②退職被保険者分 

区分 所得割額　Ａ 資産割額　Ｂ 均等割額　Ｃ 平等割額　Ｄ 算出合計額Ｅ（Ａ～Ｄ）

金額 0千円 0千円 25千円 0千円 25千円

区分 減免による額Ｆ 軽減額　Ｇ 限度超過額　Ｈ 増減額　Ｉ 調定額　E-(F～H)+I

金額 0千円 0千円 0千円 682千円 707千円
 

  ２．国民健康保険税の収納状況 

   (1) 一般被保険者分 

区　分 調定額　Ａ 収入済額　Ｂ 不納欠損額 収入未済額 還付未済額

現 年 度 分 747,227千円 708,608千円 109千円 39,548千円 1,038千円 94.8% (0.1)

滞納繰越分 121,116千円 37,109千円 11,439千円 72,648千円 80千円 30.6% (4.9)

計 868,343千円 745,717千円 11,548千円 112,196千円 1,118千円 85.9% (0.4)

収納率Ｂ／Ａ

 
      ※収納率の（ ）内は前年度比較 
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   (2) 退職被保険者分 

区分 調定額　Ａ 収入済額　Ｂ 不納欠損額 収入未済額 還付未済額

現 年 度 分 707千円 702千円 0千円 5千円 0千円 99.3% (2.2)

滞納繰越分 2,653千円 1,542千円 81千円 1,030千円 0千円 58.1% (38.9)

計 3,360千円 2,244千円 81千円 1,035千円 0千円 66.8% (△ 4.3)

収納率Ｂ／Ａ

    

※収納率の（ ）内は前年度比較 

 

 第６款  繰入金 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

313.8 321.8 603.3 357.3 363.9 406.5 382.7 351.4 332.8 348.1

①　一般会計繰入金 313.8 321.8 603.3 357.3 363.9 406.5 382.7 351.4 332.8 348.1

１　他会計繰入金

（単位：百万円）

区分（項・目）
決　　算　　額
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④ 歳出事項別説明 

 第１款 総務費 《90,065,585 円》 

【関係指標】

【 考　察 】

　第２款　保険給付費　《3,131,898,911円》

【関係指標】

【 考　察 】

1款 総務費 90,065,585円 (決算書 448ページ)

1項 総務管理費 65,535,915円 2目 連合会負担金

対　象 岩手県国民健康保険団体連合会

意　図 安定的に運営してもらう。

概 要
・

実 績

　岩手県国民健康保険団体連合会は、保険給付事業において中核的役割を果たしてい
る。同連合会の維持、運営に係る経費について、保険者の規模等に応じた金額を支払
う。

6,188,300円

事業名 国保連等運営費負担事業（継続）

事業費 6,188,300円

円 4,757,400 4,250,800 3,835,800 4,354,400 4,792,600

R元
連

合

会

負

担

金

被保険者割 円 1,199,300 1,188,200 1,183,700 1,162,900 1,159,700

事業費割

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

156,000

国保診療施設保険者割 円 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000

国保診療施設割 円 156,000 156,000 156,000 156,000

　県内各市町村で負担金を支出し、岩手県国民健康保険団体連合会の安定的な運営に寄与す
る。今後も、被保険者が安心して保険給付を受けられるよう、県内各市町村と連携を図りなが
ら、継続して事業を実施する。

2款 保険給付費 3,131,898,911円 (決算書 452ページ)

事業名 国保保険給付事業（療養給付費）（継続）

事業費 2,805,893,196円 （県10/10）

対　象 国民健康保険一般被保険者

1項 療養諸費 2,831,024,756円 1目 一般被保険者療養給付費 2,805,893,196円

R元

療養の給付等件数 件 178,412 174,139 167,162 161,056 156,264

意　図 医療費負担が軽減される。

概 要
・

実 績

　被保険者が保険医療機関等で受診した際に要する費用のうち、保険者負担分につい
て給付する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

179,020

給付額 円 3,001,641,403 2,853,730,978 2,920,366,037 2,890,299,783 2,805,893,196

療養の給付等日数 日 210,690 396,099 196,193 187,657

　岩手県国民健康保険団体連合会からの請求に基づき、適切な内容であるか審査等を行った上
で療養給付費を支給し、被保険者の自己負担額を軽減した。
　被保険者の高齢化や医療の高度化に伴い、一人あたりの医療費は増加傾向にあるが、今後も
不当利得回収や第三者行為求償等により医療費適正化に努めながら事業を継続する。

8,537

一人あたりの給付額 円 298,463 297,233 315,442 324,025 328,674

年間平均被保険者数 人 10,057 9,601 9,258 8,920
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

2款 保険給付費 3,131,898,911円 (決算書 452ページ)

1項 療養諸費 2,831,024,756円 3目 一般被保険者療養費

対　象 国民健康保険一般被保険者

意　図 医療費負担が軽減される。

概 要
・

実 績

　被保険者が被保険者証を提示せずに保険医療機関等で診察又は薬剤の支給を受けた
場合、あんま師・はり師・きゅう師・マッサージ師の施術を医師の同意を得て受けた
場合、コルセット等治療用装具（療養費払いの取扱いが行われている場合）等に要す
る費用のうち、保険者負担分について給付する。

12,900,132円

事業名 国保保険給付事業（療養費）（継続）

事業費 12,900,132円 （県10/10）

R元

件数 件 3,398 3,136 3,078 3,030 2,854

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

12,900,132

１人あたりの給付額 円 1,677 1,363 1,440 1,459 1,515

給付額 円 16,799,658 13,038,083 13,289,383 12,973,396

　岩手県国民健康保険団体連合会経由による施術所からの請求や被保険者からの申請に基づ
き、適切な内容であるか審査等を行った上で支払いを行い、被保険者の自己負担額を軽減し
た。
　被保険者の高齢化や医療の高度化に伴い、１人あたりの医療費は増加傾向にあるが、今後も
不当利得回収や第三者行為求償等により医療費適正化に努めながら事業を継続する。

2款 保険給付費 3,131,898,911円 (決算書 452ページ)

事業名 国保保険給付事業（高額療養費）（継続）

事業費 291,926,820円 （県10/10）

対　象 国民健康保険一般被保険者

2項 高額療養費 292,354,455円 1目 一般被保険者高額療養費 291,926,820円

R元

件数 件 4,221 4,247 4,506 4,834 4,726

意　図 自己負担額が軽減される。

概 要
・

実 績

　被保険者が保険医療機関等で受診した際に、自己負担額が世帯の収入に応じた一定
額を超えた場合に支給する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

　岩手県国民健康保険団体連合会からの請求や被保険者からの申請に基づき、適切な内容であ
るか審査等を行った上で支払いを行い、被保険者の自己負担額を軽減した。
　被保険者の高齢化や医療の高度化に伴い、１人あたりの医療費は増加傾向にあるが、今後も
不当利得回収や第三者行為求償等により医療費適正化に努めながら事業を継続する。

291,926,820

１人あたりの給付額 円 25,456 28,571 31,915 34,173 34,288

給付額 円 255,019,887 273,335,105 294,607,385 303,800,953
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

　葬祭を行う者からの申請に基づき、支払いを行い、葬祭に係る費用負担を軽減した。今後も
適正な事務の継続に努める。

R元

件数 件 80 77 74 96 74

意　図 葬祭に係る費用負担が軽減される。

概 要
・

実 績
　葬祭に係る費用負担として30,000円を支給する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 国保保険給付事業（葬祭費）（継続）

事業費 2,220,000円

対　象 死亡した国民健康保険被保険者の葬祭を行う者

5項 葬祭諸費 2,220,000円 1目 葬祭費 2,220,000円

　岩手県国民健康保険団体連合会からの請求に基づき、支払いを行い、被保険者等の経済的負
担を軽減した。また、「直接支払制度」の実施により、被保険者等の出産時の経済的負担を軽
減した。今後も適正な事務の継続に努める。

2款 保険給付費 3,131,898,911円 (決算書 456ページ)

R元

件数 件 26 25 18 14 14

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

対　象 出産した国民健康保険被保険者の世帯主

意　図 出産に係る費用負担が軽減される。

概 要
・

実 績

　出産に係る費用として404,000円（産科医療補償制度に加入している保険医療機関等
での出産の場合は420,000円）を支給する。また、医療機関等の窓口において、出産育
児一時金を超えた金額のみの支払いで済むように「直接支払制度」を実施する。

6,296,550円

事業名 国保保険給付事業（出産育児一時金）（継続）

事業費 6,296,550円

2款 保険給付費 3,131,898,911円 (決算書 454ページ)

4項 出産育児諸費 6,299,700円 1目 出産育児一時金
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　第３款　国民健康保険事業費納付金　《1,067,572,980円》

【関係指標】

【 考　察 】

　第５款　保健事業費　《30,326,706円》

【関係指標】

【 考　察 】

84.5

　後発医薬品利用率は、平成30年度以降、国の目標である80％を超えて推移しており、今後
も、後発医薬品に対する正しい理解と普及を促進するなどにより、医療費を抑制し、適正化を
図る。

後発医薬品利用率 ％ 66.9 74.6 74.5 82.1

1,268

診療報酬明細書点検数 件 135,335 124,228 118,308 112,185 157,428

後発医薬品利用差額通知発送被保険者数 人 2,285 1,905 2,193 1,586

26,443

後発医薬品利用差額通知発送回数 回/年 3 3 3 3 3

医療費通知発送世帯数 世帯 31,395 29,784 28,512 27,421

R元

医療費通知発送回数 回/年 6 6 6 6 6

意　図 医療費に対する意識を高め、医療費の抑制に努める。

概 要
・

実 績

　自らの医療費等に対する関心を深めるため、医療費総額や後発医薬品利用差額につい
て、被保険者に定期的に通知する。また、医療費の適正化のため、診療報酬明細書の点
検を実施する。

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

事業名 国保医療費通知事業、医療費適正化レセプト点検事業、国保後発医薬品利用差額通知事業（継続）

事業費 2,321,155円

対　象 国民健康保険被保険者

2項 保健事業費 2,321,155円 1目 保健衛生普及費 2,321,155円

　国民健康保険事業費納付金は、市町村ごとの被保険者数、所得水準、医療費水準等を反映
し、算定されており、制度改正により負担が増加する市町村に対しては、国の財源による激変
緩和措置が講じられ、一定割合を上限として納付金額の上昇が抑えられている。
　今後は、医療費の推移や激変緩和措置の動向を注視し、引き続き医療費適正化に努めるとと
もに、適正な税率の設定に努める。

5款 保健事業費 30,326,706円 (決算書 458ページ)

234,229,683

介護納付金分　 円 － － － 86,780,371 86,400,972

後期高齢者支援金分 円 － － － 228,315,240

R元

医療分 円 － － － 819,190,883 746,942,325

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

対　象 岩手県

意　図 岩手県国民健康保険事業の円滑な運営と財政の健全な維持管理をしてもらう。

概 要
・

実 績

　平成30年度の国民健康保険制度改正により、都道府県が財政運営の責任主体として共
同保険者となり、市町村は、国保運営のための必要経費として、県に国民健康保険事業
費納付金を支払う。

1,067,572,980円

事業名 国保事業推進事務（継続）

事業費 1,067,572,980円

3款 国民健康保険事業費納付金 1,067,572,980円 (決算書 456ページ)

1項 国民健康保険事業費納付金 1,067,572,980円 1目 国民健康保険事業費納付金
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（10）国民健康保険特別会計（診療施設勘定） 
 

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１診療収入 147,049,194 56.4 152,978,091 57.1 5,928,897 4.0

２使用料及び手数料 1,240,310 0.5 1,180,819 0.5 △59,491 △4.8

３国庫支出金 928,000 0.3 0 0.0 △928,000 皆減

４繰入金 107,890,219 41.3 106,376,163 39.7 △1,514,056 △1.4

５繰越金 1,207,836 0.5 3,547,825 1.3 2,339,989 193.7

６諸収入 1,231,836 0.5 1,587,862 0.6 356,026 28.9

７市債 1,300,000 0.5 2,200,000 0.8 900,000 69.2

合　　計 260,847,395 100.0 267,870,760 100.0 7,023,365 2.7

（単位：円、％）

増減額 増減率

決算額　Ａ 構成比 決算額　Ｂ 構成比 Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

１総務費 185,897,113 72.2 191,079,801 72.0 5,182,688 2.8

２医業費 48,889,238 19.0 51,659,065 19.5 2,769,827 5.7

３公債費 22,513,219 8.8 22,668,163 8.5 154,944 0.7

合　　計 257,299,570 100.0 265,407,029 100.0 8,107,459 3.2

歳入歳出差引額 3,547,825 2,463,731 △1,084,094

①　歳入決算総括表

②　歳出決算総括表

区　　分
（款）

平成30年度 令和元年度

平成30年度 令和元年度
区　　分
（款）
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③ 歳入事項別説明書 

第１款  診療収入 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

290.0 295.3 287.1 265.4 245.8 235.9 190.0 148.3 145.0 150.9

①　国民健康保険
　　診療報酬収入

現年分 64.7 83.7 79.0 67.0 59.6 54.4 41.6 31.8 29.2 28.4

②　社会保険診療
　　報酬収入

現年分 32.8 33.8 35.1 30.9 32.6 31.8 25.1 22.5 23.2 24.3

③　後期高齢者診
　　療報酬収入

現年分 128.2 128.6 129.7 122.6 108.5 104.5 88.5 65.2 62.2 66.7

④　その他の診療
　　報酬収入

現年分 16.8 17.3 10.3 9.5 10.3 11.1 6.7 6.0 8.3 9.1

⑤　一部負担金
　　収入

現年医療分 47.5 31.9 33.0 35.4 34.8 34.1 28.1 22.7 22.1 22.4

6.1 4.5 5.2 5.2 5.1 4.8 3.6 2.3 2.1 2.1

①　諸検査収入 健康診断料 2.5 2.7 3.4 3.4 3.3 3.0 2.7 2.3 2.1 2.1

②　受託診療収入等 3.6 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 0.9 － － －

296.1 299.8 292.3 270.6 250.9 240.7 193.6 150.6 147.0 153.0

（単位：百万円）

合　　計

１　入院外収入

２　その他の診療収入

決　　算　　額
区分（項・目）

 

  １．施設利用患者状況 

（単位：人）

延患者数 1日平均患者数 延患者数 1日平均患者数 延患者数 1日平均患者数

綾里診療所 1,197 12.1 1,070 11.9 △ 127 △ 0.2

越喜来診療所 9,229 37.8 9,360 39.5 131 1.7

吉浜診療所 1,708 7.2 2,504 10.7 796 3.5

歯科診療所 5,158 21.8 5,007 21.5 △ 151 △ 0.3

計 17,292 78.9 17,941 83.6 649 4.7

平成30年度 比較
区分

令和元年度

 

２．診療報酬収入の状況 

綾里診療所 越喜来診療所 吉浜診療所 歯科診療所 計

実 人 数 1,146 6,863 1,433 3,161 12,603

医 療 費 総 額 7,262,250 86,608,460 16,078,280 28,273,180 138,222,170

患 者 1 回 当
医 療 費 総 額 6,067 9,384 9,414 5,481 7,993

実 人 数 1,001 6,869 1,968 2,944 12,782

医 療 費 総 額 6,467,630 91,140,300 18,983,130 25,721,700 142,312,760

患 者 1 回 当
医 療 費 総 額

6,045 9,737 7,581 5,379 8,033

実 人 数 △ 145 6 535 △ 217 179

医 療 費 総 額 △ 794,620 4,531,840 2,904,850 △ 2,551,480 4,090,590

患 者 1 回 当
医 療 費 総 額

△ 22 353 △ 1,833 △ 102 40

比
 
較

（単位：人、円）

区　　分

平
成
 
年
度

令
和
元
年
度

 

30 
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第４款  繰入金 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

64.9 71.4 42.4 30.5 31.5 41.7 52.2 60.9 99.1 96.7

①　一般会計繰入金 64.9 71.4 42.4 30.5 31.5 41.7 52.2 60.9 99.1 96.7

6.9 12.1 4.1 9.8 5.0 8.7 10.0 13.3 8.8 9.7

①　事業勘定繰入金 6.9 12.1 4.1 9.8 5.0 8.7 10.0 13.3 8.8 9.7

71.8 83.5 46.5 40.3 36.5 50.4 62.2 74.1 107.9 106.4合　　計

１　他会計繰入金

２　事業勘定繰入金

（単位：百万円）

区分（項・目）
決　　算　　額

 
  

第７款  市債 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

12.4 0.0 0.0 0.5 0.3 1.3 4.4 1.4 1.3 2.2

①　市債 12.4 0.0 0.0 0.5 0.3 1.3 4.4 1.4 1.3 2.2

１　市債

区分（項・目）
決　　算　　額

（単位：百万円）
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④ 歳出事項別説明書 

　第１款　総務費　《191,079,801円》

　第２款　医業費　 《51,659,065円》

　第３款　公債費　 《22,668,163円》

【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

1・2・3款 総務費ほか 265,407,029円 (決算書 470ページ)

事業名 綾里診療所（継続）

事業費 32,395,189円

対　象 主に綾里地区住民

意　図 医療の確保と健康の保持増進が図られる。

概 要
・

実 績

　内科診療（月・木曜日９:00～12:00）を行った。

R元

診療日数 日 236 156 98 99 90

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

1,070

　診療日数の変更及び人口減に伴い、近年の延べ患者数は減少傾向にあるが、内科を中心に適
切な一般外来診療を行っており、地域医療の充実に努めている。

1・2・3款 総務費ほか 265,407,029円 (決算書 470ページ)

延べ患者数 人 3,360 2,238 1,335 1,197

対　象 主に越喜来地区住民

事業名 越喜来診療所（継続）

事業費 132,276,621円

意　図 医療の確保と健康の保持増進が図られる。

概 要
・

実 績

　内科診療（月～金曜日９:00～17:00）を行うとともに、訪問診療や往診業務（随
時）、個人及び事業所の健康診断に対応した。
【総務費のうち主な施設整備等】空調設備設置（設計・工事・工事監理）7,087,300円

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

244 237

9,360

　適切な一般外来診療を行っており、近年の延べ患者数は１万人前後で推移している。
　また、患者の依頼により、往診・訪問診療にも対応しており、早期に適切な医療を提供し、
地域住民の健康増進を図っている。

延べ患者数 人 10,774 10,371 9,441 9,229

診療日数 日 245 235 242

款 支出済額 事業内容

１．総務費 27,495,158 円 　施設管理費・人件費・旅費等

２．医業費 783,047 円 　医療機器の整備・医薬品等の購入

３．公債費 4,116,984 円 　施設建設・医療機器購入等に係る地方債償還金

款 支出済額 事業内容

１．総務費 86,683,826 円 　施設管理費・人件費・旅費等

２．医業費 33,825,506 円 　医療機器の整備・医薬品等の購入

３．公債費 11,767,289 円 　施設建設・医療機器購入等に係る地方債償還金
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【関係指標】

【 考　察 】

【関係指標】

【 考　察 】

1・2・3款 総務費ほか 265,407,029円 (決算書 470ページ)

事業名 吉浜診療所（継続）

事業費 51,673,160円

対　象 主に吉浜地区住民

意　図 医療の確保と健康の保持増進が図られる。

概 要
・

実 績

　小児科及び内科診療（月・木曜日13:00～17:00、火・水・金曜日９:00～17:00）を行うと
ともに、乳幼児健診等や往診業務（随時）に対応した。
【医業費のうち主な備品購入】自動血球計数ＣＲＰ測定装置（医療機器）3,315,600円

R元

診療日数 日 238 135 118 239 235

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30

2,504

　平成30年１月に常勤医師が着任し、内科に加え小児科診療を開始したこと等により、延べ患者数が
増加している。
　また、乳幼児等の健診や予防接種も行い、地域医療の充実に努めている。

1・2・3款 総務費ほか 265,407,029円 (決算書 470ページ)

延べ患者数 人 3,342 2,090 1,230 1,708

対　象 主に綾里地区住民

事業名 歯科診療所（継続）

事業費 49,062,059円

意　図 歯科医療の確保と健康の保持増進が図られる。

概 要
・

実 績

　歯科診療（月・金曜日９:00～17.:00、火・水・木曜日10:00～18:30）を行うとともに、
乳幼児等の歯科健診等や往診業務（随時）に対応した。
【医業費のうち主な備品購入】除菌洗浄水生成器（医療器具）125,172円

指　　標 単位 H27 H28 H29 H30 R元

237 233

5,007

　適切な診療サービスの提供に努め、近年の延べ患者数は５千人台で推移している。
　また、口腔ケアの推進により、むし歯や歯周病予防を行っており、地区内の子ども等のむし歯罹患
率の低下につながっている。

延べ患者数 人 5,504 5,011 5,096 5,158

診療日数 日 240 236 236

款 支出済額 事業内容

１．総務費 36,034,642 円 　施設管理費・人件費・旅費等

２．医業費 12,929,682 円 　医療機器の整備・医薬品等の購入

３．公債費 2,708,836 円 　施設建設・医療機器購入等に係る地方債償還金

款 支出済額 事業内容

１．総務費 40,866,175 円 　施設管理費・人件費・旅費等

２．医業費 4,120,830 円 　医療機器の整備・医薬品等の購入

３．公債費 4,075,054 円 　施設建設・医療機器購入等に係る地方債償還金
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2．財 政 の 状 況 
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（１）決算規模 

(単位：円、％）

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度 増 減 額 増 減 率
決 算 額 A 決 算 額 B B-A (B-A)/A

46,586,085,609 39,211,084,867 △ 7,375,000,742 △ 15.8

一 般 会 計 33,092,426,721 26,473,819,471 △ 6,618,607,250 △ 20.0

魚 市 場 事 業 特 別 会 計 148,633,620 215,114,478 66,480,858 44.7

介 護 保 険 特 別 会 計
(介護サービス事業勘定)

14,441,989 16,519,881 2,077,892 14.4

介 護 保 険 特 別 会 計
( 保 険 事 業 勘 定 )

4,391,006,946 4,340,365,591 △ 50,641,355 △ 1.2

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 414,832,918 621,692,638 206,859,720 49.9

漁業集落排水事業特別会計 330,134,653 129,736,735 △ 200,397,918 △ 60.7

後期高齢者医療特別会計 461,141,179 463,628,325 2,487,146 0.5

公共下水道事業特別会計 2,855,186,261 2,299,548,095 △ 555,638,166 △ 19.5

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
（ 事 業 勘 定 ）

4,617,433,927 4,382,788,893 △ 234,645,034 △ 5.1

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
（ 診 療 施 設 勘 定 ）

260,847,395 267,870,760 7,023,365 2.7

44,581,779,755 37,322,486,011 △ 7,259,293,744 △ 16.3

一 般 会 計 31,301,235,389 24,831,839,283 △ 6,469,396,106 △ 20.7

魚 市 場 事 業 特 別 会 計 148,633,620 215,114,478 66,480,858 44.7

介 護 保 険 特 別 会 計
(介護サービス事業勘定)

8,671,458 9,572,723 901,265 10.4

介 護 保 険 特 別 会 計
( 保 険 事 業 勘 定 )

4,288,666,271 4,292,411,287 3,745,016 0.1

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 402,318,741 596,245,740 193,926,999 48.2

漁業集落排水事業特別会計 324,268,528 114,700,531 △ 209,567,997 △ 64.6

後期高齢者医療特別会計 456,044,281 459,674,217 3,629,936 0.8

公共下水道事業特別会計 2,796,228,020 2,184,504,780 △ 611,723,240 △ 21.9

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
（ 事 業 勘 定 ）

4,598,413,877 4,353,015,943 △ 245,397,934 △ 5.3

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
（ 診 療 施 設 勘 定 ）

257,299,570 265,407,029 8,107,459 3.2

2,004,305,854 1,888,598,856 △ 115,706,998 △ 5.8歳 入 歳 出 差 引 額 X-Y

区　　分

歳 入 X

歳 出 Y

    

（各会計間の相互繰入れを考慮しない単純合計） 
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（２）財政構造 

 ① 財政力指数 

   財政力指数は、地方交付税（普通交付税）の算定にあたって算出される基準財政需

要額に対する基準財政収入額の割合を表すもので（いずれも錯誤額を含まない）、通

常、当該年度を含む最近３カ年平均の数値が用いられる。 

   基準財政収入額は、標準的に収入し得ると考えられる地方税等の額（収入見込額の

75/100）であり、また、基準財政需要額は、妥当かつ合理的な平均的水準で行政を行

った場合に要する額である。 

 

〔年次的推移〕 

（単位：千円）

区 分

基 準 財 政 需 要 額 A 9,163,838 9,106,350 9,211,487

同 錯 誤 額 B 6,494 0 23,488

Ａ ＋ Ｂ C 9,170,332 9,106,350 9,234,975

基 準 財 政 収 入 額 D 4,339,298 4,211,144 4,239,795

同 錯 誤 額 E △ 22,871 0 △ 2,974

Ｄ ＋ Ｅ F 4,316,427 4,211,144 4,236,821

財 政 力 指 数 （ 単 年 度 分 ） 0.474 0.462 0.460

〃 （ ３ カ 年 平 均 ） 0.460 0.463 0.465

普通交付税交付基準額 C-F 4,853,905 4,895,206 4,998,154

普 通 交 付 税 交 付 額 4,846,671 4,895,206 4,990,021

平成29年度 平成30年度 令和元年度

（地方交付税算定台帳） 

    ※普通交付税交付額については、合併算定替により算出した額である。 

 

 ② 経常収支比率 

   経常収支比率は、地方税、地方交付税、地方譲与税等の経常的一般財源に対する人

件費、扶助費、公債費等の義務的性格の経常経費の割合である。 

 

〔年次的推移〕                           （単位：％） 

年  度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

経常収支比率 
（ 97.8 ） 

92.6 

（ 97.6 ） 

92.0 

（ 97.2 ） 

92.9 

（地方財政状況調査） 

   令和元年度においては、特別交付税で交付された地方税の減収及び減免相当額分を、

経常的一般財源とみなした場合、経常収支比率は 89.8％となる。 

 

※減収補てん債特例分及び地方一般財源の不足に対処するために発行された臨時財政対策債

を経常一般財源に加えて算出した比率を下段に、加えずに算出した比率を上段に（ ）書き

で表示している。 
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 ③ 公債費比率 

   公債費比率は、一般財源に占める公債費の割合である。 

 

〔年次的推移〕                            （単位：％） 

年  度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

公債費比率 7.7 7.3 7.9 

（地方財政状況調査） 

 

 ④ 起債制限比率 

   起債制限比率は、公債費比率の算定方法に事業費補正を加味したもので、当該年度

を含む最近３カ年平均の数値で示される。 

 

〔年次的推移〕                            （単位：％） 

年  度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

起債制限比率 

（単年度） 
6.5 6.3 7.0 

〃 

（３カ年平均） 
6.2 6.4 6.6 

（地方財政状況調査） 

 

 ⑤ 性質別歳出決算総括表 
（単位：千円、％）

増減額 増減率

決算額　A 構成比 決算額　B 構成比 B-A (B-A)/A

1 人 件 費 3,352,258 10.7 3,406,333 13.7 54,075 1.6

2 物 件 費 2,828,486 9.0 3,061,171 12.3 232,685 8.2

3 維 持 補 修 費 153,190 0.5 140,865 0.6 △ 12,325 △ 8.0

4 扶 助 費 3,199,284 10.2 3,328,759 13.4 129,475 4.0

5 補 助 費 等 4,450,311 14.2 3,598,207 14.5 △ 852,104 △ 19.1

6 公 債 費 2,072,462 6.6 2,025,044 8.2 △ 47,418 △ 2.3

7 積 立 金 1,381,055 4.4 1,235,354 5.0 △ 145,701 △ 10.5

8
投資及び出資金・
貸付金

391,500 1.3 360,820 1.4 △ 30,680 △ 7.8

9 繰 出 金 2,517,659 8.1 2,435,643 9.8 △ 82,016 △ 3.3

10 投 資 的 経 費 10,947,995 35.0 5,232,623 21.1 △ 5,715,372 △ 52.2

普通建設事業費 9,056,792 28.9 3,760,825 15.2 △ 5,295,967 △ 58.5

災害復旧事業費 1,891,203 6.1 1,471,798 5.9 △ 419,405 △ 22.2

31,294,200 100.0 24,824,819 100.0 △ 6,469,381 △ 20.7

令和元年度

合　　　計

区 分
平成30年度

  
（地方財政状況調査） 
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 ⑥ 地方債の状況 

（単位:千円）

平成30年度末 令和元年度 令和元年度末

現在高　Ａ 発行額　Ｂ 元金　Ｃ 利子　Ｄ 計　Ｃ＋Ｄ 現在高　A+B-C

1 公 共 事 業 等 債 1,895,849 214,700 295,977 26,188 322,165 1,814,572

2 公 営 住 宅 建 設 事 業 債 1,953,459 0 21,942 14,414 36,356 1,931,517

3 災 害 復 旧 事 業 債 197,464 90,500 17,476 267 17,743 270,488

4 緊急防災・減災事業債 3,159,318 114,800 54,913 12,378 67,291 3,219,205

5 全 国 防 災 事 業 債 239,100 0 7,967 654 8,621 231,133

6 教育･福祉施設等整備事業債 1,252,658 671,000 105,055 10,901 115,956 1,818,603

7 一 般 単 独 事 業 債 5,652,919 111,900 666,108 33,552 699,660 5,098,711

8 辺 地 対 策 事 業 債 306,140 36,400 13,463 149 13,612 329,077

9 財 源 対 策 債 406,051 170,600 24,293 1,515 25,808 552,358

10 減 税 補 て ん 債 99,229 0 23,891 361 24,252 75,338

11 臨 時 財 政 対 策 債 7,446,724 476,600 591,815 27,824 619,639 7,331,509

12 岩 手 県 貸 付 金 929,129 3,500 62,224 0 62,224 870,405

13 公 有 林 整 備 事 業 債 48,887 0 10,646 698 11,344 38,241

23,586,927 1,890,000 1,895,770 128,901 2,024,671 23,581,157

23,586,927 1,890,000 1,895,770 128,901 2,024,671 23,581,157普 通 会 計 の 計

令和元年度償還額
区 分

一 般 会 計 の 計

◎普通会計（発行額・償還額・現在高）

  

＜地方債償還に係る一般財源での償還見込額＞ 

   普通会計の令和元年度地方債現在高 23,581,157 千円に対して、実績から普通交付税

措置率の 61.8％とその他特定財源（地域総合整備資金償還金等）3.2％を控除した一

般財源償還見込額は、35.0％の 8,247,619 千円となる。 

令和元年度末現在高 

（普通会計）  Ａ 

普通交付税措置 

61.8％  Ｂ 

その他特定財源 

3.2％   Ｃ 

一般財源での償還 

見込額 A-B-C Ｄ 

23,581,157 千円 14,573,155 千円   760,383 千円 8,247,619 千円 
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＜普通交付税措置の状況＞ 

   当市では、有利な地方債（普通交付税措置率の高い地方債）を優先的に導入し、後

年度への財政負担の軽減に努めている。 

 

 〔交付税措置率の高い地方債とその現在高〕 

交付税 

措置率 
地  方  債  名 

令和元年度末 

地方債現在高 

100％ 減税補てん債、臨時税収補てん債、臨時財政対策債 7,406,847 千円 

95％ 災害復旧事業債 270,488 千円 

80％ 辺地対策事業債 329,077 千円 

70％ 合併特例事業債 4,296,521 千円 

  

 〔令和元年度に発行した地方債の交付税措置（見込）率〕 51.1％ 

 

◎特別会計（発行額・償還額・現在高） （単位:千円）

平成30年度末 令和元年度 令和元年度末

現在高　Ａ 発行額　Ｂ 元金　Ｃ 利子　Ｄ 計　Ｃ＋Ｄ 現在高　A+B-C

上 水 道 事 業 債 4,314,681 1,206,900 257,569 60,497 318,066 5,264,012

市 場 事 業 債 3,144,398 0 127,623 42,563 170,186 3,016,775

簡 易 水 道 事 業 債 1,574,580 343,200 90,991 24,003 114,994 1,826,789

漁業集落排水事業債 539,000 60,800 4,879 2,732 7,611 594,921

下 水 道 事 業 債 10,506,207 844,800 559,776 149,492 709,268 10,791,231

病 院 事 業 債 157,705 2,200 19,447 3,221 22,668 140,458

区　　　　　分
令和元年度償還額

 

 

 ※ 一般会計及び特別会計（公共下水道事業）において、下記事業債を令和２年度に繰

越したことにより、令和元年度の予算書計上額と相違している。 

①公共事業等 197,400千円 ⑥緊急防災・減災事業 20,000千円

②現年発生公共土木施設
  補助災害復旧事業

27,200千円 ⑦一般補助施設整備等事業 23,600千円

③現年発生農林水産施設
　補助災害復旧事業

4,000千円 ⑧公共施設等適正管理推進事業 12,100千円

④現年発生その他公共施設等
　補助災害復旧事業

84,600千円 ⑨公共下水道事業 94,300千円

⑤現年発生農林水産施設
　単独災害復旧事業

35,500千円 計　 498,700千円
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⑦ 基金現在高の状況 

（単位:千円）
平成30年度末 令和元年度末

現在高　Ａ 積立額　Ｂ 取崩し額　Ｃ 現在高　A+B-C

財 政 調 整 基 金 5,803,684 467,679 1,306,614 4,964,749

減 債 基 金 2,907,715 367,438 0 3,275,153

東日本大震災復興交付金基金 5,199,089 79,753 2,619,042 2,659,800

そ の 他 特 定 目 的 基 金 2,518,428 320,484 208,161 2,630,751

合 計 16,428,916 1,235,354 4,133,817 13,530,453

令和元年度
一　般　会　計

※金額は、出納整理期間中において積立、取崩しした債権及び債務の額を含めたものである。 



⑧ 令和元年度普通会計目的別･性質別決算クロス表 

（単位：千円、％） 

 

人件費 物件費 維持補修費 扶助費 補助費等 公債費 積立金 投資及び出資金 貸付金 繰出金 投資的経費 合計

議 会 費 163,985 13,565 2,405 179,955

総 務 費 1,373,477 1,063,586 923 1,384,311 1,221,273 17,370 5,060,940

民 生 費 409,788 282,960 3,246,238 238,758 3,500 1,513,229 63,939 5,758,412

衛 生 費 114,390 226,403 7,657 710,379 20,000 214,957 27,674 1,321,460

労 働 費 7,965 32,674 2,607 25,000 68,246

農林水産業費 241,729 132,710 5,684 126,409 14,081 1,320 208,555 432,918 1,163,406

商 工 費 147,077 109,165 157,439 311,000 76,372 801,053

土 木 費 368,524 233,378 123,443 162,981 498,902 2,178,947 3,566,175

消 防 費 62,807 90,044 422 738,242 121,108 1,012,623

教 育 費 516,591 876,617 2,736 82,521 74,676 842,497 2,395,638

災害復旧費 1,471,798 1,471,798

公 債 費 69 2,025,044 2,025,113

諸 支 出 金 0

合 計 3,406,333 3,061,171 140,865 3,328,759 3,598,207 2,025,044 1,235,354 21,320 339,500 2,435,643 5,232,623 24,824,819

構 成 比 13.7 12.3 0.6 13.4 14.4 8.2 5.0 0.1 1.4 9.8 21.1 100.0

平成30年度決算額 3,352,258 2,828,486 153,190 3,199,284 4,450,311 2,072,462 1,381,055 30,000 361,500 2,517,659 10,947,995 31,294,200

比 較 54,075 232,685 △ 12,325 129,475 △ 852,104 △ 47,418 △ 145,701 △ 8,680 △ 22,000 △ 82,016 △ 5,715,372 △ 6,469,381

伸 び 率 1.6 8.2 △ 8.0 4.0 △ 19.1 △ 2.3 △ 10.5 △ 28.9 △ 6.1 △ 3.3 △ 52.2 △ 20.7

（地方財政状況調査） 

-
 
1
7
6
 
-
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（３）復旧・復興事業分決算の状況 
一般会計における、東日本大震災に係る復旧・復興事業費は次のとおりである。 

① 事業費区分 

増減額 増減率

決算額　A 構成比 決算額　B 構成比 B-A (B-A)/A

31,294,200 100.0 24,824,819 100.0 △ 6,469,381 △ 20.7

復旧・復興事業分 12,315,981 39.4 5,865,364 23.6 △ 6,450,617 △ 52.4

通 常 分 18,978,219 60.6 18,959,455 76.4 △ 18,764 △ 0.1

令和元年度

（単位：千円、％）

区 分
平成30年度

一 般 会 計 歳 出 総 額

   
※通常分には財政調整基金積立金が含まれる。            （地方財政状況調査） 

② 復旧・復興事業分の歳出及び財源の内訳 

増減額 増減率

決算額　A 構成比 決算額　B 構成比 B-A (B-A)/A

2,250,235 7.2 1,716,464 6.9 △ 533,771 △ 23.7

307,027 1.0 205,088 0.8 △ 101,939 △ 33.2

14,676 0.1 10,758 0.0 △ 3,918 △ 26.7

5,890 0.0 5,348 0.0 △ 542 △ 9.2

406,780 1.3 221,558 0.9 △ 185,222 △ 45.5

470,817 1.5 455,670 1.8 △ 15,147 △ 3.2

6,694,751 21.4 1,749,919 7.0 △ 4,944,832 △ 73.9

90,789 0.3 57,429 0.2 △ 33,360 △ 36.7

158,073 0.5 106,643 0.4 △ 51,430 △ 32.5

1,891,203 6.0 1,314,260 5.3 △ 576,943 △ 30.5

25,740 0.1 22,227 0.1 △ 3,513 △ 13.6

12,315,981 39.4 5,865,364 23.4 △ 6,450,617 △ 52.4

歳出内訳

商 工 費

土 木 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

消 防 費

教 育 費

令和元年度

（単位：千円、％）

合　　　計

区 分
平成30年度

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

※構成比は、歳出総額に対する比率である。             （地方財政状況調査） 

財源内訳

増減額 増減率

決算額　A 構成比 決算額　B 構成比 B-A (B-A)/A

1,816,701 5.8 1,263,409 5.1 △ 553,292 △ 30.5

416,996 1.3 260,715 1.1 △ 156,281 △ 37.5

356 0.0 1,835 0.0 1,479 415.4

3,026 0.0 11,802 0.0 8,776 290.0

133,158 0.4 57,430 0.2 △ 75,728 △ 56.9

3,351,995 10.7 1,449,115 5.8 △ 1,902,880 △ 56.8

2,381,918 7.6 624,714 2.5 △ 1,757,204 △ 73.8

359,803 1.2 310,814 1.3 △ 48,989 △ 13.6

13,900 0.1 31,100 0.1 17,200 123.7

3,838,128 12.3 1,854,430 7.5 △ 1,983,698 △ 51.7

12,315,981 39.4 5,865,364 23.6 △ 6,450,617 △ 52.4

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 債

合 計

財 産 収 入

一 般 財 源 等

使用料・手数料

令和元年度

（単位：千円、％）

区 分
平成30年度

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

 

   ※構成比は、歳出総額に対する比率である。             （地方財政状況調査） 
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Ⅱ．健全化判断比率及び資金不足比率に関する報告書 
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令和元年度 

 

健全化判断比率及び資金不足比率に関する報告書 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）

第３条第１項及び第22条第１項の規定により、令和元年度決算に係る

健全化判断比率及び資金不足比率を監査委員の意見を付け、次のとお

り報告します。 

  令和２年９月４日 

 

 

大船渡市長  戸 田 公 明 
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１．健全化判断比率及び資金不足比率の状況 
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財政指標の整備、情報開示の徹底及び自主的な改善努力による財政健全化等を目的とし

て、平成 19 年に公布された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、当市

では、平成 19 年度決算から健全化判断比率及び資金不足比率を算定している。 

 これらの比率は、地方公共団体の財政の健全性を測るための新たな指標となるものであ

り、いずれの比率も低い方が財政が健全であるといえる。 

 
(1) 健全化判断比率 
  健全化判断比率は、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担

比率の４つの比率から成り立っている。 

  財政状況が悪化し、健全化判断比率のうちいずれかの比率が地方公共団体の規模によ

り定められた基準、いわゆる早期健全化基準以上になった場合は、財政健全化計画を定

める必要がある。 

  財政状況が更に悪化し、健全化判断比率（将来負担比率は除く）のうちいずれかの比

率が財政再生基準以上になった場合は、財政再生計画を定めるとともに、起債の制限や

国の勧告等の措置が講じられることになる。 

 

① 実質赤字比率 

実質赤字比率は、一般会計（以下「普通会計」という。）の歳入歳出差引額から翌年

度への繰越財源を控除した額が赤字（以下「実質赤字」という。）の場合、その額の

標準財政規模に対する比率である。 

 

  〔年次的推移〕                         （単位：％） 

年  度 
平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 
早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 ― ― ― 13.20 20.00 

※実質赤字額がないため「―」で表示している。 

 

② 連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率は、普通会計のほか特別会計及び水道事業会計など、11 の全会計

に実質赤字（又は資金の不足額）がある場合、その額の標準財政規模に対する比率で

ある。 

 

  〔年次的推移〕                         （単位：％） 

年  度 
平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 
早期健全化基準 財政再生基準 

連結実質赤字比率 ― ― ― 18.20 30.00 

※連結実質赤字額がないため「―」で表示している。 
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③ 実質公債費比率 

実質公債費比率は、普通会計が負担する元利償還金に加えて、特別会計及び一部事

務組合等への繰出金・負担金のうち地方債の償還の財源に充てたと認められるものの

合計額の標準財政規模に対する比率である。 

 

  〔年次的推移〕                          （単位：％） 

年  度 
平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 
早期健全化基準 財政再生基準 

実質公債費比率 10.8 11.8 11.7 25.0 35.0 

 

④ 将来負担比率 

将来負担比率は、普通会計、特別会計及び一部事務組合等の地方債現在高、債務負

担行為に基づく支出予定額など、将来的に実質負担すべき額の標準財政規模に対する

比率である。 

 

  〔年次的推移〕                   （単位：％） 

年  度 
平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 
早期健全化基準 

将来負担比率 95.0 86.2 87.3 350.0 

 

(2) 資金不足比率 

資金不足比率は、公営企業会計に資金の不足額がある場合、その額の事業規模に対す

る比率である。経営状況が悪化し、この比率が経営健全化基準以上になった場合は、経

営健全化計画を定める必要がある。 

 

  〔年次的推移〕                         （単位：％） 

年  度 
平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 
経営健全化基準 

魚市場事業特別会計 ― ― ― 

20.0 

簡易水道事業特別会計 ― ― ― 

漁業集落排水事業特別会計 ― ― ― 

公共下水道事業特別会計 ― ― ― 

水道事業会計 ― ― ― 

※資金不足額がないため「―」で表示している。 
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Ⅲ．大船渡市総合計画実施計画実施状況報告書 
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令和元年度 

 

大船渡市総合計画実施計画実施状況報告書 

 

 大船渡市行政に係る基本的な計画の議決等に関する条例（平成 18

年大船渡市条例第 32 号）第５条の規定により、大船渡市総合計画実

施計画の実施状況を次のとおり報告します。 

  令和２年９月４日 

 

 

大船渡市長 戸 田 公 明 
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１．大船渡市総合計画実施計画の実施状況 
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大船渡市総合計画実施計画の実施状況 

（１）大綱別集計表 

１豊かな市民生活
を実現する産業の
振興

２安心が確保され
たまちづくりの推
進

３豊かな心を育む
人づくりの推進

４潤いに満ちた快
適な都市環境の創
造

５やすらぎある安
全なまちづくりの
推進

６自然豊かな環境
の保全と創造

７自立した行政経
営の確立

1,946,177 174,269 202,549 4,707,690 289,940 1,987,408 627,919 9,935,952 Ａ

国 費 1,236,866 47,326 0 598,177 0 584,562 19,800 2,486,731

県 費 219,298 44,381 0 162,462 0 8,176 0 434,317

地 方 債 115,700 16,300 34,350 1,906,900 262,200 657,925 143,800 3,137,175

そ の 他 30,225 3,158 20,499 1,439,426 12,000 105,979 22,991 1,634,278

一 般 財 源 344,088 63,104 147,700 600,725 15,740 630,766 441,328 2,243,451

1,813,920 162,295 166,012 4,141,761 265,921 1,881,697 472,052 8,903,658 Ｂ

国 費 1,217,409 52,344 0 447,245 10,120 607,999 0 2,335,117

県 費 171,226 43,270 0 87,791 0 7,794 0 310,081

地 方 債 111,900 10,700 30,300 1,806,600 241,700 614,000 37,000 2,852,200

そ の 他 23,880 2,854 12,967 1,026,477 2,530 5,525 22,078 1,096,311

一 般 財 源 289,505 53,127 122,745 773,648 11,571 646,379 412,974 2,309,949

△ 132,257 △ 11,974 △ 36,537 △ 565,929 △ 24,019 △ 105,711 △ 155,867 △ 151,614

93.2% 93.1% 82.0% 88.0% 91.7% 94.7% 75.2%

区　　　分

施　　　策　　　の　　　大　　　綱

合　　計

計
　
画
　
額

事 業 費

実
　
施
　
額

事 業 費

実 施 率(Ｂ/Ａ) 89.6%

実施率(大綱別)

実施額 － 計画額

（単位：千円） 

-
 
1
8
8
 
-
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（２）大船渡市総合計画実施計画について 

本計画は、大船渡市総合計画後期基本計画との整合を図りつつ、施策の基本方針はもとより、

大船渡市総合計画基本構想の重点プロジェクトに位置付けている、大船渡市まち・ひと・しご

と創生総合戦略等の具現化に必要な主要事業を計画的に推進するために策定している。 

 

（３）大綱別実施状況について 

大綱１ 豊かな市民生活を実現する産業の振興 

豊かな地域資源や特性を生かした産業の育成・振興、起業や第二創業の支援等を推進して、

雇用の創出・確保や定住促進を図るとともに、大船渡市観光ビジョンの具現化に向けた一層の

観光振興等により交流人口の増大を図りながら、地域活力の創出に努めた。 

【主な取組】 

① 地方創生推進交付金を活用して、「仕事づくり」や「人づくり」等地方創生に係る取組を推

進した。 

② 大船渡市地区漁村再生交付金事業により、千歳漁港ほか３漁港の船揚場の滑り材を整備す

るとともに、蛸ノ浦、小石浜漁港の船揚場の新設工事を実施し、漁港環境の整備を図った。 

③ 漁港関係施設災害復旧事業により、被災した漁港施設、海岸保全施設及び漁業生産基盤の

復旧に努めた。 

④ 市有林の整備、森林病害虫の防除等を実施し、森林整備意欲の向上に努めた。 

⑤ 大船渡商工会議所等関係機関と連携して、商工業者の経営支援等に努めた。 

⑥ 関係機関と連携して、経営者や事業後継者等の人材育成、市内事業者への技術・販路開拓

支援を行うとともに、起業や新たな事業の促進・創出に努めた。 

⑦ 三陸・大船渡夏まつりを実施するとともに、その他の各種イベントや大船渡市観光物産協

会への運営支援を通じて、観光客の誘致に努めた。 

⑧ 気仙地区３市町の連携による外国人観光客の受入体制整備や観光ルート造成事業を行うと

ともに、国際交流員による英会話教室や国内外への観光情報発信等に取り組み、外国人観光

客の誘致に努めた。 

⑨ 東日本大震災により被災した海水浴場のシャワー室・トイレの復旧整備については、綾里

海水浴場が完成し、全ての海水浴場施設の復旧整備が完了した。 

⑩ 誘致の対象企業と立地に向けた交渉を重ねるとともに、誘致企業の掘り起こしのため、県

内はもとより、首都圏の企業への訪問や信用調査等を行いながら、情報収集と各種の検討・

協議を進めた。 

⑪ 地場企業については、工場等増設に係る建設費用への補助のほか、土地・工場等賃借料助

成金の交付等を通じて企業支援を図った。 

【主な事業】 

事 業 名 決算額(千円) 内   容 

地方創生推進交付金事業 59,494 
「三陸マリアージュ」需要及び取扱事業者等調

査、ＩＴ活用課題解決人材育成・実証活動業務等 
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事 業 名 決算額(千円) 内   容 

大船渡市地区漁村再生交付金

事業 
193,118 

漁港の船揚場滑り材の新設・増設工事及び船揚場

新設工事 

滑り材：千歳、野野前、小路、泊里 

船揚場：蛸ノ浦、小石浜 

漁港関係施設災害復旧事業 1,261,220 漁港施設、海岸保全施設等の復旧 

森林整備事業 19,626 市有林整備（新植、下刈、間伐、防護網設置等） 

森林病害虫等防除事業 32,343 
松くい虫及びナラ枯れ被害木の伐倒くん蒸、運搬

等 

中小企業対策事業 14,000 
大船渡商工会議所中小企業相談所事業への補助、

「商工しおさい」の発行委託 

起業支援事業 10,619 
起業や新たな事業創出、事業後継者等を対象とし

た人材育成経費への補助等 

まつり開催運営支援事業 30,279 三陸･大船渡夏まつり等 

大船渡市観光物産協会運営支

援事業 
11,082 大船渡市観光物産協会運営補助 

外国人観光客受入対応事業 8,300 
気仙地区３市町の連携による外国人観光客の

受入体制整備や観光ルート造成事業 

観光施設災害復旧事業 67,716 海水浴場シャワー室・トイレ災害復旧工事 

企業立地推進事業 18,390 工場等増設に係る建設費用への補助 

 

大綱２ 安心が確保されたまちづくりの推進 

人口の減少や少子高齢化が進む中で、全ての市民が、互いに支え合いながら、健康で安心し

て暮らせるためのまちづくりを推進した。 

【主な取組】 

① 市内 10 地区に放課後児童クラブを設置し、子育て支援体制の充実を図った。 

② 市内の民間保育園（２園）、ショッピングセンター及びＹ・Ｓセンター内に地域子育て支援

センターを設置し、育児相談や各種イベントの実施等により、子育て家庭が孤立しないよう

に支援した。 

③ 大船渡市結婚相談・支援センターを設置し、結婚相談やマッチング、婚活イベント等を行

った。 

④ 老朽化した子育て支援施設（蛸ノ浦児童館）の解体撤去を行った。 

⑤ 障がい者福祉については、自立支援給付費の支給等により、居宅介護や施設入所による介

護支援、就労や自立のための訓練への支援等を行った。 

⑥ 地域での支え合い活動の創出に向けて、市内各地区への地域助け合い協議会の設置を推進
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するとともに、その運営を支援した。（令和元年度末までに 11 地区で設置済） 

【主な事業】 

事 業 名 決算額(千円) 内   容 

放課後児童健全育成事業 87,482 

放課後児童クラブの運営（猪川、大船渡北、

末崎、盛、赤崎、立根、大船渡、日頃市、吉

浜、綾里の小学校区） 

地域子育て支援センター事業 39,906 

地域子育て支援センターの運営（大船渡保育

園、猪川保育園、ＮＰＯ法人こそだてシップ、

大船渡市社会福祉協議会） 

結婚支援事業 8,000 
大船渡市結婚相談・支援センターの設置（南

三陸ショッピングセンターサン・リア内） 

子育て支援施設解体撤去事業 9,499 蛸ノ浦児童館の解体撤去 

 

大綱３ 豊かな心を育む人づくりの推進 

市民が生涯にわたって学び、スポーツ・レクリエーションや芸術文化に親しむ環境づくりを

進めるとともに、学校教育の充実を図りながら、将来を担う人材の育成に努めた。 

【主な取組】 

① 市立博物館の考古・民俗展示室の空調機の更新と、会議室・管理人室に空調機を設置し、

施設利用環境の向上を図った。 

② 市民文化会館の自主事業の企画・実施等を通じて、市民の芸術文化の振興及び交流の促進

に努めた。 

③ 中学校２校のコンピュータを更新し、学習環境の向上を図った。 

④ 猪川小学校屋内運動場の屋根の葺き替え及び外壁補修を実施し、教育環境の整備を図った。 

⑤ 学校統合に伴い閉校した旧越喜来小学校プール解体を実施し、跡地有効活用に向けた環境

整備を進めた。 

⑥ 赤崎グラウンド駐車場舗装、Ｂ＆Ｇ海洋センター電気設備更新を実施し、スポーツ環境の

向上を図った。 

【主な事業】 

事 業 名 決算額(千円) 内   容 

博物館施設改修事業 2,736 
考古・民俗展示室、会議室、管理人室の空調

機更新及び設置 

義務教育施設整備事業 

（教育用コンピュータ整備事業） 
107,799 

小中学校のコンピュータのリース 

（２校で更新：綾里中、吉浜中） 

猪川小学校屋内運動場大規模改

修事業 
23,852 

猪川小学校屋内運動場屋根葺き替え及び外壁

補修 

学校統合に伴う未利用施設の除

却事業 
5,884 旧越喜来小学校プール解体 
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事 業 名 決算額(千円) 内   容 

スポーツ施設改修事業 13,935 
赤崎グラウンド駐車場舗装、Ｂ＆Ｇ海洋セン

ター電気設備更新 

 

大綱４ 潤いに満ちた快適な都市環境の創造 

東日本大震災からの「復興の総仕上げ」に資するとともに、市民が快適に暮らすことができ

る環境づくりのため、各種都市基盤の整備を図りながら、潤いに満ちた都市環境づくりを進め

た。 

【主な取組】 

① 大船渡駅周辺地区土地区画整理事業について、令和元年 11 月に換地処分公告が行われ、令

和２年１月に区画整理登記が完了した。 

② 防災集団移転促進事業の移転跡地を有効活用するため、譲渡・貸付を行うとともに、被災

跡地整備事業により産業用地の整備を進めた。 

③ 市道甫嶺横断線を始め、日常生活の基盤である市道の計画的な整備と適切な維持管理に努

めた。 

④ 綾里川ダム放流水に係るマンガン除去装置の整備を進めた。 

⑤ 未給水地域の解消等のための施設整備事業や配水管の布設替え、設備等の改良更新事業を

実施し、給水基盤の拡充と施設の安全性向上を図るとともに、各種災害復旧事業に伴う送配

水管布設替を進める等、新たなまちづくりに対応した生活基盤の整備に努めた。 

⑥ 長安寺団地の住戸改善（外壁・屋根等の改修工事）を行い、施設の長寿命化を図るなど、

市営住宅の適切な維持管理に努めた。 

⑦ 中井沢公園・猪川公園の園路等バリアフリー化及びトイレ水洗化工事を行うなど、都市公

園の適切な維持管理に努め、住環境の向上を図った。 

⑧ 居住環境の向上及び住宅関連産業を中心とした地域経済の活性化を図るため、住宅リフォ

ーム工事助成事業を創設した。 

⑨ テレビ共同受信施設組合が実施した老朽化施設の更新経費に対して補助金を交付し、テレ

ビ難視聴地域の解消を図った。 

⑩ 大船渡港コンテナ定期航路を利用して輸出入を行う荷主企業に対して補助金を交付し、大

船渡港の利用促進を図った。 

⑪ 市民の移動手段を確保するため、市内各地区の中心部や応急仮設住宅と商業施設、病院、

高等学校等市内主要施設を結ぶ市内４路線のバス運行を実施した。 

⑫ 大船渡市総合交通ネットワーク計画に基づき、「将来を見据えた持続可能な交通サービスの

実現」を目指し、デマンド交通や、患者輸送バス一般乗車のほか、交通不便地域に居住する

自動車運転免許のない高齢者を対象とした、タクシーチケット配布の実証実験を実施した。 

【主な事業】 

事 業 名 決算額(千円) 内   容 

被災市街地復興土地区画整理事

業 
755,150 

換地処分手続き、区画整理登記嘱託、損失補償

等 
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事 業 名 決算額(千円) 内   容 

被災跡地整備事業 9,533 産業用地整備（土地交換、工事等：浦浜） 

市道甫嶺横断線道路新設改良事

業 
154,706 道路改良舗装工事 

綾里簡易水道施設整備事業 280,975 マンガン除去装置整備工事等 

水道施設整備事業 1,182,228 
第４浄水場浄水棟新築・浄水施設機械・電気・

計装設備工事等 

水道施設災害復旧事業 100,243 盛川河川等災害復旧事業への配水管布設替等 

市営住宅長寿命化事業 20,185 
長安寺団地の住戸改善（外壁・屋根等の改修

工事） 

都市公園施設整備事業 28,221 
中井沢公園・猪川公園の園路等バリアフリー

化及びトイレ水洗化 

住宅リフォーム工事助成事業 1,872 
市内施工業者によるリフォーム工事を行う

場合の費用の一部助成 

テレビ難視聴地域解消事業 42,974 
テレビ共同受信施設組合（平山、関谷、三陸崎

浜、佐野）が実施した施設改修経費への補助 

コンテナ定期航路利用促進事業 14,057 

コンテナ定期航路利用促進補助 

・利用奨励（通常・大口荷主）分 

・維持促進分等 

路線廃止代替バス運行支援事業 9,430 市内路線バス運行費補助（４路線） 

市コミュニティバス事業 3,917 

・デマンド交通（日頃市地区） 

・患者輸送バス一般乗車（綾里・越喜来・吉浜 

地区） 

・タクシーチケット配布（盛・大船渡・末崎・ 

赤崎・猪川・立根地区） 

 

大綱５ やすらぎある安全なまちづくりの推進 

自然災害等から市民の生命・財産を守るため、防災・消防体制の充実を図るとともに、交通

事故、犯罪等に対して市民一丸となって取り組む等、安全な暮らしづくりを推進した。 

【主な取組】 

① 津波避難誘導標識の設置や、道路改良工事に伴う防災行政無線屋外拡声子局の移設等を行

うとともに、自主防災組織の防災資機材等購入に対する補助金の交付や本市の地域防災計画

の修正等により、防災体制の充実を図った。 

② 老朽化した消防屯所１棟（第 10 分団第４部）の整備や消防車両等の更新、防火水槽整備等

を行った。 
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③ 可搬型消防デジタル無線装置を各分団本部に配備し、消防団全体での情報の共有化はもと

より、迅速な情報伝達網の強化を図った。 

【主な事業】 

事 業 名 決算額(千円) 内   容 

防災関係事業 12,650 津波避難誘導標識設置 

消防施設整備事業 92,813 
老朽化消防屯所整備（１か所）、消防車両等の

更新（２台）、防火水槽の整備（２基） 

消防通信設備整備事業 33,000 可搬型消防デジタル無線装置の配備(12基) 

 

大綱６ 自然豊かな環境の保全と創造 

本市の豊かな自然環境や美しい景観の保全・形成、身近な地域の環境美化、環境への負荷が

少ない持続可能な循環型社会の形成等に努めた。 

【主な取組】 

① 公共下水道事業について、猪川町、赤崎町及び大船渡町で管渠工事等を実施し、公共下水

道施設の整備・拡大を図った。 

② 公共下水道事業及び漁業集落排水事業の区域外においては、浄化槽設置整備事業を推進し、

衛生的で快適な生活環境の確保と公共用水域の保全に努めた。 

③ 気仙広域連合の構成他市町と連携し、衛生センターの適切な維持管理により、し尿等の適

正処理を図った。 

④ 大船渡地区環境衛生組合が実施するごみ収集・処理や積込中継施設等の維持管理、集団資

源回収への奨励金交付等により、ごみの減量化と適正処理を図るとともに、岩手沿岸南部広

域環境組合及び構成他市町と連携して岩手沿岸南部クリーンセンターの円滑な運営に努めた。 

【主な事業】 

事 業 名 決算額(千円) 内   容 

公共下水道事業 1,278,733 管渠工事、舗装本復旧工事 

浄化槽設置整備事業 27,674 
浄化槽設置希望者からの申請に基づく補助金

の交付（67基） 

気仙広域連合施設維持管理事業 86,265 し尿処理施設の維持管理に係る負担金 

大船渡地区環境衛生組合ごみ収 

集・処理事業 
58,565 

ごみ収集・処理、中間処理施設及び最終処分

場の維持管理等に係る負担金 

岩手沿岸南部広域環境組合事業 383,046 広域ごみ処理施設の運営等に係る負担金 

 

大綱７ 自立した行政経営の確立 

健全な財政運営を基本に、限られた資源を最大限に活用した行政運営、市民との協働及び各

般にわたる広域連携を推進しながら、自主的かつ主体的なまちづくりを進めた。 
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【主な取組】 

① 大船渡市市民活動支援センターを開設し、市民団体の活動や地域づくり住民ワークショッ

プの運営支援等により協働の推進に努めた。 

② 事務事業評価を行い、その結果を公表した。 

③ セキュリティの確保を含めた総合行政情報システム（住民記録システム、住民税システム

等）の更新、適正な運用管理及び「電子自治体」（ホームページの公開、庁内 LAN の整備等）

に関する取組を推進した。 

④ 旧大船渡消防署、旧崎浜小学校及び旧崎浜保育所の解体撤去に向けた工事設計業務を実施

した。 

⑤ マイナンバーカードを利用してコンビニエンスストア等で各種証明書が取得できるコンビ

ニ交付サービスのシステムを構築し、令和２年３月からサービスを開始した。 

【主な事業】 

事 業 名 決算額(千円) 内   容 

市民活動支援センター事業 14,523 
大船渡市市民活動支援センターの開設（南三

陸ショッピングセンターサン・リア内） 

行政事務ＯＡ化推進事業 210,998 総合行政情報システムの更新及び運用・管理 

電子自治体推進事業 106,199 
「電子自治体」運営のためのシステムの運

用・管理 

普通財産（建物）解体撤去事業 7,994 
解体撤去工事の設計（旧大船渡消防署、旧崎

浜小学校及び旧崎浜保育所） 

コンビニ交付サービス事業 43,876 システム構築業務、サービスの運用 
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